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拡張性を有する学習支援システムアーキテクチャ ELECOA に基づく分散マルチプラットフォーム学習

環境の検討を進めた．ELECOA の特徴は，プログラムモジュールである教材オブジェクトを構成要素と

し，機能拡張性とコンテンツ再利用性を両立させた柔軟な学習環境を提供することにある．これまでに

教材オブジェクト間の基本的な通信パターンとこれを遵守・再利用するためのデザインパターンを示し，

このデザインパターンで独習型・グループ学習型のさまざまな環境を実現できることを示した．本稿で

は，このデザインパターンに則って，教材オブジェクトを Web サーバやスマートフォンなど複数プラッ

トフォームに動的に再配置する方式，および，実用的な学習支援環境への適用について述べる． 

キーワード: 学習者適応，拡張可能学習支援システム，教材オブジェクト，分散プラットフォーム 

1. はじめに 

e ラーニング教材や教授方略を共有・流通・再利用

するため，さまざまな標準規格が開発されている(1)．

教材については，SCORM 規格(2)， QTI 規格(3)，教授

方略については，LD 規格(4)(5)が挙げられる．これらの

標準規格に準拠した学習環境では，規格範囲外の機能

拡張を行うことは困難である．拡張機能を有するコン

テンツは，非対応のプラットフォームでは動作せず，

相互運用性が損なわれてしまうためである(6)(7)． 

筆者らは，相互運用性と機能拡張性の両立を図るた

め，教材オブジェクトという概念を導入した拡張可能

な学習支援システムアーキテクチャ Extensible 

Learning Environment with Courseware Object 

Architecture (ELECOA) を提案してきた(6)-(9)．さらに，

独習，グループ学習の学習制御に共通する教材オブジ

ェクト間の基本通信パターン(10)，教材オブジェクトが

この通信パターンを遵守するためのデザインパターン

を導いた(11)(12)．このデザインパターンに則って教材オ

ブジェクトを実装し，個別に開発された独習用コンテ

ンツをグループ学習で再利用することが可能になるこ

と，グループ型作問学習など実用的な学習環境が実現

できることを示した(12)．また，近年提案された独習環

境規格の cmi5 に適用した(13)． 

本稿では，ELECOA のアーキテクチャを踏まえて，

再利用可能な教材オブジェクトが，Web サーバやスマ

ートフォンなどに分散・連携するマルチプラットフォ

ーム学習環境(14)(15)の検討・開発状況を報告する．以下，

第 2 章で ELECOA の概要，第 3 章で教材オブジェク

ト間通信パターン，第 4 章で通信パターンを実装する

ためのデザインパターンについて述べる，第 5 章で分

散マルチプラットフォーム学習環境の概要，第 6 章で

教材オブジェクトの動的再配置方式，第 7 章で実用的

学習支援環境への適用について述べる． 

2. ELECOA の概要 

従来の学習支援システムは，コンテンツとプラット

フォームを分離する構成が一般的である(7)．学習内容

に依存しない共通機能はプラットフォームに実装し，

コンテンツ作成者はプラットフォームの実装に関与せ

ずに，学習内容に応じたコンテンツを作成する．この

ような構成では，プラットフォームに予め決められた

機能を実装するため，後からの機能拡張が困難であり，

不用意な改造で既存コンテンツが動作しなくなるとい

った問題が発生する．また，コンテンツとプラットフ

ォームの相互運用のためには標準規格が必要であるが，

規格準拠のシステムに独自機能を追加すると，相互運
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用性が確保できなくなる．このように，従来の構成で

は機能拡張性と相互運用性の両立は非常に困難である． 

そこで，筆者らは「教材オブジェクト」(8)と呼ぶ概念

を取り入れた学習支援システムアーキテクチャ

ELECOA(6)(7) を提案した．図 1 に示すように，

ELECOA は，コンテンツ，教材オブジェクト，プラッ

トフォームの 3 層の構成になっている．教材オブジェ

クトは，従来型アーキテクチャでプラットフォームに

実装されていた，学習者適応などの機能を取り出した

プログラム部品である．機能追加の際は，新規の教材

オブジェクトを作成する．既存コンテンツは既存教材

オブジェクトのみで動作するため，機能追加の影響を

受けない．このため，カスタマイズが格段に容易にな

り，機能拡張性を向上できる．また，コンテンツと教

材オブジェクトを一緒に流通させることで，相互運用

性，コンテンツ再利用性を確保できる． 

 

図 1  ELECOA の構成 

3. 教材オブジェクト間通信パターン 

3.1 通信パターンの機能 

ELECOA では階層型コンテンツの各ノードに教材

オブジェクトを配置する．木構造の一部のサブツリー

を取り出して再利用可能とするため，教材オブジェク

ト間のもっとも基本的な通信は，直接の親子間に限定

する(7)．ツリー全体の学習制御機能は，直接の親子間

通信を組み合わせて実現する．このための通信パター

ンは，独習型コンテンツ(7)で規定された以下の 4 つの

処理に対応する(11)(12)． 

(1) ロールアップ処理 

(2) ポストコンディションルール処理 

(3) シーケンシング処理 

(4) 学習コマンドリスト生成処理 

グループ学習環境でも，各学習者に階層型コンテン

ツを割り当て，教材オブジェクトが，他学習者の教材

オブジェクトと情報交換することで学習制御を行う．

グループ学習では，「他学習者の状態を条件とする分

岐」，「他学習者との同期（待ち）」，「他学習者の状態を

条件とする強制移動」が必要となる．これらのうち，

分岐は上記(3)のシーケンシング処理で，同期と強制移

動は(2)のポストコンディションルール処理で実現で

きる(11)(12)．このように，上記の 4 つの通信パターンで，

独習型コンテンツ・グループ学習環境のいずれも実現

することができ，これらの通信パターンを遵守してい

る教材オブジェクトは自由な組み合わせが可能となる． 

3.2 通信パターンの実装 

前節で述べた 4 つの処理に対応した通信パターンは，

いずれも，ツリーの直接の親子の教材オブジェクト間

の通信で実現される．また，いずれも，学習者に提示

されている学習資源に対応する葉の教材オブジェクト

（これをカレントオブジェクトと呼ぶ）が通信の起点

となり，親の教材オブジェクトに向けて順次コマンド

を送り，それに対する親の応答を子が受け取るという

動作を行う．それぞれの教材オブジェクトでは，コマ

ンドに対する処理を独自に実装することができ，さら

に新たなコマンドを追加することができる．これによ

って ELECOA の機能拡張性が実現される(7)． 

4 つの通信パターンは，前節に示した(1)～(4)の順で

実行される．ツリーのどのレベルのノードまで通信が

伝搬するかは，処理によって異なる．ポストコンディ

ションルール処理では，下位のコンテンツを再利用し

つつ大域的な学習制御を可能とするため，必ずルート

まで伝搬が行われ，最もルートに近いノードのルール

が優先される．一方，シーケンシング処理では，配下

のサブツリー内に次の提示候補となる葉ノードが見つ

かった教材オブジェクトで伝搬は終了し，カレントオ

ブジェクトに提示候補のノード指定情報が返却される． 

4. 教材オブジェクトのデザインパターン 

ELECOA の機能拡張性やコンテンツ再利用性を実

現するためには，すべての教材オブジェクトが前章の

通信パターンを遵守する必要がある．この通信パター

ンは，以下の処理レイヤーに分離することができる． 

(1) 隣接する親子教材オブジェクト間の通信処理 

(2) (1)の隣接通信を組み合わせた 4 つの通信パター
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ンの処理 

(3) (2)の 4 つの通信パターンのコマンドに対する

個々の教材オブジェクトの処理 

そこで，図 2 に示すように，各処理レベルに対応し

た層を設けたレイヤーデザインパターン(16)(17)を適用

する(11)(12)．このデザインパターンは，「隣接通信層」，

「基本通信層」，「アプリケーション層」から構成され，

それぞれが，上記の(1)，(2), (3)の処理に対応している．

左端の Command Entry は，学習者がコマンドを入力

すると，カレントオブジェクトに対して，順次 4 つの

通信パターンを起動するコマンドを送り，これが葉ノ

ードからルートまで伝搬して学習制御処理が実行され

る．このように，レイヤーデザインパターンを適用し，

「隣接通信層」，「基本通信層」は各教材オブジェクト

で共通とし，「アプリケーション層」で独自機能を実装

することで，機能の異なるすべての教材オブジェクト

が通信パターンを遵守することができる(11)(12)． 

 
図 2  レイヤーアーキテクチャにおける 

物理的な通信の隠ぺい 

 

図 3  分散マルチプラットフォーム学習環境 

5. 分散マルチプラットフォーム学習環境 

5.1 概要 

ここまで，4 つの通信パターンを遵守した教材オブ

ジェクトの組合せで，独習やグループ学習などさまざ

まな学習制御が可能となることを示した．さらに，こ

れらの学習制御を実装するための教材オブジェクトの

デザインパターンを示した．このデザインパターンは，

図 2 のようなレイヤーデザインパターンであり，隣接

教材オブジェクト間の通信を司る隣接通信層と各教材

オブジェクトの学習制御を実装する基本通信層，アプ

リケーション層が明確に分かれている．従って，図 2

のように物理的な通信手段を上位層から隠ぺいすれば，

教材オブジェクトとして実装されたさまざまな学習制

御機能がサーバ，スマートフォン，電子教科書など，

複数プラットフォームで再利用可能な分散マルチプラ

ットフォーム学習環境を実現できる(14)(15)． 

この学習環境の構成イメージを図 3 に示す．コンテ

ンツツリーは，サーバとスマートフォンなどの端末に

またがって配置される．通常は，端末がサーバと通信

してグループ学習のための学習制御が行われる．端末

がオフラインになった場合も，端末上の教材オブジェ

クトによって独習を進めることができる． 

このような分散マルチプラットフォーム学習環境を

実現するうえで検討すべき課題を挙げる． 

(1) 分散プラットフォームアーキテクチャ 

(2) 教材オブジェクト間通信削減方式 

(3) 教材オブジェクト動的再配置方式 

(4) 実用的学習支援環境への適用 

本章では，(1)，(2)を簡単に紹介し，以降の章で，(3)，

(4)について述べる． 

5.2 分散プラットフォームアーキテクチャ 

前節で述べたように，教材オブジェクトの複数プラ

ットフォームにまたがる流通・再利用性を確保するた

めに，上位層から下位層の物理実装を隠ぺいする．図

2 の隣接通信層とプラットフォーム層の間に，隣接通

信のための API を設ける．教材オブジェクトが通信を

行う際には，通信相手の教材オブジェクトの論理 IDを

指定して，この API を起動する．プラットフォーム層

では，教材オブジェクトの論理 ID と教材オブジェク

Leaf Block Block Root

スマホ・タブレット サーバ サーバ

アプリケー
ション層

隣接通信層

プラット
フォーム層

基本通信層
Command

Entry

教材オブジェクト

学習コンテンツ・学習方略記述

教材オブジェクト
実行時インスタンス化
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トが配置されたプラットフォームのマッピングを保持

している．これによって，プラットフォーム層は，通

信相手の教材オブジェクトが，自プラットフォーム内

のものか，他プラットフォーム上のものかを判断し，

通信メッセージを転送する．これによって，教材オブ

ジェクトの隣接通信層以上は，通信がプラットフォー

ムをまたがっているか，プラットフォーム内に閉じて

いるかを関知する必要が無くなる． 

プラットフォーム層の制御プログラムは，教材起動

時に，サーバ，スマートフォンなどの物理的なプラッ

トフォームごとに配置され，WebSocket による相互通

信の確立，および，教材オブジェクトのマッピングを

行う．以後の教材オブジェクト間通信は，この

WebSocket を通じて行われる． 

教材オブジェクトの実装言語には，Web サーバ，ブ

ラウザ，スマートフォンなどで共通に実行可能な

JavaScript を選択した．これによって，同一の教材オ

ブジェクトがいずれのプラットフォームでも動作可能

となる． 

5.3 教材オブジェクト間通信削減方式 

教材オブジェクトは複数プラットフォームに分散配

置されるため，その間の通信オーバヘッドが問題とな

る．例えば，ポストコンディションルール処理では，

最もルートに近いノードのルールを優先するために，

必ずルートまで伝搬が行われる．このため，コンテン

ツ内の移動がひとつのプラットフォームに閉じていて

も，プラットフォームをまたぐ通信が発生する．そこ

で，教材オブジェクト間の通信パターンが定型化され

ていることを活用して通信オーバヘッドを抑制できる

通信方式の検討と削減効果の評価を行っている(15)(18)． 

6. 教材オブジェクト動的再配置方式 

携帯端末や電子教科書は，学校内外で通信環境が異

なることが考えられる．一方，5.2 節で述べたように，

プラットフォーム層は，隣接通信層以上から隠ぺいさ

れており，教材オブジェクトはどのプラットフォーム

でも動作する．これを活かして，教材オブジェクトを

動作させるプラットフォームを動的に変更する方式を

検討する．具体的には，教室内のように学校サーバと

直接通信が可能な環境では，グループ学習などが円滑

に実施できるように，サーバ上で教材オブジェクトを

動作させて学習者間の通信オーバヘッドを低減する．

家庭や移動中など，サーバと通信できない環境で学習

を継続するためには，サーバ上の独習教材部分を携帯

端末にダウンロードし，後で学習状態をサーバと同期

する方式を検討する． 

教材オブジェクトが複数プラットフォームに分散配

置されている場合，プラットフォーム間での通信が可

能な場合でも通信を抑制することが望ましく，オフラ

イン環境の場合は，通信を遮断しても学習が継続でき

る必要がある．一般的な通信量の削減については，キ

ャッシュなどを用いる方式を提案した(15)(18)．ここでは，

図 3 に示したような分散マルチプラットフォーム学習

環境で，スマートフォンなどに配置されたコンテンツ

ツリーの一部が，他のプラットフォームに配置された

コンテンツ部分と通信を行わずに学習動作を継続でき

る条件とそのための方策を検討する．また，それに基

づくオフラインでの学習継続のための教材オブジェク

ト動的再配置方式について述べる． 

6.1 プラットフォーム間通信の分類 

プラットフォーム間の通信は，コンテンツツリー上

の親子間のパス，および，プラットフォームをまたが

る共有学習目標を通じた通信で生じる．以下，それぞ

れについて，図 4 を例に検討していく． 

 
図 4 プラットフォームをまたがる共有学習目標の例 

6.1.1 コンテンツツリー上の親子間パス 

3.1 の 4 つの通信パターン(11)(12)のうち，「(1) ロール

アップ処理」，「(2) ポストコンディションルール処理」，

「(4) 学習コマンドリスト生成処理」では，末端のカレ

ントオブジェクトからコンテンツツリーの最上位のル

ートノードを結ぶパス上の親子ノード間で通信が生じ
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る．「(3)シーケンシング処理」では，次に提示するノー

ドを探索するため，現在提示されているカレントオブ

ジェクトと次に提示するノードを含むサブツリー内で

通信が起きる．以上の各処理について，プラットフォ

ームをまたがる通信が発生する状況を検討する． 

(1) ロールアップ処理 

学習状態の変化は，カレントオブジェクトからルー

トノードに向けて順次伝搬する．状態変化が同一プラ

ットフォーム内のノードで留まれば(15)(18)，プラットフ

ォーム間通信は起きない．例えば，図 4 でノード 5 が

状態変化してロールアップ処理を行った場合，ノード

5→4→3→2→0 の順に伝搬が起きるが，4 ないし 3 が

状態変化しなければ，その上位への通信は不要で PF1

から PF0 への通信は起きない． 

(2) ポストコンディションルール処理 

カレントオブジェクトからルートノードに向けて，

ポストコンディションルールが設定されているノード

の学習状態を参照して実行される．従って，プラット

フォーム外のルートノードまでのパス上のノードにポ

ストコンディションルールが設定されていなければ，

プラットフォーム間通信は起きない．例えば，図 4 で

ノード 2，0 にルールが設定されていなければこれら

への通信は不要で PF1 から PF0 への通信は起きない．

また，ルールが設定されていても，そのルールの評価

が以前に行われていて条件が成り立たず，その後，当

該ノードの状態が変化していなければ，やはり通信は

不要である．一方で，ポストコンディションルールは，

ルートに近いノードのルールが優先される(12)．従って，

図 4 で，ノード 3 と 0 にポストコンディションルール

が設定されていて，学習状態が変化した場合，ノード

3 のルールの成立いかんによらず，ノード 0 のルール

も評価する必要があり，この場合は，PF1 から PF0 へ

の通信が必要である． 

(3) シーケンシング処理 

カレントオブジェクトを含むサブツリーの中で，次

に提示するカレントオブジェクトを検索する(12)．この

とき，サブツリーのルートノードまでの通信が起きる．

サブツリー内で条件を満たす提示候補が見つからなけ

れば，一段外側のサブツリーを検索範囲とする．従っ

て，図 4 の例では，ノード 5 がカレントオブジェクト

とすると，まずノード 4 以下のサブツリー内を検索し，

提示候補が見つからなければノード 3 以下のサブツリ

ー内を検索する．ここで提示候補が見つかれば，PF1

から PF0 への通信は発生しない．提示候補が見つから

なければ，ノード 2 以下のサブツリー内を検索する必

要があり，プラットフォーム間の通信が発生する． 

(4) 学習コマンドリスト生成処理 

カレントオブジェクトからルートノードまでの各ノ

ードが，自身に定義された実行可能コマンドをカレン

トオブジェクトに返却する(12)．各ノードの実行可能コ

マンドが，ノードの状態に依らず変化しなければ通信

は不要である．状態に依存していても状態が変化して

いなければ通信は不要である． 

6.1.2 プラットフォームをまたがる共有学習目標 

図 4 の共有学習目標 Obj が存在するような場合は，

コンテンツツリーに沿った通信以外に，共有学習目標

を介した学習状態の伝搬が生じる(7)．このような状態

伝搬は，直接的には，ロールアップ処理で発生するが，

共有学習目標の変化がさらに他のノードの状態変化を

起こして，そのノードに設定されているルールに影響

を及ぼすほか，ポストコンディションルールなどは共

有学習目標を直接参照することもできるので，それら

への影響も検討が必要である． 

(1) ロールアップ処理 

学習状態の変化は，共有学習目標を介しても伝搬す

る．従って，図 4 のノード 7 で状態変化が起きた場合，

Obj を経由して，ノード 9→8→2→0 のパスのロール

アップも発生する． 

(2) ポストコンディションルール処理 

処理はカレントオブジェクトからルートノードに向

けて実行される．そのため，ノード 7 がカレントオブ

ジェクトの場合，ノード 7→3→2→0 のパスで処理が

行なわれ，Obj は無関係である．ただし，(1)のロール

アップ処理でノード 2，0 の状態が変化し，それらのノ

ードにルールが設定されていた場合は，Obj を経由し

た状態変化もルールの評価に影響を及ぼす． 

(3) シーケンシング処理 

前節で述べたように，処理はカレントオブジェクト

を含むサブツリー内で行われる．従ってサブツリーの

範囲に，共有学習目標を参照する他のノードが含まれ

なければ影響はない．図 4 の例では，ノード 2 以下の

サブツリー内を検索するまでは影響はない． 
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(4) 学習コマンドリスト生成処理 

前節(4)で述べたように，処理はカレントオブジェク

トからルートノードまでの各ノードが関係する．各ノ

ードの実行可能コマンドが，ノードの状態に依らず変

化しなければ通信は不要である．依存していていても，

ノードが(1)で述べた共有学習目標からのロールアッ

プの範囲外であれば影響を受けない． 

6.2 分散プラットフォーム間学習状態伝搬方式 

以上の検討に基づき，複数プラットフォーム間で共

有学習目標経由の学習状態伝搬を遅延させて，プラッ

トフォーム間の通信を軽減する方式を検討した． 

着目した点は，シーケンシング処理における移動先

の検索範囲である．探索処理はカレントノードを含む

サブツリー内で行われる．このサブツリーがカレント

オブジェクトが配置されたプラットフォームに閉じて

いれば，プラットフォーム間通信は発生しない． 

一方，検索範囲が他プラットフォームにまたがる場

合は，プラットフォーム間通信は必須である．しかし，

このとき，探索範囲のノードの学習状態は，シーケン

シング処理の対象となるまでに確定していればよい．

従って，図 4 で Obj を経由して PF2 および PF0 のロ

ールアップによる状態変化が発生する可能性があって

も，シーケンシング処理の検索範囲が PF1 に閉じてい

る間は，このロールアップ処理の実行は遅延でき，プ

ラットフォーム間の通信を抑制できる．具体的な処理

を図 4 を例に説明する． 

(1) PF1 のロールアップ処理で Obj の学習状態が変化

した場合これを記録し，PF2 への伝搬は行わない． 

(2) シーケンシング処理で PF1 から PF2 への移動が

起きた（PF2 が探索範囲に含まれた）場合，シーケ

ンシングコマンドと Obj の学習状態を PF2 へ送る． 

(3) PF2 は Obj の学習状態とシーケンシングコマンド

を受け取り，まず，Obj を起点とするロールアップ

処理を実行し，その後，シーケンシングを実行する．

すなわち，まず Obj にロールアップコマンドを送

り，ロールアップ処理が完了してから，ノード 8 配

下のサブツリーでシーケンシング処理を行う． 

通常の処理の順序は，「ロールアップ処理」→「ポス

トコンディションルール処理」→「シーケンシング処

理」であるので，上記の(3)では，シーケンシング処理

の途中で，ロールアップ処理が入れ子になって実行さ

れていることになる．これによって，PF2 でシーケン

シング処理が行われるまで，Obj 経由のロールアップ

処理を遅延できる．なお，(1)～(3)の処理は，教材オブ

ジェクトのデザインパターンに則って各レイヤーの処

理が規定されているが，詳細は紙幅の都合で割愛する． 

ここで，ポストコンディションルール処理は，シー

ケンシング処理の前のカレントオブジェクト（ノード

7）からコンテンツツリーのルートノードへのパス上

で実行されるので，PF2 中のノードに設定されたポス

トコンディションルールの評価は不要である．しかし，

上記のパス上にある PF0 中のノード 2, 0 にポストコ

ンディションルールが設定されている場合は，Obj か

ら PF2 を経由した学習状態変化がこれらのルール評

価に影響を及ぼす．ポストコンディションルールが成

り立つと，シーケンシング処理の対象コマンド自体が

置き換えられるため，ノード 2, 0 にポストコンディシ

ョンルールが設定されている場合は，ロールアップ処

理の遅延実行を適用することはできない．ただし，こ

のような共有学習目標を経由した学習状態変化が，上

位ノードのポストコンディションルールに影響を及ぼ

すケースは実用的に意味が薄く，実際 SCORM のテス

トケースにもみられない．今回，これに関する議論の

詳細は紙幅の都合で割愛する． 

同様に，学習コマンドリスト生成処理についても，

ノード 2, 0 の実行可能コマンドがノードの学習状態に

依存する場合は，Obj から PF2 を経由した学習状態変

化がこれらのノードの実行可能コマンドリストに影響

を及ぼす可能性があるため，ロールアップ処理の遅延

実行を適用することはできない．ただし，ほとんどの

場合，実行可能コマンドはノードの学習状態に依存し

ないため，現在の実装では実行可能コマンドリストは

初期化時に一度だけ設定している．これについては今

後の実装で修正予定である． 

6.3 動的再配置方式 

前節では，共有学習目標が複数プラットフォームに

またがっている場合に，共有学習目標を経由したロー

ルアップ処理を遅延させて，プラットフォーム間通信

を抑制する方式を検討した．本節では，これに加えて，

6.1.1 で述べたコンテンツツリー上の親子間パスに着
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目し，サーバ上のコンテンツの一部をタブレット端末

などにダウンロード（再配置）し，端末上でオフライ

ンで学習を継続し，再度，サーバと学習履歴を同期し

て学習を継続する方式を示す． 

図 4 のコンテンツツリー全体が最初 PF0 に配置さ

れていて，その後，一部のサブツリーを図のようにPF1

に再配置して，オフラインで実行することを考える．

ここで，前節で述べたように，PF0 中のノード 2, 0 に

ポストコンディションルールが設定されていて，Obj

から PF2 を経由した学習状態変化がこれらのルール

に影響を与える場合は，通信が必要でオフライン実行

はできない．そこで，ここでは，ポストコンディショ

ンルールと Obj が同時には存在しないケースを考える．  

Obj が存在する場合は，前節の議論と同様，PF1 外

への移動が生じるまで Obj 経由のロールアップを遅延

させることで，プラットフォーム間の通信を行わずに

オフラインで学習を継続できる．従って，PF1 では，

前節と同様の処理を行う． 

一方，上位ノード（図 4 のノード 2, 0）にポストコ

ンディションルールがある場合は，PF1 内に閉じた動

作中でも，これらのルールがシーケンシングコマンド

に影響を与える可能性があるので，ルール評価が不可

欠である．また，ポストコンディションルールは当該

ノードの状態を参照するので，そのノードの状態更新

のためにロールアップ処理も必要である． 

そこで，6.1.1 で述べたように，ロールアップ処理，

ポストコンディションルール処理が，カレントオブジ

ェクトからルートまでのパス上のみで発生し，かつ，

ロールアップ処理による学習状態の更新は，処理を行

うノードの子ノードの状態のみに依存することに着目

し，オフライン環境にルートまでのパス上のノードの

教材オブジェクトをコピーする方式を検討した．これ

らのコピーには，ポストコンディションルールがその

まま含まれている．各ノードは子ノードの状態をキャ

ッシュしていて(15)(18)，子ノードの状態が変化しない限

り最新状態を保持しているため，PF1 外への移動が生

じるまでは，オフラインでオンラインと同一の処理を

継続できる．なお，サブツリーを PF1 にダウンロード

し，PF0に学習状態をアップロード・更新する手順も，

教材オブジェクトのデザインパターンに則って規定さ

れているが，詳細は紙幅の都合で割愛する． 

7. 実用的学習支援環境への適用 

これまで開発を進めてきた分散マルチプラットフォ

ームアーキテクチャを，以前検討した学習者適応型コ

ンテンツ(7)やグループ型作問学習機能(12)を組み合わせ

た学習シナリオへ適用する．図 5 に概要を示す．全体

は，学習者適応型の独習コンテンツ，テストバンク，

グループ型作問学習から構成される．まず，独習コン

テンツで学習を行い，一定のレベルに達したと判断さ

れたらテストバンクに移動する．テストバンクで理解

度の詳しいチェックを行い，その結果に応じてグルー

プ分けを行って，独習コンテンツで学習した内容を応

用するグループ型作問学習を行う．共有学習目標Ob1，

Ob2 は，独習コンテンツからテストバンク，テストバ

ンクから作問学習に，理解度などの学習状態を引き渡

すために用いる．また，テストバンクと，それ以外の

機能は PF1 と PF0 に分散配置され，さらに，独習コ

ンテンツはスマートフォンにダウンロード（再配置）

してオフラインで学習することも想定している． 

この環境では，すべての構成要素は第 4 章のデザイ

ンパターンを用いて実装され，第 3 章の通信パターン

に準拠した通信を行う．また，本稿で示したプラット

フォームをまたがる共有学習目標や動的再配置方式が

適用されている．テストバンクは，内部に適応型テス

トロジックや問題データベースを有する複雑な構成が

想定されるが，教材オブジェクトとしてのインターフ

ェースをデザインパターンに則ったものとすることで，

他の教材オブジェクトと連携させることができる．  

 
図 5 実用的な学習支援環境の例 

8. まとめ 

拡張可能な学習支援システムアーキテクチャ

ELECOA を基とした分散したマルチプラットフォー

PF0

PF1

Root

B2

B3B1

独習

Ob1 Ob2

グループ
作問

テスト
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ム学習環境の検討・開発の状況について述べた．

ELECOA のデザインパターンはレイヤー型であり，物

理的な通信手段を上位のレイヤーから隠ぺいすれば，

さまざまな学習制御機能を実装した教材オブジェクト

が複数プラットフォームで再利用可能な，分散マルチ

プラットフォーム学習環境を実現できる．本稿では，

この特徴を生かして，教材オブジェクトをダウンロー

ドしてオフラインで学習継続する方式，および，実用

的な学習支援環境への適用例を示した．現在，これら

について最終的な実装開発を進めている． 
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Hiroaki Ogata*2, Sawa Hoshino*3 
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This report describes a survey of students’ utilization of learning analytics system in junior high 

schools in Kyoto. In April, 2019, we introduced tablet computers for all the students and a learning 

management system (Moodle), an e-book reader (BookRoll) and LA-View that were developed by our 

laboratory. This report shows the results of a questionnaire regarding the use of tablet PC and 

systems by students, which was conducted one and a half years after the introduction of the systems. 

キーワード: 一人一台端末，中等教育, LMS，デジタル教科書，ラーニングアナリティクス 

1. はじめに 

「公正に個別最適化された学び」をキーワードに現

在初等・中等教育学校において１人１台端末の導入が

進められている（文部科学省, 2020）．国内の中等教育

段階における一人一台端末の導入に関しては，小林

（2019），山口（2020）などでその効果が報告されて

いるものの，実際の教育現場で端末がどのように運用

されているのか定量的に報告を行った事例は少ない． 

京都大学緒方研究室では科研費・基盤研究(S)および

内閣府戦略的イノベーション想像プログラム（SIP プ

ログラム）の一環として，京都市内の中高一貫校（以

下，調査対象校）と連携して，2019 年 4 月から主に中

学校を対象としてタブレットの一人一台端末の導入と

ラーニングアナリティクス等の教育データの活用に関

する検証をつづけてきた．タブレット端末としては 

Microsoft Surface Go を配布し，さらに学習支援アプ

リケーションとして学習管理システム Moodle と電子

教材閲覧システム BookRoll および，学習分析ダッシ

ュボード LAView を提供してきた．本報告では調査対

象校における一人一台端末の活用状況を説明するとと

もに，2020 年の 8 月に行った中学生全学年に対する

タブレット端末の利用に関するアンケートの集計結果

を報告する． 

2. 調査対象校でのタブレット端末活用状況 

2.1 LMS の利用状況 

調査対象校では LMS として Moodle を導入し，各

教科をコースとして登録し，教材の配布や課題の収集

JSiSE Research Report 
vol.35,no.6(2021-3)
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を行っている．コースはクラス単位で分かれており，

クラス毎のアナウンスメントなどを行う際に便利であ

る．生徒の家庭学習を支援する目的で，LMS は各家庭

の PC・スマートフォンからもアクセス可能な設定に

している． 

 

図 1 調査対象校における Moodle のコース画面 

2.2 電子教材配信システムの活用状況 

京都大学緒方研究室では電子教材閲覧システム

BookRoll (Ogata et al., 2015) を開発しており，調査

対象校にも導入している．BookRoll は Moodle の拡張

アプリケーションという位置づけであり，LTI 認証に

よって生徒は Moodle からアカウント情報を引き継い

だ形で利用可能である．BookRoll にはあらかじめ教科

書や問題集などがアップロードされており，生徒は

BookRoll の機能を使って，教材の上に直接マーカーを

引いたりやメモなどとることができる．また BookRoll

にはクイズのレコメンド機能や辞書機能なども備わっ

ており，生徒は教材に埋め込まれたクイズやアンケー

トに回答したり，英文中の分からない単語などをその

場で調べることができる． 

 

図２BookRoll による教材の配信 

2.3 学習分析ダッシュボードの活用状況 

緒方研究室では BookRoll 上で蓄積された学習ログ

を分析するアプリケーションとして LAView を開発し

ている．確認できる項目としては，生徒の教材閲覧時

間，教材閲覧達成率，操作回数，マーカー，メモの数

とその内容などがある．またここで明らかになった学

習上のデータをもとに，教員は生徒に Moodle 上で個

別にメッセージを送ることもできる． 

 

図３分析ツールによる学習履歴の確認 

（フィードバックパネル） 

3. 1 人 1 台端末の利用に関する生徒意識 

3.1 アンケートの実施と結果 

1人 1台端末導入後の生徒意識を調査するため,中学

1 年から 3 年の生徒 360 名を対象に質問紙調査を行っ

た．調査は Google Form を利用して記名式（学籍番号

のみ）で実施した．質問紙は全部で 28 問で１）回答者

の属性に関する質問，２）タブレット端末の利用に関

する質問，３）Moodle の利用に関する質問，４）

BookRoll の利用に関する質問，の大きく以下の 3 つの

項目で構成された．今回は２～４の項目全 25 問に関

する回答の集計結果を掲載する． 

アンケート調査の結果 337 名（回答率 93.6 %）の生

徒から回答を得た．アンケート調査の結果を図４，図

５に示す．図４は質問カテゴリ１），２），図５は質問

カテゴリ３）にそれぞれ対応している．各質問文下の

値（％）は，当該選択肢を選んだ生徒の率である． 

図４「8．タブレットと紙のどちらを用いた学習が好

きか？」という質問に対しては「紙の教科書や資料」

を好む生徒が 40.1％，「タブレット上の教科書や資料」

を好む生徒が 29.4％と紙派のほうが 10.7 ％多い結果

となった．ただし設問「9．タブレットを使って学習す

ることは楽しいですか？」「10．タブレットを使って学

習することは簡単ですか？」については，それぞれ「楽

しくない」「難しい」と答えた生徒の割合は 6.3%，

12.5%にとどまっており，生徒はタブレットの操作に

関して困難さを感じているわけではないことがわかる． 
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LMS の利用については，設問 12 より，約 9 割の生

徒がほとんど毎日 Moodle にアクセスしていることが

明らかになっており，「13．Moodle は自身の学習にと

って便利ですか？」に対して約 74％の生徒が「便利」

と回答していることから，一定の学習効果をあげてい

ると思われる．また一「14．Moodle の操作は簡単です

か？」に対して「難しい」と回答した生徒の割合は 4.5％

にとどまることから，大半の生徒たちは Moodle の使

用に問題なく適応しているようである． 

 

 

図４ アンケート結果（タブレット・Moodle の利用について） 

また図５「BookRoll についてのアンケート結果」を

見ていくと，設問 17「BookRoll の利用頻度を教えて

ください」より， Moodleよりは頻度が落ちるものの，

約 6 割の生徒がほぼ毎日利用していることがわかる．

また，操作感に関しても設問 18「BookRoll を使うの

は簡単ですか」に対して「難しい」と回答した生徒は

4.8 % であることから，大半の生徒は問題なく使いこ

なしていると考えられる．ただし，設問 21「教科書（問

題集）を BookRoll を使って閲覧することは便利です

か？」，設問 22「宿題を BookRoll を使ってすることは

便利ですか？」という質問に対しては一定数（それぞ

れ 11.0％，16.0％）の生徒が「便利でない」と回答し

ており，紙の教材と比較して便利かと問われるとそう

でないと感じる生徒が少数ではあるがいるようであり、

今後の UI などの改善が必要と思われる．一方で，設

問 27「Moodle/BookRoll を継続して利用したいです

か？」という質問については 76.3％の生徒から肯定的

な回答を得た． 

また本質問紙には Moodle／BookRoll の利点・欠点

について生徒に自由記述回答を求めた項目があった．

設問文としては設問 15，16「Moodle を使ってみて良

い／良くないと感じたところ」，設問 23，24「BookRoll
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を使ってみて良い／良くないと感じたこと」が対応す

る．表１にその回答のうち代表的な反応を抜粋して示

した． 

 

図５ アンケート結果（BookRoll の利用について） 

表 1  Moodle/BookRoll の利点と欠点 

項目 Moodle BookRoll 

利点 【荷物の軽減】かさばらない／教科書

を持ってこなくていい 

【情報共有】生徒同士のやりとり／先

生とのやりとり／意見交換 

【パソコンスキル向上】苦手なパソコ

ンに慣れ，使えるようになった 

【多機能】何でも BookRoll ででき

る／様々な教科書をタブレット一

つで見れる／メモが取れる 

【多読】英語の本（絵本）が読める 

【時間・場所を問わず学習が可能】

家でも簡単に多読や問題ができる

／何度も解ける  

欠点 【健康面】目が悪くなる／痛くなる／

疲れる 

【紙の方が便利】充電／ネット環境が

ないと使えない／メモがしづらい 

【不具合が起きやすい】ときどきバグ

る／うまく繋がらない／誤作動が多い 

【データが重い】ページに飛ぶのが重い

と大変／鈍い 

【不具合が多い】触っただけでページが

不意に飛ぶ／次のページに行こうとす

ると固まる 

【リマインド】チェックを忘れやすい 
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また設問 28 では Moodle/BookRoll の継続を希望す

る／しない理由を尋ねた．継続を希望する理由として

「便利だから」「かさばらない」「使っていて面白い」

といった意見がみられたほか，継続を希望しない理由

としては「アナログのほうが思った通りに動く」「いち

いちタブレットを起動するのがめんどくさい」といっ

た意見がみられた．また「どちらでもない」と回答し

た生徒の中には「紙とタブレット，それぞれにメリッ

ト・デメリットがあり優劣をつけられない」「タブレッ

トを使う授業と使わない授業があり，タブレット使用

による学習環境の向上が実感しにくい」という意見も

みられた． 

3.2 アンケート結果についての考察 

調査結果から，調査対象校におけるタブレット端末

に対する生徒の意識の一端が伺える．タブレット端末

の学習利用全体としてみるとタブレット端末での学習

よりも紙を使った学習のほうが選好されているという

結果が得られたが，LMS や電子教材閲覧システムとい

う単位で見るとその利点が認識され，継続利用を希望

する生徒が多数派であった． 

また、自由記述の回答から「タブレットを使う授業

と使わない授業があることで学習効果を実感しにくい」

という意見もあり，どちらかに統一することで生徒の

利便性の向上が図れる可能性も示されており，今後タ

ブレット端末をどのように全体的に活用していくかは

大きな課題である．また、そのために継続的にソフト

ウェアの改善していくことも必要である。 

ただし本調査の結果から一つ確実に分かったことは

タブレット端末の利用に関して困難さを感じている生

徒はごく少数であるということである．現在教員の

ICT 活用スキルが課題となる中で（国立教育政策研究

所, 2020），学習者側の ICT 機器への適応能力は非常

に高い傾向がある可能性が示された．このことは，教

える側に ICT 機器の使用スキルに関する不安があっ

ても，生徒側としては難なく適応してしまう可能性が

高いことを示している． 

また，今回生徒向けのアンケートのほかに教員向け

のアンケートも行った．今後は教員用アンケートに関

する分析も行い，教員から見た 1 人 1 台端末の効果に

ついても明らかにしていきたい． 

4. まとめ 

本事例ではおおむねタブレット端末の授業利用は生

徒から好評で，これからも LMS／BookRoll の利用も

含めて継続的に活用していきたいとの意見を得た．タ

ブレット端末の配布を機に生徒と教員のコミュニケー

ションの機会も増え，教科書を持ち運ばなくてよくな

ったという点で学生の負担軽減も確認されている．今

後は主に学習ログの活用に関した，タブレット端末の

効果的な活用法を提案・実践し，データの活用による

エビデンスに基づく教育の実現を目指したい． 
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「ICT を活用した看護教育の新しいオンラインコンテンツの開発」 
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This report is an experimental study of new online content for nursing education. Currently, university 
students can study various online contents on a personal computer. In order to create more effective 
online content for nursing education, we compared it with existing online teaching materials and 
investigated the characteristics of necessary ICT equipment. It became the basic material for creating 
new online content for nursing education. 
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ーニング   

 

1.はじめに 

今回、コロナ禍となり、ようやく様々な教育機関

が、オンラインによる教育方法について、真剣に試

行錯誤を行う（行わざるを得ない）段階となった。

新しい映像技術や ICT は年々、高性能化および利便

化されてきており、様々な分野での活用が期待され

ている。特に医療系の養成学校では、より効果的な

技術習得などのため、次々と新しい映像技術や ICT

の活用が行われてきている。 

本研究は、新しい映像技術や ICT 技術の応用によ

り、どのような看護教育におけるオンラインコンテ

ンツを開発していくことができるのか、その可能性

を探るための実験的調査である。      

実際に新しい映像機器および ICT を使用し、看護

の演習での活用できるオンラインコンテンツを作成

し、数パターンの実験的検討を行った。同時に、最

新の映像技術や ICT に関する基礎知識および特徴を

理解し、現在、看護教育に使用している教材などと

の比較調査も行った。 

そして、オンラインコンテンツ制作における必要

な機材などについても比較検討を行った。調査内容

をまとめ、どのような看護教育におけるオンライン

コンテンツを制作していく必要があるのか、また、

オンラインコンテンツの開発サイクルについても明

確にした。 

 

いつでもどこでも学生が自由に利用できるオンラ

インコンテンツ環境を整えていくための基礎資料と

なるよう、研究及び調査内容をまとめた。 

今後、教育現場において、新しい映像技術や 

ICT の活用は、必要不可欠であり、新しいオンライ

ンコンテンツの開発が、より有意義な教育方法のひ

とつとして、質の高い選択肢となるのではないかと

考えている。 

 筆者はすでにパソコン上で動作する看護教育の

ためのオンラインコンテンツの開発に着手しており

(写真 1)、いくつかの実証実験も行っている。今回の

報告により、看護教育の関わる教員だけでなく、様々

な教育機関の関係者との情報共有も期待している。 

 

 

写真 1 看護教育におけるオンラインコンテンツの例 
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2.研究方法 

まず、看護教育における現状のオンライン教材と、

最新の映像技術や ICT を活用したオンラインコンテ

ンツの比較検討を行った。 

そして、新しい映像技術や ICT を用いた演習に必

要な機材やコンテンツおよび看護教育オンラインコ

ンテンツにおける開発サイクルを検討した。 

 次に実際にオンラインコンテンツを開発してい

くプロセスをまとめ、どのような開発環境やプラッ

トフォームを形成していく必要があるかを検討した。 

 最後に、後のオンラインコンテンツの限界、具

体的には実際の対面実習や演習との比較を検討した。 

 

3.研究結果 

看護教育における現状のオンライン教材と、最新

の映像技術や ICT を活用したオンラインコンテンツ

の比較検討を行った結果をもとに、「現実感」と「相

互性」に焦点を当てた比較図を作成した。(図 1)  

図 1 現状のオンライン教材と、最新の映像技術や 

ICT を活用したオンラインコンテンツの比較 

 

実際にオンラインコンテンツを開発するにあたり、

必要な機材を実際に購入して、試行し、それぞれの

効果や特徴をまとめた図を作成した。(図 2) 

 

図 2 看護教育のオンラインコンテンツ作成に 

活用できる機材のまとめ 

 

看護教育オンラインコンテンツにおける開発サイ

クルを検討した結果をもとに、効果的な開発サイク

ルの図を作成した。(図 3) 

 

図 3 オンラインコンテンツの効果的な開発サイクル 

 

次に実際にオンラインコンテンツを開発していく

プロセスをまとめ、どのような開発環境やプラット

フォームを形成していく必要があるかを検討した結

果、学内におけるオンラインコンテンツを取り巻く

環境やどのようなコーディネートが必要であるかが

明らかになった。(図 4)(図 5) 

 

図 4 オンラインコンテンツを取り巻く学内の環境 

 

 

 

 

図 5 オンラインコンテンツ開発のコーディネート 

 

最後にオンラインコンテンツの限界、具体的には

実際の対面実習や演習との比較を検討した結果、「実

際の実習」時における「動作」「蝕知」「場所」に焦点

をあてた比較図を作成することができた。(図 6) 
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図 6 オンラインコンテンツと実際の実習との比較 

 

 

4.考察 

今回、実際に ICT を活用して様々なオンラインコ

ンテンツを制作してみた結果、技術の進化とともに、

安価で高性能な映像関連の機器が手に入り、そして

それほど難しくないレベルで操作ができることがよ

く分かった。具体的には、図 2 にあるような 360 度

カメラや構成のパソコンでの CG（コンピューターグ

ラフィックス）制作ソフトなどである。ここでいく

つかを紹介する。下の画像は、ホームページの HTML

プログラムで制作したもの、CG（コンピューターグ

ラフィックス）を活用したもの、そして 360 度カメ

ラで制作したものである。（写真 2～4） 

 

 

 

写真 2 360 度カメラを活用したオンラインコンテンツ 

 

 写真 3 CG を活用したオンラインコンテンツ 

 

写真 4  HTML プログラムによるオンラインコンテンツ 

 

看護教育における現状のオンライン教材と、最新

の映像技術や ICT を活用したオンラインコンテンツ

の比較検討を行った結果より、演習などにおける、

「相互性」や「現実感」といった観点から考察する

と、新しい映像技術や ICT を活用する演習の位置づ

けが明確になった。この位置づけを意識しながら、

ほかの教材との組み合わせを検討していくことで、

「相互性」や「現実感」をそれぞれで補完しながら、

効果的な学修を行っていくことができるのではない

かと考える。 

今まで行われていた実際の演習と新しい映像技術

や ICT を活用する演習とでは、それぞれのメリット

およびデメリットが存在し、習得する技術の内容や

学修目標に応じて、演習方法の検討や使い分けが必

要であると考える。 

新しい映像技術や ICT の種類と特徴を調査し、実

際に検証することで、看護教育において新しい映像

技術や ICT などをどのように活用していくべきかを

検討するための現実的な基盤を構築できたのではな

いだろうか。 

看護教育における現状の教材と新しい映像技術や

ICT の特徴、看護教育における教材と新しい映像技

術や ICT の比較、看護教育における必要な機材やコ

ンテンツについて、それぞれの特徴が明確になった

ため、これらを情報共有することで、より効率的に

質の高いオンラインコンテンツの開発を進めていけ

るのではないかと考える。 

そして多くの看護教員がこのようなオンラインコ

ンテンツの開発を行っていけるようなプラットフォ

ームの形成が重要であり、コーディネートを行う教

員や委員会などの組織づくりが重要となってくると

思われる。 

看護教育におけるオンラインコンテンツは、使用

用途、使用人数によっても様々な調整が必要である

海外に比べ、日本における看護系オンラインコンテ

ンツの種類もまだ不十分であるため、様々な専門家

との連携をはかり、より効果的に看護教育のオンラ
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インコンテンツの充実を急ぐ必要がある。 

 現在の映像技術によるオンラインコンテンツは、

とてもリアリティ（現実感）があるため、それを用

いた教育は、実際の現場での看護の質の向上にどの

くらい影響があるのかについては、引き続きオンラ

インコンテンツの開発とともに調査を行っていく予

定である。 

今後は、実際の経験が重要とされている、病院な

どの現場での実習場面をオンラインコンテンツの目

玉として、開発を進めていきたいと考えている。新

しい映像技術や ICT を活用したオンラインコンテン

ツで、どのように、実習などのリアリティを表現し

ていけるのか、そして、そのオンラインコンテンツ

の教育効果の検証も同時に行っていく必要があるだ

ろう。 

現在、コロナ禍において、オンライン演習や、シ

ミュレーションや新しい映像技術や ICT を活用した

教育方法のニーズは高まっており、すぐに実践で活

用できるような新しいオンラインコンテンツの誕生

が望まれている。 

今後も、実際に新しい映像技術や ICT を活用して、

オンラインコンテンツの開発を行っていくとともに、

たくさんの看護系学校の教員との連携をはかり、学

校の垣根を越えた、皆で共有できる新しい教材作成

のためのプラットフォームを形成しながら、看護教

育のためのオンラインコンテンツに関する研究を継

続していく予定である。今回の報告は、それらの研

究活動をさらに推し進めていくための基礎資料とな

った。 
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ロボット講義における講義シナリオの適応的制御 

柏原 昭博*1, 菅原 歩夢*1 
*1電気通信大学 大学院情報理工学研究科 情報学専攻 

An Adaptive Lecture Scenario for Interactive Robot Lecture 
Akihiro Kashihara*1, Ayumu Sugawara*1 
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あらまし：筆者らは，これまでロボットを用いて少人数向けの講義を代行するシステムを開発し，人間

による講義をエンハンスできることを検証してきた．本稿では，学習者の受講状態に応じてロボットが

講義シナリオを再構成しながら，インタラクティブに講義を実施する方法について述べる．本システム

を用いたケーススタディの結果，講義に追従するのが難しい学習者に対して，インタラクティブロボッ

ト講義が有効に機能する可能性が示唆された． 

キーワード: インタラクティブロボット講義，講義動作，講義シナリオ制御，注意制御 

 

1. はじめに 

人型のロボットは，学習メディアとしてモノではな

く人とみなされる傾向（擬人化傾向）があり(1)，物理的

な身体性を有していることから，学び相手として学習

者に存在感（presence）を与えることができる（2）．こ

のようなロボットが醸し出す存在感は，人同士のコミ

ュニケーションに近い真正さを生み出し，学習者から

学びの心理的・情動的効果や向社会的行動(3)を引き出

す可能性が指摘されている．特に，ロボットを用いた

場合，言語情報に加えて表情や視線，ジェスチャーな

どの非言語動作（振る舞い）を伴わせることで，学習

者の共感や安心感，エンゲージメント（積極的関与）

や動機付けなどを高め，認知的効果につながることが

期待できる(4)． 

筆者らは，これまで少人数向けの講義を題材として

学習者のエンゲージメントを引き出すためにロボット

講義を実現してきた(5),(6),(7)．通常，講義では学習者自身

が講義コンテンツ（スライド内容や口頭説明）に興味

を持ち，注目すべき箇所に注意を向けて集中するよう

に，講義に対する学習者のエンゲージメントを引き出

すことが重要である．しかしながら，熟練講師でも，

講義中継続して学習者の興味を喚起し，注意・集中を

促すことは容易ではなく，しばしば学習者は講義に追

従できず，不十分な理解のまま講義を終えてしまうこ

とが起こる．ロボット講義では，こうした問題を解決

するために，人間講師の講義動作をモデルベースに診

断し，不十分な注意制御動作を同定するとともに再構

成して，講義を再現することができる(5), (6)．評価実験の

結果，人間講師によるビデオ講義やロボットによる講

義の単純再現と比べて，ロボットによる講義動作の再

構成によって学習者の講義理解が有意に高まることが

確認され，学習者のエンゲージメントを引き出すこと

に貢献する可能性が示唆された(7)． 

一方，ロボット講義では，学習者の受講状態に関わ

らず講義を遂行するため，学習者が講義に追従できな

いことが起こる可能性がある(8)．通常の講義では，学習

者が分かっていないようであれば該当箇所を繰り返す，

講義の進行に追いつけないときは間（ポーズ）を取る，

すでに理解しているコンテンツならスキップする等，

学習者の受講状態に応じて適応的に講義シナリオが変
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更される． 

本稿では，こうしたインタラクティブな講義をロボ

ットが遂行するための講義シナリオ制御方法について

述べる．また，その有効性を評価するために実施した

ケーススタディについて報告する．実験の結果，これ

までのロボット講義と比較して，講義の追従が困難な

学習者の講義理解を有意に高める可能性があることが

示唆された(9)． 

以下，２章ではこれまでのロボット講義について概

観した上で，インタラクティブロボット講義の枠組み

を示す．３章では，講義シナリオ制御方法を論じ，４

章では本手法を用いたケーススタディについて報告す

る． 

2. ロボット講義 

2.1 エンゲージメントモデル 

本研究では，ロボット講義の前提として，学びのコ

ミュニケーションにおけるエンゲージメント

（engagement）について検討を進めてきた(1),(7)．エンゲ

ージメントとは，興味や楽しみをもって学びの対象や

プロセスに没入・熱中することであり，学びにおける

認知的な気づきを得ることにつながる点で重要な役割

を担っているといえる（10）．しかしながら，学習者との

コミュニケーションを通してエンゲージメントをいか

に引き出すかは，人間教師にとっても自明ではない． 

そこで，筆者らはロボットを学び相手として，学習

者のエンゲージメントをいかに引き出すかを表現する

モデルをデザインしている．図 1に，エンゲージメン

トモデルを示す（7），(11)．本モデルでは，エンゲージメン

トに影響を与える要因（エンゲージメント要因）(12)を

踏まえて，学習者からエンゲージメントを引き出すた

めのコミュニケーションパターンを対応づけている．

また，そのパターンでのコミュニケーションを可能と

するためのロボットの振る舞い要素（外観，役割，感

情表現，身体動作，視線など）を対応づけている．例

えば，学習者の興味・関心を引き出すためには，ロボ

ットが学習者と学びの場や視線を共有することが有効

であり，これは学び相手の身体的動作としてロボット

の視線や顔向けを制御することで可能となる．このよ

うなモデルを参照しながら，これまで具体的な文脈と

して講義や英会話(13)を取り上げ，学習者のエンゲージ

メントを促進するために，モデルを詳細化してきた． 

ロボット講義では，エンゲージメント要因として興

味／注意・集中を取り上げ，講義コンテンツ伝達の場

と視線の共有を可能とするロボットの振る舞い要素と

して顔向け，指さし，パラ言語に着目して，図 2に示

すような講義動作モデルを構築した(5)．講義動作モデ

ルは，講義意図，動作カテゴリ，講義動作の基本構成

要素から構成されており，講義意図を達成するための

講義動作を基本構成要素の組み合わせとして導き出す． 

例えば，講義コンテンツの注目すべき箇所への集中

を促す意図（意図 2）については，動作カテゴリとし

て注意誘導が対応し，その動作を(a)視線をスライドに

向けて指差しする，(b)声量を大きくするといったパラ

言語，などの組み合わせで実施することで，その箇所

に学習者の注意を誘導できることが表現されている．

なお，講義意図は，図 2に示すように 4つに分けた学

習者の受講状態を遷移させることとして定義されてい

る．ロボット講義では，人間講師が事前に学習者の受

図 1 エンゲージメントモデル（文献(7)に掲載の図を改変） 
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講状態を想定した上で，講義意図を設定する． 

2.2 ロボット講義システム 

図 3に，講義動作モデルを用いてロボット講義を遂

行するシステムの枠組みを示す(5)．本システムでは，ま

ず人間講師による講義コンテンツ（スライド，口頭説

明，非言語動作）を収録する．収録データは，講義ス

ライドの系列と，スライドごとに対応する口頭説明，

非言語動作を含む講義シナリオとしてまとめられる．

次に，講義動作モデルに基づいて講義意図に関わる講

義動作を同定し，講義動作の適切さを診断する．そし

て，学習者の興味・注意・集中を喚起・誘導すべき動

作のうち不十分・不適切な部分を同定して適切な動作

に再構成する．このような再構成によって，講師によ

る講義をエンハンスすることがロボット講義システム

の主目的である．なお，本システムでは，人型ロボッ

トとして Vstone社の Sotaを用いている． 

また，ロボット講義システムの有効性を検証するケ

ーススタディを実施した（6）．ここでは，同一講師によ

る講義について，講師のビデオ講義，講義動作の再現

によるロボット講義，講義動作の再構成を伴うロボッ

ト講義の 3条件を設定し，受講後に講義コンテンツ伝

達の場と視線の共有の度合いを問うアンケートと，講

義コンテンツの理解度を問うテストを行った． 

その結果，再構成を伴うロボット講義が，他の条件

よりも有意にコンテンツ伝達の場・視線の共有を感じ

させ，またテストの点数を有意に高めることにも寄与

した．一方，再現によるロボット講義とビデオ講義の

間には有意な差は見られなかった．これらの結果は，

ロボットによる講義動作の再現ではなく講義動作の再

構成が，エンゲージメントおよび認知的な効果の両面

に寄与したことを示唆していると考えられる． 

図 2 講義動作モデル 

図 3 ロボット講義システム 
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2.3 インタラクティブ講義 

一方，講義では，通常学習者の受講状態が一定であ

ることはなく，しばしば変化する．そのため，講義シ

ナリオを適応的に変更し，学習者が講義の進行に追従

できるように支援する必要がある．これまでのロボッ

ト講義では，事前に想定したシナリオにしたがい講義

を実施していたが，学習者の受講状態を認識し，事前

の想定とは異なる受講状態が検知されたときに講義シ

ナリオを制御するようなインタラクティブなロボット

講義について検討を進めている(8),(14)． 

インタラクティブロボット講義では，学習者の受講

状態認識による講義意図の変更をトリガーとして，講

義シナリオのシーケンスを制御する．そのために，講

義動作モデルをベースに，図 4に示すようなシナリオ

制御モデルをデザインした．このモデルでは，講義意

図の変化に応じてシナリオを再構成する際の動作カテ

ゴリを定義し，その講義動作をポーズ・スキップ・リ

ピートのいずれかとして実施するように，シナリオシ

ーケンスに挿入する． 

例えば，学習者が講義に耳を傾けている状態（状態

2）を想定していたが，学習者がよそ見しており（状態

1），講義意図を意図 2から 1へと変化させる必要があ

ると考えられる場合，このモデルでは「注意喚起」動

作（学習者の方に視線を向け，声を上げて注意を行う

等）が「よそ見」を正す上で必要であることから，シ

ナリオシーケンスにポーズを挿入するという制御が行

われる．そして，そのポーズにおいて注意を実施する． 

また，講義の重要箇所に気づいている状態（状態 3）

を想定していたが，学習者がスライドを見ておらず，

講義意図を意図 3 から 2 へ変化させる場合，「注意誘

導」動作（スライド間をつなぐ表現を補完する等）が

必要であるとして，スライドの該当箇所を繰り返し説

明するという制御が行われる．なお，再構成の動作カ

テゴリで示される講義動作は，図 2に記載された構成

要素の組み合わせで実施される．次章では，講義シナ

リオの制御方法について詳述する． 

3. 講義シナリオの適応的制御 

インタラクティブロボット講義では，①学習者の受

講状態推定，②講義シナリオの再構成，③シナリオに

基づく講義の実演，の 3フェイズで実施される．以下

では，各フェイズでの処理について述べる．なお，技

術的な詳細は文献に譲る(8),(14)． 

3.1 受講状態推定 

このフェイズでは，図 2 に示す学習者の 4 状態を，

非集中状態（状態 1に相当）と集中状態（状態 2〜4）

の 2つの受講状態に分け，Kinect を用いて学習者のス

ケルトンデータと顔のトラッキングデータを取得し，

姿勢と顔向きから非集中/集中状態を推定する．推定は，

講義スライドごとに行う． 

基本的に，顔が正面を向き，上体がまっすぐあるい

は軽度な傾きの時間が最も多い場合に集中状態と推定

される．それ以外の場合は，非集中として推定され，

そのうち手の位置が机上にある割合が一定以上認めら

れる場合はノートテイキングしている状態と推定され

図 4 シナリオ制御モデル 
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る． 

なお，本推定手法では，熟練講師の推定方法を反映

しており，ケーススタディの結果熟練講師並みの推定

精度を実現できる可能性が示唆されている(14)． 

3.2 シナリオ再構成 

講義シナリオの再構成では，現在のスライドを説明

しているときに推定された学習者の受講状態が，次の

スライドで想定されている状態と一致している場合は，

シナリオ通り次のスライドの説明に移行するが，不一

致の場合には次のスライドで想定していた講義意図を

変更し，図 4のシナリオ制御モデルにしたがい，不一

致を解消するための講義動作をスライドシーケンスに

挿入する． 

例えば，図 2 における意図 1で現在のスライドの説

明を終え，次に意図を１から 2に変えて次のスライド

の説明に進むシナリオにおいて，現在の説明時に推定

された学習者の状態が非集中状態（状態 1）だった場

合，想定される状態 2とは一致しない．この場合，意

図を 2ではなく 1に変更して，(a)ポーズを入れるため

に注意喚起の動作を施す，(b)現在のスライドをリピー

トする等，スライドシーケンスを再構成する．このよ

うな講義意図の変更パターンに応じて，挿入すべき講

義動作やそれに伴わせる口頭説明の内容（再構成用コ

ンテンツ）を事前に用意しておき，シナリオシーケン

スに適宜挿入することで，シナリオを再構成すること

になる． 

3.3 講義の実演 

シナリオに基づく講義の実演では，事前に準備した

講義シナリオ，およびこれを再構成したシナリオを

Sotaが読み込むことで実施される．講義シナリオには，

スライド切り替えタイミング，講義動作，再生音声，

講義意図が含まれている．講義シナリオシーケンスを

変更する動作を実施する場合は，Sota が Web ブラウ

ザを介して学習者に変更の可否を問いかけるようなイ

ンタラクションを想定している． 

例えば，スライドを繰り返す場合には，学習者に対

して再度スライドを説明すべきか問いかけ，学習者が

同意すれば講義スライドシーケンスを変更する．繰り

返しを不要とした場合は，もとのシナリオ通りに次の

スライドへ移行する． 

4. ケーススタディ 

インタラクティブロボット講義が，学習者の受講状

態を考慮しないロボット講義と比べて，学習者の講義

理解を促すかどうかを検証するために，開発システム

を用いたケーススタディを実施した(9)．詳細は次の通

りである． 

4.1 実験手順・実験条件 

被験者は，理工系大学生・大学院生 16名とした．講

義の条件は，講義シナリオ再構成ありのロボット講義

（IL条件）とシナリオ再構成なしのロボット講義（NL

条件）の 2条件とし，実験条件の遂行順序によって被

験者を 2 群（IL-NL 群，NL-IL 群）に分けた．各群に，

被験者をランダムに 8名ずつ配置し，被験者内実験と

して実施した． 

本ケーススタディでは，「学習工学」について，内容

の異なる 2 つの講義（講義 1：学習工学と学習支援シ

ステム，講義 2：社会構成主義的学習観に基づく支援）

を準備した．各講義の時間およびスライド枚数は，ほ

ぼ同程度とした（講義 1：24分 30秒，スライド 28枚；

講義 2：22分 40秒，スライド 30枚）．IL-NL群の被験

者は，講義 1を IL条件で受講した後，講義 2を NL条

件で受講した．NL-IL群は，条件の試行順序を逆にして，

講義 1を NL条件で受講した後，講義 2を IL条件で受

講した． 

講義受講中，すべての被験者に対して，講義内容に

ついて自由にメモを取ることを許可した．また，各講

義終了後に講義内容に関する理解度テストを実施した．

テスト問題は，スライド内問題 3問，スライド間問題

2 問の計 5 問であった．スライド内問題とは個々のス

ライド内容だけで解答できる問題であり，スライド間

問題とは複数のスライド内容を関係づけることで解答

できる問題である．また，各理解度テストの後（事後

アンケート）と，実験の最後（全体アンケート）にア

ンケートを行った．いずれのアンケートでも，講義や

システムに関する印象評価を行った．事後アンケート

では 7件法で問い，全体アンケートでは講義 1か 2か

二者択一で問うた． 

なお，IL条件では，再構成用シナリオとして，①注
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意，②スライド繰り返しの確認，③間を空けるかの確

認，④注意とスライド繰り返しの確認の 4つを用意し

た．①と③は，図４に示すポーズ，②はリピート，④

はポーズとリピートに対応している．今回の講義では，

スキップ可能な箇所がないため，スキップは用いてい

ない． 

4.2 結果・考察 

本研究では，すでにロボット講義が人間講師の講義

ビデオに比べて講義理解に貢献することを確認してい

るが，今回のケーススタディではこのロボット講義を

ベースラインとして，インタラクティブロボット講義

の有効性を検討しようとするものである． 

まず，図 5に，講義 1・2に対する理解度テスト（理

解度テスト 1・2）の結果を示す．図 5から，理解度テ

スト 1では両条件の被験者とも比較的高い点数を取っ

ており，両側 t 検定の結果有意な差は見られなかった

（t(14)=-0.228, p>0.10）．理解度テスト 2では，IL条件

の被験者のほうが高い平均点となったが，有意な差は

なかった（t(14)=-0.790, p>0.10）． 

次に，講義中のメモの取得状況を分析した．ここで

は，NL条件でのメモ取得について，理解度テスト 5問

中，解答に必要なキーワードがメモ書きされていた問

題数を調べた．表 1にその結果を示す．両理解度テス

トともに，約半数の被験者が全問題についてキーワー

ドをメモに残しており，講義に追従できていたことが

示唆される．一方，メモにキーワードを書けていない

被験者については，理解度テストが低くなる傾向とな

っていることが分かり，講義の追従が難しかったこと

が示唆される． 

表 1 理解度テストにおける NL 群のメモの割合 

そこで，両理解度テストにおいて，IL 条件の被験者

と，NL条件の被験者のうちテスト点数が低い 4名（NL-

Low 条件）を比較した結果を図 6 に示す．両側 t 検定

を行った結果，理解度テスト 1ではスライド間問題に

おいて IL 条件のほうが NL-Low 条件より有意に高くな

る傾向が見られた（t(10)=1.97, p<.10, d=1.33）．Cohen

の効果量 dも大きくなった．また，理解度テスト 2で

も，テスト全体，および各問題タイプの点数について，

IL 条件のほうが NL-Low 条件よりも高いという傾向が

見られた（テスト全体の点数： t(10)=-1.97, p<.10, 

d=1.22, スライド内問題の点数： t(10)=-1.91, p<.10, 

図 5 理解度テストの平均点 
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d=1.82, スライド間問題の点数： t(10)=-1.91, p<.10, 

d=2.35）．また，効果量もすべてにおいて大きい結果と

なった． 

アンケートでは，IL 条件での講義について複数の被

験者から，途中でポーズが入ったり，繰り返すか確認

してくれるので講義に追従しやすいとのコメントがあ

った．これらの結果からも，インタラクティブロボッ

ト講義が講義内容に追従できない学習者に対して有効

に機能することが示唆された． 

今回のケーススタディでは，総じて両条件とも理解

度テストの点数が高かったといえる．これについては，

事後アンケートで必ずしも被験者が講義内容を簡単と

感じていたという結果は得られていないが，被験者と

なった大学生・大学院生の多くはスライドを用いた講

義に慣れており，ポーズやリピートなどがなくても講

義に追従することができたことが一因と考えられる． 

5. おわりに 

本稿では，ロボット講義において講義シナリオを適

応的に再構成してインタラクティブに講義を進行する

手法について述べた．人間講師の場合，学習者の受講

状態に応じたバリエーション豊かな講義シナリオ変更

が可能であるのに対して，本インタラクティブロボッ

ト講義システムはポーズ・リピート・スキップといっ

た限定的かつ基本的なシナリオ制御しかできない．し

かしながら，ケーススタディの結果，講義進行の追従

が困難な学習者に対して有効に機能する可能性が示唆

された． 

また，ロボット講義では，スライドを用いた講義を

対象としているが，板書型の講義に比べて講義の進行

スピードは一般的に速くなる傾向がある．そのため，

学習者の受講状態に応じて講義シナリオを再構成し，

インタラクティブに講義を進める必要性は高いと考え

られる．今回のケーススタディでは，スライドを用い

た講義に比較的慣れている被験者を対象としたため，

効果が限定的となったが，今後はこうした講義に不慣

れな学習者を対象として再度ケーススタディを実施し，

インタラクティブロボット講義の適用範囲をより明確

にしたいと考えている． 
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オンラインでのキャリア教育科目における 

SELの設計と進路選択自己効力の向上 

田中洋一 
仁愛女子短期大学 

Designing SEL in Online Career Education Courses: 

Improving Career Decision-Making Self-Efficacy 

Yoichi Tanaka 
Jin-ai Women’s College 

対面で対話したことが無い新入生が学習共同体を形成するためには，オンライン授業に SEL（Social and 

Emotional Learning）を取り入れることが大切だと考えている．また，主体的なキャリア形成のために

は進路選択に対する自己効力を高めることが必要である．本稿では，2020 年度１年前期に実施したキャ

リア教育科目における SEL の設計及び進路選択自己効力の向上に関して報告する． 

キーワード: SEL（Social and Emotional Learning），進路選択自己効力，情動知能，キャリア教育 

1. はじめに 

仁愛女子短期大学（以下，本学と記す）では，2020

年度は COVID-19 の対策として，入学式を中止とし，

5/7（木）にオンライン（非同期型）新入生ガイダンス

を実施した上，5/11（月）からオンライン授業（前期

の全科目）を開始した．本学では，オープンソースの

LMS（学習管理システム）である Moodle を用いた非

同期型（オンデマンド配信）を推奨したが，必要に応

じてオンライン会議アプリ Zoom を用いた同期型（リ

アルタイム配信）を活用している．また，自宅におけ

る ICT 環境調査の結果にもとづき，５月末までは全科

目においてスマートフォン対応とした．対面で会った

ことが無い新入生たちに対して，どのように学習共同

体の意識づけをするかが筆者らの課題であり，SEL

（Social and Emotional Learning）の重要性を強く感

じたため，キャリア教育科目を見直した． 

SEL とは，「社会性と情動の学習」のことであり，欧

米で広く実践されている自尊感情や対人関係能力の育

成を目的とした教育アプローチである．Collaborative 

for Academic, Social and Emotional Learning
（CASEL） (1)は，SEL において重要な５つの能力

（「Self-awareness：自己理解」「Self-management：

自己マネジメント」「Social awareness：社会や他者の

理解」「 Relationship Skill ：対人関係スキル」

「Responsible Decision-Making：責任ある意思決定」）

をクラスルーム，学校，家庭や地域社会の中で育んで

いくことを目的にしている． 

筆者は，日本の高等教育における SEL の必要性を考

え，本学にて担当する「キャリアプランニング」の授

業設計に，マインドフルネス，質問ワークショップ，

ライフデザイン・ポートフォリオの作成等を数年前か

ら取り入れている．本稿では，オンライン授業におけ

る SEL を構築するために，既存科目「キャリアプラン

ニング」を再設計した結果，主体的なキャリア形成に

必要な進路選択自己効力が向上したことを報告する． 

 

2. SELの設計 

筆者が所属する生活科学学科 生活情報専攻（以下，

本専攻と記す）は，事務職に就く学生が多い．本専攻

学生全員が履修する１年前期選択科目「キャリアプラ

ンニング（以下，本科目と記す）」の授業目的は，自分

のアイデンティティを探り，自分の目標を設定，行動

プランを作成し，実行することである．そのため，ジ

JSiSE Research Report 
vol.35,no.6(2021-3)
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ェネリックスキルテスト及びその振り返り，自己ＰＲ

の作成，働く価値に関するカードを用いたワーク，マ

インドフルネスの実践，ピアメンタリング，ライフデ

ザイン・ポートフォリオの作成を通して，自己理解及

び自己目標の設定を行う． 

本科目の到達目標は下記の５つである． 

① 客観的に自己や他者を観察できる． 
② 経験を省察することにより，マイセオリーを作

成できる． 

③ 自分の経験から判断し，ライフデザイン・ポー

トフォリオを作成できる． 

④ 自分の強みや経験にもとづき，他者に対して自

己をＰＲできる． 

⑤ 自分の強み・弱みを理解した上，自らの働く価

値やキャリアを設計できる． 

2.1 授業計画 

急なオンライン授業化に伴い，授業の計画は下記の

とおり再設計した．オンライン化による授業計画，評

価方法の変更等は，本科目の Moodle コースにすべて

明記してある． 

(1) 自己紹介【同期型】 

 Zoom の使用方法を学ぶ．科目ガイダンス，教

員紹介，キャリアとは．対話ルールの説明． 

 グループでの自己紹介１巡目：①氏名とニック

ネーム，②最近のマイブーム（オススメの過ごし

方）．グループでの自己紹介２巡目：①氏名とニッ

クネーム．②最近，心配なこと＆不安なこと．③

ここ１週間で１番 Happy だったこと． 

 課題「自己紹介」：Moodle のプロファイルを変

更．①印象が伝わる自己画像（一人での顔写真・

似顔絵・アバター）をアップロード．②自己紹介

文の作成：ニックネーム（呼ばれたい名前），今の

自分が好きなのは…，今の自分が嫌いなのは…，

今の自分が得意なのは…，今の自分が苦手なのは

…，みんなに一言！ 

(2) 自分のトリセツ【非同期型】 

 「何が起こるかわからない人生への準備のため

に」(2)の動画視聴．キーワード：キャリア・アン

カー，レジリエンス等． 

 課題：自分の取扱説明書を作って，みんなと共

有．クラス全員分読んだ上，３名分へのコメント

付け． 

(3) マイドフルネス入門【同期型】 

 マインドフルネスの説明＆動画視聴．呼吸瞑想

の実践→グループでの共有．ジャーナリングの実

践→グループでの共有．「Well Being：幸福の４因

子」(3)の動画視聴． 
 課題：呼吸瞑想＆ジャーナリングの記録． 

(4) マインドフルネス：ヨーガ瞑想①【非同期型】

Breathing Exercise & Isometric Exercise． 

 「ヨーガ瞑想の説明」動画視聴．「イス①手の上

げ下げ」動画視聴＆体験．「イス②脚の上げ下げ」

動画視聴＆体験．「イス③手と脚の押し合い」動画

視聴＆体験．「イス④ねじり」動画視聴＆体験． 

 課題：ヨーガ瞑想（座位）の記録． 
(5) マインドフルリスニング＆ヨーガ瞑想②【同期型】 

 マインドフル・リスニング（同期型）．「あおむ

け①手と脚の上げ下げ」動画視聴＆体験．「あおむ

け②腿と手の押し合い」動画視聴＆体験．「あおむ

け③腰の上げ下げ」動画視聴＆体験．「あおむけ④

ねじり」動画視聴＆体験．「あおむけ⑤膝かかえ」

動画視聴＆体験． 

 課題：マインドフル・リスニング＆ヨーガ瞑想

（あおむけ）の記録． 

(6) 質問ワーク「自分の課題」【同期型】 

 質問ワークの説明．「自分の課題」を探す．質問

ワーク１巡目〜５巡目．振り返りの共有． 

 課題：質問ワークの記録． 

(7) 過去回帰から理念を導く【同期型】 

 過去回帰の説明．学生生活の割合シート．メン

タリングでの約束．過去を回想する際のポイント．

ピアメンタリング． 

 課題：割合シート，過去回帰シート 

(8) ジェネリックスキルテスト【非同期型】 

 リテラシーテスト（学び方），コンピテンシーテ

スト（態度）． 

(9) 人生の核心をつかむ【同期型】 

 ピアメンタリング． 

 課題：理念シート，核心シート 
(10) 核心に沿った目標を立てる【同期型】 

 ピアメンタリング． 
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 課題：目標シート，ライフデザイン・ポートフ

ォリオ． 

(11) ライフデザイン・ポートフォリオの発表【同期型】 

 グループ発表． 

 課題：ライフデザイン・ポートフォリオの説明

（音声）． 

(12) 働く価値に関するワークショップ【同期型】 
 はたかちカードの個人ワーク．はたかちカード

のグループワーク． 

 課題：はたかちワークシート，言の葉カード． 

(13) ライフプランの作成【同期型】 

 将来デザインシートの作成．目標設定シートの

作成．ライフプランシートの作成．グループワー

ク． 

 課題：各シート． 
(14) ジェネリックスキルの振り返り【同期型】 

 学習成果の評価に関する説明．PROG 及び結果

報告書の説明．「PROG の強化書」ワーク． 

 課題：PROG の強化書ワークシート． 

(15) 自己 PR のプレゼンテーション【同期型】 

 プレゼンのチェックリスト．プレゼンのコツ．

プレゼンのルーブリック． 

 課題：自己 PR スライド，自己 PR スピーチ（音

声） 

2.2 振り返りシート 

本科目では，毎回課題として「振り返りシート」を

記述してもらう．内容は下記のとおり，Kolb の経験学

習サイクル(4)にもとづいている． 
① 経験「やってみよう！」 

今回の授業＆課題で経験したことは何ですか？ 

なるべく具体的に書きましょう． 
② 振り返り「どうだった？」 

先の経験から自分が気づいたことや分かったこ

とは何ですか？ 
③ マイセオリー「次はこうしよう！」 

先の振り返りをふまえて，今後，他の場面でも活

用できるようなマイセオリー（仮説や教訓）は何

ですか？ 
④ チャレンジ「試してみよう！」 

振り返りシートには書かなくていいですが，先

のマイセオリーを実際に試してみよう！ 
 
SEL としても，この振り返りシートが重要だと考え

ている．本科目で実施した Zoom でのグループワーク

（ブレイクアウトルーム）では，明確なインストラク

ションとタイトな時間制限をかけた上，全体メッセー

ジによる各グループへの指示はしたが，各グループ自

体は巡回しなかった．対面授業の場合，対話が活性化

していないグループへは介入をしていたが，遠隔授業

では放任した訳である．この効果は，振り返りシート

で確認できた．学生は沈黙の時間を体験することから

気づいたことを振り返り，自分なりのマイセオリーを

考えていた．そこで，筆者は，「沈黙や失敗を体験した

ことを大切にして欲しいこと．その時，どのようなこ

とを感じたか，そこから何を考えたかが重要なこと．」

等を学生ごとへフィードバックした． 

 

3. 心理尺度を用いた学習効果の分析 

3.1 進路選択自己効力 

主体的なキャリア形成のためには進路選択に対する

自己効力感を高めることが必要である．進路選択に対

する自己効力尺度(5)を授業 5 回目と 14 回目の授業終

了時に実施した．本尺度は 30 項目を４件法で回答し

ており，両方に回答した有効回答数は 70名である．２

回とも正規性があり，14 回目に進路選択自己効力が

0.1％有意で向上した（表１）． 

 
表１．進路選択自己効力の測定結果 

 平均 (標準偏差) 

5回目 82.4    (10.9) 

14回目 85.9*** (10.8) 

※n=70，***p<0.001 

3.2 情動知能 

日本における SEL と同じような概念として，情動知

能や非認知能力というキーワードがある．特に，

Goleman がいう EQ（情動知能）の「５つの側面（自

己認識，自己統制，意欲，共感，社会的能力）」(6)と SEL

は重なる点が多い．そのため，本科目 4回目終了時と

13 回目終了時に，情動知能の質問紙である日本語版

WLEIS(7)を使って測定を行った．日本語版WLEIS は，

「自己の情動評価」「他者の情動評価」「情動の利用」

「情動の調節」という４つのカテゴリーに分かれる．

本尺度は 16 項目を７件法で回答しており，両方に回
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答した有効回答数は 68名である．「情動の調節」カテ

ゴリーは 1％有意で向上した（表２）． 

 
表２．情動知能の測定結果：平均（標準偏差） 

 
自己の 

情動評価 

他者の 

情動評価 

情動の 

利用 

情動の 

調節 

4回 
20.9 

(3.41) 

21.0 

(2.99) 

16.9 

(3.53) 

17.1 

(4.43) 

13回 
21.5 

(3.24) 
21.3 

(2.75) 
17.1 

(3.57) 
18.1** 
(4.17) 

n=68，**p<0.01 

3.3 進路選択自己効力と情動知能との相関 

 先述した進路選択自己効力及び日本語版WLEIS の

両方ともに２回回答した有効回答数は 66名である．

14回目の進路選択自己効力及び 13回目の日本語版

WLEIS の相関係数を調べたところ，「他者の情動評

価」以外は正の相関があった（表３）． 

 
表３．進路選択自己効力と情動知能の相関 

 
自己の 

情動評価 

他者の 

情動評価 

情動の 

利用 

情動の 

調節 

相関 

係数 
0.52 0.27 0.51 0.47 

n=66 

4. おわりに 

COVID-19 対策として，急遽，リアルタイム配信（同

期型）オンライン授業へ変更した「キャリアプランニ

ング」であるが，15回終了後の授業評価アンケートに

おける質問４つに対する平均（標準偏差）は下記のと

おりである（４件法，有効回答数 70 名）．「①あなた

は，この授業に対して意欲的に取り組んだ」3.81（0.39），

「②この授業において，教員の指示は適切だった」3.77

（0.42），「③全体的に，この授業の内容は理解できた」

3.64（0.51），「④総合的に判断すると，良い授業だっ

た」3.76（0.43）．すべて平均すると，3.75 と高い評価

である．また，主体的なキャリア形成の指標になる進

路選択自己効力は 0.1％有意で向上したため，キャリ

ア教育としての学習効果があったと考えている．情動

知能の指標として用いた日本語版WLEIS は，「情動の

調節」カテゴリーしか有意に向上しなかった．これは，

急なオンライン授業のため，初めの調査がマインドフ

ルネスの実践を始めた後の４回目終了時だったことも

要因の一つと考えている．本科目終了時における進路

選択自己効力及び日本語版 WLEIS カテゴリー（他者

の情動評価以外）には正の相関があったため，2021 年

度においても SEL を設計していく予定である．本科目

は，今年度同様，2021 年度もオンライン授業として計

画している．2021 年度は，1回目と 15回目で心理尺

度の調査を実施して，SEL の効果を明らかにしたいと

考えている． 
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COVID-19(新型コロナウイルス感染症)拡大により人の往来が制限され，テレビ会議の利用が急

速に広まった．多くの人が利用しなければならない双方向オンラインコミュニケーション環境を

想定し，広く普及している PC を使用した「Zoom」によるテレビ会議システムと音声会議，およ

び「Mozilla Hubs」による VR 会議で比較実験を行った．水平思考実験を遠隔で行うことで，ど

の環境が対話しやすいのか比較評価をおこない，それぞれのメリットとデメリットを明らかにす

る． 

キーワード: テレビ会議，VR 会議，音声会議，水平思考 

1. はじめに 

2020 年, COVID-19(新型コロナウイルス感染症)

拡大により人の往来が制限され,「テレワーク」や 

「オンライン授業」等において,テレビ会議による双

方向オンラインコミュニケーションが急速に広ま

った.しかし，十分に使い慣れたシステムではないこ

とから，テレビ会議を通すことにより様々な不都合

も生じている． 

他方，現行のテレビ会議は視線が合わないなどの

問題点があり，これを克服した先行研究(1)では，裸

眼３D 視線一致型テレビ会議システムを使用し，教

育利用において現行システムよりも双方向オンラ

インコミュニケーションが効果的に行えることを

明らかにしている．しかし，先行研究(1)における同

システムはまだ研究段階であり,大学のような研究

機関なら活用できるであろうが，一般的に広く利用

できるシステムではない． 

よって，本研究では，先行研究(1)で示された現行

テレビ会議の視線が合わないなどの問題点を参考

に，一般的な PC(パーソナルコンピュータ)を利用し

た双方向オンラインコミュニケーション時の対話

のしやすさに着目し，「利用システム」と「利用時周

辺環境」の違いから比較検証し評価することを目的

とする． 

JSiSE Research Report 
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2. 利用システムと利用時周辺環境の概要 

2.1 利用システムについて 

本研究では，COVID-19 によって多くの人が双方

向オンラインコミュニケーションを利用しなけれ

ばならない環境を受け,一般的なPCで利用可能なシ

ステムとして，「Zoom」(2)によるテレビ会議および

音声会議と，「Mozilla Hubs」(3)による VR(バーチャ

ルリアリティ)会議で比較実験を行う． 

この中で，VR 会議を比較対象に加える理由は，

聴覚情報のみの音声会議と，実写を投影するテレビ

会議の中間的なシステムと考えたからである．特に

VR 会議は，音声会議のみでは伝わらない視覚情報

の提示が可能で，かつ，テレビ会議における視線が

合わないなどの実写の表情や姿を投影することに

起因する各種問題が，仮想化されたアバターを介す

ことにより根本的に無関係となる．以上より，音声

会議，テレビ会議，VR 会議を利用した際の対話の

しやすさを比較検証する． 

なお，「Zoom」とは,Zoom ビデオコミュニケーシ

ョンズが提供するテレビ会議アプリケーションソ

フトウエアであり,複数あるテレビ会議ソフトのう

ち,学校・教育産業で 24.3%の利用率(4)があり，一般

的なものと考え本研究で採用した. 

また，「Mozilla hubs」とは,Mozilla Mixed Reality 

チームにより製作された VR 共同作業アプリケーシ

ョンソフトウエアであり,参加者は PC や HMD(ヘ

ッドマウントディスプレ)から接続し，VR 空間内で

アバターを介した対話からプレゼンテーション等

の様々な議論や会議等が可能である．本研究に先立

ち，筆者所属の共立女子大学文芸学部文芸学科文芸

メディアコース谷田貝ゼミと遠隔共同ゼミを実施

している,香川大学創造工学部米谷研究室と合同で

行われている V ゼミ内で使用されている VR 会議ソ

フトであることから採用した. 

2.2 利用時周辺環境について 

「テレワーク」や 「オンライン授業」等における

双方向オンラインコミュニケーションは，原理的に

通信環境さえ整えばどこからでも実行できること

が大きなメリットである． 

特にテレビ会議では，離れた場所でも基本的に自

分の姿と背景の様子が実写で映る．これは顔を見て

話せるというメリットであるが，同時に否応なくプ

ライバシーが伝わるというデメリットともなる．よ

って，通信を実行する場所から対話のしやすさに影

響するものと考えられ，本研究ではテレビ会議の利

用環境を「自宅」と「大学」に設定した． 

他方，比較対象とする VR 会議と音声会議は，実

写の姿や背景が映らないため，実施場所による区別

はしないこととした． 

以上より，本研究では双方向オンラインコミュニ

ケーション利用時周辺環境として，「自宅テレビ会

議」「大学テレビ会議」「音声会議」「VR 会議」の 4

つを設定した． 

3. 研究方法 

3.1 研究方法の概要 

被験者は，学内と自宅を利用環境としたテレビ会議通

信,および利用環境を問わない音声会議と VR会議によ

る通信の計 4 つの環境で実験を行う．実施内容は，3.2

節で詳説する水平思考実験を行い,実験後に先行研究

(1)と比較可能とするために，先行研究(1)にて実施した

テレビ会議利用感に関する事後主観評価アンケートと，

実験中の注視箇所に関するアンケートを実施し,主観

的な対話のしやすさについての評価を取得した. 

3.2 水平思考実験について 

本研究では,被験者同士がコミュニケーションを取り

協力することで,問題を解いていく水平思考法を実施

した. 水平思考(5)とは既成の理念や概念にとらわれず

創造的なアイデアを生み出す方法で,出題者と解答者

が１対１となり,協力して複雑な問題の回答を導くも

のであり，思考ゲームとしてウミガメのスープ(5)とも

呼ばれている.ルールとして，解答者は，適宜，出題者

に対して「はい」または「いいえ」のみで答えられる

質問を行い.出題者はその質問に対し,「はい」「いいえ」
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「どちらでもない」で返答する．また，一定時間経過

後に出題者よりヒントを伝える．これらの過程から解

答者は問題の正解を導き論理的に説明する．ただし，

あらかじめ設定されているキーワードを含めて説明す

ることで正解とする． 

なお，本実験では,正解を導くことが目的ではなく,お

互いに共通目的をもってコミュニケーションすること

を目的とした．以下に，出題例を示す． 

問題１ 

お金を投げて遊ぶタロウはいつも両親に怒られてい

ました．しかし今日はお金を投げても怒られませんで

した．むしろ「よくやったね」と褒められました． 

ヒント:「投げたのは本物のお金です」「誰かにぶつけ

たわけではない」 

正解例：タロウは初詣に行き「お賽銭」を投げた． 

正解キーワード：「お賽銭」 

問題２ 

ある歌手は歌詞を間違えたことで実力を証明するこ

とができました． 

ヒント:「この歌手はいつもとても歌が上手であった」

「生放送中の出来事だった．」「この放送には字幕が流

れていた．」 

正解例：この歌手は「口パク」を疑われていました．

しかし「字幕と違う歌詞」を歌ったことで口パクでな

いことを証明し，生放送でも「上手に歌えることを証

明」しました． 

正解キーワード：「口パク」「字幕と違う歌詞」「上手に

歌えることを証明」 

3.3 実施概要 

共立女子大学の学生(延べ 84 人)を対象とし，1 回の

実験につき被験者 2 人が出題者と解答者にわかれて実

施した.なお，進行係は筆者が音声のみで行った.利用

時周辺環境は，表１に示すように，学内と自宅のそれ

ぞれで PC を通じた双方向オンラインコミュニケーシ

ョン環境を整えた. 

本実験の流れは,まず進行係が口頭でルールを説明

し,問題をオンライン上に提示し被験者双方で共有し

た.制限時間は最大 20 分で,開始後 3 分おきに出題者は

ヒントを考え解答者へ提示した. 解答者の正解判定は，

あらかじめ正解キーワードを設定し，これを必ず含め

論理的な説明を完成させることとした. 

3.4 事後アンケートについて 

本研究は,藤本ら(1)・伊藤(6)・山本(7)の先行研究と比較

可能とするために，これら先行研究で用いられたテレ

ビ会議システムによる遠隔交流学習実験アンケート

(35 項目 5 段階評定尺度)を事後アンケート(以下実施

内容評価アンケートと称する)として採用した． 

また，実験中 PC 画面内のどこに着目していたのか

を調査をするため注視箇所に関するアンケート(11 項

目 5 段階評定尺度)もあわせて事後アンケート(以下注

視点評価アンケートとする)として実施した． 

4. 結果 

4.1 実施内評価アンケート分析結果 

実施内容評価アンケート(46 項目 5 段階評定尺度)

を分析対象とし，SPSS で最尤法プロマックス回転

(斜交回転)を実行した．結果，表 2 に示す 5 因子を得

た.なお,表 2 中の項目 6，26，27 は,因子負荷量が負

の値であったため,逆転項目の処理をした.  

表 2 における各因子を構成する各項目から次のよ

うに因子を命名した.因子 1 を「満足感」.因子 2 を

「視線・動作・表情認知」.因子 3 を「疲労・違和

感」.因子 4 を「立体感」.因子 5 を「受容感」と命名

した.これら 5 因子の抽出後の負荷量平方和の累積寄

与率は 55.0％となった. 

得られた 5 因子を構成する各項目のうち因子負荷

量が 0.5 以上のものを因子代表項目と定め，その回答

値平均値から，因子代表値を求めた.得られた結果か

表１利用時周辺環境と使用したシステム 

利用時周辺環境 利用システム 

自宅から Zoom(テレビ会議) 

大学から Zoom(テレビ会議) 
自宅または大学から Zoom(音声会議) 
自宅または大学から Mozilla Hubs(VR 会議) 
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ら，4 つの実験環境の因子代表値を図 1 に示す.な

お，4 つの実験環境における因子代表値を比較するた

めに,分散分析を行いその結果もあわせて図 1 に示

す．図 1 より，分散分析の結果，有意であった因子

については，その後の検定として多重比較(Dunnett 

T3)を行った．以下，多重比較の結果有意であったも

のを記す． 

「視線・動作・表情認知」因子では，「自宅テレビ

会議」(3.5)・「音声会議」(1.2)の平均の差は有意

(p<0.001)に大きな値であった．「自宅テレビ会議」

(3.5)・「VR 会議」(1.8)の平均の差は有意(p<0.001)に

大きな値であった．「大学テレビ会議」(3.4)・「音声

会議」(1.2)の平均の差は有意(p<0.001)に大きな値で

あった．「大学テレビ会議」(3.4)・「VR 会議」(1.8)の

平均の差は有意(p<0.001)に大きな値であった．「音声

会議」(1.2)・「VR 会議」(1.8)の平均の差は有意であ

った(p<0.05)． 

「疲労・違和感」因子では，「大学テレビ会議」

(1.9)・「音声会議」(1.4)の平均の差は有意であった

満足感
視線・動作・
表情認知 疲労・違和感 立体感 受容感

13.発言しやすかった 0.867 -0.011 -0.065 -0.089 -0.070

12.自分の考えなどを伝えられた 0.842 -0.057 0.115 -0.054 -0.076

14.今後も交流を続けたい 0.784 -0.046 0.050 0.020 -0.126

34.今回の交流は積極的に参加することができた 0.764 -0.009 0.047 -0.145 0.040

3.今回の交流はコミュニケーションはうまくいった 0.743 -0.100 -0.106 -0.075 0.074

10.今回の交流は気軽に話すことができた 0.730 -0.099 0.002 0.075 0.119

7.今回の交流は親近感を感じた 0.653 0.135 -0.055 0.042 -0.147

9.今回の交流では自分は参加していると感じた 0.619 0.117 0.083 0.048 0.240

31.今後交流するなら、この形態がいい 0.585 -0.032 -0.020 0.140 0.052

30.今回の交流は相手の発言を集中して聞けた 0.566 -0.048 -0.022 0.011 0.037

4.今回の交流の内容を理解できた 0.561 0.065 0.055 -0.197 0.092

1.今回の交流は楽しめた 0.462 0.126 -0.144 0.049 0.255

25.今回の交流のポイントが理解できた 0.375 0.004 0.150 0.056 0.251

18.表情がよく分かった 0.025 0.983 0.002 -0.091 0.114

24.発言しているとき、聞いている人たちがどこをみているのかよく分かった -0.139 0.859 -0.113 -0.184 0.084

23.発言しているとき、聞いている人の状態を把握できた 0.094 0.857 0.111 -0.216 0.128

33.相手の身ぶり手ぶりが伝わった -0.014 0.784 0.090 0.033 0.194

28.相手から見られていると感じた 0.114 0.699 -0.021 0.281 -0.095

17.話している相手が自分を見たと思う 0.135 0.618 -0.176 0.273 -0.232

16.相手と視線があった -0.069 0.525 -0.028 0.516 -0.096

2.今回の交流は緊張した -0.179 0.453 0.169 -0.068 -0.084

29.今回の交流は相手との視線に違和感を感じた -0.170 0.360 0.219 -0.080 0.039

35.今回の交流は目に痛みを感じた 0.216 -0.176 0.896 -0.025 -0.128

20.今回の交流は眼が疲れた -0.080 0.122 0.777 0.214 0.204

32.今回の交流は全身に疲労を感じた -0.051 0.021 0.762 -0.098 -0.070

5.今回の交流では眼に違和感を感じた 0.142 0.180 0.749 -0.045 -0.018

21.交流相手に違和感を感じた -0.066 -0.120 0.591 0.263 -0.146

8.今回の交流は疲れた -0.261 0.160 0.461 -0.049 -0.042

11.見ている相手に立体感を感じた -0.084 -0.373 0.095 1.040 0.186

19.見ている相手に奥行を感じた -0.147 0.193 -0.102 0.809 0.153

15.臨場感を感じた 0.120 0.133 0.117 0.438 0.006

22.相手との距離感がつかめた 0.177 0.229 0.086 0.344 -0.197

6.今回の交流は退屈ではなかった 0.088 0.081 -0.183 0.117 0.650

26.今回の交流は疎外感を感じなかった 0.287 0.010 -0.029 0.195 0.555

27.相手のしぐさなど動きが見えにくくなかった -0.024 0.230 0.027 0.013 0.250

満足感
視線・動作・
表情認知 疲労・違和感 立体感 受容感

満足感 ー 0.258 -0.198 0.304 0.242

視線・動作・表情認知 ― 0.193 0.531 -0.104

疲労・違和感 ー 0.201 -0.162

立体感 ー -0.101

受容感 ー

因子間相関

因子
表２ 実施内容評価アンケート因子分析結果 

0

2

4

6
満足感＋

視線・動作・表

情認知***

疲労・違和感*立体感***

受容感**

自宅テレビ会議        大学テレビ会議 

音声会議           VR 会議 
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図 1 実施内容評価アンケート各因子代表値の平均 
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(p<0.05)．「音声会議」(1.4)・「VR 会議」(2.1)の平均

の差は有意であった(p<0.05)． 

「立体感」因子では，「自宅テレビ会議」(2.4)・

「音声会議」(1.0)の平均の差は有意(p<0.001)に大き

な値であった．「大学テレビ会議」(2.4)・「音声会

議」(1.0)の平均の差は有意であった(p<0.05)．「音声

会議」(1.0)・「VR 会議」(3.0)の平均の差は有意

(p<0.001)に大きな値であった． 

「受容感」因子では，「大学テレビ会議」(4.5)・

「音声会議」(3.7)の平均の差は有意であった

(p<0.1)．「音声会議」(3.7)・「VR 会議」(4.6)の平均

の差は有意であった(p<0.05)． 

4.2 注視点評価アンケート分析結果 

注視点評価アンケート(11 項目 5 段階評定尺度)を分

析対象とし.SPSS で最尤法プロマックス回転(斜交回

転)を実行した．結果，表 3 に示す．4 因子を得た.なお,

表 3 中の項目 10 は,因子負荷量が負の値であったため,

逆転項目の処理をした.  

表 3 における各因子を構成する各項目から次のよう

に因子を命名した. 因子 1 を「画面内注視」.因子 2 を

「自他顔注視」.因子 3 を「自他背景注視」.因子 4 を

「緊張感」と命名した.これら 4 因子の抽出後の負荷量

平方和の累積寄与率は 59.0％となった. 

得られた 4 因子を構成する各項目のうち因子負荷量

が 0.5 以上のものを因子代表項目と定め，その回答値

平均値から，因子代表値を求めた.得られた結果から，

4 つの実験環境の因子代表値を図 2 に示す.なお，4 つ

の実験環境における因子代表値を比較するために,分

散分析を行いその結果もあわせて図 2 に示す．図 2 よ

り，分散分析の結果，有意であった因子については，

その後の検定として多重比較(Dunnett T3)を行った．

以下，多重比較の結果有意であったものを記す． 

「画面内注視」因子では，「自宅テレビ会議」(2.9)・

「音声会議」(1.7)の平均の差は有意(p<0.001)に大きな

値であった．「大学テレビ会議」(2.9)・「音声会議」(1.7)

の平均の差は有意(p<0.001)に大きな値であった．「音

声会議」(1.7)・「VR 会議」(2.5)の平均の差は有意であ

った(ｐ<0.05)． 

 「自他顔注視」因子では，「自宅テレビ会議」(3.8)・

「音声会議」(1.3)の平均の差は有意(p<0.001)に大きな

値であった．「自宅テレビ会議」(3.8)・「VR 会議」(2.6)

の平均の差は有意であった(p<0.05)．「大学テレビ会議」

(3.6)・「音声会議」(1.3)の平均の差は有意(p<0.001)に

大きな値であった．「大学テレビ会議」(3.6)・「VR 会

議」(2.6)の平均の差は有意であった(p<0.1)．「音声会

議」(1.3)・「VR 会議」(2.6)の平均の差は有意であった

(P<0.01)． 

「自他背景注視」因子では，「大学テレビ会議」(2.0)・

「音声会議」(1.3)の平均の差は有意であった(P<0.01)．

表３ 注視点アンケート因子分析結果 
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図２ 注視点アンケート各因子代表値の平均 
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「音声会議」(1.3)・「VR 会議」(2.5)の平均の差は有意

であった(P<0.01)． 

4.3 「満足感」に対する規定因を調べる重回帰分析 

実施内評価アンケートにおける「満足感」因子に対

し，他の各因子がどの程度影響を与えているかを調べ

るために重回帰分析を行った.実施内容評価アンケー

トより得られた「満足感」を従属変数とし,「視線・動

作・表情認知」,「疲労・違和感」,「立体感」,「受容感」,

および注視点評価アンケートより得られた「画面内注

視」,「自他顔注視」,「自他背景注視」,「緊張感」の各

因子を独立変数とし，強制投入法による重回帰分析を

実行した．得られた結果を表 4 に示す. 

以下，表 4 より，各実験環境内における特徴的な規

定因を調べるために標準化偏回帰係数(β)を参照する． 

「自宅テレビ会議」において決定係数は 0.286 で有

意ではなかった(p>0.1)ため，参考程度となるが規定

力のある係数を参照する．「満足感」因子に対し高い

規定力があった因子は，「視線・動作・表情認知」(β

＝0.381 p>0.1)と，「画面内注視」(β＝0.321  p>0.1)

であった．ついで，「立体感」(β＝-0.223  p>0.1)

と，「緊張感」(β＝-0.201  p>0.1)が同程度で負の規

定因を示し「満足感」を下げる要因であった． 

「大学テレビ会議」において，「満足感」因子に対

し，有意で高い規定力があった因子は「立体感」(β＝

-0.430 p<0.05)が負の規定因となり，「満足感」を下

げる要因で，「視線・動作・表情認知」(β＝0.427 

p<0.05)と「自他背景注視」(β＝0.416 p<0.05)が同程

度に正の規定因であった．ついで，有意傾向で「自他

顔注視」(β＝0.361 p<0.１)となった． 

「音声会議」において，「満足感」因子に対し，高

い規定力があった因子は「受容感」(β＝0.683 

p<0.05)で，次いで「画面内注視」(β＝0.467 

p<0.05)となった．なお，有意ではなく参考程度とな

るが「自他顔注視」(β＝-0.412 p>0.1)も比較的に大き

な規定力を示し，負の規定因であることから「満足

感」を下げる要因であった． 

「VR 会議」において，「満足感」因子に対し，有

意傾向で高い規定力があった因子は「緊張感」(β＝-

0.504  p<0.１)で，ついで「疲労・違和感」(β＝-

0.382 p<0.１)であり，どちらも負の規定因を示し

「満足感」を下げる要因であった．なお，有意ではな

く参考程度となるが，「自他顔注視」(β＝0.509 

p>0.1)と，「立体感」(β＝0.416 p>0.1)が比較的に高い

正の規定因となり，「視線・動作・表情認知」(β＝-

0.424 p>0.1)が負の規定因であった． 

次に以上の結果から，各実験環境において「満足

感」へ特徴的な規定力を示した各因子に関し，各実験

環境間における規定因を比較するために，表 4 にお

ける非標準化偏回帰係数(B)を参照する． 

自宅テレビ会議   大学テレビ会議      音声会議       VR 会議 

表４ 「満足感」を従属変数とした重回帰分析結果 
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「自宅テレビ会議」「大学テレビ会議」「VR 会議」

において，「満足感」因子に対し，高い規定力を示し

た「視線・動作・表情認知」を参照すると，「VR 会

議」(B＝-0.298 p>0.1)，「自宅テレビ会議」(B＝

0.250  p>0.1)，「大学テレビ会議」(B＝0.249  

p<0.05)と同程度の規定力であった．また，同 3 環境

で高い規定力を示した「立体感」を参照すると，「VR

会議」(B=0.219  p>0.1)が最も高い規定力であっ

た． 

「大学テレビ会議」「音声会議」「VR 会議」におい

て，「満足感」因子に対し，高い規定力を示した「自

他顔注視」を参照すると，「音声会議」(B=-0.509  

p>0.1) が最も高い規定力であった． 

「自宅テレビ会議」「VR 会議」において，「満足

感」因子に対し，負の高い規定意を示した「緊張感」

を参照すると，最も高い規定力があったのは「VR 会

議」(B=-0.295  p<0.1)であった． 

5. 考察 

前章 4．をもとに，「自宅テレビ会議」「大学テレビ

会議」「音声会議」「VR 会議」の各実験環境における特

徴を対話時の話しやすさに関するメリットとデメリッ

トにまとめ，それぞれ改善策も示す. 

「自宅テレビ会議」のメリットは,図 1「視線・動作・

表情認知」と，図 2「自他顔注視」が他の環境よりも高

く，実写で映ることから，姿や動作と顔や表情を認知

して話せる環境である．特に「視線・動作・表情認知」

は表 4 の結果から「満足感」を上げる最も重要な要因

であり，「画面内注視」も「満足感」を上げる高い要因

であることから，自由に画面内を注視でき，実写の相

手を観れる環境は対話時の「満足感」を上げる大切な

条件と考えられる．また,デメリットは，表 4 の結果か

ら「満足感」を下げる要因として「立体感」と「緊張

感」が一定の負の規定力を示していた．従って，改善

策としては,対話時に「緊張感」が生じない様に，本題

前にお互いが打ち解けられる手立てを講ずることと，

「立体感」を軽減するようなバーチャル背景などを活

用することが考えられる．ただし，この「立体感」因

子の意味は，本研究からでは明らかにならなかった． 

「大学テレビ会議」のメリットは, 「自宅テレビ会

議」と同じく，図 1「視線・動作・表情認知」と，図 2

「自他顔注視」が他の環境よりも高く，実写で映るこ

とから，姿や動作と顔や表情を認知して話せる環境で

ある．また，同様に表 4 の結果から「満足感」を上げ

る要因として，「視線・動作・表情認知」と「画面内注

視」が正の規定力を示し，「自宅テレビ会議」との違い

は「自他背景注視」も「満足感」を上げる要因となっ

た．よって，自宅部屋のプライバシーを気にすること

なく自由に画面内を注視でき，対話時の「満足感」を

上げたものと考えられる．また,デメリットは，表 4 の

結果から「満足感」を下げる要因として「立体感」が

高い規定力で負の値となり，「疲労・違和感」も同様に

負の規定因を示した．従って，改善策としては,対話時

に適度に休憩を設け「疲労・違和感」を軽減するとと

もに，「自宅テレビ会議」と同じく，「立体感」を軽減

するようなバーチャル背景などを活用することが考え

られる．ただし，この「立体感」因子の意味は，本研

究からでは明らかにならなかった． 

「音声会議」のメリットは, 表 4 の結果から，他の

環境とは違い，唯一「受容感」が「満足感」因子に対

し最も高い正の規定力を示した．よって，他の 3 環境

より疎外感や退屈さを感じない環境と考えられる．ま

た,デメリットは図 1 より「視線・動作・表情認知」と，

図 2「自他顔注視」が他の環境よりも有意に低く，顔

や姿を認知できない環境である．また，表 4 より「自

他顔注視」が他の環境と違い唯一「満足感」因子に対

し負の高い規定力を示した．よって改善策としては,特

徴的なメリットであった「受容感」を向上させる取り

組みを意識的に行い，対話時にお互いの姿や顔が見え

ないデメリットを補う方策が有効と考えられる．また，

テレビ会議利用時の負の要因であった「緊張感」や「立

体感」は，表 4 より「音声会議」ではほとんど規定力

がなく影響がないので，テレビ会議利用時にこれらを

緩和するために，まずは「音声会議」で開始し，一定

時間後にテレビ会議へ切り替えると双方のメリットを

活かした通信が可能と考えられる． 
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「VR 会議」のメリットは,図 1「立体感」と図 2「自

他背景注視」が高く，唯一アバターの操作により空間

内を移動しながら話せる環境である．また，表 4 の結

果から，他環境とは違い，唯一「立体感」が「満足感」

因子に対し高い正の規定力を示し，かつ「大学テレビ

会議」「自宅テレビ会議」と同じく「自他顔注視」が「満

足感」因子に対し高い正の規定力を示した．よって，

VR 空間特徴を持ちつつテレビ会議の環境にも近い環

境と考えられる．また,デメリットは，他環境に比べ，

「緊張感」「疲労・違和感」「視線・動作・表情認知」

が，「満足感」に対し高い負の規定因を示している．改

善策としては, 対話時に適度に休憩を設け「緊張感」

「疲労・違和感」を軽減するとともに，「緊張感」を和

らげるためにバーチャル空間内の装飾をシンプルなも

のにすることと，アバターによる不自然な「視線・動

作・表情認知」を軽減するために，アバターで視線や

動作に由来する感情を表現する仕組みを取り入れるべ

きであると考えられる． 

6. おわりに 

本研究で得られた成果は以下の通りである. 

・「自宅テレビ会議」は，対話時に実写の相手を自由に

注視できることから対話時の「満足感」が向上する．

他方，「緊張感」が生じない手立てが必要である． 

・「大学テレビ会議」は，対話時に自宅部屋のプライバ

シーを気にすることなく実写の相手を自由に注視

できることから対話時の「満足感」が向上する．他

方，対話時に適度に休憩を設け「疲労・違和感」を

軽減する手立てが必要である． 

・「音声会議」は，疎外感や退屈さを感じない環境と考

えられる．他方，対話時にお互いの姿が見えないデ

メリットを補う方策が必要と考えられる． 

・「VR 会議」は，VR 空間を動ける特徴を持ちつつテ

レビ会議にも近い環境である．他方，アバターで視

線や動作に由来する感情を表現する仕組みを取り

入れるとより効果的である． 

 また，本研究では,実験中の注視点について被験者の

主観アンケートから調査した.しかし,客観的評価も得

ることで,効果的な環境をより理解できる可能性が考

えられる.また，「満足感」を下げる要因となった「立体

感」の意味が不明であった．よって,今後の課題として

はアイトラッカーを用いた客観的な生体情報の取得が

有効と考えられる. 
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本研究は，COVID-19の緊急事態宣言下で実施したオンライン授業に対する児童生徒の認識と，対面

授業とオンライン授業を融合させたハイブリット型授業に対する教員の認識を Web による質問紙で調

査分析を行った．児童生徒に対する調査分析の結果，なりたい職業があることや，なぜ勉強するかの考

えを持つこととオンライン授業に対する認識に関係が認められた．教員に対する調査分析の結果，構成

主義的教授・学習観が高い教員のほうが，オンラインやハイブリット型授業に対する認識が高いことが

分かった． 

キーワード: COVID-19，オンライン授業，ハイブリット型授業，児童生徒，教員研修 

1. はじめに 

平成 29・30年改訂の学習指導要領は，2020年度よ
り小学校から段階的に施行されている．この総則には，

「情報活用能力の育成を図るため，各学校において，

コンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段

を活用するために必要な環境を整え，これらを適切に

活用した学習活動の充実を図ること」と記されている

(1)．これに向けて，GIGAスクール構想が立ち上がり，

児童生徒１人１台タブレット端末や校内のWi-Fi環境

の整備が行われている (2)．ICT の環境整備に加えて，

１人１台のタブレット端末を用いた授業力を向上させ

ることが教員に求められており，教員研修等でこの能

力を高める方法が課題となっている． 

一方，COVID-19 の影響で 2020 年の初旬に緊急事

態宣言が発令された．これにより 2020年 3月 2日か

ら，各地の学校では休校を余儀なくされた．この状況

下で，先導的に ICTを活用し，オンラインを活用して
児童生徒の学びを止めないようにする授業（例えば，

オンデマンド型授業や同時双方向型授業）を実施した

学校がいくつか存在した． 
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本研究では，このようなオンライン授業を体験した

児童生徒に，オンライン授業に対する認識や対面授業

と家庭でのオンライン授業の組み合わせ方について問

うた．加えて，将来なりたい職業の有無となぜ勉強す

るのかという勉強の意義についての認識度を問うた．

この理由として，自己調整学習の理論から，長期目標

と短期の行動目標を連動できる学習者はオンライン授

業の学習方略を獲得しやすいと予想したためである(3)．

これにより，将来期待される１人１台端末による，対

面授業とオンライン授業を融合させたハイブリット型

授業の在り方への示唆を得ることが期待できる． 

また，教員には教授・指導観(4)とハイブリット型授

業に対する認識を問い，この関係性について分析する．

この理由として，教員の教授・指導観に関する信念に

応じたハイブリット型授業に対する認識が明らかにな

ることで，教員の信念に応じた研修の在り方を検討す

ることに貢献できると考えたためである． 

本研究では，以下の４つの調査分析を行い，得られ

た結果から，児童生徒１人１台端末環境とハイブリッ

ト型授業に関する今後の教員研修への示唆を提言する

ことを目的とする． 

・調査１：教員のオンデマンド型授業動画配信と eラ

ーニングを体験した小中学生に対する調査 
・調査２：教員のオンデマンド型授業動画配信と eラ

ーニング及び同時双方向型授業を体験した中学生

に対する調査 

・調査３：教員のオンデマンド型授業動画配信を体験

した中学生に対する調査 

・調査４：教員を対象とした教授・指導観とオンライ

ンやハイブリット型授業に対する認識の調査 

2. 調査１ 

教員のオンデマンド型授業動画配信と eラーニング

を体験した小中学生に対する調査について述べる． 

2.1 対象と調査日 

本研究の対象は，関東圏にある義務教育学校の児童

生徒 491 名（小４：127 名，小 5：136 名，小 6：91

名，中 1：81 名，中２：56 名）とした．調査日は，2021

年 1月 14日〜2月４日であった． 

2.2 方法 

本調査は，Webによる質問紙調査で行った．質問項

目は，「将来，なりたい職業がありますか（３件法：０．

わからない，１．いいえ，２．はい）」，「なぜ勉強する

のか自分なりの考えをもっていますか（以下，勉強の

意義についての認識度，５件法：１．まったくそう思

わない〜５．とてもそう思う）」の問いと，オンライン

授業に関する問い（８問，５件法）を問うた（表１）． 

得られた回答結果は，第一に，肯定的，あるいは否

定的な傾向を分析するために，尺度（５件法）の中央

値（３）を母平均とする検定（t 検定）を実施した． 

第二に，将来，なりたい職業の有無別，および「な

ぜ勉強するのか自分なりの考えをもっていますか」の

認識とオンライン授業の関連を分析した． 
第三に，「学校の対面授業と家でのオンライン授業

（先生の授業動画・e ラーニングのいずれか）をどの

ように組み合わせると，あなたにとって楽しい勉強に

なりますか．アイデアがあれば，できる限りたくさん

書いてください」の自由記述を問い，KH Coder 3 の

共起ネットワーク分析で自由記述の特徴を分析した． 

2.3 結果 

2.3.1 質問紙調査の結果 

表１は，オンライン授業に対する項目について，尺

度（５件法）の中央値（３）を母平均とする検定（t 検
定）を行った結果を示したものである．結果，全ての 

表１ 質問紙調査の結果（調査１，N = 491） 
項目 平均値 標準誤差 t値 p値

なぜ勉強するのか自分なりの考えをもっていますか． 3.94 0.05 19.58 .000
先生が作ったオンライン授業動画があなたの勉強に役立ちましたか． 3.85 0.04 19.79 .000
学校のホームページから問題を解くことができるeラーニングがあなたの勉強に役立ちましたか． 3.70 0.04 15.86 .000
オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも家で勉強ができると思いますか． 3.67 0.05 13.13 .000
オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも先生はいつも自分達のことを考えてくれていると思いますか． 3.53 0.05 11.03 .000
オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも先生や友達やいろいろな人と交流できると思いますか． 3.30 0.06 5.23 .000
オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも友達の考えを知ることができると思いますか． 3.25 0.05 4.56 .000
オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも自分の考えを発表することができると思いますか． 3.14 0.05 2.67 .008
オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも学校に通っているときと同じような生活リズムで勉強できると思いますか． 3.14 0.06 2.45 .015
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項目において５％水準未満で有意差が認められた． 

各項目の平均値が中央値３を超えたことから，どの

項目も多くの児童生徒は，肯定的な認識である割合が

高いことが分かった． 

2.3.2 なりたい職業の有無および勉強の意義について

の認識度とオンライン授業の関連 

表２は，なりたい職業の有無（０を無し，１を有り），

および勉強の意義についての認識度（５件法）と，オ

ンライン授業に対する認識について相関分析の結果を

示したものである．結果，なりたい職業と関連する項

目は１つも存在しなかった． 

「なぜ勉強するのか自分なりの考えをもっています

か」との関連に着目すると，「４．学校のホームページ

から問題を解くことができる eラーニングがあなたの

勉強に役立ちましたか（r = .333, p < .01）」が弱い正

の相関関係が認められたが，これ以外の項目は無相関

と判断された． 

2.3.3 自由記述の分析 
図１は，「学校の対面授業と家でのオンライン授業

（先生の授業動画・e ラーニングのいずれか）をどの

ように組み合わせると，あなたにとって楽しい勉強に

なりますか．アイデアがあれば，できる限りたくさん

書いてください」の自由記述（344 件）の共起ネット

ワーク分析を行った図である．結果，子ども達の自由

記述から以下の知見が得られた． 
(1) 対面授業をオンライン動画で，家で勉強する時に

見られるようにすること． 

(2) 学習を理解するために予習をできることにするこ

とやテスト内容の解説動画． 

(3) TV 会議システムで友達と交流する． 

(4) タブレットで答えや説明を書いて送る． 

(5) パソコンを持って帰って宿題をする． 

(6) 応用問題を出す． 
(7) eラーニングをする． 

3. 調査２ 

教員のオンデマンド型授業動画配信と eラーニング

及び同時双方向型授業を体験した中学生に対する調査

について述べる． 

3.1 対象と調査日 

本研究の対象は，関東圏にある義務教育学校の中学

３年生（52 名）とした．調査日は，2021年 1月 14日
〜2月４日であった． 

3.2 方法 

本調査は，Webによる質問紙調査で行った．質問項

表２ 相関分析の結果（調査１） 

項目 1  2  
１．将来，なりたい職業がありますか．（０．いいえ，わからない，１．はい） ―    
２．なぜ勉強するのか自分なりの考えをもっていますか． .313 ** ―  
３．先生が作ったオンライン授業動画があなたの勉強に役立ちましたか． .150 ** .299 ** 
４．学校のホームページから問題を解くことができる e ラーニングがあなたの勉強に役立ちましたか． .187 ** .333 ** 
５．オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも家で勉強ができると思いますか． .122 ** .242 ** 
６．オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも先生や友達やいろいろな人と交流できると思います

か． 
.146 ** .193 ** 

７．オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも先生はいつも自分達のことを考えてくれていると思い

ますか． 
.131 ** .278 ** 

８．オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも学校に通っているときと同じような生活リズムで勉強

できると思いますか． 
.153 ** .234 ** 

９．オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも自分の考えを発表することができると思いますか． .161 ** .235 ** 
10．オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも友達の考えを知ることができると思いますか． .123 ** .203 ** 

** p < .01 
 

図１ 共起ネットワーク分析の結果（調査１） 
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目は 2.2と同様，「将来，なりたい職業がありますか（３

件法）」，「なぜ勉強するのか自分なりの考えをもってい

ますか（５件法）」の問いと，オンライン授業に関する

問い（９問（2.2の８項目に「学校と家をテレビ会議で

つないだ授業があなたの勉強に役立ちましたか」を追

加），５件法）を問うた（表３）． 

得られた回答結果の分析は 2.2 と同様，第一に，肯

定的，あるいは否定的な傾向を分析するために，尺度

（５件法）の中央値（３）を母平均とする検定（t 検定）

を実施した． 

第二に，将来，なりたい職業の有無別，および「な

ぜ勉強するのか自分なりの考えをもっていますか」の

認識とオンライン授業の関連を分析した． 
第三に，「学校の対面授業と家でのオンライン授業

（先生の授業動画・e ラーニング・テレビ会議のいず

れか）をどのように組み合わせると，あなたにとって

楽しい勉強になりますか．アイデアがあれば，できる

限りたくさん書いてください」の自由記述を問い，共

起ネットワーク分析で自由記述の特徴を分析した． 

3.3 結果 

3.3.1 質問紙調査の結果 

 表３は，オンライン授業に対する項目について，尺

度（５件法）の中央値（３）を母平均とする検定（t 検
定）を行った結果を示したものである．結果，全ての

項目において５％水準未満で有意差が認められた．各

項目の平均値が中央値３を超えたことから，どの項目

も多くの生徒は，肯定的な認識である割合が高いこと

が分かった． 

3.3.2 なりたい職業の有無および勉強の意義について

の認識度とオンライン授業の関連 

表４は，なりたい職業の有無（０を無し，１を有り），

表４ 相関分析の結果（調査２） 

項目 1  2  
１．将来，なりたい職業がありますか．（０．いいえ，わからない，１．はい） ―    
２．なぜ勉強するのか自分なりの考えをもっていますか． -.004  ―  
３．先生が作ったオンライン授業動画があなたの勉強に役立ちましたか． .057  .245  
４．学校のホームページから問題を解くことができる e ラーニングがあなたの勉強に役立ちましたか． -.048  -.009  
５．学校と家をテレビ会議でつないだ授業があなたの勉強に役立ちましたか． -.305 * .141  
６．オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも家で勉強ができると思いますか． -.260  .121  
７．オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも先生や友達やいろいろな人と交流できると思いますか． -.021  .131  
８．オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも先生はいつも自分達のことを考えてくれていると思いま

すか． 
.254  -.137  

９．オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも学校に通っているときと同じような生活リズムで勉強で

きると思いますか． 
.080  .406 ** 

10．オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも自分の考えを発表することができると思いますか． .015  .250  
11．オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも友達の考えを知ることができると思いますか． .132  .055  

* p < .05; ** p < .01 
 

表３ 質問紙調査の結果（調査２，N = 52） 
項目 平均値 標準誤差 t値 p値

なぜ勉強するのか自分なりの考えをもっていますか． 4.15 0.11 10.71 .000
先生が作ったオンライン授業動画があなたの勉強に役立ちましたか． 4.06 0.11 9.81 .000
学校と家をテレビ会議でつないだ授業があなたの勉強に役立ちましたか． 3.83 0.13 6.18 .000
学校のホームページから問題を解くことができるeラーニングがあなたの勉強に役立ちましたか． 3.79 0.12 6.70 .000
オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも家で勉強ができると思いますか． 3.75 0.14 5.17 .000
オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも先生はいつも自分達のことを考えてくれていると思いますか． 3.63 0.16 4.08 .000
オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも友達の考えを知ることができると思いますか． 3.60 0.14 4.24 .000
オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも先生や友達やいろいろな人と交流できると思いますか． 3.50 0.13 3.76 .000
オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも学校に通っているときと同じような生活リズムで勉強できると思いますか． 3.44 0.17 2.63 .011
オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも自分の考えを発表することができると思いますか． 3.44 0.15 3.02 .004

図２ 共起ネットワーク分析の結果（調査２） 
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および勉強の意義についての認識度（５件法）と，オ

ンライン授業に対する認識について相関分析の結果を 

示したものである．結果，なりたい職業の有無と「５．

学校と家をテレビ会議でつないだ授業があなたの勉強

に役立ちましたか（r = -.305, p < .05）」に，負の弱い

相関関係が認められた．また，勉強の意義についての

認識度と「９．オンライン授業があるとオンライン授

業なしよりも学校に通っているときと同じような生活

リズムで勉強できると思いますか（r = .406, p < .01）」

に中程度の正の相関関係が認められた． 

3.3.3 自由記述の分析 

図２は，「学校の対面授業と家でのオンライン授業

（先生の授業動画・e ラーニング・テレビ会議のいず

れか）をどのように組み合わせると，あなたにとって

楽しい勉強になりますか．アイデアがあれば，できる

限りたくさん書いてください」の自由記述（45 件）の

共起ネットワーク分析を行った図である．結果，子ど

も達の自由記述から以下の知見が得られた． 
(1) 対面授業をオンライン動画で，家で勉強する時に

見られるようにすること． 

(2) 家でテストの確認をすること． 

(3) パソコンで宿題や問題を解いたり，解説を読んだ

りすること． 

(4) eラーニングを行うこと． 

(5) 意見の交流をすること． 

4. 調査３ 

教員のオンデマンド型授業動画配信を体験した中学

生に対する調査について述べる． 

4.1 対象と調査日 

本研究の対象は，都内 23 区内にある中学生 62 名

表６ 相関分析の結果（調査３） 

項目 1  2  
１．将来，なりたい職業がありますか．（０．いいえ，わからない，１．はい） ―    
２．なぜ勉強するのか自分なりの考えをもっていますか． .200  ―  
３．先生が作ったオンライン授業動画があなたの勉強に役立ちましたか． .263 * .581 ** 
４．オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも家で勉強ができると思いますか． .222  .331 ** 
５．オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも先生や友達やいろいろな人と交流できると思います

か． 
.230  .282 * 

６．オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも先生はいつも自分達のことを考えてくれていると思い

ますか． 
.239  .395 ** 

７．オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも学校に通っているときと同じような生活リズムで勉強

できると思いますか． 
.234  .295 * 

８．オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも自分の考えを発表することができると思いますか． .185  .464 ** 
９．オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも友達の考えを知ることができると思いますか． -.023  .456 ** 
10．オンライン授業があるとオンライン授業なしよりもその教科の理解力が高まると思いますか． .312  .397 ** 

* p < .05; ** p < .01 
 

図３ 共起ネットワーク分析の結果（調査３） 

表５ 質問紙調査の結果（調査３，N = 62） 
項目 平均値 標準誤差 t値 p値

先生が行ったオンライン授業はあなたの勉強に役立ちましたか． 3.89 0.11 7.86 .000
オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも家で勉強ができると思いますか． 3.77 0.14 5.66 .000
オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも自分の考えを発表することができると思いますか． 3.74 0.14 5.31 .000
オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも友達の考えを知ることができると思いますか． 3.74 0.14 5.38 .000
オンライン授業があるとオンライン授業なしよりもその教科の理解力が高まると思いますか． 3.61 0.14 4.25 .000
オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも先生はいつも自分達のことを考えてくれていると思いますか． 3.53 0.12 4.32 .000
なぜ勉強するのか自分なりの考えをもっていますか． 3.52 0.14 3.81 .000
学校で対面授業が行われていても、オンライン授業があれば家で利用したいですか． 3.52 0.14 3.70 .000
オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも先生や友達やいろいろな人と交流できると思いますか． 3.40 0.14 2.90 .005
オンライン授業があるとオンライン授業なしよりも学校に通っているときと同じような生活リズムで勉強できると思いますか． 3.31 0.17 1.84 .071
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（中２：28 名，中３：34 名）とした．調査日は，2020

年 10月 20日であった． 

4.2 方法 

本調査は，Webによる質問紙調査で行った．質問項

目は 2.2と同様，「将来，なりたい職業がありますか（３

件法）」，「なぜ勉強するのか自分なりの考えをもってい

ますか（５件法）」の問いと，オンライン授業に関する

問い（８問，５件法）を問うた（表５）． 

得られた回答結果の分析は 2.2 と同様，第一に，肯

定的，あるいは否定的な傾向を分析するために，尺度

（５件法）の中央値（３）を母平均とする検定（t 検定）

を実施した． 

第二に，将来，なりたい職業の有無別，および「な

ぜ勉強するのか自分なりの考えをもっていますか」の

認識とオンライン授業の関連を分析した． 

第三に，「学校の対面授業と家でのオンライン授業を

どのように組み合わせると，あなたにとって楽しい勉

強になりますか．アイデアがあれば，できる限りたく

さん書いてください」の自由記述を問い，KH Coder 3

の共起ネットワーク分析で自由記述の特徴を分析した． 

4.3 結果 

4.3.1 質問紙調査の結果 

 表５は，オンライン授業に対する項目について，尺

度（５件法）の中央値（３）を母平均とする検定（t 検
定）を行った結果を示したものである．結果，「オンラ

イン授業があるとオンライン授業なしよりも学校に通

っているときと同じような生活リズムで勉強できると

思いますか」以外の項目において５％水準未満で有意

差が認められた．有意差が認められた項目の平均値が

中央値３を超えたことから，これらについて，多くの

生徒は肯定的な認識である割合が高いことが分かった． 

4.3.2 なりたい職業の有無および勉強の意義について

の認識度とオンライン授業の関連 

 表６は，なりたい職業の有無（０を無し，１を有り），

および勉強の意義についての認識度（５件法）と，オ

ンライン授業に対する認識について相関分析の結果を

示したものである．結果，なりたい職業の有無と「５．

３．先生が作ったオンライン授業動画があなたの勉強

に役立ちましたか．（r = .263, p < .05）」に，正の弱い

相関関係が認められた．また，勉強の意義についての

認識度と「３．先生が作ったオンライン授業動画があ

なたの勉強に役立ちましたか（r = .581, p < .01）」に

中程度の正の相関関係が認められた． 

4.3.1 自由記述の分析 

図３は，「学校の対面授業と家でのオンライン授業を

どのように組み合わせると，あなたにとって楽しい勉

強になりますか．アイデアがあれば，できる限りたく

さん書いてください」の自由記述（37 件）の共起ネッ

トワーク分析を行った図である．結果，子ども達の自

由記述から以下の知見が得られた． 

(1) 対面授業をオンライン動画で見られるようにする

こと． 

(2) 学校の復習を家ですること． 

(3) 問題の答えを配ること． 
(4) アプリを自分で使えるようにすること． 

5. 調査４ 

教員を対象とした教授・指導観とオンライン授業や

ハイブリット型授業に対する認識について述べる． 

5.1 対象と調査日 

本研究の対象は，全国の教員 831 名（配信数 1364，

回収率 60.9%）とした．内訳は，小学校教諭：315 名，

中学校教諭：162 名，高等学校教諭：209 名，義務教

育学校：7 名，中等教育・一貫：16 名，特別支援学校：

81 名であった．調査日は，2020 年 12 月 1 日〜2020

年 12月７日であった． 

5.2 方法 

本調査は，Webによる質問紙調査で行った．質問項

目は教授・指導観尺度（計８項目：構成主義的教授・

学習観４項目，直接伝達主義的教授・学習観４項目，

５件法）(5)と，ハイブリット型授業に関する認識を問

う質問項目（７項目，５件法）を実施した（表７）． 

得られた回答結果から，教員の教授・指導観を構成

主義的教授・学習観および直接伝達主義的教授・学習

観の傾向に分類した．具体的には，個々の構成主義的

教授・学習観の４項目の合計点（４〜20 ポイント）と，

直接伝達主義的教授・学習観の４項目の合計点（４〜

20 ポイント）を比較し，例えば，構成主義的教授・学

－44－



習観の合計点が大きい場合は構成主義的教授・学習観

と定義した．同点の場合は，中立とした．その後，構

成主義的教授・学習観と直接伝達主義的教授・学習観

の違いによる，オンライン授業やハイブリット型授業

に対する認識の差異について，分散分析で分析した． 

5.3 結果 

5.3.1 質問紙調査の結果 

 表７は，オンライン授業に対する項目について，教

授・学習観別に分散分析を行った結果を示したもので

ある．結果，項目２，３，４，５，７で有意差が認め

られたことから，Holm 法による多重比較を行った．

その結果，これらの項目全てで直接伝達主義的教授・

学習観である教員よりも，構成主義的教授・学習観で

ある教員のほうが，有意に平均値が高かった．このこ

とから，「ハイブリット型授業の教育を実施できるよう

にしなければならない」などのハイブリット型授業に

対する認識は，構成主義的教授・学習観である教員の

ほうが高い傾向であることが示唆された． 

6. 総合考察 

 調査１〜３の結果から，先生の授業動画・e ラーニ

ング・テレビ会議のオンライン授業を経験した児童生

徒は，総じてこれらのオンライン授業に対して好意的

であることが分かった．このことから，児童生徒はオ

ンライン授業を体験させ，これによる学びの利点を理

解させることが重要である．今後，GIGA スクール構

想の実現により児童生徒１人１台タブレット端末環境

が整備される予定であるため，先生の授業動画・e ラ

ーニング・テレビ会議のオンライン授業を経験する児

童生徒が増えることが期待できる． 

 一方，調査３では，勉強の意義について認識度が高

いことと，オンライン授業に対する認識の高さに相関

関係が認められた．つまり，子供に学習に対する目的

を明確にさせることことが，オンライン授業に対する

認識を高めることと関連することが予想される．本調

査の児童生徒は，コロナ禍の中で学びを止めないため

にオンライン授業を体験していたが，これは学ぶため

にはコンピュータが必要であることを子供達自身が認

識するきっかけになっていたと考えられる． 

日常的な授業の中で，１人１台タブレット端末を利

用することがどれだけ有用で，意義あることかを子供

達自身で気付き，理解させる手立てを講じることが求

められる．その具体的方法は，子供たちが考えた対面

授業と家庭学習を繋げた，学びが楽しくなるハイブリ

ット型授業の自由記述に表れていた．例えば，「対面授

業をオンライン動画で，家で勉強する時に見られるよ

うにすること」「学習を理解するために予習をできるこ

とにすることやテスト内容の解説動画」「TV 会議シス

テムで友達と交流する」ことなどが挙げられた．これ

らの取り組みを行うことで，子供たちはタブレット端

末を学習に使う意義を見出しながら個別最適な学びを

行うようになるかもしれない． 

 しかしながら，調査４の結果の通り，教員はハイブ

リット型授業に対する指導の自信は高いとは言えず，

教授・学習観によってハイブリット型授業に対する認

識に差が認められた．教員の教授・学習観にかかわら

ず，ハイブリット型授業の指導に対する自信を高める

ためには，各教科等の見方・考え方を向上させるよう

な児童生徒１人１台端末の活用方法について教員研修

で身に付けることが求められる．だが，世の中には数

多くの ICT を活用した先導的な実践事例が公開され

ているにもかかわらず，中々全国にこの実践例が定着

しない現実がある．この理由として，学校独自の文化

表７ 質問紙調査の結果（調査４） 
多重⽐較

平均値 標準誤差 平均値 標準誤差 平均値 標準誤差 Holm法
1 新型コロナウィルスの影響による休校期間中，⼦供がオンラインでの授業やコミュニケーションを求めている

ことを実感した．
2.91 0.08 3.09 0.09 3.13 0.06 2.52 2 787 .081

2 教師はハイブリット型授業（対⾯授業と家庭でのオンライン学習の併⽤）の教育を実施できるようにし
なければならない．

3.26 0.08 3.39 0.09 3.57 0.05 5.83 2 787 .003 ** 1<3

3 ハイブリット型授業で⼦供の主体的・対話的で深い学びを促す指導ができる． 2.58 0.07 2.93 0.08 2.91 0.05 9.00 2 787 .000 ** 1<2,1<3
4 ⼦供にハイブリット型授業での学び⽅を指導することが重要である． 3.03 0.07 3.20 0.08 3.33 0.05 6.32 2 787 .002 ** 1<3
5 ハイブリッド型授業の実践事例を知ることが⾃⾝の課題である． 3.36 0.07 3.45 0.08 3.60 0.05 3.96 2 787 .019 * 1<3
6 ICTに関する機器の理解や操作技能を⾼めることが⾃⾝の課題である． 3.65 0.07 3.67 0.09 3.73 0.05 0.40 2 787 .670
7 対⾯授業とオンラインのハイブリット型授業をデザイン・実践する機会を設けることが⾃⾝の課題である． 3.18 0.07 3.39 0.08 3.45 0.05 5.02 2 787 .007 ** 1<3

※ １：直接伝達主義的教授・学習観，２：中⽴，３：構成主義的教授・学習観

p 値項⽬ 1（n  = 216） 2（n  = 163） 3（n  = 411） F 値 df1 df2
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があるために，必ずしも先行事例が役に立つとは限ら

なかったり，教員のメンタルモデルが影響していたり

することが考えられる(6)．そこで，教員のメンタルモ

デルに着目し，例えば教員の判断や欲求を確認しつつ，

1 人 1 台端末を活用する子供と関わりながら教員が振

り返ったり自己反省したりできるような授業改善や教

員研修の機会が求められる． 

7. まとめ 

 本研究では，オンライン授業を体験した児童生徒に，

オンライン授業に対する認識や，対面授業と家庭での

オンライン授業の組み合わせ方について問うことで，

１人１台端末による，対面授業とオンライン授業を融

合させたハイブリット型授業の在り方への示唆を得る

ことを目的とした．さらに，教員にハイブリット型授

業に対する認識について質問紙調査を行うことで，児

童生徒１人１台端末環境とハイブリット型授業に関す

る今後の教員研修への示唆を提言することを目的とし

た．４つの調査を行った結果，以下の知見を得た． 

・先生の授業動画・e ラーニング・テレビ会議のオン

ライン授業を経験した児童生徒は，総じてこれらの

オンライン授業に対して好意的であるため，児童生

徒はオンライン授業を体験させ，これによる学びの

利点や意義を理解させることが重要である． 

・教員のオンデマンド型授業動画配信を体験した中学

生に対する調査結果から，勉強の意義について認識

度が高いことと，オンライン授業に対する認識の高

さに相関関係が認められたため，子供にコンピュー

タを活用した学習に対する目的を明確にさせること

が，オンライン授業に対する認識を高めることと関

連することが予想された． 

・「学校の対面授業と家でのオンライン授業をどのよ

うに組み合わせると，あなたにとって楽しい勉強に

なりますか」などの自由記述を児童生徒に問うた結

果，「対面授業をオンライン動画で，家で勉強する時

に見られるようにすること」「学習を理解するために

予習をできることにすることやテスト内容の解説動

画」「TV 会議システムで友達と交流する」ことなど

が挙げられたため，これらの取り組みを行うことで，

子供たちは端末を学習に使う意義を見出しながら個

別最適な学びを行うようになることが予想された． 

・教員はハイブリット型授業に対する指導の自信は高

いとは言えず，教授・学習観によってハイブリット

型授業に対する認識に差が認められたため，学校独

自の文化や教員のメンタルモデルに着目した教員研

修が求められる． 

今後の課題として，児童生徒を対象とした質問紙調

査の改善や，教師信念にかかわらず，1 人 1 台端末の

授業を指導する自信を高めるような教員研修の在り方

について追究することが挙げられる． 
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年度公益財団法人パナソニック教育財団と一般社団法

人 ICT CONNECT 21の共同研究助成の支援を受けた．

調査にご協力いただいた皆様にお礼申し上げる． 

参 考 文 献  

(1) 文部科学省：平成 29・30年改訂学習指導要領のくわし

い内容（2017）http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou

/new-cs/1383986.htm（参照日 2021/2/14） 

(2) 文部科学省：GIGA スクール構想の実現パッケージ

（ 2019 ） https://www.mext.go.jp/content/20200219-

mxt_jogai02-000003278_401.pdf（参照日 2021/2/14） 

(3) 西田寛子，久我直人：“自己調整学習の理論に基づいた

「生徒の自律的な学び」を生み出す英語科学習指導プロ

グラムの開発とその効果”，日本教育工学会論文誌，

42(2)，pp.167-182（2018） 

(4) OECD：“OECD 教育白書：効果的な教育実践と学習環

境をつくる（第１回 OECD 国際教員教授・学習観調査

（TALIS）報告書）”，明石書店，東京（2012） 

(5) 清水優菜，山本光：“教育実習のエンゲージメントと教

授・学習観の関連”，日本教育工学会論文誌, 43, pp.57-

60（2019） 

(6) 望月紫帆，西之園晴夫，坪井良夫：“チームで推進する授

業研究の研修プログラムの開発事例”，日本教育工学会

論文誌，37(1)，pp.47-56（2013） 

(7) 清水裕士：“フリーの統計分析ソフト HAD：機能の紹介

と統計学習・教育，研究実践における利用方法の提案”，

メディア・情報・コミュニケーション研究, 1, pp.59-73 

(2016) 

－46－



学習活動の準備状態を高める 

オンライン・バズセッションの要求と仕様 

〜基盤となる機能（コア・モジュール）について〜 
浅羽 修丈*1, 斐品 正照*2 

*1 北九州市立大学, *2 東京国際大学 

Requirements and Specifications of the Core Module 

for Online Buzz Session on Pre-Learning 

Nobutake Asaba*1, Masateru Hishina*2 
*1 The University of Kitakyushu, *2 Tokyo International University 

We have made the hypothesis that watching lecture videos on the Web in pre-learning (i.e. in-
between time) leads to efficient knowledge acquisition and activation of discussions on the class. 
However, lonely watching may lead to limited intellectually stimulating and lack of social presence. 
Some students rarely pre-learn because of these disadvantages. Therefore, we propose the “Online 
Buzz Session on Pre-Learning” aimed at solving these disadvantages. In this paper, we have reported 
on requirements and specifications of its core module. 

キーワード: 事前学習，バズ学習，共同学習，講義ビデオ，ソーシャルメディア，発達の最近接領域 

1. はじめに 

授業中における学習をより効果的にするためのひと

つの手段としては，事前学習がある．例えば，一般的

にも，教科書や参考書，資料，Webページ等の事前の

閲読（いわゆる予習）は，授業での知識の獲得や理解

の促進の助けになることが期待されている．また，近

年増えてきた反転学習に代表されるように，事前に講

義ビデオを視聴したり課題に取り組んだりすることに

より，あらかじめ知識を獲得することができれば，授

業中において，知識の応用的な活用や学習者同士のデ

ィスカッションといった，より高度な学習活動に取り

組めることが期待される． 

しかしながら，近年の学生は事前に学習を行う時間

が少ないという報告がある(1),(2)．実際に事前学習がな

されていなければ，当然のことながら上記に示したよ

うな学習効果は期待できない．筆者らは，学生が事前

学習を行う時間が少ない要因として，以下の 3つが大

きいと考えている． 

• 知識を獲得しなければならない・覚えなければなら

ないという心理的負担（実際には時間があっても，

事前学習のために割きたくない） 

• 知識を獲得するために要する時間的負担（アルバイ

ト等で忙しく，まとまった時間が確保できない） 

• 社会的存在感の欠如（事前学習が一般的に独学で行

われることを想定しており，他者がいないので孤独） 

筆者らは，この 3つの要因を軽減するための手法と
して「プレ・バズセッション (Pre-Buzz-Session : Buzz 

Session on Pre-Learning)」とそのオンライン化を提

案している(3)．プレ・バズセッションは，学習のタイミ

ングこそ反転学習と同じであるが，反転学習とは異な

り，知識の獲得が目的ではない．次回の授業のテーマ

について，学生同士で事前に情報交換や意見交換を行

うことで，授業に対する“準備状態を高める”ことが

目的である． 
プレ・バズセッションを実現する方法の中でも，大
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学教育での実践を想定したオンライン化したプレ・バ

ズセッションでは，まず，次回の授業テーマについて

説明した 5 分〜10 分程度の短いビデオ（Web 配信）

をスマートフォン等で視聴し，それをきっかけにして

学生同士がオンライン（非同期）のテキストで意見交

換するという手法を採用する．これは，多くの大学生

がスマートフォン等を所持していることと，SNSや動
画共有サイト等でテキストを書き込み，共有するソー

シャルメディアに慣れ親しんでいることに適合させた

ものである．なお，スマートフォンを活用した短時間

学習環境にマイクロラーニングがあるが，その目的は

知識の獲得が主体であり，プレ・バズセッションとは

目的が異なる． 

本研究の目的は，事前学習に対する学生の心理的負

担，時間的負担，社会的存在感の欠如という現状に合

わせたオンライン化したプレ・バズセッションを実現

する環境を提供することである．現状ではそのために

実装された環境は存在しないため，この目的を達成す

るためには，オンライン上で非同期にテキストで情報

交換・意見交換ができる基盤機能（コア・モジュール）

と，学生同士の活発な情報交換・意見交換により思考

活動を支援する思考支援機能（拡張モジュール）を具

体的に検証し，システムとして実装する必要がある． 
本稿では，特に基盤機能（コア・モジュール）に注

目し，その機能にはどのような要求・仕様を満たせば

良いかを検討したので，その結果について報告する． 

2. プレ・バズセッション 

2.1 プレ・バズセッションの概要 

プレ・バズセッションのねらいは，学習者の授業に

対する“準備状態を高める”ことにある．ここでいう

“準備状態を高める”とは，授業テーマに関連するス

キーマの活性化と，知的好奇心の促進，および，対人

関係の構築を意味する．詳細は，筆者らの先行研究(3)

に譲るとして，ここではプレ・バズセッションについ

て簡単に概観する． 

まず，スキーマの活性化では，次回の授業テーマに

関連する生活的概念(4),(5)，および，生活的概念と未だ

リンクしていない科学的概念(4),(5)の想起・注意・喚起

を促す．すなわち，既有知識や経験の想起・注意・喚

起に集中させることで，新たな知識の獲得のときに伴

う心理的負担の軽減をねらう．さらには，既有知識や

経験の想起・注意・喚起ができれば，授業中で新しく

伝えられる知識の効果的な獲得や応用，ディスカッシ

ョンが期待できる．これらの効果は，有意味受容学習

(6)の理論でもこの効果は説明されるが，本研究の特徴

は，授業の事前のタイミングで，かつ，学生同士の議

論の中で構成しようというところにある． 

次に，授業中での能動的な学習態度を引き出すため

には，事前での知的好奇心の促進が重要となる．プレ・

バズセッションでは，「拡散的好奇心」と「特殊的好奇

心」(7)の促進をねらう．つまり，情報の飢えを生じさせ

たり，知識が不十分であることを認識させたりするこ

とをねらう．知的好奇心は，外側からせき立てられな

い状況や，自分の好むやり方で好むだけの時間取り組

める事態といった，心的余裕がある状況において発揮

される(8)．知識の獲得や課題への取り組みといった活

動にせき立てられている授業中や，反転授業とは異な

り，プレ・バズセッションは授業の事前に取り組むの

で，心的余裕があり，知的好奇心の促進が期待できる． 

最後に，対人関係の構築については，筆者らの先行

研究(3)では述べていなかったが，プレ・バズセッショ

ンに必要な要素として，本稿において新たに加える．

ここでいう対人関係とは，教員と学生の間だけでなく，

特に学生同士の関係のことである．階層性理論（A.H.

マズローなど）によると，「人間関係的な欲求」を満た

すことで，次の階層である「自己実現的な欲求」に移

ることができる(9)．すなわち，学習成立に重要な自己

実現したいという気持ちは，学習を共有している仲間

の存在，良好な対人関係が満たされてこそ湧き上がる

ものである．ただし，対人関係を構築するためには，

情緒的な人間関係を中心としたインフォーマルコミュ

ニケーション(10)が欠かせない．プレ・バズセッション

では，学生同士が気軽で自由に情報効果や意見交換す

る場を用意することで，フォーマルコミュニケーショ

ン(10)に限らず，インフォーマルコミュニケーションも

促進し，学生同士の対人関係の構築をねらう． 

2.2 プレ・バズセッションのオンライン化における基

本的な考え方 

2.2.1 プレ・バズセッションを実現するためのスマー
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トフォンとソーシャルメディア 

プレ・バズセッションを行うために，わざわざ指定

した時間・指定した場所に来てもらい，短い時間の情

報交換・意見交換を行うことは，学生への負担も大き

く，現実的ではない．一方で，現状では，多くの大学

生がスマートフォンを所持しているので，スマートフ

ォンから利用できるソーシャルメディアを活用するこ

とで，非同期分散環境における他者との情報交換・意

見交換が容易に実現できる．オンライン化したプレ・

バズセッションにおいても，Web配信講義ビデオを基

に，学生同士がソーシャルメディアを活用して自由に

テキストで情報交換・意見交換できる環境を実装する

必要があると考える．加えて，配信する講義ビデオの

内容は，前述のように知識の獲得を目的としないので，

次の授業テーマについての 5 分〜10 分程度のなるべ
く短い説明にとどめることが望ましいと考える． 

これにより実現されたオンライン化したプレ・バズ

セッションの環境は，学生の心理的負担，および，時

間的負担が軽減されることが期待でき，独学になりが

ちで社会的存在感の欠如が懸念されるという事前学習

の問題を解決し，前述した対人関係の構築も期待でき

る．加えて，ヴィゴツキーの発達の最近接領域(4),(5),(11)

の理論にあるように，学習者が独力で解決できる問題

の指標である「現下の発達水準」を超えて，独力で解

決はできないが誘導的な質問・ヒントや他の学習者と

の議論や共同の中で解決に至ることができる問題の指

標である「明日の発達水準」へと発達させることも期

待できる． 

 
2.2.2 インフォーマルなコミュニケーションを促す 

ソーシャルメディア 
オンライン化したプレ・バズセッションは，教育学

習用のソーシャルメディアなので，そのままではフォ

ーマルコミュニケーションに偏ることが予想される．

2.1 節で述べたように，インフォーマルなコミュニケ

ーションを促すためには，「バズ感（ワイワイ感やガヤ

ガヤ感）」がある状態でのテキストによる情報交換・意

見交換が可能な環境の実現が不可欠である． 

そこで，バズ感を感じることができる画面設計とし

てヒントとなるのは，niconico(12)である．再生される

ビデオ画面上に，テキストコメントがその入力された

タイミングで流れるようにすることで，学生同士が同

じ画面を見ている印象を抱くことが可能となり，賑や

かな感じや他の視聴者との共有感が期待できる． 

 
2.2.3 立場を変えたテキストの書き込みと共有 

これまでの筆者らの研究では，講義ビデオの視聴時

に単にソーシャルメディアの環境を用意しても，あま

り多くの発言や議論は期待できないことが分かってい

る(13)．そこで，筆者らは，発言や議論を活発化させる

ために，学生の「学ぶ立場」だけでなく，「研究者のよ

うに，論理的に主張したり，解説したり，教えたりす

る立場」（以下，教える立場と記す）に立って授業テー

マを捉えてみて，その立場から発言する機会を作る手

法に注目している． 

市川（1998）は，Researcher - Like Activityという
学習スタイルを提唱している(14)．その基本的なコンセ

プトは，「研究者の活動の縮図的活動を学習の基本形態

とする」ことである．ここでいう縮図的活動とは，本

物の研究者の活動を，学習者のレベルに合わせて模擬

したものである．すなわち，学習者は，模擬的に研究

者の立場になって，物事の因果関係を的確に推論した

り，自分の主張を論理的に述べたり，他者の意見を批

判的に吟味し議論したりといった学習活動を行う．学

生は，研究者のような教える立場に立つことで，これ

までの立場とは別の観点から学習を眺めることができ，

そこには学習者のような学ぶ立場だけでは気付けなか

った新たな発見が期待できる．ただし，授業中では難

しく，授業が開始されるまで（事前）に立場を変えて

おくことが望ましいと考える． 

オンライン化したプレ・バズセッションでは，授業

を単に受講するだけという立場から，授業を自らも一

員として作る立場へ，受動的な存在から能動的な存在

へと意識的に変えることを目指し，そのための環境を

ソーシャルメディア上に実現する必要があると考える．

そのため，ソーシャルメディア上でテキストを入力す

る際に，教える立場と学ぶ立場を意識（自由に選択）

させる．また，教える立場と学ぶ立場がまるで対話を

しているかのように画面上に流す（共有）ことで，ど

ちらの立場で送信されたものかが分かるよう区別でき

るようにする．これらにより，新たな気付きや授業へ

の参加意識の変化を期待する． 
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3. オンライン・プレ・バズセッションの基盤

機能の要求分析 

プレ・バズセッションをオンライン上で実施する学

習環境（オンライン・プレ・バズセッションの略で OPB

と記す）を実現するためには，まずは 2.2 節で説明し

た基本的な考え方を踏まえて，基盤機能（コア・モジ

ュール）を実装する必要がある．本章では，その基盤

機能に関する要求分析について説明する． 

3.1 講義ビデオ視聴に関する要求分析 

OPBでは，まず，次の授業テーマについて説明する

5 分〜10 分程度の講義ビデオを Web 配信する．その

ため，学生が配信された講義ビデオを自由に再生や一

時停止，シークバーによる視聴シーンの選択といった

制御ができるインタフェースが必要である（表 1の要

求 1，第 2.2.1項参照）． 

3.2 テキストコメントの送信に関する要求分析 

OPBでは，一種のソーシャルメディアとして，学生

同士がテキストでバズセッションを行えるようにする

必要がある．そのため，まず，学生が講義ビデオを視

聴しながら考えたことや感じたこと，思い出したこと

を，テキストボックス欄にテキストコメントを入力し

て送信できる機能が必要である（表 1の要求 2，第 2.2.1

項参照）．また，教える立場として送信する場合と，学

ぶ立場として送信する場合とを分けて送信することが

できるようにする必要がある（表 1の要求 3，第 2.2.3

項参照）．加えて，その送信する際には，各立場を意識

しつつ，間違いや迷いなく立場を分けて送信すること

が望まれる（表 1の要求 4，第 2.2.3項参照）． 

3.3 共有されたテキストコメントに関する要求分析 

OPBでは，学生が講義ビデオを視聴しながら，他の

学習者や自らが送信したテキストコメントを画面上で

確認できる必要がある（表 1 の要求 5，第 2.2.1 項参

照）．加えて，その画面上に流れるテキストコメントは，

送信したタイミングと講義ビデオの再生時間とをリン

クさせることで，講義ビデオのどの場面でどのような

思考の想起や意見等が出たかが分かるようにすること

が必要である（表 1の要求 5，第 2.2.2項参照）． 

また，OPBでは，講義ビデオの画面上に流れるテキ

ストコメントは，教える立場として送信されたものか，

それとも学ぶ立場として送信されたものかによって，

画面上の異なる位置に表示され，かつ，どちらの立場

として送信されたのかを間違いなく認識できる必要が

ある（表 1の要求 6，第 2.2.3項参照）．加えて，教え

る立場に立ったテキストコメントと学ぶ立場に立った

テキストコメントとのやり取りが，対話のように見え

る画面が必要である（表 1の要求 7，第 2.2.3項参照）． 

以上に加えて，OPBは，niconicoのような娯楽用で

はなく，教育学習用のソーシャルメディアなのでいく

つかの付加機能も必要である．まず，OPBで共有され

たテキストコメントは，そのままでは講義ビデオの特

定のシーンを再生しないと確認することができない．

これでは，どのような情報交換・意見交換があったか

を確認する際にその都度，講義ビデオを再生しながら

テキストコメントが流れたシーンを探すのでは手間が

かかる．次の授業のテーマに対して全体的にどのよう

な意見交換がなされたかを，一目で，かつ講義ビデオ

に連動する形式で把握できるようにするとより効果が

期待できる．そのためにも，送信された全てのテキス

トコメントが一目で確認できる一覧表と，その一覧表

から興味のあるテキストコメントを選択すると，その

テキストコメントが送信された講義ビデオのタイミン

グに自動的に飛んで再生される機能が必要である（表

1の要求 8）． 

次に，OPBのテーマによっては，送信されたテキス

トコメントに，誰が送信したものかが特定できると，

限られた学生による意見交換なのか，それとも，多く

の学生が参加している意見交換なのかが分かる．これ

により，まだ意見交換に加わっていない学生にテキス

トコメントの送信を促すことができるので，テキスト

コメントに送信者の情報を付加する機能が必要である

（表 1 の要求 9）．ただし，逆に，OPB のテーマによ

っては，誰が送信したかが特定されない方が良いこと

もあるので，このテキストコメントの送信者情報の表

示／非表示は，教員が授業の目的に応じて自由に設定

できることが必要である（表 1の要求 10）． 

4. OPB の仕様とシステムの試作 

3章で説明した要求分析に従い，本章では OPBの仕
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様について明らかにしていく．ただし，要求 8〜10に

対する仕様については，まだ現時点では検討中のため，

本原稿では割愛し今後の課題とする． 

4.1 講義ビデオ視聴に対する仕様 

要求 1 に対して，画面サイズ 16:9 の講義ビデオを

Web ブラウザ画面左上に配置する．講義ビデオ画面の

下に再生ボタン（ビデオ再生時は一時停止に切り替わ

る）と停止ボタン，シークバーを配置し，講義ビデオ

の操作ができる仕様とする．ただし，再生できる動画

ファイル形式は，HTML5で再生できるものに限る． 

4.2 テキストコメントの送信に対する仕様 

要求 2に対応するために，テキストコメントを入力

する欄を講義ビデオの直下に配置する．テキストコメ

ント入力後に送信ボタンをクリックすることで，新し

く入力されたテキストコメントを直ちに講義ビデオ画

面の下から上に向けて流す仕様にする．なお，このテ

キストコメントは，全角／半角文字を入力できるが，

気軽な意見交換という趣旨から，あまり長文になり過

ぎない全角 75 文字以内に制限する． 
要求 3にあるように，教える立場と学ぶ立場に立っ

た場合を分けてテキストコメントを送信できるように

する必要がある．そこで，教える立場に立ったテキス

トコメント入力欄を講義ビデオの左下に，学ぶ立場に

立ったテキストコメント入力欄を講義ビデオの右下に，

それぞれ別々に用意することで対応する．これにより，

入力欄をクリックしてからテキストコメントを入力す

る必要があるため，学生は，どちらの立場で送信する

のかを意識しなければならない．これは要求 4への対

応にもつながる． 
また，立場を明確にしてテキストコメントを入力す

る際に，なるべく間違いや迷いなく入力できるように

するため，それぞれの入力欄にテキストコメントが入

力されるまで一時的に「教える立場に立ったコメント」

「学ぶ立場に立ったコメント」と表示するプレースホ

ルダーを設定する．これは，要求 4に対する仕様とな

る． 

4.3 共有されたテキストコメントに対する仕様 

要求 5に対しては，入力された全てのテキストコメ

ント群を，入力された講義ビデオの再生時間のタイミ

ングに合わせて，講義ビデオの画面上の下から上に向

けて流すようにする．ただし，要求 6，および，要求 7

に対応するために，教える立場に立って送信されたテ

キストコメントは講義ビデオ画面の左側（左寄せ）に，

学ぶ立場に立って送信されたテキストコメントは講義

ビデオ画面の右側（右寄せ）に表示する．すなわち，

教える立場に立って送信されたテキストコメントは，

表 1 OPBの基盤となる機能に対する要求分析 
 

要求分析 

ビデオ視聴 
要求 1: 講義ビデオを再生・一時停止・シークバーによる視聴シーンの選択といった制御がで

きる． 

テキストコメントの 

送信 

要求 2: 講義ビデオを視聴しながら考えたことや感じたこと，思い出したことをテキストコメ

ントとして送信することができる． 

要求 3: 教える立場と学習者の立場に分けてテキストコメントを送信することができる． 

要求 4: 各立場を意識しつつ，なるべく間違いや迷いなく立場を分けてテキストコメントを送

信することができる． 

共有された 

テキストコメント 

要求 5: 送信されたテキストコメントは，その送信されたタイミングと講義ビデオの再生時間

とが同期して，講義ビデオ画面上に流れる． 

要求 6: 教える立場として送信されたテキストコメントか，学ぶ立場として送信されたテキス

トコメントかを，間違えることなく分けて確認することができる． 

要求 7: 教える立場として送信されたものと，学ぶ立場として送信されたものとが，まるで対

話しているような見せ方をする． 

要求 8: 全てのテキストコメントを一覧表として表示し，その中のテキストコメントを選択す

るとテキストコメントが送信された講義ビデオの場面に飛んで再生することができる． 

要求 9: 送信されたテキストコメントの送信者を特定できるようにする． 

要求 10: テキストコメントの送信者の表示／非表示は，教員が設定できるようにする． 
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送信された再生時間と同期されて講義ビデオ画面の左

下から現れ，画面の上に向かって流れていき，一方で，

学習者の立場に立って送信されたテキストコメントは，

送信された再生時間と同期されて講義ビデオ画面の右

下から現れ，画面の上に向かって流れていくことにな

る． 

加えて，講義ビデオ画面の左側と右側は，どちらが

教える立場でどちらが学ぶ立場なのかを明確に意識で

きるようにしなければ，誤って書き込んでしまう可能

性がある．それを回避するための要求 6に対応するた

めに，講義ビデオ画面の左下，すなわち，教える立場

に立って送信されたテキストコメントが現れる箇所に，

教師をイメージさせるグラフィカルなキャラクターを

置き，一方で，講義ビデオ画面の右下，すなわち，学

ぶ立場に立って送信されたテキストコメントが現れる

箇所に，学生をイメージさせるグラフィカルなキャラ

クターを置くことにする． 

4.4 試作したシステム 

本研究では，前述まで述べた仕様を基にして，OPB

（コア・モジュール）のプロトタイプを作成した．開

発言語は，JavaScriptと PHP，MySQLである．プロ

トタイプのスクリーンショットと，実装された各要求

を図 1に示す． 

5. 考察 

本研究で提案したプレ・バズセッションは，事前学

習における新しい教育学習方法の概念を提案するもの

である．そのオンライン化は，現在の学生の環境に適

合させたものであり，これまでの事前学習の考え方を

変えるきっかけになることが期待できる．本章では，

前章までに述べた OPB（コア・モジュール）の要求・

仕様に関して，事前学習としての期待される効果と，

その限界について考察する． 
まず，要求 2・要求 5とその仕様について考察する．

要求 5に対する仕様は，講義ビデオの場面ごとにバズ

感を出すためのものである．学生にとっては niconico

のような娯楽用で見慣れているインタフェースであり，

バズ感が演出されることにより，テキストコメントを

送信する抵抗感が低くなり，情報交換・意見交換が頻

繁になることが期待される．つまり，情報交換・意見

交換により，授業テーマに対する学生の思考の外化と

内化が活発に行われるということであり，その結果，

授業に対する準備状態が高くなるという学習効果が得

られることが期待される． 

しかしながら，例えば，初期の状態では再生される

講義ビデオの画面上にはテキストは無く，かつ，その

状態が続くようであれば，バズ感が無く，さらに学生

 
図 1 OPBのプロトタイプシステムのスクリーンショット 
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はテキストを書き込みにくい状態が続き，敬遠してし

まう限界も予想される(13)． 

また，逆に，講義ビデオの同じタイミングでほぼ同

時に一斉に多くのテキストコメントが送信されてしま

うと，画面上に流すテキストコメントの順序や配置に

関する問題が生じる．同じタイミングで送信されたテ

キストコメントを重ねて表示すると，テキストコメン

トの内容を確認することができない．少量であれば，

テキストコメントの配置を少しずらして表示できるか

もしれないが，より多くのテキストコメントが一斉送

信された場合は，講義ビデオのタイミングとは無関係

に流れることになってしまう．この問題は，教える立

場と学ぶ立場が対話をしているような画面設計を提案

している要求 7とその仕様についても影響が生じるこ

とが予想され，対話しているようなテキストコメント

の順序と配置にならなくなる可能性も予想される．こ

れらの問題は，本稿で提案した基盤機能の仕様の限界

といえるだろう． 

次に，テキストコメントの送信に関する要求 3・要

求 4とその仕様について考察する．教える立場と学ぶ

立場に立ってテキストコメントを送信するということ

は，教える立場と学ぶ立場の両者の立場から講義ビデ

オを視聴することを学生に求めるということである．

立場を変えて（様々な立場に立って）ものごとを観察

すると，これまでと違った視点が浮かび上がってくる

ように，OPBでも立場を変えることを意識させること

で，授業に対する捉え方が変わることが期待される．

特に，教える立場に立つということは，論理的に授業

を捉えようとしたり，授業の意義を把握しようとした

りする思考活動につながると考えられるので，教員と

共に授業を作っていくという意識の変化についても期

待される．もしも期待通りに意識が変化すれば，授業

に向き合う態度にも好影響がでるだろう． 

しかしながら，立場を変えてものごとを捉えること

が本当に容易にできるのであろうかといった疑問は残

る．本稿で示した OPB の仕様として，教える立場と

学ぶ立場で送信できるテキストコメント入力欄をそれ

ぞれ別々に用意しただけでは，単純には期待する学習

効果は表れないかもしれない．その意味で，今回の研

究で提案した要求 3・要求 4 とその仕様については，

現状では限界があるといえる． 

本稿で提案した OPB の要求と仕様には，可能性と

限界が両立している状態であるといえる．今後は，拡

張モジュールである思考支援機能などを提案し，実装

することにより，その限界を少しずつ乗り越えること

が求められる． 

6. まとめ 

本稿では，プレ・バズセッションを概観したあと，

プレ・バズセッションのオンライン化に向けた基本的

な考え方を示した．その上で，OPBの実装に向けた基

盤機能（コア・モジュール）についての要求分析と仕

様，および一部実装した内容について述べた．基盤機

能（コア・モジュール）の要求分析では 10 件の要求を

示し，その内の 7 件の要求に対する仕様を明らかにし

た．そして，仕様に従ってシステムのプロトタイプを

実装した． 

加えて，基盤機能（コア・モジュール）の要求分析

と仕様について考察した結果，本稿で提案した要求分

析と仕様には，高い学習効果が得られる可能性が期待

できることを確認できた反面，現時点ではいくつかの

限界があることも確認できた． 
今後は，基盤機能（コア・モジュール）に関して残

る要件 8〜10の 3 件の検討・実装を進める．また，思

考支援機能をはじめとする拡張モジュールについても

検討・実装を進める．これにより，本稿で明らかにな

ったいくつかの限界を乗り越えることを目指していき

たい． 
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児童１人１台端末の授業実践に向けた小学校教員の認識 

高田 京輔*1, 北澤 武*1 

*1東京学芸大学大学院教育学研究科 

Study on Recognition of Elementary School Teachers toward 

Lessons that Students use Their Own Tablet PC 

Kyosuke TAKADA, Takeshi KITAZAWA 

Graduate School of Teacher Education, Tokyo Gakugei University 

あらまし：「GIGA スクール構想」に向け，小学校教員は児童１人１台端末の環境で指導力を向上させ

ることが必要である．そこで，小学校教員が ICT を活用した授業や，児童１人 1 台端末の ICT 活用に

関する研修について，何を求めているのかインタビュー調査を行い，共起ネットワーク分析から特徴を

明らかにした．結果，調査対象となった小学校教員は児童１人１台端末の授業は児童の興味を引くこと

ができるため良いと捉えているものの，「指導法が分からない」，「準備の時間がない」，「上手く指導で

きるか不安」といったネガティブな捉え方をしていた．研修について，「具体的な教科や単元によるも

のを学びたい」の回答があったことから，研究授業を通して児童１人１台端末の授業を参観したり，こ

れを実践して他者からコメントをもらったりすることで不安が解消されることが予想された． 

キーワード: GIGA スクール構想，児童 1 人 1 台端末，教育の情報化，計量テキスト分析， 

   共起ネットワーク分析 

1. はじめに 

文部科学省（2020）の「令和２年度補正予算概要説

明～GIGA スクール構想の実現～」では，「多様な子供

たちを誰一人取り残すことのない，公正に個別最適化

された学びを全国の学校現場で持続的に実現させる 

ために， 高速大容量の通信ネットワークを前提とした

児童生徒１人１台端末を整備する．」と記載されており，

児童生徒が１人１台端末を所持した学校内外での学習

を目指している(1)．そのため，どの自治体の教員も１

人１台環境で ICT を活用した授業を実践できる能力

が必要である．しかし，「令和元年度学校における教育

の情報化の実態等に関する調査結果（概要）」(2)で報告

されている教員の ICT 活用指導力の状況によると，項

目 B「授業に ICT を活用して指導する能力」と項目 C

「児童生徒の ICT 活用を指導する能力」が，項目 A「教

材研究・指導の準備・評価・校務などに ICT を活用す

る能力」，項目 D「情報活用の基盤となる知識や態度に

ついて指導する能力」よりも低くなっている．これら

のことから，児童生徒１人１台端末下での教員の指導

力向上に向けて，現職教員が認識している課題と，課

題解決に向けて何をすればよいと思っているかについ

て明らかにすることが重要と考える．と記載されてお

り，小学校教員の指導力向上は早急に必要である． 

本研究では，小学校教員を対象に児童１人１台端末

の ICT を活用する授業についてインタビュー調査を

問い，得られた回答の特徴を分析することで，GIGA ス

クール構想の実現に向けての小学校教員の課題と今後

の展望を明らかにすることを目的とする．なお，小学

校教員を対象とする理由として，2020 年度から新学習

指導要領が実施されており，上述した ICT 活用指導力

の向上がより早く求められているためである． 

2. 調査概要 

2.1 調査対象と調査時期 

ICT の推進指定校ではない，都内公立小学校の教員 
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17 名（男性７名，女性 10 名，教員歴平均 14.0 年）に，

2020 年 9 月 1 日（火）～9 月 8 日（火）の期間中にイ

ンタビュー調査を行った． 

2.2 調査方法 

対象の教員 17 名に，対面によるインタビュー調査

をおこなった．インタビューでは「項目１．ICT を活

用した授業について，どのように思っているか」，「項

目２．１人１台環境についてどう受け止めているか」，

「項目３．ICT 活用に関するどのような研修を受けた

いか」の３つを質問した．得られた回答は全てテキス

ト化した． 

3. 分析方法 

インタビューの項目１，２，３について，テキスト

化した回答を，計量テキスト分析用ソフトウェアの

KH Coder３を用いて，共起ネットワーク分析を行っ

た．なお，計量テキスト分析とは，計量的分析手法を

用いてテキスト型データを整理し，内容分析を行う方

法である．共起ネットワーク分析とは，２つの単語に

ついて同じ文章中に同時に出現（共起）すると関連が

強いと見なす．また，共起ネットワーク分析を行う際，

本研究では，サブグラフ検出を用いて分析した．サブ

グラフ検出は，共起の程度が強いコードを線で結ぶこ

とで関連性を把握できる．共起関係が大きい円ほど出

現数が多いことを示す(3)． 

さらに，２つの集合間の類似性を表す指標である

Jaccard 係数を用いることで，語と語の関連を比較的

正確に示すことができ，関連が強いほど１に近づく．

なお，Jaccard 係数では「0.1 以上は関連あり」，「0.2

以上は強い関連あり」，「0.3 以上はとても強い関連が

ある」と解釈できる(4)． 

4. 結果 

4.1 項目１：ICTを活用した授業について，どのよう

に思っているか 

「項目１．ICT を活用した授業について，どのように

思っているか」について，共起ネットワーク分析の結

果を図１に示す．KH Coder３の設定は，次の通りであ

る．集計単位は段落，最小出現数は２，Jaccard 係数

は 0.3 以上，共起関係の検出方法はサブグラフ検出（媒

介）を用いた．対象語数は総抽出語が 625 語，使用語

数が 292 語であり，６つの分類に抽出された．以降，

図中の「Subgraph:」に示された番号を抽出された分類

の番号として定義し，（01）のように記述する．また，

図中の色のついていない語は，他の語とサブグラフを

形成していない単独の語である(3)． 

（01）抽出された用語は 12 で，「パワポ」と「動画」

の Jaccard 係数は 0.75，「パワポ」と「スライド」の

Jaccard 係数は 0.67，「パワポ」と「作る」の Jaccard

係数は 0.67 と，他よりも強い関連があった．具体的な

回答としては，「パワポでスライドを作ったり，動画を

作ったりしている．」，「パワポで作ったクイズなどを見

せたりして，児童の興味を引いている．しかし，忙し

くて中々いじれていない．」といった回答があり，「教

員は時間があるときにプレゼンテーションソフトを用

いて ICT を活用した授業をしている」と解釈できた． 

（02）抽出された用語は４で，「児童」と「興味」の

Jaccard 係数は 0.67，「児童」と「引く」の Jaccard 係

数は 0.60 と他よりも強い関連があった．具体的な回答

としては，「拡大掲示して児童の興味を引くことができ

る．」，「児童が興味を持つので良い．ノートの理想的な

書き方などをしめしやすい．」といった回答があり，「教

員は ICT を活用することで，児童の興味を引けると認

識している」と解釈できた． 

（03）抽出された用語は２で，「授業」と「導入」の

Jaccard 係数は 0.50 と，他よりも強い関連があった．

具体的な回答としては，「授業の導入で調べた画像や動

画を見せている．」といった回答があり，「教員は授業

の導入で ICT を活用する」と解釈した． 

（04）抽出された用語は８で，「電子」と「黒板」の

Jaccard 係数は 0.83，「アプリ」と「使い方」の Jaccard

係数は 0.67，「分かる」と「良い」の Jaccard 係数は

0.67 と，他よりも強い関連があった．具体的な回答と

しては，「電子黒板の画面が大きいので，拡大掲示がし

やすくて良い．」，「良い点はたくさんあると思うが，導

入されているアプリの使い方が分からない．電子黒板

は使わない授業の時に邪魔である．」といった回答があ

り，「教員は電子黒板などの ICT 機器の良さは分かっ

ているものの，使い方が分からない，使わない時は電

子黒板はいらないと認識している」と解釈した． 
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（05）抽出された用語は４で，「書画」と「カメラ」

の Jaccard 係数は 1.0，「書画」と「活用」の Jaccard

係数は 0.33，「カメラ」と「活用」の Jaccard 係数は

0.33 と，他よりも強い関連があった．具体的な回答と

しては，「書画カメラの利用は特に何も考えず使ってい

る．他はぱぱっと準備ができないため，やろうとは思

っているができていない．」，「書画カメラを使って，今

ここのページをやっていることを児童に示しやすい．

しかし，他はどう活用したら良いかわからず，板書に

頼ってしまう．」といった回答があり，「教員は授業内

で書画カメラの利用はできるものの，他の ICT 機器や

ソフトの利用はなかなかできない」と解釈した． 

（06）抽出された用語は７で，「拡大」と「掲示」の

Jaccard 係数は 1.0，「拡大」と「使える」の Jaccard

係数は 0.67，「掲示」と「機能」の Jaccard 係数は 0.33

と，他よりも強い関連があった．具体的な回答として

は，「電子黒板の画面が大きいので，拡大掲示がしやす

くて良い．拡大掲示以外の機能があることは知ってい

るが，使い方が分からない．使えたら楽になると思う．」

という回答があり，「教員は拡大掲示機能を使えると認

識している」と解釈した． 

4.2 項目２：１人１台環境についてどう受け止めて

いるか 

「項目２．１人１台環境についてどう受け止めてい

るか」について，共起ネットワーク分析の結果を図２

に示す．KH Coder３の設定は，次の通りである．集計

単位は段落，最小出現数は２， Jaccard 係数は 0.3 以

上，共起関係の検出方法はサブグラフ検出（媒介）を

用いた．対象語数は総抽出語が 531語，使用語数が 242

語であり，７つの分類に抽出された． 

（01）抽出された用語は８で，「差」と「パソコン」の

Jaccard 係数は 0.67，「差」と「教員」の Jaccard 係数

は 0.50 と，他よりも強い関連があった．具体的な回答

としては，「児童や教員によって，パソコンやタブレッ

トを扱う技量に差があるので，不安である．」，「教員の

図 1 共起ネットワーク分析の結果（項目１：ICTを活用した授業について，どのように思っているか） 
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差があると，授業で扱わない人が出てしまい，クラス

間に差が出る．」といった回答があり，「教員は，個人

によって，パソコンやタブレット端末の技量差がある

ため，授業内で使いづらいと認識している」と解釈し

た． 

（02）抽出された用語は２で，「自分」と「時間」の

Jaccard 係数は 0.40 と，他よりも強い関連があった．

具体的な回答としては，「子どもが意欲的になり，良い

と思うが，自分がやり方を分からず不安である．覚え

る時間がない．」といった回答があり，「教員は自分が

端末の使い方や活用法を分からず，また勉強する時間

がなかなかとれない」と解釈した． 

（03）抽出された用語は６で，「端末」と「ログイン」

の Jaccard 係数は 0.50，「端末」と「使う」の Jaccard

係数は 0.50，「家」と「子」の Jaccard 係数は 0.50，

「家」と「使う」の Jaccard 係数は 0.50 と，他よりも

強い関連があった．具体的な回答としては，「端末の ID，

パスワードのログインに時間がかかると思うが，ログ

インしてしまえば児童はスムーズに操作できると思

う．」，「家でパソコンや端末を使う子と使わない子で差

が生まれてしまう．」といった回答があり，「教員は端

末のログインと，ICT の家庭環境による子どもの技能

差に悩んでいる」と解釈した． 

（04）抽出された用語は３で，「児童」と「授業」の

Jaccard 係数は 0.57，「授業」と「楽しい」の Jaccard

係数は 0.50 と，他よりも強い関連があった．具体的な

回答としては，「児童は学校が楽しくなり，意欲的に授

業に参加すると思う．」，「昨年，１人１台端末で

Scratch を使って授業を行い，児童が楽しく活動でき

た．ぜひやっていきたい．」といった回答があり，「教

図 2 共起ネットワーク分析の結果（項目２：１人１台環境についてどう受け止めているか） 
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員は，１人１台端末での授業は児童にとって楽しいも

のと認識している」と解釈した． 

（05）抽出された用語は６で，「興味」と「引ける」

の Jaccard 係数は 1.0，「子ども」と「不安」の Jaccard

係数は 0.50 と，他よりも強い関連があった．具体的な

回答としては，「子どもの興味は引けるが，準備時間が

かかるので不安．」，「1 年生だと不安であるが，興味が

引けるので活用したいという想いはある．」といった回

答があり，「教員は，１人１台端末の活用は子どもの興

味を引けるため好意的にとらえているものの，準備時

間などに不安を感じている」と解釈した． 

（06）抽出された用語は４で，「今」と「環境」の

Jaccard 係数は 0.33，「環境」と「置き場」の Jaccard

係数は 0.33 と，他よりも強い関連があった．具体的な

回答としては，「今の教室環境では，鍵盤ハーモニカや

絵具で棚がいっぱいで置き場所がない．」，「体育館に電

子黒板がなく，児童の動画を共有することなどができ

ないなど，環境がまだまだ整っていない．」といった回

答があり，「教員は，１人１台端末環境の実現に向けて， 

環境面の整備が必要と認識している」と解釈した． 

（07）抽出された用語は４で，「学校」と「教師」の

Jaccard 係数は 0.67，「意欲」と「思う」の Jaccard 係

数は 0.60 と，他よりも強い関連があった．具体的な回

答としては，「児童は学校が楽しくなり，意欲的に授業

に参加すると思う．」，「子どもは意欲的にとにかく取り

組むと思うが，教師の準備，負担が大きい．」といった

回答があり，「児童は ICT を活用して意欲的に取り組

むものの，教員の負担が増えてしまうと不安に感じて

いる」と解釈した． 

4.3 項目３：ICT活用に関するどのような研修を受け

たいか 

「項目３．ICT 活用に関するどのような研修を受け

たいか」について，共起ネットワーク分析の結果を図

３に示す．KH Coder３の設定は，次の通りである．集

計単位は段落，最小出現数は２，Jaccard 係数は 0.3 以

上，共起関係の検出方法はサブグラフ検出（媒介）を

用いた．対象語数は総抽出語が 322語，使用語数が 138

語であり，５つの分類に抽出された．また，図中の色

のついていない語は，他の語とサブグラフを形成して

いない単独の語である． 

（01）抽出された用語は２で，「時間」と「分かる」

の Jaccard 係数は 0.33 と，他よりも強い関連があっ

た．具体的な回答として，「実際の授業で使えて，時間

のかからないものを知りたい．」，「使うかどうか分から

ない機能より，必要である具体的な情報だけ学びたい．」

といった回答があり，「教員は覚えるのに時間がかから

ず，実際に必要であるものを研修で学びたいと認識し

ている」と解釈した． 

（02）抽出された用語は２で，「機能」と「研修」の

Jaccard 係数は 0.40 と，他よりも強い関連があった．

具体的な回答としては，「１回程度研修を受けただけで

は，使いこなすのは無理．こんなことができる！とい

った機能が理解できない．」，「アプリなどの使い方を聞

いているだけでは使いこなせないので，理論より実践

を重視した研修を受けたい．」といった回答があり，「教

員は実際に端末やアプリを操作するなどの実践的な研

修を受けたいと認識している．」と解釈した． 

（03）抽出された用語は４で，「動画」と「見る」の

Jaccard 係数は 0.50，「動画」と「作り方」の Jaccard

係数は 0.5，「実践」と「作り方」の Jaccard 係数は 0.50

と，他よりも強い関連があった．具体的な回答として

は，「実践的な，パワーポイントの動画の作り方や，動

画の作り方などを学びたい．」，「実際にそのアプリなど

を活用している授業を参観する，授業動画を見るとい

ったことをしたらイメージしやすい．」といった回答が

あり，「教員は授業で使える動画作成の方法や，実際に

アプリやソフトの使っている様子を知りたいと認識し

ている．」と解釈した． 

（04）抽出された用語は４で，「授業」と「実際」の

Jaccard 係数は 1.0，「授業」と「使える」の Jaccard

係数は 0.50，「実際」と「使える」の Jaccard 係数は

0.50 と，他よりも強い関連があった．具体的な回答と

しては，「実際に教師が児童役になり，そのアプリ等を

使った模擬授業などを行いたい．」「実際の授業につな

がる具体的な使い方を知りたい．」といった回答があり，

「教員は実際に模擬授業を行うといった，授業に直接

関わることをやってみたいと認識している．」と解釈し

た． 

（05）抽出された用語は３で，「知る」と「具体」の

Jaccard 係数は 0.75，「知る」と「単元」の Jaccard 係
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数は 0.67 と，他よりも強い関連があった．具体的な回

答としては，「具体的な教科，単元での活用法を知りた

い．不具合への効果的な対処法も知りたい．」，「具体的

な単元によるものをたくさん知りたい．」といった回答

があり，「教員は，具体的な教科や単元を想定した ICT

の研修を受けたいと認識している．」と解釈した． 

5. 考察 

「項目１．ICT を活用した授業についてどのように

思っているか」の結果から，小学校教員は「書画カメ

ラで教科書などの図を，電子黒板に拡大掲示する．」と

いった教師の ICT 活用をイメージしていると考えら

れた．また，ICT を活用した授業に対しては，教員は

児童の興味を引けるため良いと捉えていた．しかしな

がら，機器や教材の準備時間がかかることから，拡大

掲示以外の機能を知らない，使えないといった教員が

多いことが予想された．この様な問題を解決するため

に，例えば ICT 支援員に，休み時間に機器を準備して

おいてもらう方法が考えられる． 

「項目２：１人１台環境についてどう受け止めてい

るか」の結果から，小学校教員は「児童は子どもの興

味を引ける，意欲的に取り組む．」という好意的に捉え

ていた．しかし，それと同時に家庭間で子どもの技量

差があり，使いづらいと否定的に捉えていた教員もい

た．これは，「協働的な学び」を取り入れることで，児

童同士の協働的な学びによって解決できると予想され

る．また，教員自身の技量差があり，勉強する時間や

準備時間がなかなかとれないことから，１人１台環境

で実際に授業をしようとする教員がなかなかいないの

ではないかと予想された．そこで，１人１台環境で授

業を実施した経験のある教員が実際に授業を行い，そ

図 3 共起ネットワーク分析の結果（項目３：ICT 活用に関するどのような研修を受けたいか） 
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の様子を参観することで活用への意識が高まるのでは

ないかと考えられる． 

「項目３：ICT 活用に関するどのような研修を受け

たいか」の結果から，小学校教員は ICT 機器やアプリ

などの説明や操作方法を聞いているだけの研修では，

実際の実践につながらないと考えているのではないか

と予想された．実践につなげるためには，校内等で研

修の機会を設け，実際に活用している動画を見たり，

授業を参観したりすることが必要ではないかと考える． 

6. まとめと今後の課題 

本研究では，小学校教員を対象に，児童１人１台端

末の ICT を活用する授業についてインタビュー調査

を問い，得られた回答の特徴を分析することで，GIGA

スクール構想の実現に向けての小学校教員の課題と今

後の展望を明らかにすることを目的とした．そこでは，

「項目１．ICT を活用した授業についてどのように思

っているか」「項目２．１人１台環境について，どう受

け止めているか」「項目３．ICT 活用に関するどのよう

な研修を受けたいか」の３つについて教員にインタビ

ュー調査し，得られた回答をテキストに起こした後，

KH Coder による共起ネットワーク分析により回答の

特徴を明らかにした． 

その結果，項目１について，ICT を活用した授業に

関する小学校教員のイメージは，書画カメラなどを利

用した拡大掲示をはじめとするものは，児童の興味を

引くことができて良いという捉え方をしているものの，

他の活用法を知らない，もしくは中々扱う時間がなく，

活用できていないと捉えていた．項目２について，児

童１人１台環境の受け止め方に対する教員の認識は，

項目１と同様に児童の興味が引けて良いと捉える一方，

今以上に負担が増えることと，家庭環境の差による児

童の技能差があるため，使いづらいと捉えていた．項

目３について，ICT 活用に関する研修の認識は，具体

的な教科や単元での活用法を知りたがっている教員が

いることが明らかになった． 

これらの知見を踏まえて，小学校教員は ICT を活用

した授業を実際に参観したり，実践したりした経験が

ないため，「指導法が分からない」，「準備の時間がない」，

「うまく指導できるか不安」とネガティブに捉えてい

ることが予想された．また，研修については，「具体的

な教科や単元によるものを学びたい」の回答があった

ことから，校内での教員研修を計画し，研究授業を通

して，児童１人１台端末の授業を参観したり，これを

実践して他者からコメントをもらったりすることで不

安が解消されることが予想される． 

今後の課題として，教員歴によって教員の不安な点

や支援，研修の在り方が異なるかどうかがある．また，

教員の信念の１つである教授・学習観(5)によって，児

童１人１台端末を活用した授業の在り方や教員研修で

求める内容が異なると予想されるため，これに着目し

た調査分析が求められる． 
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In this study, based on the survey on professional development school classes related to "ICT use in 

schools" and the learning outcomes of the classes, We will try to propose the future classes in 

preservice and inservice teacher education for one-to-one computing environment toward the 

realization of the GIGA school concept. 

キーワード: 教職大学院，教師教育，授業研究，ICT 活用指導力，GIGA スクール構想 

1. はじめに 

2020 年 1 月の「Society5.0 時代に対応した教員養成

を先導する教員養成フラッグシップ大学の在り方につ

いて（最終報告）」では，教師に求められる役割や力の

1 つとして「先端技術を効果的に取り入れた ICT 活用

指導力」が挙げられ，こうした力は教師の養成・研修

を通じ教職生活全体にわたって育成・充実を図ってい

くことが望まれるとしている(1)．また，2017 年 10 月

の「大学院段階の教員養成の改革と充実等について（報

告）」では，教職大学院に共通に開設すべき授業科目と

して，「新たな学びに対応する必要性や教育委員会等か

らの要請が高いことを踏まえ，現代的な教育課題とし

て，特別支援教育や ICT 教育を取り扱う科目をそれぞ

れ共通科目の一部として必修とする．」としており，教

職大学院における ICT 活用指導力育成の必要性が示

されている(2)． 

そこで，本研究では，「学校における ICT 活用」に

関連する教職大学院授業の開講状況とその履修による

学修成果から，GIGA スクール構想の実現に向けて１

人１台端末環境に対応した教員養成および教員研修の

あり方の提案を試みる． 

「学校における ICT 活用」に関連する教職大学院授

業としては，Web シラバスや文献調査から，信州大学，

岡山大学，大阪教育大学を取り上げる． 

2. 「学校における ICT 活用」に関連する教

職大学院授業の開講状況 

2.1 信州大学教職大学院 

信州大学大学院教育学研究科高度教職実践専攻（教

職大学院）は 2016 年度に開設された．開設の時点か

ら，1 単位の選択科目として「学校における ICT 活用」

が開講されてきた．2020 年度の改組後は，教育課題探

究プログラムの選択科目に位置づけられている(3)． 

授業の概要を「授業参観とその検討及び授業実践と

その検討により，小グループで展開する」としており，

授業参観と授業実践を「①ICT 活用授業の設計，②ICT

活用の効果，③ICT 活用による個々の児童・生徒の変

容および学習集団としての学級の変容」の３視点から

検討するとしている．そして，授業のねらいを「タブ

レット PC や電⼦⿊板等の最新のツールの効果的利⽤

法や，ネット環境において配慮すべきセキュリティや

マナー等の教育を具体的に学び合う．また，新学習指

JSiSE Research Report 
vol.35,no.6(2021-3)

－63－



導要領に対応した教育実践のための ICT 活⽤法も追

究する．」としている． 

2.2 岡山大学教職大学院 

岡山大学大学院教育学研究科教職実践専攻（教職大

学院）では 2020 年度，「今日的学力に対応するに関す

る科目群」の 1 単位の選択科目として「学校における

ICT 活用」が開講されている(4)． 

授業の概要として「学校教育における ICT の活用に

ついて，これまでの歴史や現状を踏まえた新しい教育

の在り方を検討し，授業等での ICT の効果的な活用の

仕方を探る．」としており，全 16 回の授業の中で，「教

育現場における ICT の普及現状」「教育現場の ICT 機

器の特性と使用状況」「教育現場における ICT の位置

付け」「学習効果を高める ICT の活用（効果的な資料

提示）」「学習効果を高める ICT の活用（思考支援）」

「情報の管理とセキュリティ対策」「情報モラル」等が

含まれている． 

学習目的を「学校教育における ICT の活用について，

これまでの歴史や現状について理解するとともに，

ICT を活用した学習指導のこれからの在り方について

見方や考え方を深める．」としており，その到達目標と

しては，「学校教育における ICT の活用について，こ

れまでの歴史や現状について理解するとともに，ICT

を活用した学習指導のこれからの在り方について見方

や考え方を深める．」としている． 

2.3 大阪教育大学連合教職大学院 

大阪教育大学連合教職実践研究科（連合教職大学院）

では，選択科目として「ICT 環境の活用」を開講して

おり，教員免許更新講習との連動を試みている(5)． 

授業の概要として，「学校現場のタブレット端末を中

心とする ICT 機器の導入は，近年予想をはるかに超え

て急速に進んでおり，教員自身の活用能力の習得と授

業実践における活用の両面で喫緊の課題となっている．

本授業は，「ICT 活用の授業研究」をテーマにして，現

職教員を対象とする教員免許更新講習の内容を受講生

が企画運営するという設定を中心にした実践的な演習

である．教育委員会および本学附属学校園の協力を得

て，研究発表会の内容や附属学校教員の授業実践を教

材等する総合的な構成とした．」としている． 

3. 「学校における ICT 活用」を履修した教

職大学院生の学修成果 

上記 2.1 の信州大学教職大学院「学校における ICT

活用」では，2020 年度の改組後の最終レポートとして，

ICT 活用授業の参観と実践の振り返りに加えて，

「GIGA スクール構想の実現にあなたはどのように寄

与しますか，今年度の実践から考察してください．」と

いう課題を出した．受講生（学部卒院生，現職教育院

生とも）は，自己の ICT 活用授業実践をこれからの１

人１台端末環境に関連付けた考察を行っていた． 

4. おわりに 

本研究は 3 つの教職大学院における「学校における

ICT 活用」関連授業の内容とその履修による学修成果

から，ICT 活用に関する教員養成および教員研修のあ

り方の検討を試みた．今後は他の教職大学院における

同様の授業科目に関する情報を収集・分析することに

より，検討をさらに深めたい． 
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ELECOAにおける教材オブジェクト間通信削減方式 
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e ラーニングシステムのアーキテクチャである ELECOA において，通信要否の判断やキャッシュの使用

により，教材オブジェクト間の通信回数を削減する実装を行った．次に，SCORMのテストケースを用い

て，実装前後の通信回数を計測した．その結果，全体として，79.7%の通信が削減できた．また，ELECOA

における各処理の特性を考慮した分析を行い，各方式の効果を考察した．本実装により，マルチプラッ

トフォームに配置したコンテンツの動作速度の向上が期待できる． 

キーワード: ELECOA，SCORM，分散環境 

1. はじめに 

著者らは，e ラーニングシステムのアーキテクチャ

である ELECOA（Extensible Learning Environment with 

Courseware Object Architecture）を提案している(1)～(3)．

ELECOA では，教材オブジェクトと呼ぶ概念を導入し

た．教材オブジェクトは eラーニングシステムのプラ

ットフォーム上で動作するプログラム部品である．

ELECOA の学習制御機能は，コンテンツに配置された

教材オブジェクト同士の連携動作によって実行される．

独習型のコンテンツのほか，グループ学習のコンテン

ツや，両者を組み合わせるコンテンツも実現できる． 

現在，教材オブジェクトをマルチプラットフォーム

に配置する方法の研究を行っている(4)．例えば，学習

者の端末上に配置された教材オブジェクトを用いて独

習を行った後，サーバに配置された教材オブジェクト

を用いてグループ学習を行うコンテンツが実現できる． 

教材オブジェクトは木構造に配置され，隣接するノ

ード間で通信を行う．通信のパターンとして，葉ノー

ドから根ノードまでのような大域的な通信が発生する

処理を規定している．これまでの設計においては，教

材オブジェクトのツリーが単一プラットフォーム上で

動作することを前提としていた．また，これまでの実

装における教材オブジェクト間通信の実体は，PHPの

メソッド呼び出しであり，通信のオーバーヘッドが低

い．そのため，通信が発生する範囲や回数は，意識す

る必要がなかった． 

教材オブジェクトをマルチプラットフォームに配

置する場合，プラットフォームをまたぐ通信による動

作速度の低下が課題となる．特に根ノードまでの通信

を削減できれば，プラットフォームをまたぐ通信を削

減することにつながる．前述の構成では，学習者の端

末とサーバの間の通信回数を削減することが望ましい． 

そこで，本研究では，これまでの ELECOAの設計と

同等の動作を担保したうえで，教材オブジェクト間の

通信回数を削減する方策を策定し，実装する．また，

SCORMのテストケース(5)を用いて，削減効果を評価す

る．本稿では，参考文献(6)における報告を詳述すると

ともに，ELECOA における各処理の特徴を踏まえて分

析した結果を報告する． 

以下，2 章で ELECOA の教材オブジェクト間通信の

仕組みを述べる．3 章で教材オブジェクト間通信を削

減する方式を述べ，4 章でその効果を評価する．5 章
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で本研究をまとめる． 

2. ELECOAの教材オブジェクト間通信 

2.1 ELECOAの動作の概要 

ELECOA は図 1 のような階層型（木構造）のコンテ

ンツを対象とする．内部ノードを含むすべてのノード

に教材オブジェクトを配置する．教材オブジェクトは，

配置されたノードを頂点とするサブツリーを制御する．

また，ノード間で情報を共有するために，階層構造と

は独立した共有学習目標を持つことができる．本稿に

おいては，“ノード”には共有学習目標を含めない．共

有学習目標にも教材オブジェクトを配置する．学習制

御機能は，教材オブジェクト間でのコマンド送信によ

り実現される．ここで，直接通信可能な教材オブジェ

クトは，親子ノード間，およびノードとそれに結びつ

けられた共有学習目標間に限る．以降の図においては，

ノード，および共有学習目標に配置される教材オブジ

ェクトの描画を省略する．また，ノードおよび共有学

習目標と，それらに配置された教材オブジェクトとを

区別せずに説明する． 

 

図 1  ELECOAのコンテンツの構成 
（参考文献(2)の図 3を改変） 

コンテンツの起動時に，コンテンツの階層構造に従

った教材オブジェクトのツリーを作る．ある時点で学

習中のノードをカレントノードという．カレントノー

ドに対応する学習リソースが学習者の端末に配信され

る．学習者からの学習制御の要求は，“学習コマンド”

としてカレントノードに送られる．学習コマンドを受

け取ったカレントノードは，次の処理を順に行う．ま

ず，カレントノードから根ノードまで，各ノードの教

材オブジェクトが持つ学習状態を更新する．次に，コ

ンテンツに定義されたルールが成立すれば，学習者が

指定した学習コマンドを別の学習コマンドに置き換え

る．次に，学習コマンドを実行し，次の配信ノード（新

しいカレントノード）を決定する．そして，カレント

ノードの移動後に，その時点で実行可能な学習コマン

ドのリストを生成する．これら 4 つの処理を ELECOA

の基本的な通信パターンとして規定し，それぞれをロ

ールアップ処理，ポストコンディションルール処理，

シーケンシング処理，学習コマンドリスト生成処理と

呼ぶ．それぞれの処理の詳細を，次節以降に示す． 

2.2 ロールアップ処理 

まず，カレントノードが自身の学習状態を更新する．

次に，親ノードにロールアップコマンドを送り，親ノ

ードは自身の学習状態を更新する．これを根ノードま

で繰り返す．カレントノードが共有学習目標を持つと

きの動作は次の通りである．図 2 の例では，ノード 2

から共有学習目標 Aに学習状態を書き込み，ノード 4

とノード 5から読み出している．ノードにおける共有

学習目標の参照は，主学習目標に対応するものと，そ

うでないものの 2種類に分けられる．ノード 4におい

ては共有学習目標 Aが主学習目標に対応しており，ノ

ード 5においてはそうではないとする．ノード 2にお

ける共有学習目標 Aにも，主学習目標に対応している

か否かが決められているが，以降の説明に影響を及ぼ

さないため，この例では特定していない． 

 

図 2  共有学習目標経由でのロールアップ処理の例 

カレントノードからロールアップ処理を行うとき，

そのノードが書き込む共有学習目標を，主学習目標に

対応する共有学習目標として読み込むノードからもロ

ールアップが発生する．図 2の例では，ノード 2から

に加えて，ノード 4 からもロールアップが発生する．

このとき，ノード 1には，ノード 2を起点とするロー

ルアップコマンド，およびノード 4を起点とするロー
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ルアップコマンドが送られる．ノード 1では，両者が

届くのを待ち合わせてから，ノード 0にロールアップ

コマンドを送る． 

図 2で背景色をつけたような，ロールアップ処理に

よって学習状態を更新するノードと学習目標をロール

アップセットと呼ぶ．ELECOA のロールアップ処理に

おいては，まずロールアップセットを求める処理を行

い，次にロールアップセット内にロールアップのため

のコマンドを伝播させる(1)． 

2.3 ポストコンディションルール処理 

カレントノードから根ノードまで，各ノードが持つ

ルールが評価される．ルールが成立した場合，学習コ

マンドを置き換える．その際，そのノードを新しい学

習コマンドの実行ノードとする．複数のノードでルー

ルが成立する場合，より根ノードに近い方を優先する． 

図 3 の状況を考える．ノード 4 で，“次へ”コマン

ドを発行した．ポストコンディションルール処理によ

り，ノード 2では“やり直し”に置き換えるルールが，

ノード 1では“次へ”に置き換えるルールが成立した．

この場合，より根ノードに近いノード 1 が優先され，

ポストコンディションルール処理の結果は，ノード 1

を実行ノードとする“次へ”となる． 

 

図 3  ポストコンディションルール処理の例 

2.4 シーケンシング処理 

自ノードを頂点とするサブツリー内で次の配信ノ

ードを探し，決定できなければ，親ノードに処理を依

頼する．図 4は，ノード 3で“次へ”を実行した例で

ある．ノード 3 は子ノードを持たず，“次へ”に対応

する次の配信ノードを決定できない．そこで，親ノー

ドであるノード 1 に処理を依頼した（図 4 ①）．ノー

ド 1も自ノードの配下から決定できないため，ノード

0に処理を依頼した（図 4 ②）．ノード 0は，ノード 4

に配信可能か問い合わせた（図 4 ③）．ノード 4 は，

まず，ノード5に配信可能かを問い合わせた（図4 ④）．

ノード 5には習得済みならば飛ばすというルールが設

定されており，すでに習得済みであったため，配信で

きない旨の結果が返った（図 4 ⑤）．次に，ノード 4

がノード 6に問い合わせた（図 4 ⑥）ところ，配信可

能という結果が返った（図 4 ⑦）．ノード 6 が配信で

きるという情報が，ノード 3まで戻された（図 4 ⑧～

⑩）．その結果，ノード 6 が新しいカレントノードと

なる．なお，①と⑩は 1回の通信におけるコマンド送

信とその戻りであり，その他も同様である． 

 

図 4  シーケンシング処理の例 

ポストコンディションルール処理により，学習コマ

ンドの実行ノードがカレントノードでない場合も，シ

ーケンシング処理の起点はカレントノードである．自

身が実行ノードでなければ，親ノードに学習コマンド

を送る． 

2.5 学習コマンドリスト生成処理 

学習コマンドはカレントノードから根ノードに向

かって伝播されるため，両者を結ぶパス上にあるノー

ドが実行できる学習コマンドを集約し，カレントノー

ドが実行可能な学習コマンドを生成する． 

2.6 制御状態の更新 

各ノードは，現在試行中であることを示すアクティ

ブフラグと，親ノードの学習状態の決定に影響を及ぼ

すカレントフラグを有している．図 5の構造を持つコ

ンテンツにおいて，ノード 3からノード 4に進み，そ

の後ノード 3に戻ることを考える．ノード 1を頂点と

するサブツリーは，ノード 4に進んだときに試行が終
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わり，ノード 3 に戻ったときに新しい試行が始まる．

その後，ノード 1の学習状態を決定するため，ノード

2 について現在の試行，つまり新しい試行の学習状態

を用いるか，最新の試行，つまり前回またはそれ以前

の学習状態を用いるかの 2通りが考えられる．これら

の 2通りの値を選択できる状態にあることを表すフラ

グがカレントフラグである． 

 

図 5  アクティブフラグとカレントフラグ 

図 5において，カレントノードがノード 4からノー

ド 3に戻ったときを例に，アクティブフラグ，および

カレントフラグの更新方法を説明する．なお，図 5に

は，カレントノードの移動開始前，および移動完了後

において，アクティブフラグが真であるノードに

“ active”，カレントフラグが真であるノードに

“current”と記載している． 

ロールアップ処理のタイミングで，葉ノードのアク

ティブフラグを偽にする．これによりノード 4のアク

ティブフラグが偽に変わる． 

シーケンシング処理において，次の配信ノードが決

定できず，親ノードに処理を依頼した場合は，アクテ

ィブフラグを偽にする．ノード 0は子孫ノードから次

の配信ノードが決定できたため，アクティブフラグは

真のままである． 

カレントノードが移動した後，学習コマンドリスト

生成のタイミングで，新しいカレントノードの先祖ノ

ードの中から，アクティブフラグが偽である最上位の

ノードを見つける．図 5の例ではノード 1である．そ

のノードの子孫ノードのカレントフラグ，および先祖

ノードの子ノードのカレントフラグを真にする．これ

により，ノード１～ノード 5のカレントフラグが真と

なる．次に，カレントノードのアクティブフラグを真

にし，アクティブフラグを真にする役割を持つコマン

ドを根ノードまで伝播する．このとき，各ノードにお

いて，アクティブフラグが真に変わるタイミングで，

つまり新しい試行が始まる場合は，カレントフラグを

偽にする．これにより，ノード 3とノード 1のアクテ

ィブフラグが真に，カレントフラグが偽に変わる．ノ

ード 0までコマンドが送られるが，アクティブフラグ

は真，カレントフラグは偽のまま変化しない． 

以上が，各フラグの更新方法である．子ノードの学

習状態を取得する通信には，現在の試行を用いるか，

最新の試行を用いるかの指定を含める．子ノードでは，

その指定とカレントフラグにより，適切な学習状態を

返却する． 

3. 教材オブジェクト間通信の削減方式 

前章で述べた ELECOAの通信を，次のような観点か

ら削減する． 

 コンテンツの状態によらず静的に決まる事柄を

求める処理は，教材の実行時ではなく事前に行う． 

 教材オブジェクト間の通信を行っても，教材オブ

ジェクトの状態や，以降の処理に影響を及ぼさな

いことがわかっている場合は，通信を省略する． 

 通信相手の教材オブジェクトから取得すべきデ

ータをキャッシュとして保持し，通信を省略する． 

以降，本研究で設計した通信削減方式を述べる． 

3.1 コンテンツの起動時の処理 

① 各ノードにおけるロールアップセットはコンテ

ンツの実行中に変化しない．そこで，コンテンツ

の起動時に，各ノードに対してロールアップセッ

トを求め，各ノードが保持する．これにより，ロ

ールアップ処理の際の，ロールアップセットを求

めるための通信が省略できる． 

② 各ノードのポストコンディションルールの有無

は，実行時に変化しない．そこで，コンテンツの

起動時に，各ノードに対して先祖ノードのポスト

コンディションルールの有無を求め，各ノードが

保持する．また，各ノードにおいて，自ノードの

学習状態が変化しなければ，ポストコンディショ
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ンルール処理を省略できることを確定できる場

合は，その旨を保持する． 

3.2 根ノードまでの通信の省略 

③ あるノードでロールアップ処理を行った結果，学

習状態が変化しなかった場合，先祖ノードの学習

状態が変化することはない．そこで，親ノードへ

のロールアップコマンドの送信を行わない． 

④ 3.1 節の②で述べた方法により，親ノードへのポ

ストコンディションルール処理のコマンド伝播

が不要と判断できる場合は，自ノードで止める． 

⑤ 学習コマンドリスト生成処理のタイミングにお

いて，アクティブフラグとカレントフラグが更新

されるのは，カレントノードから根ノードのうち，

アクティブフラグが真である最下位のノードを

頂点とするサブツリー内のみである．そこで，ア

クティブフラグが真の場合，親ノードへのコマン

ド伝播を省略する． 

3.3 キャッシュの使用 

親ノードへのロールアップコマンドの送信時に，自

ノードの学習状態，および“次へ（Continue）”と“前

へ（Previous）”コマンドによる自ノードを頂点とする

サブツリー内のノードからの配信可否を親ノードに伝

える．親ノードはそれらをキャッシュする． 

⑥ 内部ノードにおける典型的なロールアップ処理

では，子ノードの学習状態から自ノードの学習状

態を求める．ここで，子ノードの学習状態を取得

する通信を省略し，キャッシュを用いる．学習状

態の決定に子ノードの現在の試行を用いる場合

は，自ノードの試行を終える際，つまりアクティ

ブフラグが偽に変わるタイミングで，子ノードの

学習状態のキャッシュを初期状態に戻す． 

⑦ 配信可否のキャッシュは，シーケンシング処理に

おいて，子ノードに配信可否を問い合わせる通信

の省略に用いる．例えば，図 4における④・⑤の

通信が省略できる．子ノードの配信可否の状態が

変わるときはロールアップ処理が発生し，キャッ

シュが更新されるため，キャッシュの無効化は考

慮しなくてよい． 

4. 通信削減方式の実装と効果の評価 

4.1 通信削減方式の実装 

ELECOAの実装として，PHPを用いた php-elecoa(2)，

および php-elecoaを JavaScriptで再実装した js-elecoa

が存在する．前章で述べた教材オブジェクト間通信の

削減方式を js-elecoaに実装した．同一のコンテンツに

対する同一の操作を，php-elecoaと js-elecoaの両方で

行い，教材オブジェクト間の通信回数を比較すること

により，設計した通信削減方式の効果を測定できる．

php-elecoaと js-elecoaに，教材オブジェクト間通信の

ログを出力する機能を組み込んだ． 

4.2 通信削減効果の評価方法 

SCORM 2004 3rd Edition(7)には，適合性テストに用

いるテストケース（テスト用コンテンツ）が 100種類

用意されている(5)．それぞれのテストケースには，テ

ストを進めるためのステップ（手順）が定義されてい

る．SCORMのテストケースは，独習型の教材として妥

当な構成と考えられることから，これを用いて通信削

減効果を評価する． 

詳細な条件は次の通りである． 

ELECOAでは，SCORMのナビゲーションリクエスト

（学習コマンド）のうち，Abandon All，および Abandon

を実装していない．これらを使ったテストケースであ

る SX-04aと SX-04bを除外する． 

各テストケースの最初のステップ（ステップ 1）は

コンテンツの起動である．php-elecoaと js-elecoaでは，

コンテンツの起動方法が異なるため，通信回数の単純

な比較が行えない．そこで，ステップ 1は除いて集計

する．これにより，ステップ数が 1 しかない OB-03c

は除外される．ここまでの条件により，対象となるテ

ストケース数は 97，総ステップ数は 419である． 

js-elecoaでは，コンテンツの起動時に学習コマンド

リストを静的に生成し，実行時には学習コマンドリス

トの生成を行わない．php-elecoa では実行時に行って

いるが，これを行わないとしても通信回数は変わらな

い．そこで，この違いは考慮しない． 

php-elecoa，js-elecoa ともに，意図しない教材オブ

ジェクト間通信が発生する不具合があった．これらは

無害な通信であるが，それぞれの実装の設計とは異な
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る．そこで，これらの不具合による通信は除いて集計

する．なお，集計から除いた通信は，php-elecoa では

全通信回数 25,671回のうち 134回（0.5%），js-elecoa

では 5,216回のうち 41回（0.8%）であった． 

4.3 通信回数の計測結果 

テストケース OB-01a のステップ 2 における通信回

数の計測結果を，表 1 に示す．各通信を，2 章で述べ

た 4種類の通信パターンに分類した．ロールアップ処

理は php-elecoaの 40回に対して，js-elecoaは 14回に

削減できている．合計で 46 回から 17 回に減少し，

63.0%の通信を削減できた． 

表 1  OB-01aのステップ 2における通信回数 

 php- 

elecoa 

js- 

elecoa 

ロールアップ 40 14 

ポストコンディションルール 1 0 

シーケンシング 4 2 

学習コマンドリスト生成 1 1 

計 46 17 

 

評価対象とする 419ステップにおける通信回数の総

計，および通信回数の削減率を，表 2に示す．通信回

数の総計は，php-elecoaの 25,537回に対して，js-elecoa

は 5,175 回であり，79.7%削減できた．ロールアップ

処理における通信回数は全体に占める割合が大きく，

削減率への寄与度が高い． 

表 2  総通信回数，および削減率 

 php- 

elecoa 

js- 

elecoa 
削減率 

ロールアップ 21,697 2,374 89.1% 

ポストコンディ 

ションルール 
770 230 70.1% 

シーケンシング 1,915 1,610 15.9% 

学習コマンド 

リスト生成 
1,155 961 16.8% 

計 25,537 5,175 79.7% 

 

次節以降で，各処理の特性を踏まえた分析を行う． 

4.4 ロールアップ処理の分析 

ロールアップ処理は，起点ノードから根ノードに向

かって ROLLUPコマンドを伝播することにより行われ

る．3.2 節の③により，状態変化が起こらなかったノ

ードで，親ノードへの ROLLUPコマンドの伝播を止め

る．そこで，起点ノードの深さ，およびそのノードか

らの距離ごとに，ROLLUP コマンドによる通信の削減

率を計算した．ノード間の距離は，隣接していれば 0

で，エッジが 1つ増えるたびに距離も 1増えると定義

する．図 2の例では，ノード 2の深さは 2である．ま

た，ノード 2を起点とする ROLLUPコマンドの伝播に

おいて，ノード 2 からノード 1への通信は距離 0，ノ

ード 1からノード 0への通信は距離 1である．ノード

1からノード 0 への通信は，ノード 2 を起点とみると

距離 1，ノード 4を起点とみると距離 2 であり，一意

に定まらない．しかし，今回用いたテストケースには

このようなケースがなく，ROLLUP コマンドの距離は

すべて一意に定まった．結果を表 3に示す． 

表 3  ROLLUPコマンドの削減率 

  
計 

距離 

  0 1 2 3 

深
さ 

1 30.0% 30.0%    

2 31.0% 7.7% 56.5%   

3 54.7% 33.9% 64.1% 76.9%  

4 39.3% 0.0% 48.6% 54.3% 54.3% 

総計 35.4% 21.0% 56.6% 66.2% 54.3% 

 

深さ 2 のノードを起点とする ROLLUP コマンドは，

距離 0 の通信が 7.7%，距離 1 の通信が 56.5%削減で

き，距離を考慮しない削減率は 31.0%であった．設計

から想定される通り，起点からの距離が離れるほど削

減できていることが分かる．なお，深さを考慮しない

総計行の結果は，距離 2より距離 3の削減率が少ない．

これは，深さ 4 のノードを持つコンテンツが少なく，

それらのコンテンツにおいては削減率が低かったため

である． 

表 2に示した通り，ロールアップ処理における通信

は大幅に削減できている．これには，3.1 節の①で述

べたコンテンツの起動時におけるロールアップセット

の作成，3.3 節の⑥で述べたキャッシュの使用，およ
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び本節で評価した ROLLUP コマンドの省略（3.2 節の

③）が寄与している． 

4.5 ポストコンディションルール処理の分析 

ポストコンディションルール処理は，カレントノー

ドから根ノードに向かって，EXITCOND コマンドを伝

播することにより行われる．3.2 節の④により，親ノ

ードへの EXITCONDコマンドの伝播が不要と判断でき

るノードで伝播を止める．そこで，前節におけるロー

ルアップ処理と同様の分析を行う．結果を表 4に示す． 

表 4  EXITCONDコマンドの削減率 

  
計 

距離 

  0 1 2 3 

深
さ 

1 85.6% 85.6%    

2 69.1% 38.7% 99.4%   

3 77.8% 53.8% 82.1% 97.4%  

4 47.9% 34.3% 48.6% 54.3% 54.3% 

総計 70.1% 58.7% 89.5% 77.0% 54.3% 

 

設計から想定される通り，カレントノードからの距

離が離れるほど削減できていることがわかる． 

4.6 シーケンシング処理の分析 

シーケンシング処理における学習コマンドの伝播

は，探索範囲を広げるための子ノードから親ノードに

向かっての通信と，自ノードを頂点とするサブツリー

内で次に配信するノードを探すための親ノードから子

ノードに向かっての通信に分けられる．3.3 節の⑦に

より，親ノードから子ノードへの通信が削減されるこ

とが期待できる．計測の結果，親ノードから子ノード

に学習コマンドを送る通信の削減率は 21.9%であった． 

通信回数は削減できているが，ロールアップ処理や

ポストコンディションルール処理と比較して削減率は

低い．図 4の例では，新旧カレントノードを結ぶパス

上のノードは，ノード 3，ノード 1，ノード 0，ノード

4，ノード 6 である．キャッシュにより，ノード 4 か

らノード 5への学習コマンドの伝播を省略できる可能

性があるが，新旧カレントノードを結ぶパス上の学習

コマンドの伝播は省略できない．削減率が相対的に低

い理由として，通信を省略できる可能性があるエッジ

が限られることがあげられる． 

なお，シーケンシングコマンドによる子ノードから

親ノードへの通信は省略できず，計測結果は全く同じ

であった． 

4.7 学習コマンドリスト生成処理の分析 

3.2 節の⑤では，学習コマンドリスト生成処理に付

随するアクティブフラグの更新処理における通信を削

減した．⑤の方法を実装しない場合は根ノードまでの

通信が発生するのに対して，実装する場合は新旧カレ

ントノードの最小共通祖先ノードより上位の通信が省

略できる．ここでは，新しいカレントノードの深さ，

および新しいカレントノードと通信元ノードの距離ご

とに，学習コマンドリスト生成処理におけるアクティ

ブフラグとカレントフラグを更新するための通信の削

減率を求めた．例えば，新しいカレントノードから親

ノードへの通信は距離 0，逆の通信は距離 1 である．

結果を表 5に示す． 

新しいカレントノードの深さが 4となるステップに

おいて，根ノードから子ノードへの通信が発生すれば，

その距離は 4 である．今回用いたテストケースでは，

通信削減方式の実装有無にかかわらず距離 4の通信は

なかったため，表 5には記載していない． 

表 5  制御状態更新処理の通信削減率 

  
計 

距離 

  0 1 2 3 

深
さ 

1 0.0% 0.0% 0.0%   

2 17.3% 0.0% 25.3% 0.0%  

3 16.0% 0.0% 14.6% 26.5% 0.0% 

4 30.1% 0.0% 25.4% 33.3% 53.1% 

総計 16.8% 0.0% 22.6% 28.9% 47.3% 

 

距離 0とは，新しいカレントノードから親ノードへ

の通信である．また，深さと距離が同じ通信は，根ノ

ードから子ノードへの通信である．本研究で設計した

通信削減方式では，これらの通信は削減できない．後

者の通信は，回数が少なく，総計に及ぼす影響は小さ

い．距離が離れるほど削減率が高いことがわかる． 
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4.8 通信が行われたエッジ数 

同一プラットフォーム内での通信よりも，プラット

フォームをまたぐ通信に時間がかかる．また，プラッ

トフォーム間通信は，接続の確立に時間がかかる．プ

ラットフォームをまたぐ通信は，回数に加えて，有無

も重要な指標となる．そこで，各テストケースの各ス

テップについて，通信が行われたエッジ数を調査した． 

根ノードからの距離ごとに集計した結果を，表 6に

示す．ここでは，根ノードからの距離を，親子ノード

間の通信は親の深さ，ノードと共有学習目標間の通信

はノードの深さと定義する．例えば，php-elecoa によ

る OB-01aのステップ 2では，距離 0 で 3 エッジ，距

離 1で 2エッジにおいて通信が発生した．これらをそ

れぞれ，php-elecoa の距離 0，距離 1 のエッジ数に加

算する． 

表 6  通信が行われたエッジ数の削減率 

距離 
php- 

elecoa 

js- 

elecoa 
削減率 

0 1,276 653 48.8% 

1 1,206 873 27.6% 

2 352 291 17.3% 

3 277 231 16.6% 

計 3,111 2,048 34.2% 

 

通信が行われたエッジの延べ数は，php-elecoa の

3,111に対して，js-elecoaは 2,048であり，34.2%削減

できた．なお，この延べ数を評価対象とする 419ステ

ップで割ると，1 ステップあたりの平均が求まる．各

ステップにおける平均は，php-elecoaが 7.4，js-elecoa

が 4.9であった．平均して，2.5のエッジにおいて，通

信回数が 1以上から 0になった．距離別に見ると，距

離が短いほど，つまり根ノードに近い位置であるほど

削減率が高い．本研究における通信削減方式の実装に

より，通信が行われるエッジ数が減少し，その割合は

根ノードに近いほど高いことがわかった． 

5. まとめ 

本研究では，ELECOA における教材オブジェクト間

通信を削減する方式を設計し，実装した．そして，

SCORM のテストケースを用いて通信回数の削減効果

を評価した．その結果，全体として，79.7%の通信を

削減できたことを確認した．また，各処理やプラット

フォーム間通信の特徴を考慮した分析を行った．その

結果，根ノードに近づくほど通信が削減できることや，

通信が発生するエッジ数を減らせることを確認した．

カレントノードから距離が離れたノード間での通信が

削減できたことにより，プラットフォームをまたぐ通

信の削減に有効であることを示した． 
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人は何かをするときに「知覚」、「認識」、「理解」、「適切な行動選択」、「行動」の 5 つを順番にサイクル

させる。このサイクルのことをインタラクションサイクルといい、このサイクルを循環させることによ

って知識を蓄えることや、素早く行動を終えることができるようになる。しかし、一般的な学習方法の

一つである教科書を読む学習では、学習者は行動を起こすことがなく記憶に残りにくい。本研究では AR

マーカーと地図を用いて、テキストを読んだ後武将が布陣を構えた位置や、進軍した位置を学習者に提

示させることで行動を起こし、人と場所を関連づけて記憶させようと考えた。実験では実験群と統制群

を用いてそれぞれ別の学習をさせ、紙媒体の学習と比べてシステムの学習に有意性があるかを検証した。 

キーワード: AR マーカー，学習支援，歴史学習 

1. はじめに 

1.1 研究背景 

文部科学省は 2022 年を目標に、「歴史総合」という

新科目を高等学校の教育に必修科目として組み込むこ

とを決定した(1)。また、山川出版社が 20～60 代の男女

を対象に行ったアンケートの結果によると、学生時代

に歴史の勉強が好きだったかという問いに対して、「嫌

い」と回答したのは全体の 56%に上り、半数以上の方

が歴史学習に対して苦手意識を持っていたことが分か

った(2)。この苦手意識を克服するためにはシステムを

用いた学習支援が有効であると考える。 

我々の研究グループでは学習意欲の向上と学習した

ことを長期記憶とすることを目的として、AR マーカ

ーを用いた歴史学習支援システムを構築した(3)。この

システムは学習者に、タブレット上に表示された史実

の説明を読ませた後、地図上に AR マーカーを置くと

いう行動を取らせることで、インタラクションサイク

ルを完成させようと考えた。ここで、インタラクショ

ンサイクルについて説明する。人は何かをするときに

「知覚」、「認識」、「理解」、「適切な行動選択」、「行動」

の 5 つを順番にサイクルさせる。このサイクルのこと

をインタラクションサイクルといい、このサイクルを

循環させることによって知識を蓄えることや、素早く

行動を終えることができるようになる。また、学習者

に行動を取らせながら学習させることで、その学習し

たことをエピソード記憶として記憶できると考えられ

る。エピソード記憶とは、「個人が体験した出来事に関

する記憶」のことで、体験を伴った記憶のために長期

の記憶がしやすいとされている(4)。そのため、インタ

ラクションサイクルを完成させることと、エピソード

記憶に残らせることを目的に学習者に行動を取らせる

システム構成としていた。また、AR マーカーを用いた

理由は、AR を用いた学習が学習意欲の向上に有用で
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あることや、テキストを読んで思い浮かべるイメージ

図を、AR マーカーを使い動かして実際に作り出すこ

とで、より史実の流れを理解しやすくなり記憶の定着

につながると考えたためである。 

しかし、このシステムには問題点があった。それは

情報提示が文字だけと、場所と合わせて覚えるには情

報が少ない点や、説明文が読みにくいなどユーザーイ

ンターフェース上の問題、更に学習したことのアウト

プットがなかったため、学習内容を理解できたかどう

かを確認する方法がないということである。そのため、

学習支援システムとしては未完成な部分が多くあった。 

1.2 研究目的 

本研究では、先行研究時のシステムの問題点を改善

させる機能を追加して、学習した内容をより記憶に残

りやすくさせ、学習支援システムとして完成させるこ

とを目的とした。追加する機能に関しては、まずテス

ト機能をつけて、学習したことを理解できたかどうか

を学習者にフィードバックできるようにして、学習者

に学習内容を正しく記憶させる。テスト機能では一問

ごとに正誤の判定を行い、学習者の記憶している情報

と正解が一致するかを即座に確認できるようにした。

AR の機能の追加として戦国武将の 3D モデルを作成

し、そのモデルに動作を加えることでその時その武将

が何をしていたのかを視覚的にも分かりやすくした。

また、3D モデルを史実の説明に合わせて地図の上を

移動させることで、その武将が治めていた場所や戦っ

た場所などを提示し、その後で AR マーカーを配置さ

せることで学習者に場所と人物を関連付けて覚えさせ

る。学習させる史実の内容は、先行研究の時と同じく

関ケ原の戦いを用いた。これは、多くの武将が参加し

ており、それらが各地へと移動していくため AR マー

カーを動かして場所と関連付けて学習する手法と相性

がいいと考えたためである。 

1.3 関連研究 

1.3.1 地図上 AR アニメーションを用いた戦乱史実学

習支援システムの開発 

田端が開発した歴史学習を支援するソフトウェアで

ある(5)。こちらのシステムは、3DCG のアニメーショ

ンを用いて史実の流れに沿って学習することで、容易

に史実の流れや特徴などを覚えられるようにすること

を目標に構築されている。こちらは AR マーカーとし

て登録された日本地図を Web カメラで映すことで、地

図上に 3D モデルや史実の説明などがアニメーション

で表示されるシステムとなっている。学習者はそのア

ニメーションを視聴することで史実の流れに沿って歴

史の学習を行う。こちらのシステムではアンケートを

用いた評価実験を行っており、その結果によると 3D

モデルの表示やそのモデルの移動を提示することで、

武将の名前や出身地の理解をしやすくすることや学習

意欲の向上が見込めることが分かった。関連研究のシ

ステムと本システムは、どちらも AR マーカーを用い

た歴史学習支援システムとなっているが、関連研究の

システムはアニメーションの視聴をさせるだけで学習

者に行動を取らせないのに対して、本システムは AR

マーカーを動かすという行動を取らせて学習をさせる。

つまり、この 2 つのシステムには学習方法という点で

異なっており、その点によって記憶のしやすさや学習

意欲の向上の度合いなどが異なるのではないかと考え

る。 

1.3.2 マーカーを用いた拡張現実感の英単語学習シス

テムの試作 

間城らが開発した英単語の学習を支援するシステム

である(6)。こちらのシステムは、英語学習の学習意欲

を保つことができずに自分から学習をしなくなる問題

の解決策として開発された。パソコンに表示された問

題の解答となる英単語を、AR マーカーとして登録さ

れたアルファベットのカードを並べ替えて解答し、正

しく綴りや単語の意味を覚えているかを学習者にフィ

ードバックするシステムとなっている。こちらの研究

ではアンケートを用いた評価実験を行っており、実験

結果によると学習を楽しく行えることや学習意欲の向

上といった目的を達成している。この研究結果から

AR マーカーを用いた学習支援システムは、学習意欲

の向上に対して有効的であると考えられる。 

2. システム概要 

2.1 システム構成 

本システムを構成しているものは以下の通りである。 
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2.1.1 Android タブレット 

本システムアプリケーションをインストールしたタ

ブレット端末である。本研究で使用した Android バー

ジョンは 8.0.0 であり、他の OS で動作できるかは未

確認である。 

2.1.2 戦国武将の AR マーカー 

本システムで使う戦国武将の AR マーカーであり、

全部で 26 種類ある。この AR マーカーを配置し動か

すことでシステムを進めていく。この AR マーカーを

映すと 3D モデルが表示され、移動や刀を振るなどの

アニメーションが再生される。 

2.1.3 戦国武将の 3D モデル 

戦国武将の AR マーカーを映したときに表示される

3D モデルである。青い鎧の武将と赤い鎧の武将の二

種類が登場し、青い鎧の武将は関ヶ原の合戦において

東軍、赤い鎧の武将は西軍に所属していることを表し

ている。 

 

図 1 戦国武将の 3D モデル 

2.1.4 LOCATION AR マーカー 

地図の指定された場所に配置することでこの AR マ

ーカーを原点とし、武将の AR マーカーがどこに置か

れたのかを検出する AR マーカーである。戦国武将の

AR マーカーの位置や、戦国武将の AR マーカー同士

の間の距離を測り、正誤の判定に使用する。また、3D

モデルの移動はこの AR マーカーを基準にして動いて

いるため、正確な位置を知るためにはこの AR マーカ

ーと戦国武将の AR マーカーはセットで映す必要があ

る。 

 

図 2 LOCATION AR マーカー 

2.1.5 地図 

この上に武将の AR マーカーや LOCATION AR マ

ーカーを配置する。日本全体を映した地図 1、岐阜県

の一部分を拡大した地図 2、関ヶ原の戦いの戦場を拡

大した地図 3 の 3 種類となっており、システムを進め

ていくごとに地図を替えていく。 

2.2 システムの説明 

本システムの目的や操作方法について説明する。本

システムは史実の説明を読み進めて、その流れに沿っ

て学習するシステムとなっている。学習する方法とし

て、まず「学習モード」にて史実の流れを確認し、そ

の後テストモードにて学習した内容を理解できたかど

うかの確認を行うことが、このシステムによる学習の

流れである。システムの使い方としては、地図を広げ

て Android タブレットを持ち、地図上に AR マーカー

を配置するというようになっている。 

2.2.1 学習モード 

まず学習モードの操作について説明を行う。学習モ

ードはタイトルの「学習モード」のボタンを押すこと

で始まる。ボタンを押した後、このシステムの操作に

ついての説明が流れ、その後システムが起動する。シ

ステムが起動すると、カメラも起動して画面にボタン

と史実を表すテキストが表示される。図 3 はシステム

を起動した後、地図を画面に映したものである。この

テキストを最後の文章まで読み進めていくことが、学

習モードの目的となる。このテキストを読み進めるに

は、テキスト中に出てくる赤色や青色に色づけされた

戦国武将の名前に対応した AR マーカーを正しい位置

に配置して、その AR マーカーを画面の中に映してボ

タンを押す必要がある。この手順をとらせることによ

って、学習者に AR マーカーを配置する行動をとらせ
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てインタラクションサイクルを完成させようと考えた。

このとき、AR マーカーを置く際の正しい位置の提示

方法として、LOCATION AR マーカーと戦国武将の

AR マーカーを同時に画面内に映すことで、戦国武将

の 3D モデルが移動するという機能がある。この移動

した位置を確認することで、学習者は正しい位置を知

ることができる。 

 

図 3 学習モード画面 

2.2.2 テストモード 

次にテストモードの説明を行う。テストモードはタ

イトル画面の「テストモード」のボタンを押すことで

始まる。システムが起動すると、カメラも起動して画

面にボタンと使う地図の指示が表示され、ボタンを押

すことで問題文が表示される(図 4)。問題の数は全部で

25 問であり、一問あたり 4 点である。問題の内容は、

正解の武将は誰なのかを答える問題と、ある武将がい

た場所を答える問題の二つになっている。どちらの問

題に対しても学習者は AR マーカーを使って解答し、

不正解だった場合正しい情報を学習者にフィードバッ

クして正しく記憶させる。 

 

図 4 テストモードの画面 

 

3. 検証実験 

本システムの学習による有用性や学習意欲の向上を

確かめるために、検定やアンケートを用いて実験を行

った。 

3.1 検証実験の概要 

まず、実験群と統制群を用いた検証実験について説

明する。被験者数は実験群 8 名、統制群 8 名の合計 16

人で行った。被験者は 20 歳～25 歳の情報工学系の

大学生，および大学院生である。被験者には，歴史学

を専攻する学生や院生はいなかった。 

3.1.1 実験の手順 

行った実験の手順について説明する。実験群、統制

群の実験の流れは図 5 の通りで行った(図 5)。 

まず実験群と統制群それぞれに、事前テストを行わ

せた。問題の内容は一問一答形式で、戦国武将の名前

を答える問題や、ある戦国武将が治めていた場所や布

陣を構えた場所など、場所を答える問題を出題した。

その後、実験群と統制群で分け、実験群ではシステム

の学習モードを使った学習を、統制群では紙媒体のテ

キストを使った学習を行わせた。学習が終了した後は、

システムによる学習の有意差を検証するために 1 回目

の事後テストを行わせた。その後、再び実験群と統制

群に学習を行わせて、学習が終了次第実験群はシステ

ムのテストモードを使い、統制群は紙媒体のテストを

使い自己採点をさせることで、学習したことを正しく

記憶できているかどうかの確認をさせた。確認のテス

トが終了した後は 2 回目の事後テストを行い、テスト

の終了後アンケートに回答してもらった。その際、統

制群にもシステムを一部使用してもらった。そして、

2 回目の事後テストが終了してから 3 日後に 3 回目の

事後テストを行った。この時、被験者にはこの 3 回目

の事後テストが終了するまで、学習した内容の復習を

行わないように指示した。この一連の流れをもって本

研究における実験を完了とした。 
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図 5 実験の手順 

3.1.2 実験の目的 

検証実験での目的は、システムによる学習は紙媒体

による学習よりも記憶に残りやすいのかどうかについ

て検証することである。実験において複数回事後テス

トを行っているが、1 回目の事後テストではシステム

の学習と紙媒体の学習では、事前テストからそれぞれ

どれだけ点数を伸ばすことができるのかを確認する。

2 回目の事後テストでは学習した後、システムを使っ

たテストによる復習と、紙媒体のテストを使った復習

を行った後の実験群と統制群の点数の差や、1 回目の

事後テストからどれだけ伸びているかを確認する。3

回目の事後テストでは 2 回目の事後テストから 3 日後

に実施し、システムによる学習は紙媒体による学習よ

りも時間を空けても記憶に残っているのかを検証する。 

3.2 実験の結果と考察 

実験群と統制群の得点の推移は以下の図の通りにな

った(図 6)(図 7)。これらの図から読み取れることは、

統制群の方が実験群よりも、1 回目の事後テストでの

得点の伸びが全体的に良いということが分かる。実際、

事前テストから事後テスト 1 の向上値を有意水準 5%

で片側 t 検定に掛けてみたが、実験群に有意差は見ら

れなかった。また、事後テスト 1 から事後テスト 2 の

向上値や、事後テスト 2 から事後テスト 3 での低下量

も片側 t 検定に掛けてみたが、いずれも有意差が出な

いという結果になった。 

この結果から本システムを用いた学習方法は、紙媒

体による学習方法よりも有効的に記憶に残りやすいと

は言えないことが分かった。これは、起用した被験者

が全員学生であり、文字ベースの学習に対して慣れて

いるため文字による学習の方がやりやすかったという

可能性がある。そのため文字ベースの学習に慣れてい

ない、または文字の学習に苦手意識を持っている学習

者に対しては違った結果になるのではないかと考える。

具体的には小学生や中学生など、長い文章を読んで学

習することに苦手意識を持ちやすい年齢層では異なっ

た結果を得られるのではないかと考える。 

他にも有意差が出なかったのは、実験で行った事後

テストは全て紙と文字形式によるテストであり、文字

による情報の提示より視覚の提示に多く力を入れた実

験群よりも、事後テストと同じ形式である統制群の方

が知識の呼び出しがしやすかったからではないかと思

われる。そのため、事後テストの問題の形式を文字で

出題・解答するのではなく AR マーカーを使い、実験

群の学習に近いものになれば実験群の知識の呼び出し

がしやすくなる可能性がある。 

また、期間を空けた実験で得点が低下している被験

者の人数は全被験者中 4 名と少なく、3 日後に行うの

では空けた期間が短すぎると思われる。実際、被験者

の一人に実験の終了後に聞き込みをしたところ、問題

を見てすぐにスラスラと解答をすることができたとい

う回答を得た。そのため、空ける期間を一週間もしく

はそれ以上の期間など、もっと長期のものにして行う

ことで、長期記憶になったかどうかの検証ができるの

ではないかと考える。 

 

図 6 実験群の推移 
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図 7 統制群の推移 

3.3 アンケート結果と考察 

次にアンケートの結果を見ていく。アンケートの内

容は 5 段階評価と自由記述の二種類である。この実験

の目的は、システムを使って学習した時にどう感じた

のかを明らかにしてシステムを評価することである。

5 段階評価アンケートの質問の内容と結果は以下の通

りである(表 1)。なお、統制群の被験者はシステムを途

中までしか使用していないため、質問 12 の結果は全て

実験群によるものである。 

質問 1 このシステムは使っていて楽しかったか 

質問 2 このシステムは使いやすいか 

質問 3 このシステムの説明文はわかりやすいか 

質問 4 AR マーカーをどこに置けばいいかわかった

か 

質問 5 武将がどこで何をしていたかわかりやすか

ったか 

質問 6 場所と合わせて学習することで理解しやす

いと思ったか 

質問 7 AR マーカーを動かすことで内容の理解がし

やすいと思ったか 

質問 8 このシステムの学習は教科書を読む学習よ

りも日本史の学習をしたくなると思うか 

質問 9 このシステムの学習は教科書を読む学習よ

りも日本史の理解がしやすいと思うか 

質問 10 このシステムは日本史の学習に役立つと思

うか 

質問 11 このシステムを用いることで、日本史の学

習意欲向上につながると思うか 

質問 12 このシステムを用いることで、関ケ原の戦

いの始まりから結末までの流れを理解できたと思うか 

表 1  5 段階評価アンケートの結果 

質問番号 中央値 最頻値 平均値 

1 4 4 4.25 

2 3 3 3.53 

3 4 4 4.25 

4 4 4 4.19 

5 4 4 4.19 

6 5 5 4.69 

7 4.5 5 4.44 

8 4.5 4 4.5 

9 4 5 4.25 

10 4 4 4.44 

11 4 4 4.31 

12 5 5 4.63 

この結果を見ると、システムを使った学習は楽しい

という意見や、本システムを使うことで日本史学習の

学習意欲が向上すると思うといった項目に同意する意

見が多く得られた。また、自由記述のアンケートの「楽

しいと思った点」の項目では 3D モデルがあることや

アニメーションがあること、AR マーカーを動かして

学習することが楽しかったと回答している被験者が多

くいた。このことから、3D モデルとアニメーションを

用いたことや動作をしながら学習を行うことで楽しく

学習を行え、それによって学習意欲が向上する可能性

があることが分かった。また、AR マーカーを動かして

場所と関連づけて学習することや、システムを使った

学習は理解しやすいという項目に同意する意見も多く

得られた。本研究では検証実験で、学習における記憶

のしやすさにおいての有意差は見られなかったが、こ

のように理解しやすいという意見は多く得られた。こ

れは史実と場所との関連付けやインタラクションサイ

クルを完成させたことが要因なのではないかと思われ

る。このことから、史実と場所を関連付けて学習する

本システムの狙いは間違っていなかったと思われる。
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しかし、システムの使いやすさに関してはあまり良い

評価を得られなかった。これはタブレットを持ったま

ま、片手で AR マーカーの配置をすることや、AR マ

ーカーに認識精度の低いものがあったことが原因と思

われる。また、自由記述の「改善点」の項目では腕が

疲れるという意見が多く得られており、学習の妨げに

なることが懸念される。対策として、タブレットを手

に持つのではなく固定して使うことや、AR マーカー

の認識精度をあげるために認識しやすい加工を行うこ

とが考えられる。 

4. おわりに 

本研究では、先行研究時に開発したシステムの機能

の改良と新たな機能を追加して、歴史学習支援システ

ムとして改善させることを目的とした。検証実験では

被験者を 16 名集めて、システムによる学習は紙媒体

のテキストによる学習よりも記憶に残りやすいかどう

かの検証を行った。検証の結果、本システムによる歴

史学習は、紙媒体の学習よりも記憶に残りやすいとは

いえないという結果になった。しかし、アンケートに

よる結果では、本システムを用いた学習は教科書によ

る学習よりも楽しく学べ、学習意欲が向上する可能性

が示唆された。そのため、本システムは学習者に歴史

の学習意欲を向上させ、学習者自身に学習を促すとい

う使い道ができる可能性があることが分かった。 
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中等教育向け VR校外活動史跡学習コンテンツの制作と評価 
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VR 機器を利用した学習教材は臨場感と没入感から生徒の関心を引き，学習意欲を上げられる．VR の特徴

を生かし，移動することなく校外学習が可能なコンテンツとして，特別史跡「江戸城跡」をモデルとし

た VR 教材の制作を行った．本研究では制作過程におけるコンテンツの改善評価も含め，学校教育の現場

における最適な VR 教材の開発に関する考察を行った． 

キーワード:VR，学習コンテンツ，中等教育 

1. はじめに 

なぜ勉強をするのか．中学生や高校生の学習者

と交流をすると必ず耳にする言葉である．現在の

勉強が何に役立つのか分からない，日常生活にど

う関わっているのか分からない，このような疑問

によって学習意欲がそがれていると考えられる．

現在，学習者のこのような疑問を解決させる新た

な学習方法が求められると考えた．学校教育にお

ける学習者の学習意義は，教師の立場からも大き

な命題である．例えば，岡本（１）は理科嫌いの理

由のうち「なぜ理科を勉強するのか解らない」こ

とに焦点を当て考察している．他方，斎藤ら（２）

は，美術教科の学習意義について中学・大学生に

調査し，美術に関する技能ついて中学 2 年生は半

数以上が先天的能力であると考え，特に「デザイ

ンセンスは，学習で伸びない」と考えている生徒

が「学習で能力が伸びる」と考えている生徒より

も上回っていることを示していた．また，岡本（１）

は「日常生活に密着した科学教育」と「理科教育

が目指すものが何であるのか」の重要性を示し，

斎藤ら（２）は他教科と同様に美術の技能も「学習

と努力によって獲得できる」ことと「個々の資質

や発達の個別性」が重要であることを述べている．

つまり学習者自身に学習意義を実感させる必要

があり，これによって能動的な学習を生徒が行え

ると考えられる． 

他方，現代では学校教育における ICT 機器の活

用が進められ，電子黒板をはじめとする様々な機

器が学習に利用されている．多様なメディア教材

の提示が容易で，かつ追加書き込みや拡大縮小表

示など自由度があることから，授業へ積極的に活

用されるようになった．今野（３）は，今後の学校

教育で一人一台のタブレット端末導入環境に向

けた，教師への手立てについて，事例を挙げて解

説し，ICT を活用した近未来の授業設計について

考察している．ICT 機器を利用した学習は，活用

の余地がまだ多く存在し，授業形態の変革が期待

されている分野である．また，近年一般に VR

JSiSE Research Report 
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（Virtual Reality）技術が浸透し注目されてい

る．ICT 機器が導入されている昨今の教育現場に

おいても，VR で表現される仮想空間を活用すれ

ば新たな学びや，発見学習に有効と考えた． 

よって，本研究では VR 空間における校外活動

を想定し，教科教育に活用可能な史跡学習コンテ

ンツの開発とその効果について検証する． 

2. 研究目的 

坪谷らの先行研究（４）では VR を活用し離れた

学校間の地域学習と修学旅行を結びつける試み

を行っている．また，坪谷らの先行研究（５）では

「VR が今後あったら良いと思う分野」の問に多

数の学習者から「社会科」との回答を得，加えて

「VR によって興味，理解感を持った」ことが示

されていた．さらに柴田（６）は VR 活用を想定し

た 3D 映像による「社会科」授業で，2D 映像に比

べ，探求的な学習や協働学習が促進させるという

成果を示している．以上を踏まえ，本研究では

VR の持つ没入感や臨場感を生かし，かつ娯楽性

も考慮することにより，探索的に発見学習が行え

る中等教育社会科向け VR 学習コンテンツの開発

とその評価を行うことを目的とする． 

3. 研究方法 

本研究では，実際に皇居に赴き，特別史跡江戸

城を皇居東御苑入口から出口まで，一本のルート

として 360°カメラで連続撮影した．その後，撮

影素材をアドビ社製 Adobe Premiere Proと Adobe 

After Effects を使用し，映像編集を行った．完

成したコンテンツは都度 VR ゴーグルにて適宜評

価を取得し，これを繰り返しコンテンツの改良を

進めた．都度のコンテンツ評価は，完成毎に被験

者を募り VR 学習コンテンツを体験していただき，

アンケートにて評価を取得した． 

3.1 学習コンテンツ設定 

学習コンテンツは撮影条件の整った，特別史跡

「江戸城跡」をモデルとした．「江戸城跡」を選

択した理由は以下の２点である． 

第一に，日本史における近世の中核である江戸

時代を代表する中心地であり，中等教育における

日本史学習として数多くの学習ポイントがあり，

かつ，全国的に広く活用できる史跡である．また，

文科学省による中学校学習要領（社会編）には「諸

資料から歴史に関する様々な情報を効果的に調

べまとめる技能を身に付けるようにする．」(７)と

いう目標が記載されており，教科教育の観点から

も，広大な「江戸城跡」における VR 校外活動史

跡学習は有効であると考えられる． 

第二に，本研究を行うにあたり筆者の所属する

共立女子大学は「江戸城跡」（皇居）に最も近い

大学であり，徒歩数分で撮影フィールドに赴ける．

よって，詳細な事前調査や，継続的な撮影および

コンテンツ改良に向けた複数回の撮影が容易で

ある． 

3.2 コンテンツ（360°映像）撮影方法 

撮影にはリコー社製 360°カメラ THETA V を利

用した．また，映像は人の目線に合わせ自然に歩

いている360°風景を得るために以下のような工

夫をした． 

360°カメラは原理的に死角がないため，目線

に合わせて人が持って撮影をする場合，必ず撮影

者が映り込む．よって，撮影時は完成コンテンツ

から削除できる画像位置（映像の真下方向）に撮

影者が映るよう配慮した．このように撮影するた

めには，図１に示すように，頭上に 360°カメラ

を立て，両手で支えながら撮影を行う必要があり，

他方，カメラ支持三脚の高さ（20 ㎝）と 360°カ

メラ下部から撮影レンズまでの高さ（10 ㎝）を

合わせると約 30 ㎝ある．よって，頭上に乗せて

撮影し，かつ人の自然な目線の映像を得るには，

試行の結果から，高くとも撮影者の身長は 150cm

以下であるがことが望ましく，本研究では身長

148cm の協力者に撮影依頼をした． 
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3.3 コンテンツ制作 

特別史跡「江戸城跡」の撮影ルートを図 2 に示

す．スタートは大手門から入り，ゴールは平川門

として出る一本の道を撮影する．大手門から入り，

三の丸尚蔵館の前を通過し，その後同心番所の角

を曲がり，百人番所を抜けて二の丸雑木林を経由

して二の丸庭園内を散策する．汐見坂を上り，天

守台を一周した後本丸を横に石室を通過し，富士

見多聞の方へ向かい，中雀門を経て，最後に，平

川門から東御苑を抜ける．複数回の撮影テストを

経て，最終的に以上のルートを設定撮影し，コン

テンツ制作を実行した． 

映像コンテンツの制作段階は，原型となる１作

目(以下 Ver.１と表記する)と，１作目に改良を

加えた 2 作目(以下 Ver.2と表記する)，および 2

作目に改良を加えた 3 作目(以下 Ver.3 と表記す

る)の合計３つのコンテンツを評価ポイントとし，

その過程を比較評価可能なものとした． 

Ver.1 では，撮影者の削除の編集，および学習

ポイントの強調（テキストの明確化，効果音，BGM

の挿入）を行い教材の原型を整えるとともに，主

にモーション機能を活用し，視聴時に視点につら

れないテキスト配置と，学習に適した移動再生速

度の調整を行った． 

Ver.2 では，評価結果を参考に，視聴時の問題

を改善するために，映像の揺れの軽減，コンテン

ツ利用説明の追加，学習ポイントの整理と解説文

の精査を行った． 

Ver.3 では，複数回の評価結果を参考に，更な

る映像の揺れと移動再生速度の調整，解説テキス

トの配置とエフェクトの調整，皇居等の対象建築

物と解説文の同時視聴の最適化と移動ルートの

明確化を実行し完成版を制作した． 

3.4 コンテンツ評価概要 

コンテンツ評価は共立女子大学 2～4 年生（の

べ 42 名）を被験者とし，Ver.1～3 コンテンツを

VR ゴーグル（Oculus 社製 Oculus Quest および

Oculus Quest 2）を装着して視聴していただいた．

各コンテンツ視聴後に評価アンケート（30 項目 5

段階評定尺度および自由記述）を実施し，コンテ

ンツ評価を取得した．なお，評価アンケートの作

成は，坪谷らの先行研究(4)を参考に各項目を設計

した． 

Ver.1～3 の評価実施にあたり，各 Ver.が完成

後に個別に評価していただき，その後の改良に役

図 1 撮影者の撮影スタイル 

図 2 撮影ルートと皇居東御苑略図（8） 
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立てたデータと，Ver.1～3 すべてが完成したの

ちに，比較のために個々の Ver.ごとに評価して

いただいたデータとがある． 

4. 結果 

4.1 評価アンケートに対する因子分析結果 

コンテンツ評価アンケート 30 項目の回答に対

し，最尤法，プロマックス回転を用いて，因子分

析を行った．結果，当てはまりの悪い 6 つの質問

項目を抜き，スクリープロットを参照し 8 因子構

造で表 1 に示す最良な結果が得られた．なお，得

られた因子分析結果の累積寄与率は全分散の

53.0％であった． 

得られた因子を構成する各項目から判断し，第

一因子は VR によって起こる障害に関する項目の

ため「違和感」と命名，第二因子は実際に使用す

ることの検討に関する項目のため「実用性」と命

名，第三因子はこの学習によって得られるものに

関する項目のため「学習効果感」と命名，第四因

子は VR 教材の検討に関する項目のため「教材と

表 1：コンテンツ評価アンケートの因子分析結果 
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しての有効性」と命名，第五因子は VR の自由さ

に関する項目のため「娯楽性」と命名，第六因子

は映像の内容に関する項目のため「映像の適正

性」と命名，第七因子は教材の題材に使ったもの

への調査に関する項目のため「興味関心」と命名，

第八因子は見ている際の気持ちに関する項目の

ため「快適性」と命名した． 

表 1 の因子間相関より，「実用性」因子が他の

複数の因子と中程度の相関を示しており，かつ因

子内容から判断し，コンテンツを総合的に評価す

る最も重要な因子であると判断した． 

なお，因子を構成する各項目の因子負荷量が

0.5 以上のものを，因子代表項目と定め，以降の

分析では，各因子を構成する因子代表項目の回答

平均値を因子代表値と定める． 

4.2 Ver.1～3の各因子代表平均値の比較 

各因子が制作コンテンツ Ver.1～3 ごとにどの

ような違いがあるのか各因子代表値の平均を比

較する．Ver.1～3 コンテンツ別の因子代表値の

差が有意であるかを比較するために，分散分析を

行った．分散分析の結果有意であった因子に対し

てその後の検定として Tukey HSD法による多重比

較を行い，Ver.1～3 ごとの差異を検証した．結

果を図 3 に示す． 

分散分析の結果，有意な差を得られたのは「映

像の適正性」（Ver.1＝3.56，Ver.2＝4.14，Ver.3

＝3.96，：p＜0.05）と，「快適性」（Ver.1＝3.85，

Ver.2＝4.33，Ver.3＝4.21，：p＜0.05）であった． 

よって両因子に対し多重比較を行った結果，

「映像の適正性」は Ver.1（3.56）と Ver.2（4.14）

の差が有意（p＜0.05）であった．また，「快適性」

は（3.85）と Ver.2（4.33）の差が有意（p＜0.05）

であった． 

4.3 重回帰分析結果 

因子分析の結果，総合評価に値する「実用性」

因子と，学習における主観評価と判断できる「学

習効果感」因子を，従属変数と定め，両因子を規

定する要因を探るため重回帰分析（強制投入補）

を行った．結果を表 2 および表 3 に示す． 

4.3.1 「実用性」への規定因について 

表 2 の「実用性」を従属変数とした重回帰分析

結果から，Ver.1 の標準化係数を参照すると，「映

像の適正性」(β：0.400,p<0.05)が最も高く正の

規定因，次いで「娯楽性」(β：0.358,p<0.05) が

高く正の規定因を示した． 

Ver.2 の標準化係数を参照すると，「映像の適

図 3：評価アンケートによる Ver1-3 ごとの因子代表値の平均の比較 
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正性」(β：0.368,p<0.05)と「興味関心」(β：

0.357,p<0.05) が同程度に高く正の規定因を示

した． 

Ver.3 の標準化係数を参照すると，R2の値が有

意ではなく参考程度となるが，「映像の適正性」

(β ： 0.318,p>0.1) と 「 興 味 関 心 」 (β ：

0.290,p>0.1) が同程度に高く正の規定因を示し

た． 

以上より，「実用性」を向上させる重要な要因

は，Ver.1～3 ともに「映像の適正性」であり，

非 標 準 化 係 数 を 参 照 す る と Ver.1(B ：

0.376,p<0.05)と Ver.2(B：0.355,p<0.05)が同程

度に高く正の規定因を示した．また，Ver.2 と

Ver.3 で「映像の適正性」に次いで重要な要因で

あった「興味関心」の非標準化係数を参照すると，

Ver.2(B：0.325,p<0.05)が最も高く正の規定因を

示した． 

4.3.1 「学習効果感」への規定因について 

表 3 の「学習効果感」を従属変数とした重回帰

分析結果から，Ver.1の標準化係数を参照すると，

「興味関心」(β：0.384, p>0.1)と「娯楽性」(β：

0.328, p>0.1) が同程度に高く正の規定因を示

した． 

Ver.2 の標準化係数を参照すると，R2の値が有

意ではなく参考程度となるが，「映像の適正性」

(β：0.326,p>0.1)が最も高く正の規定因，次い

で「娯楽性」(β：0.249,p>0.1)と「興味関心」(β：

0.230,p>0.1) が同程度に高く正の規定因を示し

た． 

Ver.3 の標準化係数を参照すると，「違和感」

(β：-0.341,p<0.05)が負の規定意で，「娯楽性」

(β：0.337,p<0.05) が正の規定意で，どちらも

同程度の規定力を示した． 

以上より，「学習効果感」を向上させる重要な

要因は，Ver.1～3 ともに「娯楽性」であり，非

標準化係数を参照すると Ver.3(B：0.336,p<0.05)

が最も高く正の規定因を示した．他方，Ver.3 の

み「違和感」が高い規定力で「学習効果感」を下

げる負の規定意となったことから，「違和感」因

子も非標準化係数を参照すると，Ver.3(B：

-0.341,p<0.05)が最も高く負の規定因を示した． 

5. 考察 

4.2 の結果より，「映像の適正性」と「快適性」

は Ver.2（4.14）が最も高く，改良したはずの

表 2：実用性を従属変数とした重回帰分析結果 

表 3：学習効果感を従属変数とした重回帰分析結果 
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Ver.3 を上回っていた．また，グラフ１からも他

の因子で有意に Ver.3 がすぐれている点は見い

だせなかった．よって，Ver.3 へ施した改良は，

特段に効果的なものではなかったと考えられる． 

また，4.3 表 2 の結果から，「実用性」を向上

させる大きな要因は，「映像の適正性」であり，

これは Ver.1と Ver.2が Ver.3よりも優れていた

ことを示しており，Ver.3への改良で相対的に「映

像の適正性」が削がれたものと考えられる．また，

同規定因から「興味関心」が効果的に表現できて

いたコンテンツは Ver.2 であったことも分かっ

た． 

他方，4.3 表 3 の結果から，「学習効果感」を

向上させる大きな要因は「娯楽性」であり，これ

は Ver.3 がすぐれていたことを示している．ただ

し，同時に Ver.3 のみが「違和感」が高い負の規

定力を示し「学習効果感」を下げる要因があるこ

とから，Ver.3 への改良で「違和感」が生じたも

のと考えられる． 

以上の結果から，Ver.3 で施した改良の内，「映

像の適正性」が相対的にそがれた原因は，Ver.2

までの評価結果から，映像の揺れに関する気分の

悪さ等を改善した操作が行きすぎており，この編

集の重ねすぎにより必用最低限とされる揺れ具

合まで消してしまったものと考えられる．よって，

Ver.3のコンテンツに求められるのは適度なリア

リティさであったと考えられる． 

また，Ver.3 においては「娯楽性」が効果的に

「学習効果感」を向上していることから，楽しさ

を映像内に演出することも学習上重要であるこ

とがわかった．ただし，「実用性」向上の面から，

Ver.1 と Ver.2 より劣ってしまった「興味関心」

をうまく引き出す方策が必要である．よって，「娯

楽性」を担保しつつ「興味関心」を向上させる方

策として，ゲーム性をコンテンツに加えれば解決

できるのではないかと考えた．例えば，歩行ルー

トを選ぶ分岐選択肢の設定や，特定操作で建造物

の奥を透視できる仕組みなど，発見学習的であり

ゲーム性がある操作を追加すれば「実用性」およ

び「学習効果感」因子を向上させる要因になるも

のと考えられる． 

6. おわりに 

今後の研究課題としては，本研究で明らかとな

った改善策を実行し，Ver.4コンテンツを制作し，

更にコンテンツ評価と検証を行うことである．本

研究のようなコンテンツ開発では積み重ねを経

て，初めて実用的な教材が完成するものと考えら

れる．また，活用が見込めるコンテンツが出来た

のならば実評価試験として本来のターゲット層

である中学生に体験していただき，更に教育現場

における実用性を向上させることが必要と考え

られる． 
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誤答を含めた力学概念調査（FCI）の回答分析の試み 

近藤隆司*1, 後藤善友*2 

*1 大分大学理工学部，*2 別府大学短期大学部 

Attempt to analyze the answers of Force Concept Inventory 

including incorrect answers 

Ryuji Kondo*1, Yoshitomo Goto*2 

*1 Faculty of Science and Technology Oita University,*2 Beppu University Junior College 

 理工系学部初年度の講義で実施した，力学概念テスト（FCI）の報告である。正答に基づく主成分分析

では，主成分と誤概念カテゴリーとの相関は観察されなかったが，誤概念に相当する選択肢の選択回数

に対して局所線形埋め込み（LLE）を適用したところ，カテゴリーCI3 に依存した分布が見られた。 

キーワード: 力学概念調査, FCI, 誤概念，局所線形埋め込み，LLE 

1. はじめに 

力学分野の概念把握を調べる手法としては，力学概

念調査（FCI）がある(1)。これは定性的な問い 30 問で

構成されている。それぞれ 5 つの選択肢から選んで回

答し，正答以外の選択肢は力学現象に対する素朴な誤

概念を抽出するように工夫がなされている。D. 

Hestenes 等は，誤概念として 31 個のカテゴリーを示

しているが(2),その幾つかと対応する FCI における誤

答の選択肢を表１にあげる。この調査を初年次の「力

学」の講義の最終日に，117 名を対象として実施した。 

I1 
Impetus supplied by “hit” 

Inventory Item : 5CD, 11BC, 27D, 30BDE 

I3 

Impetus dissipation 

Inventory Item : 12CDE, 13ABC, 14E, 23D,  

 24CE, 27B 

AR1 
Greater mass implies greater force 

Inventory Item : 4AD, 15B, 16B, 28D 

AR2 
Most active agent produces greatest force 

Inventory Item : 15C, 16C, 28D 

CI3 
Last force to act determines motion 

Inventory Item : 8A, 9B, 21B, 23C 

2. 調査結果 

FCI 得点の平均値は 17.5 点であった。力学習得の準

備ができているとされる 60%（18 問）以上は 54 人，

概念を把握していると言われる 85%（26 問）以上は

10 人であった。図１に問いごとの選択の割合を幾つか

あげる。問４，問 13，問 15，問 30 は誤答の選択肢が

最多となった。当てはまるカテゴリは，問４の 4A は

AR1，問 13 の 13C は I3，問 15 の 15C は AR2，問 30

の 30E は I1 である。表 1 に示すように，4A と 15C

は作用反作用に関わる誤概念で，13C と 30E はインペ

タスといわれる誤概念と関連している。図２に FCI 総

得点と中間期末試験との相関をあげる。正の相関はあ

るものの，FCI の得点が 20 点付近を境にして分布に

違いが見られる。20 点以上では分布のばらつきが小さ

く，20 点以下では大きい。これは力学的な概念の把握

が不十分であっても通常の試験では高得点を得る場合

があることを示している。 

図 1 問いごとの各選択肢回答数 

表 1 誤概念のカテゴリーと対応する FCI 選択肢 
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3. 調査結果の解析 

FCI の各問いの得点を 30 次元のデータとして取り

扱い主成分分析を実施した。図 3 はその第 1 と第 2 主

成分による散布図である。FCI 総得点によって色分け

されている。 

 

図 3からは総得点と第 2主成分の関連は見ることが

できない。横軸に沿っての総得点の変化が顕著である。

また，誤概念のカテゴリーと第 2 主成分との関連も見

受けられなかった。FCI の特徴は工夫された誤答にあ

る。そうであるなら，誤答の選択の有り様によって学

生の類型評価を試みることも有意義と考え，誤答に基

づく分析を試みた。誤概念の 31 のカテゴリーごとに

選択数の和を集計し 31 次元のデータとして分析を実

施した。その結果単純な主成分分析では，先と同様に，

第 1 主成分は FCI 総得点と強く相関し，他の主成分と

関連する誤概念カテゴリーは見受けられなかったが，

局所線形埋め込み（LLE）を利用した方法では FCI 総

得点以外の指標の重要性を示す分布が得られた（図 4）。 

 

図 4 は LLE による散布図を FCI 総得点で色分けし

たものである。第 1 成分と総得点との間に相関があり，

また第 2 成分と関連して分布が上方に伸びている。 

図 4 の散布図をカテゴリーCI3 の選択肢の選択回数

（最大 4 回）で色分けしたものが図 5 で，これによる

と第 2 成分方向への分布の伸びはカテゴリーCI3 と関

連したものと推察される。CI3 にあたる誤答は図 1 に

おいて，8A，9B，21B，23C であり，これらを選択し

た学生がこの分布の要因となっていると思われる。以

上のことから，正解に限らず誤答を用いた類型評価も

可能ではないかと推測している。 

参 考 文 献  
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図 2 FCI 総得点と中間期末試験の相関 

図 3 FCI 得点の第 1 主成分と第２主成分 

図 4 LLE による誤概念選択数分析の散布図 

図 5 図 4 を CI3 カテゴリー得点数で色分け 
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複数シチュエーションでの MIF誤概念解消を目的とした 

学習手法の開発と評価 

石井 稜悟*1,仲林 清*2 

*1千葉工業大学大学院, *2千葉工業大学 

Development and Evaluation of Learning Method  

Intending to Resolve MIF-Misconception in Various Situations 

Ryogo ISHII *1, Kiyoshi NAKABAYASHI *2 

*1 Graduate School of Chiba Institute of Technology, *2 Chiba Institute of Technology 

「物体が運動をするとき，進行方向には力が働いている」と考える Motion Implies a Force （MIF）誤

概念は，高校物理学を学習済みの大学生にも多く確認される．このような学習者に対して，運動の第 2

法則（ma=F）が正しいという前提のもと，質量と加速度を正しく理解できれば，働いている力について

論理的に思考させることができると考えた．そこで MIF 誤概念解消を目的とした学習手法の開発を行

い，大学 3 年生 7 名に対して実験を行った．実験の結果，7 中 4 名の学習者は MIF 誤概念が確認される

3 つの問題（水平転がし問題，鉛直投げ上げ問題，斜め投射問題）すべてで進行方向に対する力の認識

が確認されなくなった．一方，残りの学習者は鉛直投げ上げ問題と斜め投射問題で誤答がみられた． 

キーワード: 物理学，誤概念，運動の法則，学習手法 

1. はじめに 

高校物理学を勉強する際，学習者が経験則に基づく

誤概念を所持している可能性に留意する必要がある．

経験則に基づく誤概念の具体例として，Clement が提

唱した「運動をする物体には運動の向きに常に力が働

いている」と考える Motion Implies a Force（MIF）

誤概念(1)や，質量の異なる二つの物体が互いに力を及

ぼし合うとき，質量の小さい物体が他の物体に及ぼす

力よりも，質量の大きい物体が他の物体に及ぼす力の

方が大きいという考えなどがある(2)．このような誤概

念の保持は，高校物理学の初学者だけでなく一度学習

をした高校生や大学生にも多くみられる(3)． 

このように校物理学を既習にも関わらず MIF 誤概

念を保持してしまう原因のひとつとして，従来の教育

が「力」というわかりにくい概念をあいまいに説明し

たまま問題を解かせようとしていることが考えられ

る．高校物理学の教科書では，まず，重力・張力・摩

擦力などの種々の力を学習した後に運動方程式の学習

を行う．運動方程式の説明では「力を加えると加速度

が生じる」という記述や，「運動方程式の問題を解答

する際には、力を最初に図に書き込むべき」というよ

うな記述がみられる(4)．また，学習指導要領でも力が

原因で運動が起きる，という考え方が示されている

(2)(5)．このように，正しく理解すること困難な力の概

念から問題を解かせようとすることが，学習のつまず

きや誤概念の保持の一因になっていると考えられる． 

そこで，本研究では学習者が正しく「力」を認識で

きるようにするために，質量や加速度，運動の法則と

いった学習者が理解しやすいものから確認を行い，そ

れらの知識を結び合わせて「力」の説明を行う授業を

設計した．この授業を映像教材として作成し，高校物

理学既習者の大学生を対象に学習効果についての調査

を行った． 

2. 先行研究と本研究の位置づけ 

MIF 誤概念の解消については，今日まで様々なアプ
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ローチで研究が行われてきた．学習者の力の把握に関

する誤りを物体の挙動へと反映することによって不自

然な運動のシミュレーションを生成する EBS を用い，

既知である現実での物体の運動と比較することでそれ

らの間の矛盾に気づかせ，学習者の誤りの修正を目的

とする研究(6)や，個々の具体的な素朴概念が心内に形

成される過程・根拠について，正しい科学的概念と共

にビデオで学習させる方法と素朴概念という一般的な

心理現象の存在をメタ認知的知識としてテキストで教

示する方法を用いた研究(7)，MIF 素朴概念を解消する

ために簡単で安価な振り子つき運動教材の開発を行い，

力の様子を可視化できる教材を用いた授業実践を行っ

た研究(8)などがある． 

先行研究ではシミュレーションやビデオ，教材を通

じ，正しい物体の運動あるいは現実とは異なる不自然

な運動を学習者に体験させ，MIF 誤概念を所持してい

た場合の解答と実際の物体の動きが異なることを示し，

学習者に思考させることで誤概念を払拭させようと試

みている．本研究では，力というあいまいな概念を理

解させるために，質量や加速度といった学習者が理解

しやすいものから運動の第 2 法則（ma=F）への結び

つけを行う学習手法を提案する．先行研究のように，

可視化された力を学習者に提示し矛盾に気が付かせよ

うとするのではなく，運動の第 2 法則（ma=F）が正

しいものであるということを前提に，質量と加速度か

ら論理的に力について考えさせることで，自身の持つ

誤った力の認識との矛盾を感じさせ，概念変化を起こ

させることを目的とする． 

3. 学習の設計 

3.1 学習手法 

本研究では力学分野の既習者を対象とするため，学

習者は運動の法則を既有知識として所持している．そ

こで，運動の第 2 法則（ma=F）をベースとして，これ

までに学習したことのある知識を用いて順序立てた説

明を行うことで，自身の間違い部分（MIF 誤概念の所

持）について気がつかせることができると考えた．例

えば，力について理解をしたい場合，力学を学習済み

の学習者は図 1 のように，質量と加速度について理解

をしていれば，運動の第 2 法則（ma=F）が正しいと

いう前提のもと，働いている力について論理的に考え

ることができる． 

そこで，質量と加速度についての確認をはじめに行

い，次に運動の法則に結びつけることで力についての

理解へとつなげる（自身の持つ誤った考えとの矛盾を

気が付かせる）学習を設計した．これは，力が原因で

運動が起きる，という考え方が示される場合がある従

来教育や，正しいあるいは現実とは異なる力を確認す

ることによって学習者の認識を正そうとする先行研究

とは逆のアプローチ方法となっている． 

 

 

図 1 運動方程式と力 

3.2 実験で扱う問題 

実験で扱う問題は，高校の力学の例題として多く出

題される「人が物体を手放したときの物体の運動」に

絞った．誤概念の保持を調査した先行研究(9)(10)(11)を参

考に，MIF 誤概念の所持が確認される 3 シチュエーシ

ョン（水平転がし，鉛直投げ上げ，斜め投射）の問題

を用意した．この問題は，本研究で作成した学習教材

の使用前後の MIF 保持状況の確認のため，事前・事後

問題として 2 度同じ問題を出題する．3 問題のうち，

水平転がし問題は後述する学習教材で解説する等速直

線運動に関するものであるが，鉛直投げ上げ問題と斜

め投射問題については学習内容に含まない転移課題と

なっている．これによって，本研究の学習教材で等速

直線運動のシチュエーションでの誤概念がみられなく

なった場合，解説を行っていない他のシチュエーショ

ンにも理解が転移するかを確認する．以下の各項で各

シチュエーション（床の摩擦，空気抵抗は考えない）

における誤概念の特徴を解説する． 

3.2.1 水平転がし問題 

物体を転がすと等速で転がり続けることは多くの学

習者が理解している．しかし，MIF 誤概念により物体

が転がり続けるからには力が働き続けているはずだと
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考える学習者が多い．問題例を図 2 に示す． 

 

 

図 2 水平転がし問題 

3.2.2 鉛直投げ上げ問題 

重力下の物体の投げ上げでは，物体が上昇している

間は重力に勝る上向きの力が働き，下降するのは上向

きの力が徐々に減少した結果，重力が勝って下向きに

力が働いていると MIF 誤概念を持つ学習者は考える

(11)．問題例を図 3 に示す． 

 

 

図 3 鉛直投げ上げ問題 

3.2.1 斜め投射問題 

斜め投射の問題では，水平転がしと鉛直投げ上げの

誤概念の特徴が合わさったものになる．MIF 誤概念を

持つ多くの学習者は物体の描く放物線に沿って力が働

いていると考えるが，水平方向に力が働いていると解

答する学習者も一部存在する(11)．問題例を図 4に示す． 

 

 

図 4 斜め投射問題 

3.2.2 評価の留意点 

物体に働く力の正誤評価として，水平転がし問題で

は物体の進行方向に働く力にのみ着目をする．水平転

がし問題の状態では，運動の第三法則（作用反作用の

法則）による力も問題内で確認されるが，運動の第三

法則（作用反作用の法則）は MIF 誤概念とは別の誤概

念の原因ともなっている（11）．このため，MIF 誤概念

のみに着目した本研究では，水平転がし問題では，重

力と床からの垂直抗力は対象とせず物体の進行方向に

働く力にのみ，鉛直投げ上げ問題と斜め投射問題に関

しては，学習者が物体に働いていると判断した力すべ

てを評価対象とした． 

3.3 学習教材の作成 

第 3章第 1節で述べた学習手法をもとに学習教材の

設計を行った．学習教材では，宇宙船が加速後，エン

ジンを止めて等速直線運動に移るという例を用いて，

質量や加速度，運動の法則の解説を行う．設計した学

習のステップを表 1 に示す． 

表 1 学習のステップ 

 学習内容 

ステップ 1 
これまでの学習と力学に関する内容

のおさらい 

ステップ 2 質量についての確認・理解 

ステップ 3 加速度についての確認・理解 

ステップ 4 
運動の第 1 法則，第 2 法則についての

確認・理解 

ステップ 5 力についての確認・理解 

 

ステップ 1 では，従来の高校物理学の教科書や参考

書ではどのように「力」が説明されているかを振り返

り，力学に関する知識の投げかけやおさらいを行った．

ステップ 2 では質量についての確認を行った．学習者

がすでに持つ知識を活用するため，従来の高校物理学

の質量に関する教育時に多く用いられる「同じ物体で

も地球と月で計ってみると重さが変わる」とう話を交

えながら説明を行った．重さと質量の違いを確認する

ことで，質量について正しく理解し，重さは「力」と

関係があると気がつかせる意図がある．ステップ 3 で

は加速度について確認を行った．はじめに加速度と速

度の違いについて確認し，等加速度運動と等速度運動

といった学習者が混同し間違えやすい部分に関しては

アニメーションを用いることで，学習者が運動の違い

について視覚的にわかりやすくなるよう工夫をした．

また，同時に重力加速度についても説明を行った．ス

テップ 4 では，運動の第 2 法則はこれまでに確認した

質量と加速度，そして最終的に理解をしたい「力」で

成り立たっていると確認を行う．その後運動の第 1 法

則（慣性の法則）の内容について確認し，運動の第 1
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法則が成り立つ場合は運動方程式（ma=F）において

F=0 であるともいえると説明を行う．そして最後のス

テップ 5 において，等速直線運動の例で，ステップ 2，

ステップ 3，ステップ 4 で理解した知識をひとつに結

び付けを行い，運動の法則を用いて働く力について考

える実例を行った． 

学習教材は PowerPoint を用いて作成し，スライド

に音声解説を付けて動画化した．動画再生時間は 13分

23 秒である．教材画面例を図 5，図 6，図 7 に示す． 

 

 

図 5 教材の画面例① 

 

 

図 6 教材の画面例② 

 

 

図 7 教材の画面例③ 

4. 実験概要 

この章では本研究における学習の流れおよび，提示

した問題について説明する．表 2 に学習の流れを示す． 

表 2 実験の流れ 

  

1 参加同意書を確認．これまでの物理学学習状況

についてのヒアリングに回答を行う． 

2 事前問題の解答を行う．（15 分） 

3 教材の動画を視聴する.（13 分 23 秒） 

4 確認問題の解答を行う．（15 分） 

5 事後問題の解答を行う．（15 分） 

6 事後アンケートに回答する． 

 

4.1 事前問題 

事前問題では，第 3 章第 2 節で説明を行った物体の

水平転がし（問題 1），鉛直投げ上げ（問題 2），斜め投

射（問題 3）の 3 シチュエーションついて計 3 題の問

題を提示し，それぞれの状態において物体に働く力と

大きさを表す矢印の記入とその理由の記述を行わせた．

事前問題の例を図 8 に示す．実際に提示した問題には，

文だけでなく図 2 が含まれている． 

 

 

図 8 事前問題の例 

4.2 確認問題・事後問題 

確認問題では学習者が映像教材視聴後に質量と加速

度について正しい理解をしているか確認するため，質

量について問う問題に加え，事前問題と同じシチュエ

ーション（水平転がし・鉛直投げ上げ・斜め投射）を
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用い，加速度や運動の状態を問う問題を出題した．確

認問題の例を表 3 に示す． 

事後問題は，事前問題と同一の問題を出題した．た

だし，問題の解答欄では図中への力を表す矢印の記入

とその理由の記述の他に，運動方程式の記入欄を追加

している． 

表 3 確認問題 

 確認問題 

水平転がし

（図 2） 

運動中の物体に加速度は生じている

か 

この物体の運動は何と呼ばれる法則

に対応しているか 

鉛直投げ 

上げ（図 3） 

各場面において，運動中の物体にはど

のような加速度が生じているか．向き

とその理由（説明）を述べよ． 

斜め投射 

（図 4） 

斜め投射された物体の運動を鉛直方

向と水平方向に分けたとき，鉛直方向

は鉛直投げ上げ運動と同じ運動であ

るとみなすことができる．一方，水平

方向はどのような運動とみなせるか． 

 

4.3 アンケート 

実験の最後に 2つの項目に関して 5 件法アンケート

を行った．1 つ目は，映像教材視聴前後の力学に関す

る知識の理解度について調査する項目である．この項

目に関しては，映像視聴前と視聴後の理解度ついての

回答をお願いした（1．理解していない ～ 5.とても理

解している）．2 つ目は，学習（実験）内容全体を通じ

て感じた印象について調査する項目である（1.とても

そう思わない ～ 5.とてもそう思う）． 

5. 実験結果 

情報系大学の必修物理学科目を受講した学部 3 年生

7 人を対象として，オンライン会議システム Zoom を

用いて実験を行った． 

5.1 事前問題 

事前問題の結果を表 5 に示す．学習者 C 以外の学習

者がすべてのシチュエーションにおいて物体の進行方

向に働く力を書き込んだ．学習者 C は，問題 1，問題

2，問題 3 のすべてで下向きの重力のみを正しく書き

込んでいた．しかし，事後問題で誤答していたため，

事前問題に関して事後にヒアリングを行ったところ，

運動の法則などを意識せずに，以前同じような問題で

不正解になった経験から進行方向の力を書き込まない

解答をしていたことがわかった．そのため，MIF 誤概

念の所持を不明と判断し，統計処理からは学習者 C を

除くこととした．この学習者については第 6 章の考察

で詳しく述べる． 

5.2 確認問題・事後問題 

事後問題の結果を表 6 に示す．学習者 A，D，E，F

の 4 名は確認問題を全問正解し，事後問題のすべての

シチュエーションで MIF 誤概念がみられなくなった．

残りの学習者 B，C，F の 3 名は，問題 2 と問題 3 で

誤答していた（学習者 F は問題 3 で，図への記入解答

は正答していたが，理由の記述では誤った解答をして

いたため，誤答と判断した）．確認問題については，学

習者 B は鉛直投げ上げに関する問題で誤答していた．

学習者 C は，水平転がしに関する問題で，この物体の

運動が対応する法則は何かという問いに対し，「慣性の

法則」ではなく「エネルギー保存則」と誤答し，鉛直

投げ上げに関する問題でも誤答していた．学習者 F は

確認問題を全問正答していた．これらの学習者の鉛直

投げ上げ確認問題と事後問題の解答の詳細を表 7 に示

す． 

表 5 事前問題の結果 

 MIF 誤概念不明 MIF 誤概念あり 

問題 1，2，3 学習者 C 
学習者

A,B,D,E,F,G 

 

表 6 事後問題の結果 

 MIF 誤概念なし MIF 誤概念あり 

問題 1 
学習者

A,B,C,D,E,F,G 
― 

問題 2，3 学習者 A,D,E,G 学習者 B,C,F 
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表 7 事後問題誤答者の解答詳細 

学習者 

位置 

B                          C                           F 

上昇・下降中   最高到達点   上昇・下降中   最高到達点   上昇・下降中   最高到達点 

問題2 
確認問題（加速度） 

事後問題（力） 

上＋下向き（注1） 上＋下向き       下向き        なし         下向き        下向き 

上＋下向き     上＋下向き       下向き    上下で釣合い（注2） 下向き     上下で釣合い 

問題3 事後問題（力） 上＋下向き     上＋下向き       下向き    上下で釣合い     下向き     上下で釣合い 

5.3 事前問題と事後問題の結果の比較 

事前問題の正答数と事後問題の正答数について，第

5章第 1 節で述べたように学習者 Cの結果を除いてウ

ィルコクソンの符号付き順位検定を行ったところ，

p=0.08＜0.1 で有意傾向があった．また，事前問題と

事後問題での MIF 誤概念所持人数についてフィッシ

ャーの直接確率検定を行ったところ，p=0.03＜0.05 で

有意差がみられた． 

5.4 アンケート結果 

学習教材視聴前後の理解度について，学習者 C を除

きウィルコクソンの符号付き順位検定を行った．結果

を表 8 に示す．加速度，運動の第 1 法則項目では 5%

水準で有意差があった．力，運動の第 2 法則項目では

p=0.06＜0.1 で有意傾向があった．質量項目では有意

差がみられなかった． 

学習内容の印象アンケートの結果を表 9 に示す．「映

像を通して学習内容を十分に理解できたか」という質

問に対し，全学習者が「4．そう思う」または「5．と

てもそう思う」と答え高い数値となっていた． 

しかし，この 2 つのアンケートについては，MIF 誤

概念がみられなくなった学習者群と誤答があった学習

者群の間に差はみられなかった．また，学習者 C の回

答は，表 8，表 9 に示すように，一部の項目を除いて，

事前・事後ともに他の学習者 6 名の平均値より低い数

値となっていた． 

 

 

表 8 学習教材視聴前後の力学の概念の 

理解度アンケート（5件法） 

 学習者 C を除く 

平均値 
学習者 C 

事前  事後  p 値 事前  事後 

質量       4.17  4.83  0.13 

加速度      2.50  4.33  0.03 

力        2.66  4.33  0.06 

運動の第 1 法則  2.50  4.00  0.03 

運動の第 2 法則  2.33  4.17  0.06 

3     4 

3     4 

2     4 

2     3 

2     4 

 

表 9学習内容の印象アンケート（5件法） 

 
学習者 C を 

除く平均値 
学習者 C  

映像を通して学習内容

を十分に理解できた 
4.50 4 

何が重要な内容か注意

して学習に取り組むこ

とができた 

4.50 3 

自分が何をどこまで理

解できているか確認し

ながら取り組むことが

できた 

4.17 2 

自分なりに学習した知

識を整理（まとめる）

ことができた 

4.33 3 

 

                                                                                                                               
（注 1）上＋下向きは，上向きと下向きの両方に加速度（力）が存在するという考えを示す． 
（注 2）上下で釣合いは，上向きと下向きの両方の力が存在しその力が釣り合っているため 0 となるという考えを示す． 
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6. 考察 

表 6 に示したように，水平転がし問題（問題 1）に

ついては，映像教材で等速直線運動のシチュエーショ

ンを用いて説明を行ったため，全学習者が事後問題で

進行方向の力を書き込まなかった．さらに，全学習者

の半数を超える 4 名の学習者は，転移問題である鉛直

投げ上げ問題（問題 2）と斜め投射問題（問題 3）でも

MIF 誤概念がみられなくなった． 

それ以外の学習者は，表 7 で示すように鉛直投げ上

げ問題と斜め投射問題で誤答箇所があった．ただ，学

習者ごとの誤答内容にばらつきはあるが，いずれの学

習者も，斜め投射問題で事前問題時に書き込んでいた

進行方向（放物線の接線方向）の力の書き込みが事後

問題では無くなっていた．また，学習者 F の最高到達

点の解答を除いて，加速度の向きが下なら力も下向き

と解答するなど，加速度の向きと力の向きの解答には

一貫性がみられた．これから，今回の加速度から力を

教える，という学習手法が，これらの学習者にもある

程度有効に働いたと考えられる．また，運動の鉛直投

げ上げ問題と斜め投射問題の誤答は，垂直方向におけ

る加速度の認識といった同一の要因によるものである

と考えられる． 

鉛直投げ上げ問題と斜め投射問題の事後問題の誤答

について，学習者 B は，上昇中，下降中，最高到達点

いずれの状態においても上向きの力（人が物体に与え

たという間違った力）と下向きの力（重力）の力が存

在すると解答していた．これは加速度の理解があいま

いで，水平方向での理解が垂直方向に転移していない

と思われる．学習者 C，F は，上昇中と下降中は下向

きの重力のみが働くと正しく解答していて，MIF 誤概

念がみられなくなっている．しかし，最高到達点では

上向きと下向きの両方の力が存在しその力が釣り合っ

ているため 0 となるという誤答をしていた． 

これから，等速直線運動の説明で得た知識を鉛直投

げ上げ問題と斜め投射問題に適応するときに，第一の

壁として水平方向で MIF 誤概念がみられなくなって

も，垂直方向に転移しないという問題，第二の壁とし

て最高到達点で速度が 0 の時に，加速度や力も 0 とな

ると考える誤概念があると考えられる． 

事前問題で MIF 誤概念に相当する進行方向の力を，

唯一書かなかった学習者 C について，その理由をヒア

リングしたところ，MIF 誤概念については知らず，運

動の法則なども意識はせずに，昔同じような問題で不

正解になった経験から進行方向の力を書き込まなかっ

たと回答をした．また学習教材内で慣性の法則につい

て解説を行ったが，水平転がし問題（等速直線運動に

関する問題）で，この運動に対応する法則を，慣性の

法則ではなくエネルギー保存則と解答していた．さら

に，表 8，表 9 のように，理解度アンケートの値も他

学習者より低かった．これから，この学習者は，法則

の意味をよく考えずに言葉や正答だけを暗記する学習

習慣が定着していて，実験では理解度の低いままに暗

記していた内容をただ当てはめていたと推測される．

このような学習者に対して，本研究のように基本法則

にさかのぼる学習を行うと，通常の MIF 誤概念だけで

なく，暗記で獲得していた不完全な知識が学習の阻害

要因となる可能性が示唆された． 

7. おわりに 

運動の第 2 法則（ma=F）が正しいものであるとい

うことを前提に，質量と加速度から論理的に力につい

て考えさせることで，自身の持つ誤った力の認識との

矛盾を感じさせ，概念変化を起こさせることを目的と

する教材を設計し，高校物理学を学習済みの大学生 7

名を対象として実験を行った．教材視聴前は，提示し

た問題（水平転がし，鉛直投げ上げ，斜め投射）すべ

てで MIF 誤概念の保持を確認した学習者が 6 名，MIF

誤概念の保持が不明であった学習者が 1 名という結果

だった．しかし，設計した教材を視聴させたところ，

7 名中 4 名の学習者が，教材視聴前と同一の問題すべ

てで MIF 誤概念が確認できなくなった．ただ，残りの

3 名の学習者については，部分的に学習効果はみられ

たものの，鉛直投げ上げ問題と斜め投射問題では誤答

する結果となった． 

今後の課題として，鉛直投げ上げ問題における物体

の加速度を正しく認識させるための工夫や，最高到達

点で加速度や力が 0 と考える学習者への対応が挙げら

れる．また，学習者 C のように，暗記で不完全な知識

を保持している学習者に対しては，従来から知られて

いる MIF 誤概念とは異なる対処が必要と考えられる． 
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アナロジーと操作を活用したメンタルローテーション能力 

向上のための学習支援システム 
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メンタルローテーション能力を鍛える際は操作を伴った学習を繰り返し行うことが重要であると言われ

る．そこで本稿では操作を伴った学習であっても短時間で行えることを目的とした，操作とアナロジー

を組み合わせたメンタルローテーション能力向上のためのシステムを提案する．本研究ではインタフェ

ースや操作方法の異なるシステムを用いた比較検証と，その結果を受けて選定した提案システムを用い

た学習効果の検証を行った．  

キーワード:メンタルローテーション，Augmented Reality，Virtual Reality，操作 

1. はじめに 

人間にとって本質的な能力の 1 つとしてメンタルロ

ーテーション能力が挙げられる[1]．この能力を鍛える

際は，3 次元物体を用いた操作を伴う学習を行うこと

が重要である[2]．しかし，従来では操作を伴わない学

習方法が多く取られてきた． 

そこで中野らは ICT技術を活用することで，操作を

伴うメンタルローテーション能力向上のための学習支

援システムを実現した[2]．中野らのシステムでは立方

体の形をした AR マーカを使用し，それを手に持って

移動・回転操作することができる．実験の結果，正答

率の向上といった部分的な学習効果が確認されたが，

操作を伴う学習により学習時間が長くなる傾向が見ら

れた．また，メンタルローテーション能力は繰り返し

の学習により身につけることができると考えられてい

る[1]．そのため，操作を伴う学習であっても短時間で

効率的な学習を行えることが重要である． 

そこで本研究では，アナロジーとメンタルローテー

ションの関係に着目した。頭部を使用したアナロジー

により，メンタルローテーションの問題の正答率や反

応時間の短縮効果が現れることが確認されている[3]．

そのため，アナロジーを組み合わせることで操作を伴

う学習であっても短時間で効率よく学習することが可

能になると考えた．しかし，アナロジーと操作は単体

で使用した場合の有効性は分かっているが，組み合わ

せた場合の効果については明らかになっていない．ま

た，メンタルローテーション能力を鍛える際に適した

操作方法やインタフェースも不明瞭である．本稿では

そのような点を明らかにするため，インタフェースや

操作方法の異なる，アナロジーと操作を活用した 3種

類のメンタルローテーション能力向上のための学習支

援システムを開発し，比較検証を行った．そして得ら

れた結果から提案システムを選定し，学習効果の検証

を行った． 

2. インタフェースや操作方法の異なる 3 シ

ステム 

本研究では頭部を利用したアナロジーにより，メン

タルローテーションの問題にどのような影響が現れる

か検証するために，インタフェースや操作方法の異な

JSiSE Research Report 
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る 3種類のシステムを作成した．以下，各システムを

ジャイロセンサ型システム，AR型システム，VR型シ

ステムとする．本章では各システムの特徴について述

べる． 

2.1 ジャイロセンサ型システム 

図 1にジャイロセンサ型システムの使用時の外観を，

図 2 にシステム画面をそれぞれ示す．本システムは

HMD コントローラとモニターから構成される．使用

するコントローラにはジャイロセンサ機能が搭載され

ており，コントローラの角度情報を取得することがで

きる．取得した角度情報は画面上に表示される仮想図

形の角度と対応付けされており，これによりコントロ

ーラを用いた図形の操作を実現している． 

 

 

図 1 ジャイロセンサ型システム使用時の外観 

 

 

図 2 ジャイロセンサ型システムのシステム画面 

2.2 AR 型システム 

図 3に AR型システム使用時の外観を，図 4にシス

テム画面をそれぞれ示す．本システムはスマートフォ

ンと AR マーカから構成され，学習者は AR マーカを

用いた操作やタップ入力により学習を進める．AR マ

ーカは実物を用いて操作を行っている感覚が得られる

よう，6 枚のマーカを組み合わせて立方体の形にし，

手に持って動かせるようにしている． ARマーカをス

マートフォンのカメラを用いて認識することで，画面

上に仮想図形を表示することができる．また，表示さ

れる図形はマーカの位置・角度情報と対応付けされて

おり，マーカに対して行った動作が反映される．これ

によりマーカを通した図形の操作を実現している． 

 

 

図 3 AR 型システム使用時の外観 

 

 

図 4 AR 型システムのシステム画面 

2.3 VR 型システム 

図 5に VR型システムの使用時の外観を，図 6にシ

ステム画面をそれぞれ示す．本システムは HMD と

HMDコントローラから構成される．学習者は HMDを  

 

 

図 5 VR 型システム使用時の外観 
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図 6 VR 型システムのシステム画面 

 

かぶり，HMD のディスプレイ上に表示される仮想現

実空間内で問題の解答及び操作を伴う図形の観察を行

う．HMD とコントローラにはジャイロセンサや加速

度センサといった機能が搭載されており，これにより

両インタフェースの位置・角度情報を取得することが

できる．取得した情報をもとに観察画面を構築するこ

とで，学習者は HMD のディスプレイ上に表示される

映像を見ながら，コントローラを用いて仮想図形の操

作を行うことができる．  

3. 3 システムの比較による検証実験 

本実験は 2章で紹介した 3システムにおいて，アナ

ロジーと操作を活用した学習がメンタルローテーショ

ンに対してどのような影響を与えるかを検証するため

に実施した．  

被験者は理系の大学生・大学院生とし，ジャイロセ

ンサ型システムが 8名，AR型システムが 6名，VR型

システムが 7名とした．検証ではまずシステムの使用

方法について説明を行った後，アナロジー有りのメン

タルローテーションの問題を 30 問使用して学習を行

ってもらった．その後，アナロジー無しの問題を 30問

使用して学習をしてもらった後，提案システム選定の

ために事後アンケートとして各システムを使用した際

の操作性等について回答してもらった．  

表 1に各システムを使用して学習を行った際の平均

正答率と解答時間の結果を示す．表内の「/」で区切ら

れた数字のうち，前の値がアナロジーを使用した場合

の，後の値がアナロジーを使用しなかった場合の結果

を示している．また，アナロジー有りと無しの結果に

対して有意水準 5%で t 検定を行った際の p 値が 0.05

未満の場合は有意差が見られたとして「◎」，0.05以上 

表 1 アナロジー有・無の結果と有意差の有無 

項目 ジャイロ

センサ型 

AR型 VR型 

平均 

正答率(%) 

(90 / 88) 

✕ 

(98 / 91) 

◎ 

(91 / 83) 

◯ 

平均解答

時間(秒) 

(7.7 / 9.4) 

◯ 

(6.9 / 8.5) 

◯ 

(8.1 / 11.2) 

◎ 

 

0.1未満の場合は優位傾向として「○」，それ以上の場

合は有意差無しとして「✕」とした． 

ジャイロセンサ型システムについては平均正答率

に有意差は見られなかったが，平均解答時間に優位傾

向が確認された．このことから，アナロジーがメンタ

ルローテーションの速さに対して影響を及ぼしている

可能性が確認された．AR 型システムについては平均

正答率に有意差が見られ，平均解答時間については優

位傾向が確認された．そのため，アナロジーがメンタ

ルローテーションの正確性や速さに影響を及ぼしてい

るのではないかと考えられる．また， 2次元上での学

習に関しても先行研究同様，アナロジーによる影響が

現れることが示唆された．VR 型システムについては

平均正答率に優位傾向が確認され，平均解答時間には

有意差が見られた．このことから，アナロジーがメン

タルローテーションの正確性や速さに影響を及ぼして

いる可能性があることが確認された．また 2次元のみ

ならず 3 次元上での学習においても，先行研究同様に

アナロジーによる影響が現れる可能性が示唆された．

全体的な結果としては，ジャイロセンサ型システムの

平均正答率以外の全項目において優位傾向以上が確認

されたことから，インタフェースや操作方法に関わら

ずアナロジーがメンタルローテーションに対して影響

を及ぼすのではないかと考えられる． 

表 2に各システムにおける操作を伴う観察画面での

一問あたりの平均所要時間を示す．表内の「/」で区切

られた数字は表 1 同様にアナロジー有りと無しの結果

を示している．得られた結果に対して有意水準 5%で t

検定を実施した結果，各システムとも有意差は見られ

なかった．これは各被験者が図形の観察を丁寧に行っ

たためであると考えられる．表 1の結果を合わせて考

えると，アナロジーによる効果は問題画面では有効で

あり，操作を伴う観察画面ではあまり有効ではないと 
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表 2 観察画面での一問あたりの平均所要時間 

項目 ジャイロ

センサ型 

AR型 VR型 

平均所要

時間(秒) 

(12.3/15.1) (14.3/17.9) (25.1/20.8) 

 

考えられる． 

提案システム選定のために実施した事後アンケート

では，ジャイロセンサ型システムが最も使いやすいと

いう結果が得られた．また，AR型システムについては

「操作時に AR マーカに指がかかり，認識が途切れる

事があった」，VR型システムについては「学習時に酔

いを感じる」といった否定的な意見が見られた．メン

タルローテーション能力を鍛える際は繰り返しの学習

が重要である(1)．そのため，長期間の学習を考えた際

に，ジャイロセンサ型システムが最も適していると考

え，提案システムとして選定し，以降の学習効果検証

を実施した． 

4. 提案システムを用いた学習効果検証 

本実験は，提案システムであるジャイロセンサ型シ

ステムを用いて学習を行うことで，メンタルローテー

ション能力向上のための学習が行えるか検証するため

に実施した．被験者は理系の大学生・大学院生の 12名

とし，12名を 4人ずつの 3グループに分けて実験を行

った．グループ分けは，アナロジーを使用して学習を

行うグループ 1，アナロジーを使用せずに学習を行う

グループ 2，学習者の解答状況に応じてアナロジーの

有無が切り替わるグループ 3とした．グループ 3につ

いては問題開始時点ではアナロジー有りの状態で始ま

り，指定した問題数連続で正解した場合，アナロジー

無しの状態に切り替わる．その状態で間違えた場合，

再度アナロジー有りの状態へと移行する． 

検証ではシステムの使用方法について説明を行い，

説明終了後に全ての被験者に事前テストとして共通の

問題を 30問解答してもらった．そして各グループに割

り当てられた方法で，共通の問題を 30問使用して学習

を行ってもらった後，事前テストと同じ問題を事後テ

ストとして 30問解答してもらった．  

表 3に各グループにおける事前・事後テストの平均

解答時間と平均正答率の結果を示す．表内の「/」で区

切られた数字の前の値が平均解答時間を，後の値が平

均正答率を表している．各グループ間で得られた結果

に対して有意水準 5%で t検定を実施したところ，全グ

ループにおいて平均解答時間，正答率に有意差は見ら

れなかった．しかし，メンタルローテーション能力を

鍛える際は繰り返しの学習を行うことが重要であると

考えられている(1)．また，有意差は見られなかったが，

全グループとも平均解答時間，正答率は向上していた．

そのため，長期間システムを用いて学習を行った場合，

有効性が示される可能性が考えられる． 

 

表 3 各グループの平均解答時間と平均正答率の結果 

グループ 事前テスト 事後テスト 

1 8.7秒/88% 8.3秒/90% 

2 7.7秒/83.4% 7.3秒/90.8% 

3 11.7秒/88.3% 9.9秒/92.5% 

5. おわりに 

本研究ではアナロジーと操作を組み合わせた学習が

メンタルローテーションに及ぼす影響の比較検証と提

案システムを用いた学習効果の検証を行った．実験の

結果から各システムでの操作を伴う学習においてアナ

ロジーが影響を及ぼすことと，提案システムを使用す

ることでメンタルローテーション能力向上のための学

習が行える可能性が示唆された．今後の課題として，

アナロジーのみを使用し検証実験を実施するといった，

実験条件の見直しなどが挙げられる． 
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一次方程式の解放を題材とした 

「教えることにより学ぶ」学習支援システムに関する研究 
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Learning Support System based on  

"Learning by Teaching" for Linear Equations 

Mizuki KAJIOKA*1, Yukihiro MATSUBARA*1, Noriyuki IWANE*1and Masaru OKAMOTO*1 
*1 Graduate School of Information Sciences, Hiroshima City University 

本研究では，一次方程式の解法手順をユーザが対話的に「教える」システムを開発する．システムは一

次方程式に対する操作を提案し，ユーザはそれに対するフィードバックを行う．システムはフィードバ

ックを基に学習して新たな操作を提案する．システムの学習精度をシミュレーションした結果，適切な

操作を必ず操作候補の中に含むことを確認した．意識調査では，システムの使用前後で一次方程式の解

法に対する意識の変化を確認した．  

キーワード:Learning by Teaching，ITS，人工知能，一次方程式 

1. はじめに 

「教えることにより学ぶ」という学習形態は古くか

ら提唱されている(1)．近年，この形態の学習支援システ

ムに人工知能を実装したものが開発されてきた．その

いずれもが teachable agent と呼ばれる擬似的な学習者

を実装し，学習者が対話的に教授できる機能を有して

いる． 

この学習形態の学習支援システムの学習効果の向上

には様々なアプローチがなされている．Matsudaらは，

SimStudent と呼ばれる擬似的な学習者を開発し，それ

を実装した APLUS と呼ばれる「教えることにより学

ぶ」学習形態の学習支援システムを開発し，学習効果

の調査を行った(2)．このアプローチでは，ユーザに問題

の解き方を支援するより，問題の教え方を支援する方

が，学習効果が高いことを示している．この他にも様々

なアプローチで「教えることにより学ぶ」学習形態の

学習支援システムがあり，その学習効果が期待されて

いる． 

そこで本稿では，「教えることにより学ぶ」を志向し

た学習支援システムでユーザがどのように学習するの

かを調査するためのシステムの開発をする．題材とし

ては一次方程式の解法手順を用いる．シミュレーショ

ンでは，一括に大量の問題を学習した後にどの程度シ

ステムが学習できたかを確認した．また，ユーザがシ

ステムに「教える」ことを通して一次方程式の解法に

対する意識の変化について調査した． 

2. 提案システム 

提案システムは，ユーザがシステムにインタラクテ

ィブに一次方程式の解放手順を教授するシステムであ

る．図 1にシステム構成を示す．また，システムの UI

画面を図 2に示す．図 1より，システムは方程式部が

問題情報データベース（以下，データベースを DB と

略記）にある 36 パターンの問題からランダムに選択

し，方程式表示部が図 2の方程式表示部分に表示する．

その表示された方程式に対応した操作をシステムが一

般化知識 DB の情報を元にシステム操作選択部で選択

し，その選択結果をチャット表示部がチャット表示画

面に出力を行う．図 2のチャット表示画面より，シス

テムからの情報はチャット表示画面の左側に白い背景 
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図 1 システム構成図 

 

で表示する．本稿で使用する操作は，「左辺のカッコを

計算する」や「2を右辺に移項する」など 18個を基本

操作 DB に実装し，各操作選択部から呼び出す．実装

した操作は，「左辺から右辺に移項する際に符号を変え

ずに移項する」などの間違えた操作で間違えた解答に

到達するような操作は実装していない．ユーザは，シ

ステムが選択した操作に対して回答を図 2の操作選択

部分から行う．ここで提示される操作選択部の表示例

を図 3に示す．ユーザはシステムが選択した操作が正

しいと判断した場合は，操作選択部で「AIの言うとお

り」という操作を選択してシステムに選択した操作が

正しいことを教授する．システムが選択した操作が間

違っていると判断した場合は，ユーザが正しいと思う

操作を選択してシステムに教授する．操作が決定した

ら計算部で計算を行い，計算結果を方程式表示部から

画面に表示し，ユーザが選択した操作をチャット表示

画面に表示する．ユーザが選択した情報は，チャット

表画面の右側に緑色の背景で表示する．また，計算前

の方程式とその時に選択した操作を用いてシステム学

習部でシステムが学習を行う． 

システムの学習は，方程式の状態を表現する属性表

現と知識の一般化で実装する．まず，システム学習部

の知識表現部で現在の方程式の状態を左辺右辺それぞ

れ 75個の属性で表現する．システムに実装した属性の

一部を表 1に示す．属性は，辺全体に関する属性と 1 

 
図 2 システムの UI 画面 

 

 
図 3 操作選択部分の表示例 

 

表 1 属性例 

 属性内容 属性値 

辺全体に 

関する属性 

項の個数 数値 

一次項の個数

が 1 

1または 0 

辺にカッコが

ある 

1または 0 

1つの項に 

着目した属性 

その項が一次

項か 

1または 0 

項の値が正の

値か 

1または 0 

カッコの中か 1または 0 

 

つの項に着目した属性で方程式を表現する．表 1の属

性値は属性内容を満たす数値がそのまま入るものと，

属性内容を満たす場合は 1，それ以外は 0 が入るもの

がある．このようにして方程式を属性表現したものと

適応した操作のセットを知識情報として知識情報 DB

に保存する．知識情報 DB に保存されたデータを基に

一般化部が一般化を行い，そのデータを一般化知識DB  

ユーザ

チャット表示部

計算部

方程式表示部

問題情報DB

方程式管理部

システム操作選択部

ユーザ操作選択部

基本操作DB

操作管理部

システム学習部

知識表現部 知識情報DB 一般化部

一般化情報DB

方程式表示部分 チャット表示部分

問題操作部分 操作選択部分
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表 2  学習前の操作選択例 

方程式 システムの選択 ユーザの選択 

3𝑥 − 4 = 2 3𝑥を右辺に移項 -4を右辺に移項 

3𝑥 = 2 + 4 3𝑥を右辺に移項 
右辺の定数項の

合成 

3𝑥 = 6 両辺に-1をかける 
両辺を 3で割り 

終了 

 

表 3  学習後の操作選択例 

方程式 システムの選択 ユーザの選択 

4𝑥 + 3 = 8 3を右辺に移項 AIの言う通り 

4𝑥 = 8 − 3 
右辺の定数項の 

合成 
AIの言う通り 

4𝑥 = 5 
両辺を 4で割り 

終了 
AIの言う通り 

 

に保存する．一般化は，ある操作に対する知識情報が

複数ある場合，そのすべての条件部で共通している条

件を抽出し，それをこの操作の条件部としたものを一

般化知識とする方法を用いた．このようにすることで

操作をどのような条件が揃えば使用するかを操作の適

応条件以外にユーザの特徴を学習できるようにした．

そして新たに計算後の方程式に対応した操作をシステ

ム操作選択部が選択し，チャット表示画面に表示する．

このようにして方程式をシステムに解かせていく．解

答が終了した時は問題操作部分で次の問題に移行する．

そして複数の問題をシステムに解かせて解法手順を教

授していく．表 2，3に実際に提案システム使用時に，

表示されている方程式に対して操作の選択例を示す．

表 2は，システムが解法手順を学習する前の様子を示

す．表 3は，ランダムに選ばれた 40問を学習した後の

様子を示す．表 2では，ユーザはシステムの選択した

操作が間違っていると判断し，異なる操作を選択し教

授している．表 3では，ユーザはシステムの選択が正

しいと判断しシステムの選択が正しいことを教授して

いる．このようにしてシステムの選択が，ユーザが教

授したものと同じものになるまで教授していく． 

3. シミュレーション 

提案システムが，一次方程式の解法操作を知識表現 

表 4  シミュレーション結果 

 （1） （2） 

パターン 1 1.00 1.10 

パターン 2 1.00 1.11 

パターン 3 1.00 1.01 

パターン 4 1.00 1.00 

 

と一般化を用いて学習できるかをシミュレーションに

より確認した．シミュレーションは，同じ問題を用い

て教授する時に，適応する操作の順番に差をつけて行

った．操作の差は変数項と定数項（項の合成が変数項

と定数項同時にできる場合にどちらを優先して使用す

るのか）の差と，項の移項と合成（変数項が合成可能

な時にまだ他の辺に変数項がある場合に先に合成する

のかと，移項してまとめて合成するのか）の差である．

それぞれの差を以下のパターン 

•パターン 1：変数項，合成優先 

•パターン 2：変数項，移項優先 

•パターン 3：定数項，合成優先 

•パターン 4：定数項，移項優先 

で教授した時，システムが問題に操作を適応させるた

びに，（1）必要な操作をシステムが選択できるか，（2）

不必要な操作も選択していないかについて調べた．（1）

は方程式に操作を適応する度に必要な操作を選択して

いる確率，（2）は操作を適応する度にシステムが選択

した操作数の平均を調べ，結果を表 4に示す．表 4の

（1）より，すべてのパターンで値が 1となっているこ

とから必要な操作を選択していることがわかる．また

（2）より全てのパターンで値が 1に近いことから，適

応する操作に差をつけてもシステムからの提案をある

程度 1つに絞れていることがわかる．以上よりシステ

ムが教授された内容を学習した結果，必要な操作を教

授された内容まで学習して，選択する様子を確認する

ことができた． 

4. 意識調査実験 

本実験は，ユーザが提案システムを用いて学習を進

めることで「教える」という行為から方程式解法に対

する意識の変化を検証した．被験者は理系大学生，大

学院生 15名とし，提案システムを用いて学習を行い方  
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図 4 平均操作数 

 

 
図 5 Q2 から Q5 のアンケート結果 

 

程式に対する知識の状況やシステムを使用した感想に

ついて回答させた．実験は事前テスト，事前アンケー

ト，提案システムを用いた学習，事後テスト，事後ア

ンケートの流れで行った．被験者に，事前，事後テス

トとしてシステムで作成する 36パターンの問題から 6

問選択して「なるべく詳細に」と条件を付けた状態で

回答させた．条件は，被験者に方程式の解法手順を細

かく示させて，システムを使用する前後で無意識のう

ちに省略している操作を確認するために追加した．そ

して方程式を解答する際に考えていることなどを確認

するためのアンケートを行った． その後，提案システ

ムを用いてシステムに方程式の解法手順を教授させる．

事前テストと同じパターンで数値が異なる問題を 6問

解答させた．そして，事前アンケートと同様の内容の

質問とシステムを使った感想などに関する内容を追加

した事後アンケートに回答させた． 

事前，事後テストでの操作適応回数の平均を図 4に

示す．図 4から全ての問題において操作適応回数が増

加したことが確認できる．よって操作数が増加したこ

とから，被験者が無意識に省略している操作をシステ

ムに「教える」ことを通して省略させない様にするこ

とができること考えられる．また図 5にアンケート結

果の一部を示す．ここで示すのは，方程式を解く際の

意識について 5段階（すごく当てはまる：5，当てはま

らない：1）で回答させものを示す．図 5から Q2（変

数項の数をどの程度気にしながら解きますか）と Q3

（定数項の数をどの程度気にしながら解きますか）で

は有意水準 5%で差が確認できた．すなわち，提案シス

テムを用いて「教える」ことを行うと変数項と定数項

の数に対しての意識を変えることができたと考えられ

る． 

5. おわりに 

本稿では，ユーザがシステムにインタラクティブに

一次方程式の解放手順を教授するシステムの開発を行

った．システムの学習は方程式を 150個の属性で表現

する知識表現とその知識を一般化することで実装した．

また，システムの学習精度を確認するためのシミュレ

ーションを行った．シミュレーションは，方程式の解

法を教授する順番に差をつけて行った．結果より，シ

ステムが必要な操作を教授された手順の差まで選択す

るように学習することを確認した．さらに，システム

を用いることで方程式に対する意識に変化あるのかを

確認するための意識調査実験を行った．テストの結果，

無意識に省略している操作を省略させないようにでき

ることがわかった．また，アンケートの結果から提案

システムを用いることで方程式解法に対する意識に変

化を見ることができた．提案システムでは，方程式の

解法に対する方針などの意識を変化させることが今後

の課題として挙げられる． 
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CNNを用いた音高想起時の脳波デコーディングの試み 
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Attempt of EEG Decoding When Recalling Pitch Using CNN 
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In recent years, research on a technique called brain decoding has been actively conducted. The data 
obtained by measuring brain activity is thought to be the conversion of human mental states and 
thoughts into codes. Therefore, attempts have been made to clarify a human mental state and 
thoughts by decoding the data obtained by measuring brain activity. This attempt is called brain 
decoding. Brain decoding attempts have been made for various tasks, but much has not been clarified 
for the task of recalling sound. Therefore, in this study, we measured the electroencephalogram 
(EEG) when recalling sounds with different pitches. In addition, we applied the obtained data to a 
convolutional neural network to verify whether it is possible to identify the recalled pitches. 

キーワード: ブレイン・デコーディング，脳波，音高，想起，CNN 

1. 研究背景 

1.1 ブレイン・デコーディング 

近年，ブレイン・デコーディングと呼ばれる技術の

研究が盛んに行われている．脳活動を計測して得られ

たデータは，人の精神状態や思考がコード化されたも

のであると考えられている．そのため，脳活動を計測

して得られたデータをデコーディングすることで人の

精神状態や思考を明らかにしようする試みがなされて

いる．この試みをブレイン・デコーディングと呼ぶ（図

1）．ブレイン・デコーディングに関する研究事例とし

て，睡眠中の脳活動データを解読することで，見てい

る夢の内容を明らかにする研究や(1)，映像を見ている

ときの脳活動データを解読することで，映像を見て感

じた内容を言語化する研究などが挙げられる(2)． 

 

 

図 1 ブレイン・デコーディング 

1.2 脳と音楽 

聴取した音楽を脳内で処理するときには，聴覚野が

深く関係している．聴覚野は一次聴覚野，二次聴覚野，

三次聴覚野に分けられる．一次聴覚野は音圧や音高，

音色などの音を構成する要素の認識に関係していると

考えられており，二次聴覚野はリズム，メロディ，ハ

ーモニーなどの音楽を構成する要素の認識に関係して

いると考えられている．そして，三次聴覚野は音楽の

全てを統合する処理を行なっていると考えられている

(3)．音楽に関する処理については一般的に脳の右半球
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が優位となることが多い(4)．また，楽曲の想起時にお

いて運動前野が活性化した事例が報告されている(5)．

ただし，実施する課題の内容や被験者の違いによって

異なる結果が得られることもあり，音楽に関する脳内

の働きは明確にはなっていない． 

聴取した音の音高の違いが脳波に与える影響につい

て検証を行なっている研究が存在する(6)．この研究で

は，110，220，440，880，1760[Hz]の周波数の純音を

聴取しているときの脳波に含まれるα波（8~13[Hz]），

β波（14~30[Hz]），θ波（4~7[Hz]）について分析を

行なっている．結果として，α波の総和とβ波の総和

の比について有意差があること，440[Hz]においてα

波，β波，θ波のパワーが低下する傾向があること，

脳の右半球と左半球を比較するとβ波において有意差

があることが明らかになった． 

1.3 脳波と CNN 

脳波を識別する際に深層学習を活用する試みが近年

では活発に行われている．通常，脳波を解析し識別を

行うためには専門的知識や経験が必要とされる．その

ため，深層学習を用いることで，専門的知識や経験が

なくとも脳波を識別できるようになることが期待され

ている．ここでは，CNN（畳み込みニューラルネット

ワーク）を用いて脳波の識別を行なっている研究につ

いて説明する．なお，CNNは主に画像認識の分野で用

いられる深層学習の一種である．先行研究として，4つ
の異なる思考を行なっているときの脳波を画像化し，

CNN を用いて識別を行なっている研究が存在する(7)．

この研究では，「利き腕を動かす」，「計算する」，「回転

する 3次元物体を想像する」，「食べ物を食べる」とい

う 4つのイメージを被験者に行ってもらい，そのとき

の脳波を計測している．そして，脳波に対してウェー

ブレット変換を施し得られた画像を CNN の入力デー

タとして使用している．結果として，40.4%の平均識別
率が得られた． 

2. 研究目的 

ブレイン・デコーディングは様々な課題遂行時の脳

活動データに対して行われているが，音を想起したと

きのブレイン・デコーディングについては明らかにな

っていない点が多く存在している．そこで，本研究で

は音高の異なる音を想起したときの脳波を計測し，得

られたデータを CNN に入力することで，被験者がど

の音高を想起していたのか識別することが可能かどう

かの検証を行なった（図 2）． 

 

 

図 2 音高想起時の脳波デコーディング 

3. 研究の意義 

本研究の意義は，ほとんど知見のない異なる音高を

想起したときの脳波を識別するという課題に対して新

しい知見を得ることができることである．また，本研

究が発展することで，医学領域およびエンターテイン

メント領域における活用が期待できる．脳からの命令

が筋肉に伝わらなくなり，コミュニケーション手段を

失ってしまう ALS 患者の音楽的表出に寄与できる可

能性が考えられる．また，例えば頭の中でメロディを

思い浮かべるだけで作曲ができるようになるなど，作

曲の知識がない人の制作活動に役立つ可能性も考えら

れる． 

4. 関連研究 

本研究と関連性のある脳と音と深層学習に関する研

究として 2 つの先行研究が存在する．1 つは及川らが

2019年に発表した「畳み込みニューラルネットワーク

を用いた脳波による音響信号再構成」(8)，もう 1 つは

2019年に繁本らが発表した「fMRIを用いたヒト聴覚

野からの音階デコードアルゴリズムの検討」である(9)．

1 つ目の先行研究では，聴覚刺激として 262[Hz]の純

音を呈示したときの脳波から聴覚刺激を再構成するこ

とを試みている．結果として，脳波に短時間フーリエ
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変換を施し得られたスペクトログラムを CNN の入力

データとして用いることで，262[Hz]の周波数の波形

を再構成することに成功している．2 つ目の先行研究

では，聴覚刺激として C7（2097[Hz]）と C#7（2217[Hz]）

の 2種類の純音を呈示したときの fMRIデータを深層

学習の一種である Deep Belief Networkに入力し識別

することを試みている．結果として，1 人の被験者に
おいて 62.50%，もう 1人の被験者において 70.83%の

識別率を得ることができている． 

これら 2つの先行研究と比較した上での本研究の位

置付けについて説明する．これら 2 つの先行研究は，

深層学習を活用することで脳活動の内容を明らかにし

ようと試みている点，および音に関係する脳活動を対

象としている点で本研究と類似している．一方で，こ

れら 2つの先行研究は，音を聴取しているときの脳活
動データを深層学習に適用しているのに対し，本研究

では音を想起しているときの脳活動データを深層学習

に適用するという点で異なっている． 

5. 実験手法 

5.1 実験課題 

本研究では，被験者に「低いラ」，「ラ」，「高いラ」

の 3つの異なる音を想起してもらう実験を実施し，そ

のときの脳波を計測した．そして，計測した脳波を

CNNの入力データとし，識別率を算出した．また，想

起課題を実施してもらう前に聴覚刺激を呈示した．聴

覚刺激の呈示は，想起する音高を全ての被験者でなる

べく統一すること，想起課題は繰り返し行なってもら

うため，試行の度に想起する音高がずれていくのをな

るべく防ぐことを目的としている．「低いラ」を想起す

る実験では A3（220[Hz]），「ラ」を想起する実験では

A4（440[Hz]），「高いラ」を想起する実験では A5

（880[Hz]）の聴覚刺激を呈示した．なお，聴覚刺激の

種類として，純音とピアノの音の 2 種類を用意した． 

5.2 実験システム 

実験システムの流れを図 3に示す．実験システムは，

スタート画面を呈示した後，「注視点の呈示」，「聴覚刺

激の呈示」，「注視点の呈示」，「想起課題の実施」を一

連の流れとして繰り返し実行される． 

 

 

図 3 実験システム 

5.3 脳波計 

脳波計測には，BIOSEMI Active Two を使用した．

64電極を頭部全体に設置し，512[Hz]のサンプリング

レートで脳波の計測を行なった．電極の配置は図 4に

示す通りである．なお，両耳の乳様突起に設置した電

極の平均電位を基準電位としている． 

 

 

図 4 電極の配置 

（引用元：BIOSEMI, "Headcaps"(10)） 

6. CNNによる識別 

6.1 脳波解析の方針 

先行研究より，音楽に関係する脳の働きは右半球が

優位であること(4)，楽曲を想起したときに運動前野が

活性化することが分かっている(5)．したがって，本研

究では右半球の運動前野に相当する位置に設置した電

極（FC6）のデータを使用することとした．また，異

なる音高の音を想起したときにα波，β波，θ波のパ

ワーに影響がある可能性が示唆されている(6)．したが
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って，本研究は想起したときの脳波を対象としている

が同様にα波，β波，θ波のパワーに影響があると仮

定する．また，脳波は時間分解能が高いため時間変化

も重要な要素となる．そのため，α波，β波，θ波を

含む周波数帯域（0.5~30[Hz]）のパワーの時間変化に

着目することとした． 

6.2 脳波の前処理・解析 

脳波の前処理では，ノイズ除去を目的として 0.5[Hz]

のハイパスフィルタと 30[Hz]のローパスフィルタを
適用した．その後，解析対象となる電極のデータのみ

を抽出し，「想起課題の実施」中の脳波のみを全体から

切り出した．そして，切り出した脳波のデータ群から

±100[μV]を超える脳波をまばたきや身体を動かし

たことなどによるノイズを含むものとして除外した．

これらの前処理を施した後にウェーブレット変換を行

った． 

6.3 CNNへの適用 

CNN に適用するにあたり，ウェーブレット変換の

結果得られるスカログラムを画像化した．このスカロ

グラム画像に被験者が想起していた音高を正解ラベル

として紐付けたものをデータセットとした．なお，ノ

イズを含む脳波を除外したことでデータセットの各ク

ラスに属するサンプル数に偏りができたため，アンダ

ーサンプリングを実施し，各クラスに属するサンプル

数を揃えた．そして，データセットの 3/4 を学習デー

タとして，1/4をテストデータとして使用した．本研究

で使用した CNNの構造を図 5に示す．なお，ネット

ワークの学習にはモーメンタム項付き確率的勾配降下

法を使用し，初期学習率を 0.01，ミニバッチサイズを

16，エポックの最大数を 3とした． 

 

 

図 5 CNNの構造 

6.4 結果・考察 

10名の被験者の脳波を計測した．各被験者における

識別率を表 1に示す．どの被験者においても聴覚刺激

の種類によらず 33.3%の識別率となった．これはチャ

ンスレベルと変わらない値である．また，CNNによる

学習の過程を確認したところ，識別率が向上する傾向

は見られなかった． 
「低いラ」，「ラ」，「高いラ」をそれぞれ想起したと

きの脳波に対して CNN を適用することで脳波を識別

することが可能かどうか検証したが，結果として高い

識別率を得ることはできなかった．高い識別率を得る

ことができなかった原因として 3つの可能性が考えら

れる．1つ目は，CNNに入力したデータが不適切であ

った可能性である．本研究では，「低いラ」，「ラ」，「高

いラ」をそれぞれ想起したときには，α波，β波，θ

波のパワーに影響があると仮定した．そして，

0.5~30[Hz]の周波数帯域を解析対象とした．しかし，

本研究での仮定に誤りがあった場合，解析対象とした

脳波に CNN が識別するに足る特徴が含まれていなか

った可能性が考えられる．今後の課題として，脳波に

含まれる要素のうちどの要素を深層学習の入力データ

として使用することが適切かを検証する必要があると

考えられる．2 つ目は，脳波の前処理・解析の手法が
不適切であった可能性である．本研究での仮定に誤り

がなかった場合において，脳波の前処理・解析の手法

が適切でなかったために脳波に含まれていた特徴をう

まく表現できなかった可能性が考えられる．例えば，

計測した後にどのような解析手法も適用していない生

波形の状態で特徴が現れている可能性も考えられる．

今後の課題として，脳波に対してどのような前処理・

解析手法を施すことが本研究での課題において適切で

あるかを検証する必要があると考えられる．3つ目は，

学習データの数が不足していた可能性である．深層学

習においてはデータセットの数が多ければ多いほど良

いとされる．そのため，本研究で用意したデータセッ

トの数が不十分であったために高い識別率を得ること

が出来なかった可能性が考えられる．脳波のような生

体情報は被験者負担の観点から多量にデータを収集す

ることが困難であるという課題を抱えている．そのた

め，人工的に脳波のデータを増やす試みをしている先

行研究も存在する(11)．今後の課題として，実験内容の
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工夫により取得できるデータ数を増やすことやデータ

拡張を行うことが考えられる． 

 

表 1 識別率 

 

7. 脳波の特徴量の検証 

7.1 検証手法 

6.4節の考察を受け，CNNに入力したデータが不適

切であった，すなわち本研究での仮定に誤りがあった

ため CNN に入力したデータに脳波を識別するに足る

特徴が含まれていなかった可能性についての検証を行

うこととした．そこで，α波，β波，θ波のパワーに

対して，想起する音高の違いが影響を与えているかど

うかについて検定を実施した．この検定において，「低

いラ」，「ラ」，「高いラ」をそれぞれ想起したときの脳

波に含まれるα波，β波，θ波それぞれについて音高

による優位な差があれば，脳波の前処理・解析手法を

変更する，もしくはデータセットの数を増やすことで，

脳波を識別することができるようになる可能性が考え

られる． 
データに対して正規性と等分散性の検定を行い，正

規性と等分散性を仮定できるパターンに対してはパラ

メトリック検定である対応のない二元配置分散分析を

適用し，仮定できないパターンに対してはノンパラメ

トリック検定であるフリードマン検定を適用した．検

定では，帰無仮説を「想起する音高の効果はない」，対

立仮説を「想起する音高の効果はある」とした．また，

有意水準を 5%とした．  

7.2 結果・考察 

対応のない二元配置分散分析の結果を表2~5，7に，

フリードマン検定の結果を表 6に示す．全てのパター
ンにおいて p値が有意水準を上回ったため，帰無仮説

は棄却されない．すなわち，聴覚刺激の種類によらず，

α波，β波，θ波それぞれのパワーは，想起する音高

の影響を受けているとは言えないことが明らかになっ

た． 

以上より，脳波に含まれるα波，β波，θ波のパワ

ーに着目する方法では深層学習を用いて脳波を識別す

ることは困難である可能性が示唆された．深層学習を

用いて脳波から想起した音高を識別する際に高い識別

率を得るためには，想起する音高の違いが脳波にどの

ような影響を与えるかについての検証をさらに行う必

要があると考えられる．今後の課題として，本研究に

おいて解析対象としなかったγ波（26~70[Hz]），HFO

（80[Hz]以上）などの高周波数成分について検証する

ことや，脳波の生波形について検証することが挙げら

れる．また，音楽の想起に関する脳内の働きは明確に

はなっていないため，脳波の検証と並行して，解剖学・

生理学的な観点から音楽想起時の脳内の働きを明らか

にしていくことも重要であると考えられる． 

 

表 2 α波のパワー（聴覚刺激：純音） 

 
 

表 3 β波のパワー（聴覚刺激：純音） 

 
 

表 4 θ波のパワー（聴覚刺激：純音） 
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表 5 α波のパワー（聴覚刺激：ピアノの音） 

 
 

表 6 β波のパワー（聴覚刺激：ピアノの音） 

 
 

表 7 θ波のパワー（聴覚刺激：ピアノの音） 

 

8. まとめ 

人が異なる音高で音を想起したときの脳波を計測し，

深層学習に適用することで，脳波からどの音高の音を

想起していたか識別することが可能かどうかの検証を

行なった．本研究では，α波，β波，θ波を含む周波

数帯域のパワーの時間変化に着目し，計測データにウ

ェーブレット変換を行い得られたスカログラム画像を

CNN の入力データとして使用したが，高い識別率を

得ることはできなかった．高い識別率とならなかった

原因として，CNN に入力したデータが不適切であっ

た可能性，脳波の前処理・解析の手法が不適切であっ

た可能性，学習データの数が不足していた可能性が考

えられる．そこで，CNNに入力したデータが不適切で

あった可能性について焦点を当てて，α波．β波，θ

波のそれぞれのパワーが想起する音高による影響を受

けているかについて検証を行なった．検定の結果，α

波，β波，θ波それぞれのパワーは，想起する音高の

影響を受けているとは言えないことが明らかになった．

深層学習を用いて異なる音高を想起したときの脳波を

識別する課題において高い識別率を得るためには，想

起する音高の違いが脳波に与える影響についてさらに

検証を重ねることが必要であると考えられる．今後の

課題として，本研究で解析対象としたかった周波数帯

域や，脳波の生波形について検証することが挙げられ

る．また，脳波の検証と並行して解剖学・生理学的な

観点から音楽の想起に関する脳内の働きを明らかにし

ていくことも重要であると考えられる． 
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三角ロジックモデルに基づく論理組立演習の拡張と実験的評価 
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We have already developed an interactive exercise system of triangle logic re-composition and 

have also confirmed that the exercise is useful for logic learning through experimental uses. 

In the tasks in the exercise all necessary information are provided. In this paper, as an 

extension of the exercise, we designed three kinds of deficiency information tasks: the first 

is lack information task, the second is meaningless information and the third is unacceptable 

information task. Through experiment, we examined the difficulties of the tasks comparing 

with the original task. 

キーワード: 論理的思考力，三角ロジックモデル，情報過不足問題，無意味命題，非常識命題 

1. はじめに 

近年，個々の領域に依存しない一般的な能力として

の論理的思考力が重視される傾向にある(1)．しかしな

がら，具体的に訓練を提示しようにも，その育成方法

は明確に確立されていないのが現状である．この課題

を解決しようとする試みの一つが，学習課題の意味的

構造を可視化し，それをインタラクティブに操作でき

る環境を実装することで，学習課題に対する学習者の

活動をより活動的で深いものにする「オープン情報構

造アプローチ」である(2)．筆者はこの考え方に従って，

対象を情報構造として記述し，その情報構造について

のインタラクティブな操作を計算機上で実現すること

で，その対象についてのより深い学びを可能にする学

習環境の設計開発と実践利用を行ってきており，その

有用性を確認している．そして，このオープン情報構

造アプローチを論理的思考にも適用しようとする研究

がこれまでになされてきた． 

論理の構造の可視化表現の一つとして Toulmin モ

デルがある(9)．これを根拠，理由付け，主張の三要素で

構成されるものとし，取り扱う論理構造をモーダスポ

ネンスおよび三段論法に限定することで計算可能とし

たのが三角ロジックモデルである．これまでにこのモ

デルを組み立てることで論理構造を身につけることが

可能とし，論理的思考力の育成を図れると仮定して演

習システム開発が行われ，論理的思考力の育成に資す

ることを示唆する結果が実験的に得られている(8)． 

この三角ロジック演習システムだが，演習はシステ

ムの仕様上「与えられた要素で与えられた型の三角形

を元に三角ロジックを組む」という活動に限定されて
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いた．しかし、実際の論理思考活動の中では，現在あ

る要素から論理組立に必要な要素を推論することや，

論理を構成する命題の意味を吟味する必要も出てくる． 

本研究では，既存の三角ロジック演習システムに対

し，(1)論理思考活動における情報過不足課題演習への

拡張，(2)有意味命題と無意味綴り命題を用意した演習

への拡張，(3)非常識的な有意味命題を用意した演習へ

の拡張，を行い，実践利用することで，学習者の論理

思考力へ影響を与えるか検証した一連の結果を報告す

る． 

 

2. 先行研究 

2.1 Toulminモデル 

Toulmin は何らかの主張を論理的に展開するために

は，主張・理由づけ・根拠・限定・反証・裏付けの 6 要

素が構造的に関係づけられている必要があるとしたモ

デルを提唱しており，そのモデルは Toulmin モデルと

呼ばれている(9)．論理の構造をこの６要素で定式化す

ることで，論理を構成する要素や要素間の関係が明確

化され，構造自体の理解に役立つとともに，その正誤

の判定や修正，さらに，論理の組み立ての方法自体を

学ぶことが可能になるとされている．この Toulmin モ

デルをもとに構成された論理構造を自動診断し即時的

なフィードバックを返すといったインタラクティブ化

を指向した研究はこれまでに見当たらなかったが，北

村の研究ではそのインタラクティブ化を目指し,シス

テム開発および実践利用がなされた(8)． 

2.2 三要素への限定 

Bryan は Toulmin モデルの六要素のうちの主張・理

由づけ・根拠の 3 つが論理構造の本質であり，この三

つだけでも論理構造とみなせるとの主張を行っている

(10)．また，三要素を用いて論理の学習を行っている事

例も多く存在する(12,13)．北村は，この三つの要素だけ

で構成できる論理構造に限定した上で，その演習化を

試みている．当論文では，この三要素を三角形の頂点

に配置し，それぞれの要素を他の要素と結んだ構造的

表現を三角ロジックモデルと呼んでいるが，その具体

例を図 1 に示した．  

本研究では，取り扱う論理構造を三段論法に限定す

ることで「根拠」，「理由づけ」，「主張」の構成要素と

それらの要素間の関係を定式化し，さらに三角形の各

辺に推論としての意味付けを追加して，それぞれの推

論を演習化していることが特徴となる． 

2.3 論理構造の組み立て操作 

本研究では，予め教授者が正解となる論理構造を三

角ロジックモデルに基づいて記述する（教授者三角ロ

ジックと呼ぶ）．作成された教授者三角ロジックは三段

論法を構成しており，左底辺に根拠に相当する命題，

右底辺に理由づけに相当する命題，底辺の対頂点に主

張に相当する命題が配置される．  

教授者三角ロジックが作成されると，これを分解す

ることで三つの命題を取り出すことができる．この三

つの命題を再構成して三角ロジックを組み立てるため

には，三つの命題の関係を表す三角形の枠組み（三角

ロジックフレームと呼ぶ）も必要となる．命題と三角

ロジックフレームのセットをキットとして学習者に提

供し，このキットから妥当な論理構造を組み立てるの

が，本演習における学習者の活動となる．なお，学習

者の組み立てた三角ロジックについては，学習者三角

ロジックと呼ぶ． 

2.4 従来型三角ロジック組み立て 

「三角ロジック」を可視化された論理の三角形を組

み立てることで論理の構造的理解を促し,自動診断に

よるフィードバックで,学習者が自ら試行錯誤をしな

がら論理構造を身につけるためのシステムの開発がこ

れまでなされてきた.この演習環境では，三角ロジック

を提供された部品を使って組み立てる演習(組み立て

演習)が実装されている．  

国立教育政策研究所教育課程研究センターが公開し

ている特定の課題に関する調査（論理的な思考）の問

図 1 三角ロジックモデルの具体例 
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題(19)を上記システムの前後で実施したところ,システ

ムの課題を終了するまでの時間と問題の得点との間に

負の相関が見られたという結果が得られている(8).つ

まり,システムの論理組み立て問題を早く解ける学習

者ほど,論理思考力が身についているので問題の得点

も高いということが言える. 

2.5 先行研究における課題 

「他者の意見や思考を論理的に説明する」というク

リティカルシンキングの概念は，論理的思考において

重要な要素の一つである．しかし，実際にその行為の

実施は難しく，我々はその原因を「命題完備性」や「意

味的完備性」の欠如によるものだと考えている． 

「命題完備性」とは，論理を組み立てる要素である

命題が充足しているか否かのことを指す．これが不足

すると，「他者が自身の暗黙知を元に論理を組み立てて

いて，自分の中では再構成できないため理解できない」

という問題が発生しうる．三角ロジック再構成演習に

おいては，モデルを組み立てるための命題が欠如した

状態である． 

「意味的完備性」とは，論理を組み立てる要素であ

る命題の意味が理解できるものか，あるいは合意でき

るものか否かである．これが不足すると，「他者が自分

の知らない要素を元に論理を組んでいて理解できない」

「自分が正しいと考えていない要素を元に，他者が論

理を組んでいて理解できない」という問題が発生する．

三角ロジック再構成演習においては，モデルを組み立

てるための命題が自然言語で記述されているか否か，

あるいは常識的に妥当とされない命題であるか否かと

いう状態である． 

これまでの三角ロジック再構成演習は，上記二点が

保証された上での組み立て演習だったため，クリティ

カルシンキングの範囲にまでは至らなかった．そこで

本研究では，上記二点が欠如した「情報不足問題」「無

意味綴り命題」「非常識命題」の拡張を三角ロジック再

構成演習に対して行い，まずは学習者の論理的思考に

どのように影響を及ぼすのかを調査した．  

 

3. 情報過不足問題演習 

3.1 情報不足問題 

演習で用いられる問題は，解くために必要な情報だ

けで構成されるのが一般的であり，学習者はそのこと

を前提として解決に取り組むことが多い（以下，この

ような問題を「情報完備問題」と呼ぶ）．これに対し，

問題解決に不要な情報が含まれていたり（以下，「情報

過剰問題」と呼ぶ），あるいは必要な情報が欠落してい

たり（以下，「情報不足問題」と呼ぶ）した場合には，

より深い理解を要する問題になるとされている(14-17)．

情報完備問題と比較すると，情報過剰問題は提供され

ている情報が解決に必要なものかどうかを吟味するこ

とが求められる．情報不足問題では，提供されている

情報だけでは答えを導くことができないと判断するこ

とと，不足した情報を補間して答えを導けるようにす

ることが必要となる． 

3.2 三角ロジックにおける情報過不足問題 

これまでの三角ロジック再構成演習では，提供され

た部品を用いて論理の構造を組立てることが学習者に

求められる．この時，三角ロジックを構成する三要素

のみ命題カードを提供している場合は情報完備問題，

不要な命題カードを含めて提供している場合は情報過

剰問題として位置付けることができる．そこで，本研

究では先行研究の演習に情報不足問題及び情報過不足

問題（過剰な情報を含み，かつ，欠落した情報のある

問題）を追加することを目指して，情報補間活動を不

足した部品を構成要素から組立てる外在化された操作

として実装した（図 2）．この外在的操作化は，ある思

考を習得するうえで，対応する操作を具体物に対する

外在的な操作として行えるようにすることが有効であ

るとする Galperin の知的行為多段階形成モデルに基

づくものである(3)  

図 2 情報補間活動の例 
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3.3 演習実施結果 

情報過不足問題を含んだ三角ロジック再構成演習の

実施結果を表 1 に示した．なお，対象は情報工学系の

学生であり，演習は情報完備問題，情報過剰問題，情

報不足問題，情報過不足問題で構成されている．情報

不足問題と情報過不足問題を比べると，一問あたりの

解答数が 2割，所要時間が 5割増加しており，不足を

過不足化したことで難度が高くなったことが示唆され

た． 

また，論理的思考力の調査問題(19)のスコアと各演習

の所要時間の相関も調べた．その結果が表 2 である．

なお，論理的思考力の調査問題のスコアは，平均

34.5(SD=3.5)，であった（46点満点）． 

その結果，情報完備，情報過剰，情報不足に弱い相

関があり（0.2～0.4），情報過不足，混合において中程

度の相関(0.4～0.7)が見られた．多重検定（FDR 法）

を行ったところ，情報過不足問題においてのみ，有意

であった．このことは，論理組立における情報過不足

問題は，論理的思考力との関係が深く，したがって論

理的思考力育成のための問題として有望であることが

示唆された． 

情報不足問題の相関が弱かったのは，三つの命題で

構成される単純な論理構造のみを扱ったことで，不足

情報が比較的自明であったことが影響していると考え

られる．またこのことは，単純な構造を対象とするよ

うな初歩の段階における過不足の有効性を示唆するも

のといえる．混合演習は，問題を吟味することで完備，

不足，過剰，と判断させる意図があったが，本演習の

性質上，完備と不足に関してはその種類がカードの枚

数で判別できてしまうことが影響したと考えられる． 

3.4 三角ロジックにおける論理変換問題 

ここまで，命題が不足していることへの対応策とし

て，「命題を追加する」という情報補間活動を実装し実

験利用まで行なった．しかし，命題が不足していない

環境でも，論理組立に利用する命題がそのまま三角ロ

ジックモデルに当てはまるような形式ではない場合も

ある．そうした場合の一つに，「命題に対して論理変換

を行う」という情報補間活動を行うことで三角ロジッ

クモデルに適用可能となることがある．そこで，与え

られた要素では論理が組み立てられないことを判断す

る経験，および論理を組み立てるのに必要な要素を自

分で見つける経験，を演習に組み込むため，三角ロジ

ック再構成演習にて提供される命題に対して逆・裏・

対偶の変換を可能とし，それらの変換を行なって初め

て三角ロジックが成立する演習も組み込んだ（図 3）． 

この論理変換問題を組み込んだ三角ロジック再構成

演習を情報工学系の大学生の学習者に対して実験利用

した結果，7割以上の学習者がすべての問題に到達し，

試行錯誤できたという結果が得られた．このことから，

拡張演習として滞りなく実施できることが確認できた

一方，学習効果については確認できなかったため，よ

り拡張を洗練することが今後の課題となる． 

表 1 演習結果 

 
表 2 調査問題スコアと演習時間の相関 

  

(n=21) 

平均所要 

時間（秒） 
秒/問 

平均解答数 

／問 

カード 

作成数／問 

情報完備 

問題演習 

（3問） 

57 

(SD=28) 

19 

 

1.25 

(SD=0.35) 
 

情報過剰 

問題演習 

（3問） 

58 

(25) 

19 

 

1.12 

(0.22) 
 

情報不⾜ 

問題演習 

（3問） 

106 

（58） 

35 

 

1.03 

(0.10) 

1.06 

(SD=0.13) 

情報過不⾜ 

問題演習 

（3問） 

160 

(142) 

53 

 

1.23 

(0.46) 

1.28 

(0.63) 

混合演習 

（全 12問） 

384 

（171） 

32 

 

1.23 

(0.17) 

0.708 

(0.15) 

全演習 763(373)    

 相関係数 p 値 FDR の 

有意水準 

情報完備 －0.34 0.149 0.04 

情報過剰 －0.221 0.349 0.05 

情報不足 －0.39 0.092 0.03 

情報過不足 －0.61 0.004 0.01 

混合 －0.48 0.032 0.02 
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4. 無意味綴り命題 

4.1 有意味命題と無意味綴り命題 

三角ロジックで取り扱っている命題は，「犬である」

というような一要素のみで構成される単純命題，もし

くは「犬であるならば動物である」というような単純

命題二つで構成される含意命題の二種類である．数学

の記号的論理で表すと，単純命題はｐ，含意命題はｐ

→ｑとそれぞれ表現できる．ここで，ｐやｑに現実世

界では意味を持たない言葉（無意味綴り）が当てはま

っている場合を無意味綴り命題とし，一方，意味を持

った言葉で構成されている命題を本稿では有意味命題

と呼ぶ．図 4 は無意味綴り命題を用いた三角ロジック

再構成演習の課題例である． 

有意味命題の演習の場合，提供された命題が学習者

の既有知識に含まれる可能性がある．そのため，演習

に対して精緻化が発生することにより，無意味綴り命

題の演習よりも効率のよい三角ロジックの組み立てが

できると考えられる． 

4.2 演習実施結果 

今回利用した演習は，先行研究で開発した三角ロジ

ック組立演習システム(8)において，課題を本研究用に

入れ替えたものであり，レベル１から４の４段階用意

した．レベルが上がるごとに埋める三角ロジックの穴

が増えていき，レベル 4 では根拠側に拡張した三角ロ

ジックを組み立てることになる． 

被験者は，文学部系大学生 14名（文系群）と情報工

学系大学生・大学院生の 17名（理系群）であった．い

ずれもすべての演習を終えるまで連続して行なっても

らう形式をとった．ログとしては，各レベルの各課題

の開始時間と終了時間を記録し，その差分を課題の所

要時間とした．また，各課題に対する部品組立操作も

記録した．被験者は全員全問正答にたどり着き，文系

群，理系群それぞれの総所要時間平均は 958 秒（σ

=202），681秒（σ=255）であった． 

各レベルでの各課題に対する一問あたりの平均所要 

時間を表 3 にまとめた．各レベルにおける有意味命題

課題と無意味綴り命題課題の一問あたりの所要時間に

違いがあるかどうかを検定したところ（ウィルコクソ

ンの符号順位検定)，レベル２において有意な差がみら

れたが，レベル１，レベル３およびレベル４では，有

意差は見られなかった．レベル１及びレベル２で有意

味・無意味の三角ロジックの導入的な組立課題を行っ

て慣れたうえで，すべての命題を組立てるレベル３及

びレベル４において所要時間に差が出なかったことは，

三角ロジックの組立課題を遂行する上で，有意味命題

と無意味命題の違いは顕著なものではないことを示唆

すると判断している．レベル２においてのみ差が出た

理由としては，無意味な命題の組立という，慣れない

活動に戸惑った可能性があると考えている．また，理

系の大学生と文系の大学生では，所要時間が概ね理系

群が短かったが，無意味・有意味間や各レベル間での

傾向に差はなく，無意味綴り化の影響は理系・文系で

差は見られなかったと判断している． 
所要手数は，正解までにカードを三角ロジックに当

てはめた回数である．結果は表 4 のようになり，所要

時間等同様にレベル２においてのみ有意差が現れ，他

のレベルでは有意差は見られなかった．所要時間と同

様，レベル３及びレベル４で手数に差がなかったこと

から，有意味命題・無意味命題の違いは，三角ロジッ

クの組立の手数には影響を及ぼさないことを示唆して

いる． 

  

図 4 無意味綴り命題を用いた組み立て演習例 

図 3 命題カード論理変換機能画面 

－117－



表 3 一問あたりの平均所要時間の分析 

 
表 4 一問あたりの平均所要手数の分析 

 
表 5 最初に埋める空欄の割合 

 

 

 

組立手順とは，三角ロジックの組立をどの部分（主

張，理由付け，根拠）から行うかである．レベル３，

４について分析した結果，表 5 の結果となった．文系

群では，有意味命題・無意味命題ともに主張から組立

てる場合が多く，有意味命題で 72%，無意味命題で

75%であった．理系群の場合は，有意味命題・無意味

命題ともに，根拠と主張から組立てる場合が，有意味

命題については，主張:46%，根拠:31%，無意味命題の

場合は，主張:31%，根拠:37％であった．これらの結果

は，組立手順に関して，有意味命題と無意味命題に差

がないことを示唆している．ただし，文系群と理系群

の組立て方に違いがある可能性も示された． 

 

5. 非常識命題 

5.1 三角ロジックにおける非常識命題 

三角ロジック再構成演習における有意味命題と無意

味命題の及ぼす影響については第 4章で述べた通りで

ある．本章では，その演習問題に非常識な有意味命題

の問題を混合した演習を設計した． 

図 5 は非常識命題問題の演習画面である．なお，非

常識命題は，基本的に元々常識的に妥当とされる命題

に否定の論理変換を行うことで作成している．例とし

ては「ペンギンは鳥である，鳥であるなら卵を生む生

き物であるから，ペンギンは卵を生む生き物である」

という三角ロジックの構成に対し，「ペンギンは鳥であ

る，鳥であるなら卵を生む生き物ではないから，ペン

ギンは卵を生む生き物ではない」となる． 

5.2 演習実施結果 

今回の演習は，第 4章で利用した三角ロジック再構

成演習システムにおいて，課題を本研究用に入れ替え

たものであり，レベル１から４の４段階用意している．

演習 
レベル 

単語 
綴り 

平均所要時間 
（秒／問） 

p 値 

文系群 
(14 名) 

理系群 
(17 名) 

１ 有意味 
(6 問) 

13.7 
(σ=4.2) 

11.9 
(5.2) 

文系群：

p=0.389 
理系群：

p=0.112 
無意味 
(3 問) 

15.9 
(5.9) 

12.6 
(5.0) 

２ 有意味 
(6 問) 

28.8 
(11.7) 

15.6 
(5.6) 

文系群：

p=0.003* 
理系群：

p=0.002* 
無意味 
(3 問) 

46.7 
(21.3) 

22.9 
(11.5) 

３ 有意味 
(3 問) 

30.5 
(12.3) 

26.8 
(27.1) 

文系群：

p=0.135 
理系群：

p=0.138 
無意味 
(3 問) 

38.4 
(16.9) 

31.8 
(25.1) 

４ 有意味 
(3 問) 

54.5 
(22.1) 

42.2 
(20.9) 

文系群：

p=0.437 
理系群：

p=0.176 
無意味 
(3 問) 

48.6 
(16.3) 

35.6 
(14.0) 

演習 
レベル 

単語 
綴り 

平均所要手数 
（手数／問） 

p 値 

文系群 
(14 名) 

理系群 
(17 名) 

１ 有意味 
(6 問) 

3.8 
(σ=1.5) 

2.4 
(0.5) 

文系群：

p=0.057 
理系群：

p=0.056 
無意味 
(3 問) 

5.3 
(2.6) 

2.2 
(0.3) 

２ 有意味 
(6 問) 

6.5 
(2.5) 

4.0 
(1.2) 

文系群：

p=0.003* 
理系群：

p=0.044* 
無意味 
(3 問) 

13.5 
(5.5) 

5.0 
(2.3) 

３ 有意味 
(3 問) 

11 
(4.4) 

5.9 
(1.7) 

文系群：

p=0.062 
理系群：

p=0.098 
無意味 
(3 問) 

14.0 
(5.2) 

8.7 
(4.8) 

４ 有意味 
(3 問) 

21.4 
(5.7) 

9.9 
(5.2) 

文系群：

p=0.86 
理系群：

p=0.056 
無意味 
(3 問) 

21.7 
(5.6) 

11.7 
(5.9) 

 単語綴り 主張 理由付け 根拠 
文系群 有意味 72 7 19 

無意味 75 2 19 
理系群 有意味 46 4 31 

無意味 31 10 37 

図 5 非常識命題演習例 
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本研究では，各レベルで，有意味命題を扱う課題と非

常識命題を扱う課題，無意味綴り命題を扱う課題を用

意した． 

被験者は，情報工学系大学生・大学院生の２２名で

あり，実験として利用してもらった．いずれもすべて

の演習を終えるまで連続して行なってもらう形式をと

った．ログとしては，各レベルの各課題の開始時間と

終了時間を記録し，その差分を課題の所要時間とした

（表 6 は一問あたりの平均）．また，各課題に対する

部品組立操作も記録し，ここではその中でも，部品を

移動させる操作手数の一問あたりの平均を表 7 に示

した．被験者は全員全問正答にたどり着き，総所要時

間平均は 717秒（σ=313）であった．なお，三種類の

命題の一問あたりの平均所要時間および平均所要手数

の比較はウィルコクソンの符号付き順位検定で行い，

多重検定であることを考慮し，有意水準は 5%／検定

回数 3 回＝1.67%(0.0167)と設定した（ボンフェロー

ニ補正）． 

結果として，まず一問あたりの所要時間において，

非常識命題と有意味命題とでは全てのレベル，無意味

命題とではレベル 3以外のレベルにて有意差がみられ

た．その一方，一問あたりの所要手数においては，非

常識と有意味・無意味綴りとでレベル 1 とレベル 2 の

みでしか有意差はみられなかった． 

このことは，まず有意味命題として三角ロジックを

組み立てようと試行する学習者にとって，命題を認識

する上で非常識な命題はノイズとなるものの，実際に

組み立てる段階では，その認識の上で組み立てる段階

へ移ることで有意味，非常識，無意味綴りそれぞれの

違いがほぼなくなるため，認識の所要時間に影響は出

ても，その後の操作手数については影響が出にくかっ

たのではないかと考察される． 

 

6. まとめ 

本研究では，既存の三角ロジック演習システムに対

し，(1)論理思考活動における情報過不足課題演習への

拡張，(2)有意味命題と無意味綴り命題を用意した演習

への拡張，(3)非常識的な有意味命題を用意した演習へ

の拡張，を行い，実践利用することで，学習者の論理 

表 6 一問あたりの平均所要時間 

 
表 7 一問あたりの平均所要手数 

 
的思考力へ影響を与えるかを検証した． 

その結果，情報過不足課題演習は三角ロジック再構成

演習上で実装でき，大学生を対象とした実験的利用を

通して，従来用いていた情報完備及び情報過剰問題よ

りも，情報過不足問題の難度が高いこと，および，論

理的思考の調査問題のスコアと情報過不足問題の解決

に要する時間に有意な負の相関が見られたことから，

今回実装した情報過不足問題も先行研究(14-17)が指摘

演習レベル 単語綴り 
平均所要時間 

（秒／問） 

1 

有意味(4 問) 11.8 (σ=3.4) 

⾮常識(2 問) 18.4 (8.0) 

無意味(3 問) 11.9 (5.7) 

2 

有意味(4 問) 16.4 (6.9) 

⾮常識(2 問) 31.5 (29.6) 

無意味(3 問) 17.3 (7.2) 

3 

有意味(2 問) 19.5 (9.1) 

⾮常識(1 問) 27.5 (11. 4) 

無意味(3 問) 40.5 (45.1) 

4 

有意味(2 問) 30.5 (18.5) 

⾮常識(1 問) 61.9 (54.6) 

無意味(3 問) 35.3 (17.1) 

演習レベル 単語綴り 
平均所要手数 

（手数／問） 

1 

有意味(4 問) 2.1 (σ=0.3) 

⾮常識(2 問) 2.8 (1.2) 

無意味(3 問) 2.0 (0) 

2 

有意味(4 問) 3.4 (0.5) 

⾮常識(2 問) 4.3 (1.4) 

無意味(3 問) 3.4 (0.5) 

3 

有意味(2 問) 4.6 (0.8) 

⾮常識(1 問) 5.5 (1.9) 

無意味(3 問) 5.4 (2.3) 

4 

有意味(2 問) 7.8 (2.7) 

⾮常識(1 問) 9.9 (5.9) 

無意味(3 問) 9.1 (2.8) 
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するように論理的思考力を要するものとなっているこ

とが再確認された．また，有意味命題と無意味綴り命

題を用意した演習では，所要時間，所与手数および組

立手順において，理系群，文系群ともに，有意味命題

を扱った場合と無意味命題を扱った場合で顕著な違い

は見られなかった．一方で，非常識な有意味命題を追

加した場合，同様の基準で有意味命題や無意味綴り命

題の問題と比較した時に，論理構造を組み立てる際に

ノイズとなるような影響が見られた． 
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他者視点の認知を促すプレゼンシナリオ設計支援システム 
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学習者にとって十分に吟味・検討した内容であっても，他者（熟達者）から見れば検討の余地が残って

いることは少なくない．これは，他者視点で思考を吟味的に見直し，再構成するといったメタ認知活動

が十分に行えていないことが原因にある．そこで本研究では，他者視点の認知を促す機会としてプレゼ

ン資料作成活動に着目し，学習者が設定する聴衆モデルとプレゼンシナリオに則した助言を提示する情

報システム的仕組みを提案する． 

キーワード: 他者視点，プレゼンシナリオ，聴衆モデル 

1. はじめに 

本研究では，プレゼンテーション（以下，プレゼン）

の準備をいかに有意義な知識創造機会へと導くか，そ

の支援に必要なことは何か，という高等教育現場が抱

える課題について検討する．研究活動場面を例に挙げ

ると，自分が取り組む研究を学術的に位置づけ，その

価値や内容を他者が了解可能とするプレゼンを構成す

ることは研究初学者にとって必ずしも容易なことでは

ない．他者（先輩，後輩，指導者）と議論を通じたさ

まざまな意見を踏まえ課題を認識し，試行錯誤しつつ，

この難しさの克服に取り組むことになる． 

プレゼン設計は，他者の理解を目標状態に導くプラ

ンを，他者が抱える疑問（葛藤）の予見とその（解消

を課題と見立てた）課題解決策を内包するよう形成す

る活動である．例えば，「学習目標の達成に向けて学習

者が抱える困難性とその軽減に向けたアプローチの合

理性（疑問）」を予見し，「専門知識を要しない具体例

により共感を得ることで論旨を伝える（課題解決策）」

プレゼンを構成する． 

プレゼン設計活動は本質的に，課題とその解決プロ

セスが明確に定義できない ill-definedなタスクである

ため制御が難しいことではあるが，議論を含めたプレ

ゼン準備の取り組みがホルナゲル(1)の言う混乱状態で

場当たり的なものとなるのではなく，戦略的で知識創

造的なものへと移行を促す支援はどのようなものであ

るか検討することが本研究の目標とするところである． 
そのような戦略的で知識創造的な機会とするために

は，指導者との議論に先立ってなされる自己内対話を

充実化し，議論の準備性を高めるとともに，プレゼン

設計時の自己内対話のプロセス（プレゼン構成の意図）

が指導者と共有可能になることが重要であると考えて

いる．そこで本研究では，研究プレゼン設計を機会と

し，他者視点での吟味を促す助言提示を実現するとと

もに，助言に応じた学習者の修正活動を指導者が理解

可能な形で議論が行えるプレゼンシナリオ設計支援シ

ステムを開発した． 

2. 基本思想 

2.1 アプローチ 

伊藤(2)は，学習方略としての言語化効果について検

討し，知識陳述（の一連の活動），認知的葛藤，知識構

築（の一連の活動）の三つのプロセスからなる学習モ

デルを提唱している．図 1に伊藤が提唱する学習方略

としての言語化の目標達成モデルを示している．知識
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陳述の一連の活動は自らの知識を外化する言語化目標

を達成するための自己認知過程である．認知的葛藤は，

言語化された自分の見解が課題とのずれ，または他者

との異なる認知から葛藤を作り出すプロセスである．

知識構築の一連の活動は，認知的葛藤を解消すること

を目的として，自らの考えを訂正したり，解決案を新

しい知識として構築する新たなアイディアを生み出す

ことである． 

研究初学者と指導者の議論を有意義なものとする阻

害理由をこのモデルに基づいて考えてみると，研究経

験が長く背景や指向性が異なる他者の頭の中で生じる

葛藤（課題）を予見し，解消目標を設定することが容

易でないことがある．このため，（疑似聴衆者として）

指導者が指摘する課題に対する自分の考えや解決策を

内包しない準備性が低い状態で議論に臨むことになる．

そうなると，指導者との他者対話が，自分の考えの再

吟味に至らず，学習者主導の知識創造機会としては機

能しなくなり，十分な理解を伴わないままの表層的な

プレゼンの修正活動となりがちになる． 

このような状況になってしまう主たる原因の 1つに，

研究初学者であるため研究領域固有の概念的つながり

についての俯瞰的なスキーマが体制化されていないこ

とがある．この課題に対して，研究領域の構造的関係

性について指導者が有するモデルをメタモデルとして

計算機可読な形式で構築し，その下で領域固有の言語

化目標体系を「問い」として定義する．そして，自身

の研究内容，研究段階に応じて，これに対する「答え」

を掘り下げることができる環境を学習者に提供するこ

とで知識陳述サイクルの活性化にアプローチする．さ

らに，学習者が設定した複数の「問いと答え」の間の

合理性について，その検討を促す「（メタ認知的）問い」

を提示することで葛藤を誘発し，知識構築サイクルへ

（新たな葛藤解消目標の設定，その解決方針の形成，

知識構築）の移行促進にアプローチする． 

こうした本研究の基本的着想にもとづいて，森ら(3)

は教育システム情報学を対象とした自己内対話促進支

援システム（図 2）の開発を行ってきた．そこでは，

「（学習目標の達成に向けて）学習者が抱える困難性は

どのようなものですか？」と言った概念が定義され，

学習者は日常の研究活動においてこれを活用している．

プレゼン設計活動においては，日常の研究文脈で積み

上げてきたことを基礎に焦点化される主題に対して，

自己完結性のあるストーリーフレームを形成すること

が求められる．研究内容のどのような側面に光を当て

るかは一般に多様であるので，このとき焦点化された

主題に即した掘り下げ的思考と暗黙にされていた論理

的つながりの検討がなされれば，プレゼン準備が学習

者駆動の知識創造機会となり研究内容も深化すること

になる． 

こうしたことから，本研究では日常の研究活動文脈

で用いられる森のシステムと連携してこれを拡張する

形で，プレゼンシナリオ設計支援環境を新たに構築し，

 
図 1 学習方略としての言語化の目標達成モデル(2) 

 
図 2 自己内対話促進支援システム 
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焦点化された主題に即した知識構築サイクルの活性化

へつなげる支援の実現を目標とした． 

2.2 機能要件 

プレゼン準備は ill-definedなタスクであり，複数の

タスクを同時並列的に実行する必要があるため研究初

学者にとって認知的負荷が高く統制が難しい．同時並

列的に実行するタスクとして，聞き手のモデルの形成，

研究内容の焦点化，主題設定，とりあげる内容の優先

度設定，疑問（葛藤）の予見，解決策の立案などがあ

り，プレゼンシナリオの形成に伴ってそれらを随時，

修正，更新することが求められる．これらをどのよう

な状況で行うべきかは暗黙的であり陽に課題化されな

い．本研究では，これらの基本となる認知活動の実行

を課題化するとともに，プレゼン設計の任意のタイミ

ングでこれを見直し更新可能とする（機能要件 1）． 

第 2に，研究活動の日常の場面で構築した思考構造

を基礎としてプレゼンシナリオを形成できるとともに，

主題の焦点化に伴って深掘りすべき課題（葛藤）を認

識した場合には，思考構造の再吟味をできるものとす

る（機能要件 2）． 

第 3に，主題の焦点化に伴って考慮すべき課題や論

理的整合性の吟味を促す刺激を生成することで，それ

らの深掘りを促すことができるものとする（機能要件

3）． 

第 4に，そこでの意思決定過程を記録することで自

身の判断の内省を促し，指導者との議論の準備性を高

めることができるものとする（機能要件 4）．これを参
照することで，指導者にとってはプレゼン設計におけ

る初学者の判断や意図を理解した上で議論を行うこと

ができる． 

3. プレゼンシナリオ設計支援システム 

2 章で述べたアプローチを具体化し，自己内対話促
進支援システムと連動して動作するプレゼンシナリオ

設計支援システムを開発した．図 3に開発したシステ

ムを示している．システムはWebアプリケーションと

して開発され，思考表出マップ表示エリア，プレゼン

シナリオ設計エリア，主題選択エリア，問いエリア，

助言提示エリアから構成されている． 

3.1 学習プロセスの概要 

図 4に本システムを活用した学習プロセスを示して

 

図 3 システムインタフェース 
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いる．図 3左の思考表出マップエリアにおいて，自身

の研究内容に沿った問いと答えの連鎖構造を日常の研

究活動で形成していく． 

図 3右側のプレゼンシナリオ設計エリアは，研究発
表場面で用いるプレゼンテーションを作成する際に，

画面右上部のプレゼン設計ボタンを押すことで表示さ

れる．ここでは，スライドに対応するフレーム毎の主

題を，聴衆に伝える問いと答えの構造として設定する．

このとき，プレゼンで焦点化する主題によって生じた

新たな問いを思考表出マップに反映し，その答えを検

討する思考の再構成ができるようになっている． 

こうして十分に吟味したプレゼンが形成された段階

で，学習者からの求めに応じて他者視点からの助言を

システムが生成する．これらの助言に対する学習者の

判断（助言を反映する／しないとその理由）やプレゼ

ンシナリオへの反映内容はログとして記録され，それ

をもって指導者との議論に臨むことができるようにな

っている． 

このプロセスに沿って学習者が取り組む内容につい

て以下で詳述する． 

3.2 思考整理プロセス 

学習者は自己内対話促進支援システムを用いて，日

常の研究活動で自身の研究内容を思考表出マップとし

て整理する．このシステムでは，学習者は，考えるべ

きと考える問いとそれに対する回答の連鎖形式（マイ

ンドマップ形式(4)）として自身の思考を外化し，自己

内対話に取り組むことで思考を整理する．図 3に示す

青色のノード（問いノード）は，考えるべきと判断し

た問いをシステムから提示される問いエリアから選択

するか，自作することによって配置し，それへの回答

を橙色のノード（答えノード）として配置していく．

問いエリアに表示される問いは，3.5.1節で述べる研究

活動オントロジーに基づいて定義されているので，思

考表出マップ上に学習者が配置した「問いと答え」か

ら，その問いの検討において参照すべきものがハイラ

イト表示されたり，その問いに関連して検討すべき問

いが問いエリアに推薦表示される． 

3.3 プレゼンシナリオ設計プロセス 

3.3.1 プレゼン課題設定 

プレゼン設計のタイミングで，プレゼン設計ボタン

を押下すると，プレゼンシナリオ設計エリア，主題選

択エリアがインタフェースに追加表示される．ここで

学習者は，今回の発表の場（例：卒業論文発表等）を

主題選択エリア（図 3右上）で選択することで，聞き

手のモデルを形成する．このとき主題設定エリアには，

「学術的な意義が述べられているか」，「技術的な背景

が述べられているか」といった聞き手にとっての了解

可能性を吟味する視点が提示されるので，学習者はプ

レゼンによって解消すべき課題を意識して選択するこ

とになる．加えて，学習者が重視する領域固有の主題

を作成することもできるようになっており，プレゼン

シナリオ設計の任意のタイミングでこれを追加・修正

できる．これにより機能要件 1の充足を意図している． 

 

図 4 学習の流れ 
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3.3.2 思考構造を基礎としたプレゼンシナリオ設計 

日常の研究活動で形成した思考構造を基礎とし，設

定した主題を意識したプレゼンシナリオ設計に取り組

む．具体的には，思考表出マップに表示された問いと

答えノードを構成要素とし，スライドに対応するフレ

ーム単位にプレゼンシナリオを設計する．このとき，

主張としての答えのみではなく，その意図としての問

いとともに配置することができるようになっているの

で，アーギュメント（問い・主張・根拠）としての論

理的整合性が焦点化されたフレーム単位で検討，掘り

下げることができるようになっている．この焦点化に

伴ってより掘り下げて検討すべき問いを認識した場合

には，ここで新たな問いと答えを作成するとともに，

思考表出マップに反映して，俯瞰的に位置づけて検討，

再吟味することも可能になっている．このことで，機

能要件 2の充足を意図している． 

3.3.3 プレゼンシナリオの再吟味 

プレゼンシナリオを十分に吟味し，自己完結性のあ

るシナリオが形成できたと判断したタイミングで学習

者はプレゼンシナリオ設計終了ボタンを押下し，シス

テムは検討すべきと思われる助言をオントロジーにも

とづいて提示する（このタイミングで助言提示エリア

（図 3下）が追加表示される）． 
システムから提示される助言は 3.5.2 節で述べる聴

衆モデルに基づいて生成され，(a)主題の観点からの助

言，(b)研究領域のメタモデル的視点からの助言，(c)リ

フレクションを促す助言の 3つのタイプの助言が示さ

れる． 

(a)主題の観点からの助言：学習者が設定したプレゼ

ン発表の場面および主題と聴衆モデルに基づいて，検

討すべき葛藤解消課題が提示される．例えば，卒業論

文発表を想定した聴衆モデルの場合，「現時点で，研究

目的をどの程度達成できたのか」ということがプレゼ

ンによって解消される必要がないかを検討するメッセ

ージとして『卒業論文発表では研究の成果を明確に示

す必要がありますが，「現時点で，研究目的をどの程度

達成できたのか」を主題として設定する必要はありま

せんか？』という学習者の明示的な判断を求める助言

が提示される． 
これに対して学習者は“必要ある”，もしくは“必要

ない”を判断（選択）し，“必要ある”を選択した場合

には，その主題に沿った内容であるかの視点からプレ

ゼンシナリオを再吟味して，その内容をテキストエリ

アに記載する．“必要ない”と判断した場合にも，その

根拠をテキストエリアに記載する． 

このようにシステムから提示する助言への対応は学

習者の判断を尊重することになるが，葛藤解消目標と

しての必要性を明示的に判断してその根拠，解決策と

ともに記録できるようにすることで，自身の判断に対

する学習者自身の内省を促すとともに，指導者との議

論の材料（暗黙的な自己内対話プロセスの共有）にで

きるようになっている． 

(b)研究領域のメタモデル的視点からの助言：(a)の

助言が，学習者が設定したプレゼンの場面と主題にも

とづいて生成されるのに対して，形成したプレゼンシ

ナリオの自己完結性を研究領域のメタモデル的視点か

ら助言する．この助言は基本的には思考表出マップに

対して自己内対話促進システムが提示するメタ認知的

刺激生成の仕組みに基づいて出力されるものであるが，

プレゼンシナリオにおいて焦点化され深掘りされた葛

藤や解決策を含めた，ストーリーフレームとしての自

己完結性を吟味する観点から出力される．例えば，「学

習者が抱える困難性（フレーム番号 3）で設定した困

難性と，学習支援システムの機能（フレーム番号 7）
で設定した支援機能と整合していますか？」や「研究

目的（フレーム番号 1）で設定した研究目的と，まと

め（フレーム番号 12）で設定した結果と整合していま

すか？」といった助言が出力される．これへの対応は

学習者による明示的判断が求められ，その結果は(a)と

同様に記録される． 

(c)リフレクションを求める助言：(a)(b)での意思決

定過程において“必要ある”，“見直す”を選択したも

のに対し，どのような気づきを得たか振り返りを求め

る助言である．自分では十分に吟味した結果としての

プレゼンシナリオに対し，システムから提示された葛

藤解消目標の再吟味を促す助言を受けることでプレゼ

ンシナリオの修正に至った自己の意思決定過程を学習

資源とした明示的な内省課題を与える． 

例えば，『卒業論文発表では研究の成果を明確に示す

必要がありますが，「現時点で，研究目的をどの程度達

成できたのか」を主題として設定する必要はありませ

んか？』という主題設定に関する助言に対して，“必要
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ある”を選択していた場合には，『卒業論文発表では研

究の成果を明確に示す必要がありますが，「現時点で，

研究目的をどの程度達成できたのか」を主題として設

定する必要はありませんか？という助言に対して“必

要ある”を選択し，「まとめスライドにおいて研究目的

と実験結果の説明を追加した」という修正を加えまし

た．この助言が出てきた時に，どのような気づきを得

ましたか？』といった助言が提示される． 

こうした 3つのタイプの助言生成の仕組みを備える

ことで，学習者の準備性を高めるとともに，機能要件

3の充足を意図している． 

3.4 議論フェーズ 

設計したプレゼンシナリオと助言ログファイルに基

づいて教員との議論に臨むことになる．助言ログファ

イルには，主題設定に関する助言とプレゼンシナリオ

に関する助言を受けた学習者の判断とプレゼンシナリ

オの修正内容が記載されている．これに基づいて指導

者は，学習者が行った思考過程と意図を把握した上で，

その妥当性について議論することができる．こうした

学習者の作成意図や判断の過程は暗黙になりがちであ

るが，こうした思考過程を顕在化して共有可能とする

ことで，葛藤解消課題に焦点化した知識創造的議論を

促すことを意図している（機能要件 4の充足）． 

3.5 オントロジー 

3.5.1 研究活動オントロジー 

森らは，オントロジー工学的手法(5)に基づき，教育

システム情報学を対象とした研究領域の構造的関係性

について，そこでなされる行為（行動，認知活動，メ

タ認知活動）の観点から体系化している．そして，そ

れらの活動遂行により取り組まれる問いがインスタン

スとして規定されている（研究活動オントロジー）．森

が開発した自己内対話促進支援システムでは，この体

系を備えることで研究領域の一般性を踏まえたメタモ

デルとして機能させることで，問いを適応的に提示し，

学習者自己内対話を促進する仕組みを実現している．

例えば，「“解決手法はなにか”を考えるときにはまず，

“課題はなにか”を考える必要がある」といった，研

究活動において考えるべき問いの意味構造が計算機可

読な形式で規定した概念定義を備えている（図 5）．こ
うした思考活動の概念定義では当該思考活動を行う際

に必要な情報が入力として，その実施により生み出さ

す結果を出力として規定されている．これらが思考活

動毎に定義されていることで，当該活動の実施に関連

して実施されるべき思考活動をシステムが捉えること

ができる．したがって，学習者が実施しようと考えて

いる思考活動や取り組もうと考えている問いが把握で

きれば，3.3.3節で述べたようなその実施に必要な思考
活動や参照することが望ましいと考えられる情報を学

習者に提示できるようになる． 

3.5.2 聴衆オントロジー 

プレゼン設計活動においては聞き手を想定し，主題

の焦点化に伴った掘り下げ的思考がなされることが望

ましい．そこで本研究では，森らの研究活動オントロ

ジーを拡充する形で，新たにオントロジー（聴衆オン

トロジー）を構築した．具体的には，聴衆の観点と聴

衆モデルの 2つの概念を定義している． 

聴衆の観点では，プレゼンを聞くときに聴衆が持つ

観点（例：学術的な意義が述べられているか）が定義

されている．また，他者の書いた文章を理解する際に

は，テキストをもとに書き手の意図を推測することで，

読み手の中に意味が構成されていく．これより，聴衆

の観点の部分概念として，「新規性を考える」や「同種

の学習目標を設定している関連研究との違いを考える」

 

図 5 研究活動オントロジーの一例 

 

図 6 聴衆オントロジーの一例 
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といった，研究活動オントロジーで既に定義されてい

る，認知活動を参照する形で定義している（図 6）．こ

れにより，自己内対話促進支援システムの問いノード

についても聴衆オントロジーとの対応付けが可能にな

る． 

これに基づいて，様々なプレゼンの場を想定した聴

衆モデル（例：修士論文発表を想定した聴衆モデル）

を典型的なパターンの概念として定義した．具体的に

は，聴衆の観点の組み合わせによって聴衆モデルをパ

ターンとして定義して提示することで，学習者はプレ

ゼン発表の主題に合わせてこれを選択し，システムか

らの助言を受けることが可能となっている．このこと

で，研究初学者にとっての聴衆を適切に想定する難し

さを軽減するとともに，プレゼン設計における聞き手

を想定した知識構築サイクルの活性化を意図している． 

4. 開発したシステムの初期的利用 

3 章で述べたシステムを卒業研究発表と修論発表の

機会に利用し，システムの利用が他者視点からの認知

を促し，思考の再構成に寄与するか初期的に確認して

いる．これまでに，研究室の学生 5 名（学部 4 年：4
名，修士 2 年：1 名）が本システムを実践利用した．

本稿では，得られた実験結果から初期的な評価を行い，

システムの有用性に関する所感を述べる． 

4.1 プレゼンシナリオ設計プロセスの実践 

学習者が作成したプレゼンシナリオの一部を図 7に

例示している．このシナリオ作成の過程では，思考表

出マップに記述された問いと答え以外にも，新たな問

い問いと答えが多く設定されたことから，プレゼンシ

ナリオ作成において主題に沿った焦点化や掘り下げが

なされることが見て取れた． 

システムを利用したプレゼンシナリオ作成の過程で，

この学習者が行ったシステムとのインタラクション

（システムからの助言とそれに対する学習者の判断）

を以下に示している． 

(1) 主題の観点からの助言：『修士論文発表では特に研

究の成果を明確に示す必要がありますが，「現時点

で，研究目的をどの程度達成できたのか」を主題と

する必要はありませんか？』．学習者の判断：“必要

ある”を選択し，その理由として「本研究のあるべ

き姿（理想状態）は語られないといけないと思った．

ただ，今後の課題のスライドで述べてはいるので修

正はしていない．」と記載． 

(2) 研究領域のメタモデル的視点からの助言：『「現時点

で，研究目的をどの程度達成できたのか」という主

題と照らしたとき，説明すべき「今後の課題は何で

すか？」といったことが，あなたのプレゼンシナリ

オには含まれていないかもしれません．これについ

て研究目的を基に見直してみてはいかがでしょう

か？』．学習者の判断：“見直さない”を選択し，そ

の理由として「記述済みである」と記載． 

(3) リフレクションを求める助言：『「修士論文発表では

特に研究の成果を明確に示す必要がありますが，現

時点で，研究目的をどの程度達成できたのかを主題

とする必要はありませんか？」』．学習者の判断：“必

要ある”を選択し，その理由として「本研究のある

べき姿（理想状態）は語られないといけないと思っ

た．ただ，今後の課題のスライドで述べてはいるの

で修正はしていない．」という修正を加えました．

このことからどのような気づきを得ましたか？』．

学習者の判断：「修士論文発表で特に求められてい

る研究成果の報告について意識に挙げられていな

かったということに気づいた」と記載． 

 

図 7 実際に設計されたプレゼンシナリオ 
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4.2 議論フェーズの実践 

4.1 節で例示した自己内対話の過程はログファイル

として出力される．これをもとに実施された議論の内

容をとりあげる． 

4.1 節(2)のインタラクションで，学習者が根拠とし

た「記述済みである」について議論を行う中で，該当

する内容は「現状のままでは計算機支援の知的さに欠

ける」ということであることが明らかになった． この

ことについてさらに掘り下げた議論を通じて，当該内

容は今回のプレゼンで設定した研究目的の範囲外のこ

とであり，「今回のプレゼン発表で設定している研究目

的をどの程度達成できたのか？」という助言への回答

には馴染まないという議論になった．プレゼンにおい

て言及すべき「今後の課題」の概念について学習者の

認識の違いが明らかになり，指導者との認識の擦り合

わせを通じた概念獲得の機会となるとともに，自己完

結性の観点からプレゼンシナリオを洗練させていく機

会となったことを確認した． 

4.3 初期的効用の確認 

議論後に行った当該学習者のアンケートからは，「議

論の準備に非常に役立ったこと」や，その理由として

「自分がシステム上で表現したものに対して，足りな

いこと（失念していたこと）を指摘してくれるので，

それをシナリオには反映できなかったけれども，その

話題を議論の俎上にあげられたため」，「十分に考えた

つもりであったが，助言によって足りていないところ

への気づきを得ることができた」と言ったコメントが

あった．このことから，システムから提示される助言

や明示的な判断が議論への準備性を高めていることが

示唆された． 

また，事前に研究内容を整理しておくと，プレゼン

シナリオは作りやすかったか，プレゼンシナリオを作

っていると，研究内容の理解が深まったか，自分のプ

レゼンシナリオを聞き手がどのように理解するかを想

定しやすくなったか，といったことについても学習者

に肯定的に受け止められていることが確認された． 

一方，指導者の感想として，「通常のプレゼンテーシ

ョン資料に関する議論では，学習者の主張のみが記述

され，主張の意図が暗黙になることが多くある．この

システムで設計されるプレゼンシナリオは通常のプレ

ゼン資料とは異なり，問いノードが含まれるため学習

者の主張の意図が陽に表出される仕組みとなっている．

これにより，学習者の意図をスムーズに汲み取ること

ができた．」ということや「自己内対話のログを参照す

ることで議論が焦点化しやすかった」といった言及が

あった． 

まだ少数の事例ではあるが，これらのことから他者

視点の認知を促し，プレゼンの準備を有意義な知識創

造の機会へと繋げることの感触を得た． 

5. おわりに 

本研究では，他者視点で思考を吟味的に見直し，再

構成するといった困難性の軽減を目掛けて，プレゼン

資料作成活動に着目し，聴衆モデルに則した助言を提

示するとともに，助言に応じた学習者の修正活動を指

導者が理解可能な形で議論が行えるプレゼンシナリオ

設計支援システムを開発した．そして，本システムが

プレゼンの準備を知識創造の機会へと繋げることに寄

与し得るかを確認する初期的な実践を行った．少数の

事例であるが，システムの有用性に関する肯定的な感

触を得ることができた． 
真正な学習場での運用を継続し，得られたデータの

分析を進めることで，本システムの有用性を確認して

いく予定である． 
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VRを利用したプレゼンテーション 

セルフレビューシステムの評価 
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プレゼンテーションのセルフレビューは自分自身の姿や声を見直すことへの心理的抵抗感があり効果的

な振り返りが難しい．筆者らは，これまで学習者のプレゼンテーションをロボットが再現するセルフレ

ビューシステムを提案し，学習者に心理的抵抗感の軽減や非言語動作の改善点への気づきを促した．一

方，プレゼンテーションを客観的に見直すだけで，プレゼンテーションに含まれる非言語動作の不十分

さや不適切さに気づき，動作を改善するには限界があることも分かってきた．そこで，本研究では非言

語動作への的確な把握と理解を支援するために，非言語動作の体感を伴う主観的視点からのセルフレビ

ューを提案し，VR 空間でプレゼンテーションを客観的視点および主観的視点から見直すセルフレビュ

ーを開発した．ケーススタディの結果，VR 空間でのセルフレビューは非言語動作の改善点への気づき

を促し，特に主観的視点からのレビューが身体的な非言語動作の改善につながることが示唆された． 

キーワード: プレゼンテーション，セルフレビュー，非言語動作，体感，VR

1. はじめに 

研究発表のリハーサルにおいてプレゼンテーション

の質を高めるためには，発表者（学習者）が実施した

プレゼンテーションを自分自身で見直すセルフレビュ

ーによってプレゼンテーション中の非言語動作の必要

性や有効性を振り返ることが重要である．一般的なセ

ルフレビューの方法として学習者が自分のプレゼンテ

ーションをビデオ撮影してその動画を見直す方法があ

るが，自分自身の姿や声を見直すことに対する心理的

抵抗感が原因で改善点に気づきにくいという問題があ

る． 

 先行研究では，ロボットによるプレゼンテーション

の再現を見直すセルフレビューシステムを提案し，学

習者に心理的抵抗感の軽減や非言語動作の改善点への

気づきを促すことが示された(1)．しかし，研究初学者

にとって，プレゼンテーションを客観的に見直すだけ

で非言語動作の不十分・不適切な箇所に気づき，さら

にはその動作を改善することは難しいことが課題とし

て指摘されている． 

 本研究では，研究初学者に対して非言語動作の的確

な把握と理解を促し，その不十分・不適切な点への気

づきを促進するために VR を利用した主観的なプレゼ

ンテーションセルフレビューを提案する．提案手法で

は，VR 空間の中でプレゼンテーションを実施し，その

プレゼンテーションをプレゼンタの視点から追体験す

るようにセルフレビューを行なう．学習者がプレゼン

テーション中に実施した非言語動作を体感しながら振

り返ることで，非言語動作の把握と理解を促進する効

果が期待される． 

 本稿では，VR 空間でのプレゼンテーションの実施

および客観的視点と主観的視点の二種類の視点からの

セルフレビューを実施するシステムを開発し，提案手

法を評価するケーススタディを実施した．ケーススタ
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ディの結果，VR 空間でのセルフレビューはプレゼン

テーションの理解を促進し，特に主観的視点からのレ

ビューにおいて身体的な動きを伴う非言語動作の気づ

きを促してプレゼンテーションの改善につながる可能

性が示唆された． 

2. プレゼンテーションセルフレビュー  

2.1 プレゼンテーションの構成要素 

 プレゼンテーションは発表スライドである Pドキュ

メント，P ドキュメントに合わせて行なう口頭説明，

P ドキュメントや口頭説明の内容を的確に伝達するた

めの非言語動作の 3 つの構成要素からなる．質の高い

プレゼンテーションを実施するためには，特にプレゼ

ンテーション中の非言語動作が重要である． 

 代表的な非言語動作には，聴衆やスライドへの顔向

けやスライドへの指差しなどのジェスチャーや発話の

声量，話速，間の開け方などのパラ言語が存在する．

また，これらの非言語動作はやみくもに実施するだけ

では効果はなく，動作の意図を持って実施することが

重要である． 

2.2 プレゼンテーション動作モデル 

 筆者らは，プレゼンテーション中の意図的な動作を

支援するために，これまでプレゼンテーション中の意

図とその意図を達成するための非言語動作，そして各

動作は具体的にどのような要素によって成立するかを

表す基本構成要素の関係をモデル化した(1)．先行研究

におけるプレゼンテーション動作モデルを図 1 に示

す．本研究ではこの動作モデルに基づいたセルフレビ

ュー支援を実現する． 

 また，本研究では支援の対象を動作モデルにおける

「伝えたいコンテンツへの注目」に限定し，レビュー 

 

 
図 1 プレゼンテーション動作モデル 

 

 
図 2 本研究のプレゼンテーション動作モデル 

 
表 1 レビュー対象 

 

 
対象も特に重要な非言語動作のみに制限する．プレゼ 

ンテーション動作モデルの中で本研究の支援対象部分

を抜粋した動作モデルを図 2に示す．また，本研究に

おける具体的なレビュー対象を表 1に示す． 

2.3 支援の枠組み 

本研究における支援の枠組みを図 3 に示す．学習者

は事前にプレゼンテーション中の動作意図を入力する．

次に HMD を装着して人型アバターを操作することで

VR 空間の中でプレゼンテーションの収録を行なう．

収録後はシステムが動作モデルに基づいたプレゼンテ

ーションの認識と診断を行なう．その後に学習者はア

バターの再現するプレゼンテーションを客観的視点お

よび主観的視点から視聴し，チェックリストにもとづ

いた非言語動作の振り返りを行なう．また，必要に応

じて認識結果を活用したフィードバックを行なう． 

3. VR セルフレビューシステム 

本研究では，提案した支援の枠組みを実現するため

のセルフレビューシステムを開発した．支援の詳細を

述べる． 

 

 

図 3 支援の枠組み 

 

伝えたいコンテンツへの注⽬

注意誘導

注意喚起
パラ⾔語

スライド装飾

スライドへの指差し

スライドへの顔向け

⽀援対象 内容
ジェスチャー 顔向け / 指差し

パラ⾔語 声量 / 話速
スライド装飾 ⽂字⾊ / 太字 / 下線

プレゼンテーションの収録

動作意図の⼊⼒ プレゼンの実施

動作意図

モーションデータ

プレゼンテーションの認識と診断

基本構成要素の
認識

セルフレビュー

プレゼンの診断

動作モデル 気づきを促す
フィードバック
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アバターによるプレゼンの再現
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－130－



3.1 プレゼンテーションの収録 

3.1.1 動作意図の入力 

 プレゼンテーションの診断やフィードバックを行な 

うためには学習者の動作意図情報が必要である．しか

し，学習者のプレゼンテーション中の非言語動作から

動作意図を推定することは難しい．そのため，本研究

では学習者が事前に Pドキュメントの中から聴衆に注

目を促すべき重要箇所を決定し，先行研究で開発され

た動作意図入力システム(2)を使用して動作意図の入

力を行なう． 

 学習者は Pドキュメントを閲覧しなから動作意図を

持って説明したいスライドの箇所を決定し，そのスラ

イド中のテキストや画像に対して動作意図を表す動作

カテゴリを選択する．本支援における動作カテゴリの

種類は「注意誘導」または「注意喚起」の 2 種類であ

るため，選択可能な動作カテゴリは「注意誘導」，「注

意喚起」，「注意誘導と注意喚起」の 3通りとなる．学

習者の付与した動作カテゴリとその対象となるテキス

トや画像を一意に定めるための位置情報（テキスト本

文または画像・スライドのページ番号・スライド内の

座標）をまとめて学習者の動作意図リストとして取得

する．この動作意図リストはプレゼンテーションの診

断やセルフレビューで使用する． 

 
3.1.2 プレゼンテーションの実施 

 学習者は動作意図の入力後に VR 空間内のプレゼン

テーション会場でプレゼンテーションを行なう．プレ

ゼンテーション会場を図 4に示す．プレゼンテーショ

ン会場は発表者エリアと聴衆エリアに分けられていて，

発表者エリアには Pドキュメントを表示するスクリー

ンと発表者アバターが表示される．学習者は発表者エ

リアに立ち，HMD とコントローラーを用いてアバタ

ーを操作することでプレゼンテーションを実施する．

プレゼンテーションの様子を図 5に示す．プレゼンテ

ーション中の HMD にはアバターの顔が向いている方

向の映像が学習者の視界として表示される．学習者の

視界映像の例を図 6に示す．視界映像はアバターの動

きに合わせてリアルタイムで表示される．学習者は両

手に持つコントローラーのボタンでスクリーンに表示

された P ドキュメントのページ遷移を行なう． 

 

図 4 VR空間のプレゼンテーション会場 

 

 
図 5 プレゼンテーションの様子 

 

 

図 6 学習者の視界映像 

 
3.1.3 プレゼンテーションの収録 

プレゼンテーションの実施中にプレゼンテーション

中のモーションデータ，発話データ，P ドキュメント

を取得する．モーションデータとは，プレゼンテーシ

ョン実施中のアバターの顔と両手の座標と角度および

表示中のスライド番号の情報をプレゼンテーション開

始からの経過時間と合わせて記録したデータである．

同時にプレゼンテーション中の学習者の発話を録音し，

発話データとして保存する．また，プレゼンテーショ

ンに使用した PowerPoint ファイルを P ドキュメント

として保存する．これらのデータは次のフェイズであ

るプレゼンテーションの認識と診断およびセルフレビ

ューで使用する． 

3.2 プレゼンテーションの認識と診断 

本節では，学習者のプレゼンテーション中の非言語

発表者エリア

聴衆エリア
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動作を認識し，動作意図が達成できているかどうか診

断する方法について，非言語動作ごとに述べる． 

 
3.2.1 認識と診断の前処理 

 非言語動作の認識の前処理として，学習者の発話デ

ータを話の間ごとに分割し，音声認識を用いてテキス

ト化する．また，プレゼンテーション全体における分

割された各発話データの発話開始時間と収録時間を記

録する．加えて，動作意図リストに含まれるそれぞれ

の意図が分割されたどの発話データに含まれるテキス

トに付与されたものであるか同期を取り，分割された

発話データと動作意図の対応付けを行なう． 

 
3.2.2 ジェスチャーの認識と診断 

注意誘導を達成するためのジェスチャーにはスライ

ドへの顔向きとスライドへの指差しがある．顔向けの

認識では，モーションデータに含まれる顔の角度から

単位時間ごとに学習者の顔の向きが聴衆方向かスクリ

ーン方向かを決定する．次に分割された発話データご

との学習者の顔向きを単位時間の顔向き方向の多数決

によって決定する．最後に動作意図が付与された発話

データではスクリーン方向であり，その直前の発話デ

ータでは聴衆方向だった場合に注意誘導のための顔向

きが達成できていると診断する． 

指差しの認識では，モーションデータに含まれる両

手の座標データとプレゼンテーション実施前に指差し

を収録して決定した閾値を比較して指差しの有無を求

める．動作意図が付与された発話データ中に一度でも

指差しが行なわれていれば注意誘導のための指差しが

達成できていると診断する．また，顔向きと指差しの

両方とも達成していた場合に注意誘導の動作を実施で

きているものと診断する． 

 
3.2.3 パラ言語の認識と診断 

本システムにおけるパラ言語には声量と話速がある．

声量の診断では，注意喚起の意図が付与された発話デ

ータとその直前の発話データの音量の平均値を比較し，

事前にシステムが決定した閾値より音量の増加率が大

きい場合に声量の変化による注意喚起が達成できてい

ると認識する．話速の診断では，注意喚起の意図が付

与された発話データとその直前の発話データの発話速

度をそれぞれの持つテキストを平仮名に変換した文字

数を収録時間で割ることで算出し，直前の発話より発

話速度が減少した場合に発話速度の変化による注意喚

起が達成できていると認識する．注意喚起のためのパ

ラ言語では，声量による注意喚起と話速の注意喚起の

両方とも達成できていた場合に注意喚起のパラ言語が

達成できていると診断する． 

 
3.2.4 スライド装飾の認識と診断 

スライド装飾の診断では，学習者の作成した

PowerPoint ファイルから各スライドに含まれるテキ

ストや図表と，各テキストの文字色，文字のフォント

サイズ，下線などの装飾状態を取得する．次にその中

で注意喚起の意図が付与された箇所を動作意図リスト

に記録された位置情報を参照して特定する．該当箇所

のテキストに対して赤字，太字，下線のいずれかの装

飾が行われていた場合にスライド装飾が達成できてい

ると診断する．逆に，装飾が行われていない場合やテ

キストの一部分しか装飾されていない場合はスライド

装飾が達成できていないと診断する． 

また，本システムでは動作モデルで示したようにス

ライド装飾と合わせて前節のパラ言語が達成できてい

た場合に注意喚起の動作を実施できているものと診断

する． 

3.3 プレゼンテーションセルフレビュー 

 学習者は HMD を装着した状態で VR 空間の中でプ

レゼンテーション振り返りを行なう．アバターは収録

したモーションデータをもとに学習者のプレゼンテー

ション中の動作の再現を行なう．また，それに合わせ

てスクリーンに表示された Pドキュメントの遷移が行

われる．また，録音した発話データの再生を行なうこ

とでアバターがプレゼンテーションの再現を実施する．

発話データは心理的抵抗感を軽減するために先行研究

と同様に声質を変換する(1)． 

 学習者はアバターが再現するプレゼンテーションを

客観的視点および主観的視点から視聴し，チェックリ

ストを使用して事前に入力した動作意図のレビューを

行なう．以下では，客観的なセルフレビューと主観的

なセルフレビューの詳細およびチェックリストを使用

したセルフレビューの方法について述べる． 
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3.3.1 客観的視点からのセルフレビュー 

学習者は VR 空間内の聴衆エリアの椅子の位置から

アバターによるプレゼンテーションを客観的に視聴す

る．没入感の高い VR 空間で自分自身とは姿や声が異

なるアバターのプレゼンテーション再現を視聴するこ

とは客観視を促進し，効果的な振り返りが期待できる．

客観的視点からのレビューにおける学習者の役割は聴

衆，アバターの役割はプレゼンタと言える．客観的視

点からのセルフレビューの様子を図 7に示す． 

 
3.3.2 主観的視点からのセルフレビュー 

学習者は VR 空間内の発表者エリアに立つアバター

の位置からアバターの視界を追体験することでプレゼ

ンテーションを主観的に視聴する．学習者は自分が実

施したプレゼンテーション中の非言語動作をもう一度

体感しながらセルフレビューを行なうこととなり，特

にジェスチャーのような身体的な非言語動作に対して

直感的に気づきを得ることが期待できる．主観的視点

からのレビューにおける学習者の役割はプレゼンタ，

アバターの役割は学習者自身と言える．主観的視点か

らのセルフレビューの様子を図 8に示す． 

 また，主観的視点からのセルフレビューでは学習者

が指差しを実施したタイミングで指差しを行なった手

に対してコントローラーの振動によるフィードバック 

 

 
図 7 客観的視点からのセルフレビュー 

 

 
図 8 主観的視点からのセルフレビュー 

 

が行なわれる．学習者の指差しの再現において，視界

映像に手が映るだけでは顔向けやパラ言語と比較して

体感が不十分であるため．振動によるフィードバック

を与えることで指差しの追体験を促進し，非言語動作

の把握と理解を促す． 

 
3.3.3 チェックリストを使用したセルフレビュー 
学習者は事前に動作意図を付与した箇所に対して，

チェックリストの項目にしたがってセルフレビューを

行なう．チェックリストの項目を表 2に示す．学習者

はセルフレビュー実施前にプレゼンテーション動作モ

デルやチェックリストの各レビューポイントについて

学習している．セルフレビュー時には VR 空間内に表

示されるセルフレビューUI を使用してレビューを行

なう．セルフレビュー用 UI を図 9に示す．本 UI の
上部には現在レビューするべき動作意図の番号と，学

習者が事前に入力した動作意図が示されたスライドが

表示される．したがって，学習者は画面上部を確認す

ることでレビューするべき箇所を把握することができ

る．画面下部にはレビューするべき各非言語動作の名

称と「○」および「×」のボタンが表示される．学習

者はレビューポイントが達成できていたかどうかを振

り返り，このボタンを選択することでチェックリスト

に基づいた非言語動作のセルフレビューを実施する． 

 学習者はレビュー中にコントローラーでプレゼンテ

ーションの早送り・巻き戻し・一時停止を行うことが

できる．セルフレビュー結果の入力は一時停止中のみ

行なう．セルフレビューの様子を図 10に示す． 

 
表 2 セルフレビューのチェックリスト 

 

 

 

図 9 セルフレビューUI 

動作意図 動作 基本構成要素 レビューポイント
スライドへの顔向け スライドへ顔を向けているか
スライドへの指差し スライドコンテンツを指差しているか
パラ⾔語 説明している情報を⼝頭で強調(声の⼤きさ/話速の変化)しているか
テキスト装飾 スライドの重要な箇所を装飾(⽂字⾊/太字/下線)によって強調しているか

伝えたい
コンテンツへの

注⽬

注意誘導

注意喚起
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図 10 チェックリストを使用したレビューの様子 

4. ケーススタディ 

4.1 実験概要 

 VR 空間における客観的視点からのレビューと主観

的視点からのレビューがそれぞれ非言語動作の把握と

理解を促進し，プレゼンテーションの改善につながる

ことを検証するためにケーススタディを実施した．実

験の概要を図 11 に示す．被験者は理工系大学生およ

び大学院生 13 名で，客観的レビューを行なう実験群

1，主観的レビューを行なう実験群 2，従来方式である

ビデオ視聴によるレビューを行なう統制群の 3群によ

る被験者間実験を実施した． 

 被験者は最初にプレゼンテーション動作モデルにつ

いて学習し，動作意図の入力を行なった．次に実験群

は開発したシステムを使用して VR 空間でプレゼンテ

ーションを実施し，統制群は実験室で通常のプレゼン

テーションを実施した．その次にセルフレビューを実

施した．セルフレビュー後はもう一度プレゼンテーシ

ョンに取り組み，最後に事後アンケートに回答して実

験は終了した． 

4.2 実験結果 

 各群のセルフレビュー方法が非言語動作の把握と理

解を促すことを検証するために，学習者の 1回目のプ

レゼンテーション中の非言語動作についてシステムに

よる診断結果と学習者のセルフレビュー結果を比較し，

全体の非言語動作数における診断結果とレビュー結果 

 

 

図 11 実験概要 

 

 

が一致した割合を一致率として求めた．その結果を図 

12に示す．一致率について，それぞれ各変換を実行し

て一元配置分散分析によって 3群間の有意性を検定し

た結果，条件間に有意差が見られた（F(2,10)=4.946, 

p=0.032<0.05）．したがって，セルフレビュー方法によ

ってレビュー結果に有意な差がある可能性が認められ

た．2 群間の差についてそれぞれ比較を行うために各

群の一致率についてTukey-Kramer法による多重比較

を行なった．その結果，実験群２と統制群の間に有意

差が見られた（p=0.026<0.05）．また，実験群 1 と統

制群の間には有意差は見られない（p=0.312）ものの実

験群 1 の方が一致率は高かった．このことから，VR 空

間でのセルフレビューは非言語動作の理解と把握を促

し，特に主観的なレビューが効果的である可能性が示

唆された． 
 次に，各群のセルフレビュー方法がプレゼンテーシ

ョンの上達につながることを検証するために学習者の

1 回目のプレゼンテーションと 2 回目のプレゼンテー

ションの非言語動作をシステムで診断して事前に入力

した動作意図が達成できている箇所の割合を求めるこ

とで非言語動作の達成率を求めた．このうち，2 回目

のプレゼンテーションの達成率を図 13に示す．各群

の達成率についてそれぞれ角変換を実行し，1 回目の

プレゼンテーションの達成率について一元配置分散分

析によって 3群間の有意性を検定した結果，条件間に

有意な差は見られなかった（F(2,10)=2.622, p=0.122）．

したがって，実験前の被験者のプレゼンテーションス

キルに有意な差はない可能性が高いと言える．次に，

各群の 2回目のプレゼンテーションの達成率について 

 

 

図 12 セルフレビュー結果と診断結果の一致率 
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図 13 セルフレビュー後の非言語動作の達成率 

 
一元配置分散分析によって 3群間の有意性を検定した

結果，条件間に有意差が見られた（F(2,10)=5.567, 

p=0.024<0.05）．したがって，各群のプレゼンテーショ

ンの上達率に差がある可能性が認められた．2 群間ご

との比較を行うためにプレゼンテーション 2 の各群の

達成率についてTukey-Kramer法による多重比較を行

なった．その結果，実験群 1 と統制群の間に有意差が

見られた（p=0.045<0.05）．また，実験群 2 と統制群

の間にも有意差が見られた（p=0.032<0.05）．一方で．

実験群 1 と実験群 2 の間に差は見られなかった

（p=0.999）．この結果は VR 空間でのプレゼンテーシ

ョンの実施とセルフレビューがプレゼンテーションの

改善に効果的である可能性を示唆する． 

 

4.3 考察 

1 回目のプレゼンテーションの診断結果とセルフレ

ビュー結果の一致率を非言語動作ごとに求めた結果を

図 14に示す．顔向け，指差し，パラ言語の一致率は

主観的レビューを実施した実験群 2 が最も高く，特に

顔向けは他の 2 群との間に有意差が見られた

（F(2,10)=4.869, p=0.033<0.05）．顔向けの一致率に

ついて 2群間ごとの比較を行うために前節と同様に多

重比較を行なった結果，実験群 2 と統制群の間に有意

差が見られた（p=0.020<0.05）．また，実験群 2 と実

験群 1 の間に有意傾向が見られた（p=0.082<0.10）．

このことから，体感を伴う主観的視点からのレビュー

における視界の追体験が客観的視点からのレビューと

比較して特に顔向きの理解と把握を促進し，全体の一

致率の差に影響を与えたと考えられる．一方で，指差

しの一致率は全群に共通して高い傾向があるものの実

験群 2 が最も低く，客観的視点から見直して学習者自

身がアバターの指差しに注意誘導されるかどうかを見

直すことで効果的に指差しの有効性を確認できている

と考えられる．また，パラ言語の一致率は実験群がど

ちらも高く，声質の変更が心理的抵抗感を下げてパラ

言語の客観的なレビューを促進したと考えられる． 

 次に 2回目のプレゼンテーションの非言語動作ごと

の達成率を図 15に示す．各群の非言語動作の達成率

について一元配置分散分析によって 3群間の有意性を

検定した結果，特に群間に有意な差は見られなかった 

（顔向け：F(2,10)= 2.167, p=0.165, 指差し：F(2,10)= 

1.198, p=0.342, パラ言語：F(2,10)= 2.668, p=0.118, 

スライド装飾：F(2,10)= 0.219, p=0.807）．しかし，顔

向け，スライド装飾の達成率は実験群 2 が最も高い値 

 

 

 

図 14 非言語動作ごとの一致率 

 

 

図 15 非言語動作ごとの達成率 
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を示しており，パラ言語の達成率も実験群の 2群が統

制群と比較して高い傾向が見られる．この傾向が全体

の達成率の差につながったと考えられる．特に顔向け

の達成率は実験群２が他の 2群と比較して高い値を示

しており，体感を伴う非言語動作の追体験が顔向けの

非言語動作の上達につながったと考えられる．また，

指差しの達成率は客観的視点からのレビューをした群

の方が高く，すべての非言語動作について診断結果と

セルフレビュー結果の一致率と同様の傾向が表れてお

り，非言語動作の理解度と達成率には相関関係が見ら

れた．このことから，VR 空間におけるセルフレビュー

で非言語動作の理解と把握を促すことでプレゼンテー

ションの上達につながることが示唆される． 

 また，群間に差は見られたものの有意差は確認でき

なかった理由にセルフレビューとレビュー後のプレゼ

ンテーションを一回しか実施していないことが考えら

れる．全体的に実験群の方が高い値を示す傾向が見ら

れたことから，提案システムを使用した学習を繰り返

すことでさらにプレゼンテーションの上達につながる

と考えられる． 

 最後に事後アンケートについて述べる．事後アンケ

ートでは提案手法に対する心象を 7件法による主観評

価と自由記述によって評価した．本稿では，その結果

の一部について述べる．実験群の被験者は統制群と比

較してレビューに集中できたと回答していて，その理

由に没入感を感じたことや心理的抵抗感が低いことを

挙げている．また，自由記述には「周りに誰もいない

と感じた」などの回答が見られた．このことから VR

空間の特性である没入感が集中力の増加や心理的抵抗

感の軽減，エンゲージメントの増加につながる可能性

が示唆される．また，各群に非言語動作の振り返りが

できたかを問う質問でも実験群が高い値を示し，特に

実験群 2 では「ステージの上に立って本番のプレゼン

テーションをしている感覚になれた」，「実際のプレゼ

ンをしているように感じて集中できた」などの理由が

挙げられた．このことから体感を伴うレビューの有効

性が示唆される． 

 
 

 

5. おわりに 

本研究では，主観的視点からの体感を伴うセルフレ

ビューによってただ客観的に見直すだけでは十分な改

善点への気づきを得ることができない研究初学者に対

して非言語動作の改善を促すセルフレビュー方法を提

案した．また，VR 空間でアバターを使用したプレゼン

テーションリハーサルを実施し，そのプレゼンテーシ

ョンについて客観的視点および主観的視点からセルフ

レビューを行なうセルフレビューシステムの開発を行

なった．開発したシステムを使用したケーススタディ

の結果，VR 空間でのセルフレビューが非言語動作に

対して把握と理解を促し，プレゼンテーションにおけ

る非言語動作の改善を促す可能性が示された．特に，

体感を伴う主観的視点からセルフレビューを実施する

ことで一部の身体的な動きを伴う非言語動作に対して

従来手法よりも効果的なレビューが実現することが示

された． 
今後の課題としては，客観的視点と主観的視点それ

ぞれの特徴を使い分けた適応的な支援や診断結果を有

効活用したフィードバックなどさらに効果的なセルフ

レビュー手法を検討することが考えられる． 
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交通事故のリスク低減のため，日本では様々な場面にて交通安全教育が行われている．しかし，日常の

運転において事故が起こるリスクがあったとしても回避できたという経験を繰り返してしまうことで，

安全運転に対する意識(安全運転意識)が高まらないという問題がある．この問題に対して，運転シミュレ

ータを用いた教育では，交通事故の擬似体験を通して安全運転意識を高める効果が期待されているが，

擬似体験した事故を引き起こした要因となった安全運転意識の不足を推定することは困難である．本研

究では，運転シミュレータ上で運転者の安全運転意識を推定可能となるように事故を擬似体験させるた

めのシナリオ制御モデルを提案する．本モデルでは，事故リスクのある場面において，事故回避に要す

る安全運転意識を見極めた上で，運転者が擬似的に事故を起こした場合に，その意識不足を事故要因と

推定し，運転者に対し安全運転意識を促すことを可能とする．横断歩道周辺に関して作成したシナリオ

制御モデルの評価実験の結果，提案手法は従来手法に比べ，横断歩道周辺でより安全な運転操作を促す

ことが示唆された． 

キーワード: 交通安全教育，安全運転意識，運転シミュレータ，Failure-driven learning 

1. はじめに 

日本の交通事故による死傷者数は 2019 年時点で

464,990人(1)であり，2004年から減少傾向(1)にはある

ものの依然として身近な危険として存在している．こ

のような交通事故のリスクへの対策として，近年では

様々な運転支援システムが開発されている．しかし，

運転支援システムによる交通事故のリスク低減の前提

には，運転者の行動がシステムの有無によって変化し

ないということがある．しかしながら，運転支援シス

テムにより安全性が向上し，運転者が安全の余裕を知

覚すると，速度増加や安全確認の省略といった負の適

応(2)がリスク補償行動として発現し，結果的に安全性

が変化しないというリスクホメオスタシス理論が提唱

されている(3)．このことから，交通事故のリスクを低

減させるためには，運転支援システムの導入のような

ハード面での対策だけでなく，運転者の安全運転に対

する意識(安全運転意識)を高めるソフト面での対策が

必要である．現在の日本ではソフト面の対策として，

学校での交通安全教室や，街角での交通安全運動など，

様々な場面にて交通安全教育が行われている(4)．一方

で，現状の交通安全教育では，危険な運転行動を取っ
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ていても事故を回避する経験を日常的に繰り返してい

る参加者にとっては，交通安全教育への学習意欲が湧

かず，安全運転に対する動機付けが高まらないという

問題がある(4)．このような交通安全教育の中で，交通

違反者に対する講習では，交通事故などの危険な場面

を擬似体験させることを目的に，運転シミュレータを

用いた交通安全教育が行われている(5)．運転シミュレ

ータにより，交通事故等の危険な場面を擬似体験する

ことは，運転者自身の運転と交通事故の結び付け，安

全運転意識を高めることが期待される．一方で，現状

の運転シミュレータでは，運転者が体験する運転シナ

リオは一意に定められており，運転者がどのような運

転操作を行なったかに関わらず，交通事故の発生を意

図した場面(事故場面)が提示される．このような運転

シナリオでは，事故場面において交通事故を回避する

ために必要な安全運転意識が複数存在するため，事故

を擬似体験した際に，事故を引き起こす原因となった

安全運転意識の不足を推定することは困難である．そ

のため，運転者に応じたフィードバックを行うことが

できず，運転者の安全運転意識の変容を促す効果が限

定的となっている．このような問題に対して筆者らは，

交通違反者に対する交通安全教育で使用される運転シ

ミュレータを対象に，運転者の運転操作から事故安全

運転意識を見極め，安全運転意識の不足があった場合

には事故の危険のある場面を提示することで，事故を

起こしたことから安全運転意識を推定するための運転

シミュレータのシナリオ制御モデルを提案した(6)．提

案モデルにより，運転者の運転体験中の運転操作から

安全運転意識の程度を見極め，安全運転意識の程度に

応じたフィードバックを行うことで安全運転意識を向

上させることを目指した． 
そこで本稿では，提案モデルの概要と提案モデルに

基づき作成した横断歩道周辺におけるシナリオ制御モ

デルについて述べ，提案モデルによる運転体験が運転

者の安全運転意識を高めるかを確認するために行なっ

たケーススタディについて結果を報告する． 

2. 運転シミュレータのシナリオ制御モデル 

2.1 シナリオ制御モデルの概要 

運転シミュレータのシナリオ制御モデルでは，運転

者が体験する運転シナリオは，運転者の安全運転意識

の見極めを行う場面(見極め場面)と，交通事故の擬似

体験を意図した事故場面により構成される．運転シナ

リオにおいて，見極め場面を提示する中で，安全運転

に必要な操作の有無により運転者の安全運転意識の見

極めを行う．安全運転に必要な操作が行われていた場

合には，次の安全運転意識の見極めを行う見極め場面

へと遷移する．これにより，段階的に安全運転意識の

見極めを行うことで，運転者の安全運転意識の程度の

推定を実現する．一方で，安全運転に必要な操作が不

足していた場合には，対応する事故場面へと遷移する．

これにより，運転者の安全運転意識の程度に応じた交

通事故の擬似体験を実現する．このように，運転者の

安全運転意識の程度を見極め，安全運転意識の程度に

応じた交通事故の擬似体験を行うことで，運転者に対

してモデルに基づくフィードバックを行うことで安全

運転意識の向上を目指した． 

2.2 横断歩道周辺におけるシナリオ制御モデル 

筆者らは，運転シミュレータのシナリオ制御モデル

の第一段階として，横断歩道周辺におけるシナリオ制

御モデルを作成した．図 1に，横断歩道周辺のシナリ

オ制御モデルを示す．図 1の各ノードは一つの場面を

表し，ノードの中にはその場面にて注意を向ける必要

がある対象が示されている．また，青のノードは見極

め場面，赤のノードは事故場面を表し，紫の枠には安

全運転に必要な運転操作を示している．横断歩道周辺

におけるシナリオ制御モデルは表 1に示す 7 つの見極

め場面と，同様の条件で事故の擬似体験をさせるため

の事故場面により構成される．各場面において安全運

転に必要な操作の有無から，各場面の安全運転意識の

見極めを行う． 

ここで，表 1の場面 3を例に場面遷移の流れを説明

する．場面 3では，自車の左右にいる歩行者が横断歩

道に向かって移動している．この際に，自車が横断歩

道の前方で徐行するかを確認し，歩行者優先の意識を

見極める．徐行していた場合には，歩行者優先の意識

を身につけていると判断し，次の場面として場面 4の

見極め場面へと遷移し，死角の確認の意識を見極める．

一方で，横断歩道の前方で徐行しなかった場合には，

歩行者優先の意識が不足していると判断し，同様の場 
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面で事故を発生させるための事故場面へと遷移し，交

通事故を擬似体験させる． 

3. ケーススタディ 

3.1 実験目的 

本研究では，提案手法が従来手法に比べ安全な運転

操作を促し，安全運転意識を高めるかを確認するため，

横断歩道周辺でのシナリオ制御モデルを用いてケース

スタディを行なった．本ケーススタディでは，運転者

の安全運転意識に応じた交通事故を擬似体験させる提

案手法と，運転者が事故を擬似体験する場面があらか

じめ定められている従来手法を比較し，交通事故の擬

似体験の前後で運転者の運転操作がどのように変化し

たかを確認することで，提案手法が従来手法に比べ安

全運転意識を高めることができるかを評価した． 

本ケーススタディでは，提案手法による運転体験に

より，運転者の安全運転意識に応じた事故の擬似体験

を行うことで安全運転意識が高まり，横断歩道周辺に

おいて自車の速度を低下させ，横断歩道周辺の安全を

確認するようになるという想定のもと次の仮説を立て

た． 

なお，本ケーススタディでは横断歩道の手前 100m

をイベント区間として設定した． 
H1: 提案手法による運転体験では従来手法による運

転体験に比べイベント区間で徐行する場面数が増加す

る 

H2: 提案手法による運転体験では従来手法による運

転体験に比べイベント区間でのアクセルをオフにする

場面数が増加する 

H3: 提案手法による運転体験では従来手法による運

 

図 1. 横断歩道周辺におけるシナリオ制御モデル 

表 1. 各場面に配置するオブジェクトと事故原因 
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転体験に比べイベント区間でのブレーキをオンにする

場面数が増加する 

H4: 提案手法による運転体験では従来手法による運

転体験に比べイベント区間での最低速度が低下する 

H5: 提案手法による運転体験では従来手法による運

転体験に比べ横断歩道周辺における運転に対する自己

評価が低下する 
ここで，本ケーススタディでは，ブレーキをオンに

した際に 1m 以内に停止可能であり，一般的に徐行の

目安とされている 10km/h を基準とし，10km/h 以下

になった場合を徐行していることとした． 

3.2 実験装置 

本ケーススタディでは，三菱プレシジョン社製の研

究・開発用ドライビングシミュレーションシステム

D3simを使用した．次に，本ケーススタディで被験者

に提示した見極め場面の様子を図 2に，事故場面を図

3 に示す．また，本ケーススタディでは，被験者が事

故場面において事故を起こした場合には，前面のガラ

スにひび割れが描画される．事故発生時の様子を図 4

として示す． 

3.3 実験手順 

本ケーススタディは，運転歴 1年から 42年(平均 19

年)の自動車免許保有者 14 名に対して実施した．また，

被験者はケーススタディにて交通事故の擬似体験を行

うことから，被験者には事前にインフォームドコンセ

ントにより実験参加の同意を得た． 

ここで本ケーススタディでは，個人情報保護の観点

から，事故歴，違反歴については，被験者の同意が得

られた場合のみ収集した．回答が得られた範囲では，

被験者自身の重大な過失により事故を経験したことの

ある被験者は見られなかった．また，本研究は交通違

反者を対象にした研究であるが，本ケーススタディで 

は交通違反者への効果を確認する前段階として，交通

違反者でない運転者も被験者に含めケーススタディを

実施した． 

被験者は，運転歴と運転頻度に偏りが発生しないよ

う実験群 8 名(平均運転歴 18 年 1 ヶ月)，統制群 6 名

(平均運転歴 19年 6 ヶ月)に群分けを行なった．図 5に

実験群，統制群の実験の流れを示す．また，運転体験 

 
図 2. 見極め場面の様子 

 
図 3. 事故場面の様子 

 
図 4. 事故発生時の様子 

 

図 5. 実験の流れ 

1，運転体験 2，運転体験 3，提案手法による運転体験，

従来手法による運転体験で被験者に提示する場面の構

成を表 2 に示す．アンケート 1，アンケート 2，アン

ケート 3として実施した自己評価アンケートでは，横

断歩道周辺の観点として，安全な速度，一時停止，安

全確認，歩行者優先の 4 つを 5 件法で自己評価した． 
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この自己評価は，各項目 5 点満点，合計 20 点満点に

換算し，横断歩道周辺の運転についての自己評価点と

した． 

表 2に示したように，各運転体験では被験者が実験

の意図を推測することを困難にするため，見極め場面

や事故場面の他に，分析対象とはせず，事故の危険の

ない走行場面を設定した． 

また，2 日目に行う運転体験 3 では，1 日目に事故

を起こした場面に対応する見極め場面は提示せず，運

転体験 3の最後に事故場面として提示することで，同

じ場面において事故を回避できるかを確認した．ただ

し，1日目に事故を起こさなかった被験者に対しては，

表 2における AC7の場面を提示した． 
図 5に示したように実験 1日目は，両群の被験者と

もにまず安全運転に対する自己評価をアンケート 1と

して行なった．その後，運転シミュレータの操作に慣

れるための練習を 10 分間行い，交通事故の擬似体験

前の運転操作の確認を行う運転体験 1を行なった．運

転体験 1 終了後，実験群は本研究で提案した横断歩道

周辺のシナリオ制御モデルに基づき，被験者が横断歩

道の前方で徐行していた場合には次の見極め場面を，

徐行していなかった場合には対応する事故場面を提示

した．また，事故場面において交通事故を擬似体験し

た場合には，その時点で提案手法による運転体験を終

了した． 

一方で，統制群は表 2に従来手法による運転体験と

して示したように，事故場面を表 2におけるAC3, AC5, 

AC7に固定して被験者に提示した．また，実験群と同

様に，交通事故を擬似体験した場合には，その時点で

従来手法による運転体験を終了した． 

提案手法または従来手法による運転体験後，両群と

もに交通事故の擬似体験による運転操作の変化を確認

するため運転体験 2を行い，運転に関する自己評価を

アンケート 2として実施した． 

実験 1日目から 1 週間以上間隔をあけて実施した実

験 2日目は，両群ともに運転体験 3を行い，交通事故

の擬似体験による運転操作の変化が継続しているかを

確認した．また，運転体験 3 の最後に，1 日目に事故

を起こした場面を事故場面として提示し，同じ場面に

おいて事故を回避できるかを確認した．その後，運転

に関する自己評価をアンケート 3として実施した． 

3.4 事故を擬似体験した際のフィードバック内容 

本ケーススタディでは，交通事故を擬似体験した被

験者に対してフィードバックを行なった．実験群に対

しては，事故を起こした場面を再生するとともに，事

故を起こした場面に応じ，表 3に示す横断歩道周辺の

シナリオ制御に基づき作成した安全運転意識に関する

問いかけを行い，被験者の安全運転意識の欠落に対し

て内省を促した．  

一方で，統制群は，事故場面にて事故を引き起こす

要因が複数あり，事故の原因を特定することができな

いため，横断歩道周辺には危険が多く存在するため，

気をつけて運転をする必要があることを伝えた． 

表 2. 被験者に提示する場面の構成 

 提示する場面の順番 
運転体験 1 n,C3,n,n,C5,n,C1,n,n,C2,n,n,C4,n,n,n,C6,n,n,C7,n 
運転体験 2 C6,n,C3,n,n,C2,n,C5,n,n,C4,n,C7,n,C1,n 
運転体験 3 C6,n,C3,n,n,C2,n,C5,n,n,C4,n,C7,n,C1,n 

提案手法による 
運転体験 

n,EX,n,n,EX,n,EX,n,n,EX,n,EX,n,n,EX,n,n,EX,n,n,EX,n 

従来手法による 
運転体験 

n,C1,n,n,C2,n,AC3,n,n,C4,n,AC5,n,n,C6,n,n,AC7,n 

C1〜C7: 見極め場面, AC1〜AC7: 事故場面, n: 走行場面 
EX: 見極め場面または事故場面 
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3.5 実験結果 

本ケーススタディでは，交通事故の擬似体験を伴う

運転体験を行う以前の実験群と統制群に安全運転意識

の程度に乖離がないことを確認するため，実験群と統

制群のイベント区間での徐行場面数，イベント区間で

のアクセルオフ場面数，イベント区間でのブレーキオ

ン場面数，イベント区間での最低速度，横断歩道周辺

の運転における自己評価を両側 t 検定により比較した．

その結果，全ての項目において有意な差は見られなか

った(徐行場面数: t(12) = -0.591, p > .10, アクセルオ

フ場面数: t(12) = -0.814, p > .10, ブレーキオン場面

数: t(12) = -0.576, p > .10, 最低速度: t(12) = 0.995, p 

> .10, 横断歩道自己評価: t(12) = -0.489, p > .10)．こ

のことから，交通事故の擬似体験以前において，実験

群と統制群の安全運転意識の程度は同程度であったと

考えられる． 

ここで，提案手法による運転体験，従来手法による

運転体験ともに交通事故の擬似体験をすることにより

安全運転意識が高まることが予想される．このことか

ら，以降では，実験群と統制群の各運転体験における

運転操作の変化に着目することで，提案手法による運

転体験が従来手法による運転体験に比べ安全な運転操

作を促し，安全運転意識を向上させているかを確認し

た．また，イベント区間での徐行場面数，イベント区

間でのアクセルオフ場面数，イベント区間でのブレー

キオン場面数，イベント区間での最低速度，横断歩道

周辺の運転における自己評価の変化を分析するため，

両群の変化量を対応のない t 検定で比較をした．また，

効果量は Cohenの dを報告する． 

図 6に各運転体験における各群のイベント区間で徐

行した場面数の平均を示す．図 6より，運転体験 1か

ら 2の変化では，イベント区間での徐行場面数は，実

験群が統制群に比べ大きく増加したが，両群の変化に

有意な差は見られず，効果量は中程度であった(t(12) = 

1.288, p > .10, d = 0.70)．本研究で使用した運転シミ

ュレータは特性上，車両の速度感覚が実車の速度感覚

に比べ著しく遅く感じられる．そのため，シミュレー

ション上では十分な減速ができていないにも関わらず，

被験者は十分な減速ができていると判断したため，両

群の変化に有意な差が見られなかったことが考えられ

る．また，運転体験 2から 3の変化では，実験群は徐

行場面数が減少している一方で，統制群は微減にとど

まっているが，両群の変化に有意な差は見られなかっ

た(t(12) = -1.447, p > .10, d = 0.78)．しかし，運転体

験 3で徐行した場面数は両群ともに同程度であること

から，提案手法は従来手法と同程度の効果が継続して

いることが示唆された． 

次に，図 7に各運転体験における各群のイベント区

間でアクセルをオフにした場面数の平均を示す．図 7
より，運転体験 1から 2の変化では，イベント区間で

のアクセルオフ場面数は，実験群が統制群に比べ大き

く増加したが，両群の変化に有意な差は見られず，効

果量小であった(t(12) = 0.874, p > .10, d = 0.47)．これ

は，運転体験 1の時点で，両群ともにほとんどの場面

でアクセルをオフにしていたため，大きな変化が見ら

れなかったことが考えられる．また，運転体験 2から

3 のアクセルオフ場面数は両群ともに減少したが，両

群の変化に有意な差は見られず，小さな効果量が見ら

れた(t(12) = -0.866, p > .10, d = 0.47)．しかし，運転

体験 3でアクセルをオフにした場面数は両群ともに同

程度であることから，提案手法は従来手法と同程度の

効果が継続していることが示唆された． 

次に，図 8に各運転体験における各群のイベント区

間でブレーキをオンにした場面数の平均を示す．図 8

より，運転体験 1から 2の変化では，イベント区間で

のブレーキオン場面数は，実験群は統制群に比べ大き

く増加し，両群の増加量の差には有意な傾向と大きな 

表 3. 実験群に対するフィードバック内容 
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効果量が見られた(t(12) = 1.842, p < .10, d = 0.99)．こ

のことから，仮説 H3 は支持された．また，運転体験

2 から 3 の変化では，ブレーキオン場面数は両群とも

にほとんど変化せず，両群の変化の間に有意な差と効

果量は見られなかった(t(12) = -0.217, p > .10, d = 

0.11)．ここで，提案手法は従来手法に比べブレーキオ

ン場面数を大きく増加させ，1 週間後にも同程度の水

準を維持していることから，提案手法は従来手法に比

べブレーキをオンにする意識を高める可能性が示唆さ

れた． 

次に，図 9に各運転体験における各群のイベント区

間での最低速度の平均を示す．図 9より，イベント区

間での最低速度は，実験群が統制群に比べ 5%水準で

有意に低下し，大きな効果量が見られた(t(12) = -2.337, 

p < .05, d = 1.26)．このことから，仮説 H4は支持さ

れた．また，運転体験 2から 3の変化では，最低速度

は，実験群が統制群に比べ大きく増加したが，両群の

変化に有意な差は見られず効果量は小さい効果量であ

った(t(12) = 0.705, p > .10, d = 0.38)．一方で，運転体

験 3での最低速度は，実験群が統制群に比べ低いこと

から，提案手法は従来手法に比べ横断歩道周辺におい

て速度を低下させる効果が高いことが示唆された． 

次に，図 10 に各アンケートにおける各群の横断歩

道周辺の運転における自己評価点の平均を示す．アン

ケート 1から 2の変化では，両群ともに同程度，自己

評価が低下した．また，両群の変化に有意な差は見ら

れず，効果量も見られなかった(t(12) = 0.057, p > .10, 

d = 0.03)．これは，両群ともに事故を擬似体験したこ

とで自己評価が低下したことが考えられる．また，ア

ンケート 2から 3の変化では，実験群は自己評価が低

下した一方で，統制群は自己評価が上昇した．しかし，

両群の差に有意な差は見られず，効果量は小さな効果

量であった(t(12) = -0.866, p > .10, d = 0.47)．ここで，

アンケート 3において実験群は統制群に比べ自己評価

が低いことから，提案手法は従来手法に比べ自己評価

を低下させる効果が高い可能性が示唆された． 

以上のことから，提案手法は従来手法に比べ，横断

歩道周辺においてブレーキをオンにし，速度を減速さ

せていることから，安全な運転操作を促し，安全運転

意識を高めることが示唆された． 
次に，運転体験 3 の最後で，1 日目に事故を起こし

た場面と同様の場面を提示した際に，事故を回避でき 

 
図 6. イベント区間での徐行場面数 

 
図 7. イベント区間でのアクセルオフ場面数 

 
図 8. イベント区間でのブレーキオン場面数 

 
図 9. イベント区間での最低速度 

 
図 10. 横断歩道周辺の運転における自己評価 
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表 4. 1日目に事故を起こした場面 

 AC1 AC2 AC3 AC4 AC5 AC6 AC7 

実験群 6 0 0 0 0 0 0 

統制群   5  0  0 

表 5. 2日目の事故を起こした人数 

 
1日目と同じ場面で 

事故を起こした人数 

1日目に事故を起こさず 

2日目に事故を起こした人数 

実験群 3 2 

統制群 3 0 

たかについて結果を述べる．表 4に 1日目に事故を起

こした場面とその人数，表 5に 2日目に事故を起こし

た人数を示す．表 4より，ほとんどの被験者が，各群

で最初に提示される事故場面にて事故を擬似体験した．

また，表 5より，両群ともに 1日目に事故を起こした

被験者の約半数が 2 日目の事故を回避できなかった．

このことから，提案手法は従来手法に比べ安全運転意

識を高めるものの，事故を回避するために必要な安全

運転意識を維持するためには，継続的な教育を行う必

要性があることが示唆された．また，実験群では，1日

目に事故を起こさなかった被験者 2 名が，2 日目に事

故を引き起こした．これは，被験者が運転シミュレー

タの運転に対して慣れが発生し，普段，自動車を運転

する際の意識に近い状態で運転体験を行なったことが

考えられる． 

4. 今後の課題 

本ケーススタディでは，使用した運転シミュレータ

の制約上，被験者が体験する見極め場面と事故場面は

全て同一の横断歩道周辺における場面となっていた．

そのため，被験者は似たような場面を繰り返すことに

より危険が予測しやすくなっていた可能性がある．こ

のことから，提示する場面の多様性を高め，運転シミ

ュレータに対する違和感を軽減させる必要があると考

える． 
また，本ケーススタディの結果から，提案手法によ

る運転体験を繰り返すことにより，安全な運転操作を

継続的に行うようになる可能性が示唆された．このこ

とから，運転シミュレータを用いた交通安全教育の運

用として，運転体験を繰り返すことにより，安全運転

意識を高める運用方法を検討する必要がある． 

さらに，本研究では，横断歩道周辺におけるシナリ

オ制御モデルの作成を行い，従来手法に比べ安全運転

意識を高める可能性が示唆された．一方で，実際に交

通事故の危険性が高い場面は横断歩道周辺に限らない

ことから，他の場面に関するシナリオ制御モデルを作

成する必要がある． 

5. まとめ 

本論文では，運転者の運転操作に基づき，運転者の

安全運転意識の程度と事故の要因を推定することで，

適応的なフィードバックを行うことで安全運転意識を

高める運転シミュレータのシナリオ制御モデルの評価

を行なった．ケーススタディでは，横断歩道周辺にお

けるシナリオ制御モデルに基づいた運転体験と従来手

法による運転体験を比較した結果，提案手法による運

転体験は，運転者の安全な運転操作を促し，安全運転

意識を高めることが示唆された． 

今後の課題としては，運転シミュレータに対する違

和感を軽減させるため，提示する場面の多様性を高め

ること，提案手法による運転体験を繰り返すことによ

り，安全運転意識を継続的に高めるための運転シミュ

レータを用いた交通安全教育の運用方法の検討，さら

に，横断歩道周辺に限らず，交通事故の危険性のある

場面に対するシナリオ制御モデルの作成が挙げられる． 
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安全かつ余裕のある自動車の運転を行うために危険予測は必要である. 先行研究では, 段階的に学習状

況を変化させることで危険予測を学習できるシステムの開発を行った. 本研究では, ドライバの運転ス

トラテジを定性的に表した Field of Safe Travelを用いて, 安全な走行領域を学習する手順を追加し, 安

全な走行領域を制限する要因を学習できる状況を提案して実装した危険予測学習支援システムの開発を

行った. 

キーワード:学習支援システム，危険予測運転，Field of Safe Travel 

1. はじめに 

自動車による交通事故は，令和元年に約 38 万件発

生している．この自動車事故の原因の一つとして，運

転中に起こりうる危険を予測する危険予測が十分に行

えていないという可能性が挙げられる．危険予測の学

習は，危険予測ディスカッションとして自動車教習所

で行われている．しかし，技能講習と学科教習を合わ

せても 3時間と短く，時間の都合上，十分に学習する

ことができず，学習したことが無い運転状況下で素早

く，適切に危険予測を行う，適応的な能力が身につか

ない可能性がある．そのため，事故映像から危険を探

すシステムを開発し，危険予測や事故につながる状況

を学習させて危険予測を練習させる研究などが関連研

究として行われているが，従来の危険予測学習を拡張

する取り組みになっており，危険予測自体を学習する

研究はあまり行われていない(1)．そこで，先行研究で

はオブジェクトに着目をし，オブジェクト個々の理解

を深めることで適応的な能力を身につける危険予測学

習支援システムの開発を行った(2)．また，先行研究で

は Situation Awareness(3)と呼ばれる，人の行動モデ

ルに基づいたシステムの演習手順を提案しており，こ

の手順に従って演習を行ってもらうことで，危険予測

自体の学習も行うことができた．しかし，先行研究の

手順では，危険予測をふまえた運転経路の提示は一例

のみであり，具体的にどのように運転経路を決めれば

よいのか分からない，不十分なものであった． 

そこで本研究では，この運転経路の提示に着目し，

実際の運転時のように，危険予測をふまえてどのよう

に走行すれば良いのか学習することができる，危険予

測の適応的な能力を身につけてもらうための学習支援

システムの開発を行った． 

2. Field of Safe Travelをふまえた危険予測 

周囲の運転状況から，ドライバの運転ストラテジを 
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図 1 Field of Safe Travelの例(4) 

 

定性的に表した Field of Safe Travel という概念があ

る(4)．図 1に一例を示す．右端にある車が自車であり，

自車が直進をしている状況を表している．周囲のオブ

ジェクトとしては，停止車両，侵入車両，対向車があ

る．周囲のオブジェクトは衝突すると事故につながる

ため，負の価数を持っており，周囲にはクリアランス

ラインと呼ばれる，動きの予測を表した負の価数を持

った線が表されている．図 1では，停止車両は動いて

いないため，クリアランスラインの間隔が狭くなって

いる．侵入車両は左折をするために速度を落としてい

る状況であるため，クリアランスラインの間隔がやや

狭くなっている．対向車は直進をしている状況である

ため，前方のクリアランスラインの間隔は広くなって

いるが，左右へはあまり移動しないと考えられるため，

間隔は狭くなっている．クリアランスラインは周囲の

オブジェクトに近いものほど負の価数が高く，遠いも

のは負の価数が低いため，クリアランスラインについ

て考えることで，リスクの大きさについても考えるこ

とができる．自車の進行方向上に示されている領域が

危険にあう可能性が低いと考えられる安全な走行領域

と呼ばれる領域で，周囲のオブジェクトのクリアラン

スラインや道路の形状等によって曲がったり，奥行や

幅が伸縮したりする特性を持っている．この安全な走

行領域の幅の中央を走り続けることによって，最も安

全に走行することができるというものである． 

この Field of Safe Travel をふまえた危険予測は，

運転状況(State of The Environment)から，運転状況

中に存在 

表 1 本システムの演習手順 

演習手順 演習内容 

1 運転状況の確認 

2 危険に繋がるオブジェクトの選択 

3 起こりうる危険の選択 

4 危険に繋がる動作の選択 

5 行うべき対処の選択 

6 安全な走行領域の選択 

 

 

図 2 開発システムでの表示画面 

 

し運転に関係のある要素を抜き出し，要素ごとの関係

性を整理する(Situation Awareness Level 1，2)．その

要素から，次の状況を予測する(Situation Awareness 

Level 3)．そして危険を回避するための安全な行動と

安全な移動領域を選択し(Decision)，実際に操作をし

て結果を検証する(Performance of Actions)．次の状況

の予測では，オブジェクトの振る舞いをふまえた上で，

危険な配置に移行しないか推測したのちに，適切な，

安全につながる動作の選択と安全な移動領域を選択し，

行動する．システムでの演習手順は，この危険予測の

手順に沿って表 1のようにしており，表 1の手順に沿

って問題を解いてもらうことによって，危険予測の手

順そのものについても，体験をしながら学習をしても

らう． 

Field of Safe Travelに基づいた安全な走行領域を考

える手順を図 2のようにシステムに実装した．上部の

「表示する」と書かれた表示ボタンを押すとそれぞれ

自車

停止車両

対向車

侵入車両

安全な走行領域

クリアランスライン

  図
表示ボタン

回 ボタン
運転状況
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のボタンに対応した Field of Safe Travel が表示され

る．表示ボタンは 3つあり，それぞれ正解，自車の安

全な走行領域が間違っているもの，周囲のオブジェク

トのクリアランスラインが間違っているものが表示さ

れる．学習者には表示ボタンを押してもらい，それぞ

れどの部分が異なっているか考えてもらうことで間違

っている理由まで考えてもらう．その後，対応した番

号の「回 する」が書かれた回 ボタンを押すことで

正誤のフィードバックを返す．不正解の時は，間違っ

ている部分と理由をフィードバックとして返し，もう

一度考え直してもらう．また，Field of Safe Travelは

図 1のように上から見た図で考えると分かりやすいた

め，画面上部に  図が表示されるようにした．この

  図と下の運転状況を照らし合わせて考えてもらう

ことにより，実際の自動車運転時の Field of Safe 

Travelが考えやすいようにしている． 

3. 検証実験 

実験の目的として，Field of Safe Travelを追加した

演習の有効性の確認と，Field of Safe Travelについて

学習することができたかの検証を行う．実験手順は，

事前の危険予測テストとして，Q1は「あなたが自動車

学校の教官だとして，危険予測の学習時に学生に危険

予測の手順を教えるとき，どのように教えますか」と

いう問で，危険予測をどのような手順で行っているか，

Q2は「画像 1～8を見て，それぞれ「危険だと思った

もの」「それはどんな危険か」「なぜその危険が起こる

か」を記述してください」という問でどの程度危険予

測ができるのか，Q3は「自車が安全に走行できると思

う範囲をマーカー等で記述してください」という問で

安全な走行領域はどこかの 3 点を確認する．その後，

システムの利用方法の説明をし，システムを用いての

学習を，こちらで用意した課題をすべて終えるまで行

ってもらう．演習後，事前危険予測テストと同じ内容

で事後危険予測テストを行い，アンケートに回 して

もらった．事前と事後の危険予測テストの結果を比較

し，システムを用いた演習が危険予測の方法に影響を

与えるかどうかを検証する．また，アンケートでは，

システムを用いた演習を行うことにより，危険予測の

手順や能力に変化があったかどうかを主観的な評価を 

 

図 3 Q1の事前事後における正答数の比較 

 

 

図 4 Q2の事前事後における正答数の比較 

 

 

図 5 Q3の事前事後における正答数の比較 

 

してもらう．実験の被験者は大学生 7 名・大学院生 6

名の計 13名を対象とした． 

図 3に Q1の事前と事後の危険予測テストでの各被 

験者の結果の比較を示す．「危険に繋がるオブジェクト 
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の発見」，「起こりうる危険」，「危険を回避するための

行動」の 3点が書けていることを，一つ 1点として確

認を行った．次に，図 4 に Q2 の事前と事後の危険予

測テストでの各被験者の結果の比較を示す．画像 2の

み危険が 2つある問題にしたため，危険 1つにつき 1

点として，満点は 9点とした．図 5に Q3の事前と事

後の危険予測テストでの各被験者の結果の比較を示す．

各画像で安全な走行領域が書けていることを確認した 

ため，満点は 8点とした． 

Q1，Q2，Q3のいずれも，事前テストの方が点数が

高く，事後テストでは点数が下がってしまった被験者 

が 1名いたが，事後の危険予測テストの方が点数が高

くなる被験者が半数以上であったという結果が得られ

た．また，各問で事前と事後テストの結果を有意水準

5%で t検定を行ったところ，Q2は p値が 0.14となり

有意差が確認できなかったものの，Q1 と Q3 は p 値

が 0.04となり有意差が確認できた．Q3のField of Safe 

Travelを考える問題で，事後危険予測テストの方が点

数の低かった被験者 10 の回 を確認すると，事前と

事後の危険予測テストで車線数が違う問題で正 数が

下がっていた．他の被験者の回 も確認をすると，同

様に事前と事後の危険予測テストで，車線数が異なる

問題で間違えている被験者が数名見受けられた．事前

と事後の危険予測テストで使用した画像は，Q2 の危

険箇所は同じになるようにしていたものの，車線数は

異なっているものがあったため，Q3 の比較の画像と

しては不適切であった可能性がある．また，システム

で実装していた学習状況では，いずれも片側 1車線で

あったため，2 車線以上の場合について学習できなか

ったと考えられる． 

以上の結果より，被験者の半数以上がシステムで演

習を行うことにより，危険予測の手順や安全な走行領

域の考え方を身につけることができたことが確認され

た．また，危険予測の能力は有意差が確認できなかっ

たものの，過半数の被験者が事前より事後の危険予測

テストの点数が上がっていることから繰り返し演習を

行うことによって危険予測の能力を上げることができ

る可能性を示せた．よって，本システムでの演習によ

って，危険予測の仕方に変化を与えることができ，適

応的な危険予測の能力を身につけることができる可能

性を示せた． 

4. おわりに 

本研究では，道路の走行位置周囲の運転状況からド

ライバの運転ストラテジを定性的に表した Field of 

Safe Travelを用いた，安全な走行領域を考慮できる危

険予測学習支援システムの開発を行った． 

検証実験では，システムを用いた演習の前後に危険

予測テストを行い，結果の比較を行うことで危険予測

の能力が上がっているか，安全な走行領域を考える上

での知識が身についたかどうかの確認を行った．実験

後に正 数が下がった被験者が各問に 1人ずついたも

のの，半数以上の被験者は正 数が上がるという結果

が得られた．また，事前と事後テストの結果を有意水

準 5%で t 検定をしたところ，危険予測の手順と安全

な走行領域の学習では有意差が確認でき，システムを

用いることで危険予測の手順についての知識が高まり，

安全な走行領域についても学ぶことができたことが確

認できた．これらの結果から，システムで演習を行う

ことで，危険予測の手順や安全な走行領域について学

習することができ，危険予測の適応的な能力を身につ

けることができる可能性を示せた．今後の課題として，

正 数が下がってしまった被験者や，変わらなかった

被験者が複数人いたため，システムでの演習手順の提

示の方法やシステムに実装する学習状況の追加や整理，

フィードバックの明確化の検討を行っていく予定であ

る． 
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問題は単一で存在するのではく，その周辺には関係を持つ問題が複数存在しており，それらの関係は問

題間構造として記述できる．問題を解くだけではこの問題間構造の理解の促進が十分ではないことから，

本研究では，問題間構造の理解促進を指向した問題間構造組立演習システムを，力学を対象領域として

設計開発し，実験的利用を通してその有用性を検証したので報告する． 

キーワード:問題間構造，構造組立演習，メタ認知，問題解決支援，自己調整学習 

1. はじめに 

問題を解けた際に，その問題を十分に理解したと言

えるのだろうか．問題を解くとは，その問題に合った

適切な解法を適用することである．このとき，ただ手

続き的に解法を適用して問題を解決することと，問題

を吟味し適切な解法を選択して解決するのでは大きな

隔たりがある．先行研究において理解は 2 つに分類さ

れており，前者を道具的理解，後者を関係的理解とし

た[1]．問題は単体で存在するのではなく，その問題と

関わりの深い問題が複数存在する．問題とその問題と

関わりの深い問題を比較することで，その問題の特徴

を把握し，問題に合った解法を適用するのが関係的理

解である．このように問題同士には関係があり，その

問題間の関係を理解することが学習において重要であ

るとされている．この問題間の関係は一つの問題に対

して，複数の関係のある問題が存在し関係し合うこと

で問題間構造を構築する．この問題間構造を用いた自

己克服法が研究された．ポリアは 『もしも，与えられ

た問題がとけなかったならば，何かこれと関連した問

題を解こうとせよ．もっと易しくてこれと似た問題は

考えられないか．』と述べている[2]．この考えに基づい

た関係的理解を必要とする自己克服法として，単純化

方略が研究された[3]．単純化方略では，問題に行き詰

った際に，その問題と単純化の関係にあり，且つ，解

決可能な問題と元の問題とを比較することで行き詰ま

りの原因を自ら発見する方法である． 

先行研究では初等力学の問題を対象に，この単純化

方略を実装した問題演習システム“ICP”が研究され

た．学習者が問題に行き詰った際に，システムにより，

その問題を単純化した問題を学習者が解決可能になる

まで提供し，再度元の問題まで複雑化するといった演

習システムが設計/開発された．実践的に利用した結果，

単純化された問題を解くことで直接的な支援を行うこ

となく，学習者自身で元の問題が解けるようになると

いった自己克服が確認された[4]．さらに，ただ学習者

に単純化された問題を解かせるだけでなく，単純化さ

れた問題と元の問題を比較/検討させるシステムが設

計・開発された．このシステムでは，システムが掲示

した 2 つの問題の関係を説明する演習が行われた[5]． 

本研究では，より全体の問題間の関係を理解するた
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めに，問題間構造を，問題とそれらの問題の関係に分

解したパーツを提供し，それを学習者が組み立てる演

習を設計した．先行研究での用意された 2 点の問題間

の関係だけでなく，与えられた問題群の全体から関係

のある問題を探すことで，自身で関係のある問題を発

見する能力を習得することを目的とした．また，高等

専門学校において本システムの実験的利用を行い，シ

ステムの妥当性とその効果を確認した． 

2. 単純化 

2.1 道具的理解と関係的理解 

Skemp[1]は理解を大きく 2 つに分類しており，道具

的理解と関係的理解が存在する．道具的理解とは「規

則を身につけそれを用いる能力で，いわゆる理由なき

規則を用いる能力」と定義されており，言い換えると，

なぜその解法を用いるのかわからないが手続き的に解

法を適用することで問題を解いている状態である．対

して，道具的理解は「やっていることもその理由も，

どちらとも理解している状態」と定義されており，他

の問題との違いといった関係を把握し問題の特徴をと

らえることで，適切な解法を選択し問題を解ける状態

である． 

2.2 単純化の定義 

先行研究[6]において初等力学の問題を表層構造（問

題文），制約構造（物理状況），解法構造（解法）に分

類しており，このうち問題の解き方に特に影響する物

理状況と解法の二つにおいて単純化を定義している．

「状況」は重力加速度や質量といった問題を構成する

属性と，それらの属性を結ぶ数量関係によって構成さ

れたネットワークであり，「解法」はそのネットワーク

内で問題から与えられた入力属性と求めるべき出力属

性をつなぎ合わせた木構造で表現される解法構造であ

る[7]. これらの構造に操作を行うことで関連した問題

を作ることができる.さらに，状況や解法から一要素を

削除したり，入力/出力属性を変更したりすることで，

元問題よりも一段階簡単な問題ができる．こういった

操作を「単純化」とよび，単純化された問題の構造は

元の問題の構造に含まれるため，元問題を解くという

ことは，単純化された問題を解くことを含んでいる． 

2.3 特殊化と一般化 

「状況」に対する単純化/複雑化を，特殊化/一般化と

呼ぶ．特殊化では問題が持つ属性の値を式上において

省略してよい値にデフォルト化することで単純化とし

ている．つまり，特殊化された問題を解くことは元の

問題の特殊な状況の問題を解くこととなる．逆に，滑

らかな床の摩擦係数を任意の値にするといった，状況

の属性を追加することが一般化である．たとえば，摩

擦係数が０という値に特定されているのが特殊な状態

であり，摩擦係数が０でない場合の解決過程では，０

である場合の解決過程を含んでいる一般化された解決

過程になる． 特殊化/一般化における状況の変化は，

マイクロワールドグラフと呼ばれるモデルの一部を用

いている[8][9]．マイクロワールドグラフとは，物理状

況間の関係をその状況を成立させている力学的な仮定

の変化とし，ある物理状況から派生しうる状況を網羅

的に記述したものである． 

2.4 部分化と拡張化 

「解法」に対する単純化/複雑化を，部分化/拡張化と

呼ぶ．部分化は問題解法構造中に現れる中間属性を出

力属性もしくは入力属性として元の解法構造の部分で

解決可能な問題にすることで単純化としている．つま

り，部分化された問題を解くということは元の問題の

一部を解くこととなる．逆に元問題で出力属性や入力

属性だった属性を中間属性として，新しい属性を追加

することで拡張化を行うことが出来る． 

3. オープン情報構造アプローチ 

3.1 オープン情報構造アプローチ 

オープン情報構造アプローチ[10]とは課題設計の方

法である．学習課題を意味的で記号的な情報構造とし

て記述し，学習者にインタラクティブにその構造を操

作できる環境を提供することで，よりアクティブな学

習活動が実現できる．オープン情報構造アプローチは

次の手順で学習課題に適用する．(1)対象となる情報構

造を外在化して学習者に提供する.(2)外在化された情

報構造を，学習者にとって操作可能なものにする．(3)

学習者が操作した結果を情報構造に反映・フィードバ

ックする．これにより学習を阻害する負荷を軽減し，

学習を促進する負荷を維持することが可能になる． 
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3.2 キットビルド方式 

キットビルド方式とは，対象の構造を，「要素」と「要

素間の関係」によって記述した上で，その構造を，「要

素部品」と「関係部品」に分解して部品集合（キット）

とし，その部品集合を用いて元の構造を再組立するこ

とである．このキットビルド方式を概念マップに適用

したのがキットビルド概念マップである．概念マップ

とは，二つ以上の概念とそれらの関係によって構成さ

れた命題の集まりから意味構造を表した図的表現であ

る[11]．概念マップを作成することは,学習知識や理解

の外化・整理活動として学習効果があるとされている

[12]．キットビルド概念マップでは，教授者が伝えた

い内容を概念マップとして構造的に表現し,その構造

を概念（ノード）と関係（リンク）に分解し，キット

を作成する．そして，そのキットを学習者に提供し,概

念マップを組立させる.元の概念マップが決定されて

いるため，組立てられた概念マップの計算機による自

動正誤判定や即時のフィードバックが可能となる[13]．

本研究では，文献[14]に基づいて問題間構造を記述し，

それを部品化して学習者を組み立てさせることを問題

間構造組立演習としており，5 章において説明する． 

4. 問題比較演習システムの実験的利用 

本章では，先行研究で実施した問題比較演習システ

ムの実験的利用とその結果について紹介する． 

4.1 実験目的 

これまで問題の単純化の関係を利用した自己克服方

略を実装したシステムが開発され，自己克服の効果が

確認された．しかし，これらのシステムは問題を解く

ための単純化を用いているものであり，問題間の関係

自体を学習対象としものではなかった．そこで先行研

究[5]では問題の関係自体を対象とし，問題同士の比

較・検討を行う能力の習得を指向した演習システムが

設計され，効果の検証がされた．このシステムでは単

純化の関係にある２つの問題を与え，それらの問題間

の関係を説明させるものであった．しかし問題間の関

係は２点間の関係だけでなく，複数の問題と関わり合

っており問題間構造を構築するものである．そこで本

実験では先行研究のシステムで２つの問題の関係だけ

でなく，より複数の問題との関係に対しても効果があ

るのかを検証した． 

4.2 システム概要 

現在取り組んでいる問題と他の問題を関連付けて，

どう難しくなっているのか，あるいはどう簡単なのか

を比較検討できることは，複数の問題を扱う学習方略

の基礎であり，能動的に学習を行っていく上で重要な

スキルである．しかし一般的に問題は「解く」もので

あり，複数の問題の関係について考えることや，問題

同士で比較することが直接的な学びの対象となること

は少ない．そこで,まず 1 ステップとして単純・複雑関

係で結びついた問題同士における比較活動を可能とす

る環境を整え，経験学習として支援を行う． 

問題間の差分に注目した活動をプロセスごとに，（1）

問題同士が単体としてだけでなく単純・複雑の関係に

よって結びついていることを認識する．（2）問題に含

まれる要素やパラメータレベルの差異を確認する．（3）

問題解決レベルの差異を見つけて表現する．（4）結果

や問題の成否から自身の活動を評価，応用する．以上

の４つに分割して捉えた時，特に（1）～（3）の段階

を可視化・演習化して学ばせることで問題間の比較の

支援を行う．（1）については１つの問題から生成され

る単純な問題群の繋がりを表した問題間構造の可視化，

（2）および（3）については各問題ペアにおける比較

活動を通して問題間の差分を表現する説明演習を設計

する．このシステムでは 2 つの問題を比較したとき差

分を抽出し説明できることまでのステップをまず可能

とすることが目標として開発された． 

4.3 実験手順 

初等力学を習得済みの高等専門学生計 37 名を対象

に検証を行った．手順として，事前テスト(10 分)，シ

ステム利用(55 分)，事後テスト(7 分)を行った．事前・

事後テストで同じ内容のものを使用した．この事前事

後テストでは問題の単純化が行えるか否かを測った．

出題した問題を図 1 に示す．このテストでは，まず初

期問題を与え，「その問題を解けた人なら必ず解けると

思われる問題はどれか？」という質問をした．これは

「初期問題を単純化した結果，生成される問題はどれ

か？」という問いと同義であり，学習者は初期問題と
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与えられた問題群の複数の問題間関係を考慮する必要

がある．与えられた問題群は初期問題と関係のある問

題であるものの，初期問題を複雑化した問題も含まれ

ており，単純複雑といった順序関係による問題間構造

を理解していなければならない．更になぜその問題を

選択したかという理由も記述させた．この際，単に問

題を解く知識が不足しているために比較が満足に行え

ないことを避けるため，必要な公式も同時に提示した． 

図 1事前事後テストで実施した問題 

4.4 実験の結果と分析 

事前事後テストについて 2 通りの採点方法で採点した．

まず，採点法１では，理由も含めて単純化された問題

を選択できていたら 1 点とした．図 1 のテストでは，

①，④，⑧が正解となるため，満点は 3 点となる．ま

た，このテストでは任意の数の選択を許しているため，

正解を選択しているかどうか（再現率）だけでなく，

選択したものが正解である（適合率）も考慮する必要

があると考え，適合率・再現率・F 値での採点も行っ

た．この際には理由づけは採点の対象としていない．

採点法１の結果の度数分布を表 1 に示す．平均点につ

いてウィルコクソンの順位和検定を行ったところ 5%

の有意差(p = 0.0126)を確認できた．採点法２における

適合率，再現率，F 値の事前事後テストにおける平均

を表 2 に示す．同じくウィルコクソンの順位和検定を

行ったところ，再現率においてのみ 5%の有意差(p = 

0.031)が確認できた．これらの結果から，単純化し問

題間の関係まで説明できた学習者が増加したことがわ

かった．本システムでは問題の比較する能力を習得す

ることが目的であったため，単純化された問題の差分

まで説明できたのだと考える．しかし，適合率と F 値

においては有意差が確認されなかった．単純化には向

きが存在し，ある問題に対しては単純化の関係にある

が，他の問題に対しては，関係はあるものの単純化の

関係ではなく複雑になる場合もある．このような順序

関係と言った関係構造の習得までには至らなかったと

考えられる．したがって，より問題間構造全体を考え

る演習の必要性が言える． 

表 1比較演習における事前事後テストの得点分布

（採点法１） 

 

表 2 事前事後テストにおける 

適合率/再現率/F 値の変化（採点法２） 

 

5. 問題間構造組み立て演習システムの 

設計・開発とその効果の検証 

5.1 システム概要 

本研究の目的は，問題の関係の理解を促進すること

である．この問題間の構造を理解するために，第 3 節

で述べたオープン情報構造アプローチに基づいた演習

を設計開発する．オープン情報構造アプローチは学習

対象をインタラクティブに操作可能な学習環境を提供

することのできる課題設計方法である．このオープン

情報構造アプローチに基づいて設計するため次の手順

で演習を設計する．まず，(1)対象となる情報構造を外

在化し学習者に提供する．(2)外在化された情報構造の

学習者による直接的な操作を可能にする．(3)学習者の

操作結果をその情報構造に反映・フィードバックする．

本システム演習の学習対象は問題間の構造である．こ

こで 2.3 節にて述べた，特殊化による問題間の構造を

外在化したマイクロワールドグラフは各問題をノード，

それらの問題の関係をリンクとすることで特殊化によ

る問題感構造を外在化している．また，このマイクロ

ワールドグラフはノードとリンクによって構成されて

事前 事後
０点 24 20
１点 10 6
２点 1 4
３点 2 7
平均点 0.486 0.946
標準偏差 0.792 1.18
p-value 0.0126

事前 事後 事前 事後 事前 事後
平均 0.563 0.651 0.505 0.649 0.522 0.628
標準偏差 0.429 0.400 0.407 0.395 0.407 0.380

p-value

適合率 再現率 F値

0.196 0.031 0.126
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おり，問題間の関係命題によって構築された概念マッ

プとして捉えることができる．更にマイクロワールド

グラフは特殊化の定義に基づいて構成されるため，一

意にゴールマップを決定できるので，キットビルド概

念マップとして操作可能な情報構造といえる．したが

って本システムは(1)対象となるマイクロワールドグ

ラフを(2) キットビルド方式で学習者に提供し再構築

演習を行い，(3)解答に合わせたフィードバックを提供

する． 

5.2 組み立て演習 

本システム演習ではマイクロワールドグラフをキッ

トビルド方式で組み立てる演習を行う．問題状況と問

題文を組み合わせたものをノード，特殊化の関係によ

って省略された属性をラベルとしたリンクを学習者に

提供する．学習者は与えられたキットで，一意にきま

るマイクロワールドグラフを構築することが目標とな

る．この組み立て演習を行う中で学習者はそれぞれの

ノードを比較しながら適切なリンクで問題ノードを繋

がなければならない．具体的な操作を，図 1 を用いて

説明する．この場合，②，③のノードはどちらも①か

ら摩擦が特殊化されているので一見するとどちらも正

解に思える．しかし，①から③では，摩擦だけではな

く，張力も特殊化されており，対して①から②は摩擦

のみが特殊化されている．したがって，より適切な①

と②を接続するのに摩擦リンクを使用する図 2 が正解

のマップとなる．このように学習者は，２つ問題ノー

ドを接続する際に，それらの問題だけでなく他の問題

ノードと関係も考慮しなければならない．つまり組み

立て演習を行うことは，2 つの問題比較だけでなく網

羅的に問題を比較が必要となり問題間構造全体を意識

することとなる． 

図 2問題間構造の構成部品の提供例 

 

図 3問題間構造の組み立て例 

5.3 フィードバック機能 

学習者が回答した答えに対してリンクの色を変更す

ることでフィードバックを行う．マップを組み立てる

際の誤りの種類として，不足，過剰がある．まず，不

足については本来ならばリンクが必要な場所にリンク

を接続していない場合が該当する．つぎに，過剰の誤

りは本来ならばリンクがないところにリンクが存在す

る場合が該当する．リンクが必要な場所に誤ったラベ

ルのリンクがある場合も，そのラベルから見た場合，

誤った場所に接続されているため過剰リンクの誤りと

して表示する．また特殊化には方向があるため，リン

クに接続するノードはあっているが向きが異なる誤り

もフィードバックをつけた．これらの誤りに対して，

リンクの色を不足が青，過剰が赤，向きの誤りが緑に

変化させることでフィードバックを与えた． 

5.4 実験目的と手順 

初等力学を習得済みの高等専門学生計 44 名を対象

に検証を行った．手順として，事前テスト(7 分)，シス

テム利用(20 分)，事後テスト(5 分)，アンケート(10 分)

を行った．事前事後テストは 4 章で用いたものと同じ

ものを使用した．採点では全体の成績推移だけでなく，

システム演習との関係を調べるために，システムログ

から演習の進行度を収集し，学習者を演習の進行度別

にグループ分けを行って分析した．なお，正確にログ

を収集できなかった 2 名を覗いた 42 人を対象にこの

分析を行った．それぞれの演習問題まで進んだ学習者

の人数を表 3 に示す．分析の際にどのデータも正規性

は確認されず，対応した集合であるため，検定にウィ

ルコクソンの符号順位検定を用いた． 

表 3問題間構造組立演習の達成問題数の分布 
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5.5 テスト結果の分析 

事前事後テストについて，5 章と同様に理由を含め

た 3 点満点の採点（採点法１）と，採点法２による適

合率，再現率，F 値の検定を行った．まず，採点表 1

の結果の度数分布を表 4に示す．平均点は事前の 0.256

点から事後では 0.930 点に上昇し，検定を行ったとこ

ろ 1%の有意差(p=0.0000760)が確認された．続いて，

学習者全体と各グループ別の採点法２による適合率，

再現率，F 値の事前事後テストにおける平均を表 5 に

示す．この結果，学習者全体においては各指標ともに

1% の 有 意 差 ( 適 合 率 ： p=0.000720 ， 再 現 率 ：

p=0.0000380， 

F 値：p=0.0000770)を確認できた．システム演習の

すべての問題をおえることができた学習者は適合率，

再現率は 5%有意(適合率：p=0.390, 再現率：p=0.150)，

F 値は 1%有意(p=0.00680)が確認された．続いて 4 問

中 3 問目まで正解できた学習者においては再現率のみ

5%有意(p=0.03174)であった．一方，問題 2 までしか

正解できなかった学習者は有意差が確認されなかった．

また，事前・事後テスト間で有意な上昇が見られたこ

とから，本システムが問題間構造の関係を理解するの

に有効であることが言えた．また，システム演習の進

行度別で分析を行ったところ，すべての演習問題を終

えることができた学習者ほどそれぞれの指標が上昇し

ており，逆に演習をあまり進められなかった学習者は

上昇が見られなかった．このことからシステムを進め

ることと単純化を行うことは同等の能力が必要となる

ことがわかる． 

表 4 問題間構造組立演習における 

事前事後テストの得点分布（採点法１） 

 

 

 

 

 

 

表 5 事前事後テストにおける 

適合率/再現率/F 値の変化（採点法２） 

 

5.6 アンケート結果の分析 

アンケートでは表 6 の内容を 4 段階評価で質問した．

また，なぜそのように回答したのかも任意で回答させ

た．アンケートの集計結果を図 3 に示す．アンケート

の各項目に対して「とてもそう思う」「そう思う」を肯

定的意見，「そう思わない」「とてもそう思わない」を

否定的意見とする．これらの結果に対して二項検定を

行った結果，質問 7 以外は有意な差が見られた． 

この結果より，単純化の有益性やシステム演習の意

義を肯定的に捉える意見が多く見られた．一方，否定

的な意見が最も多かった質問 3 は，「以前から、今解い

ている問題と似たシンプルな問題ならどうなるかを考

えた勉強をよくしていましたか？」という質問であり，

単純化が一般的に定着していない思考であることが言

える．加えて，質問 2,8,において問題間の関係を考え

ることが有益であるという意見が多く見られたため，

本演習による単純化による問題間関係の理解支援は必

要な演習であることが言える．質問３に次いで否定的

な意見が多かった質問４はシステムの使いやすさにつ

いてであった．回答とともに記載されていたコメント

として，組み立ての際のタッチ操作のやりにくさや誤

作動に不満を持つ声が多く上がっていたので，今後の

課題としてシステムの操作性の向上が挙げられる．こ

れに関連して質問 5 の「今後もこのシステムを使って

演習を行ってみたいか」という質問について考察する．

アンケートの結果は 60%ほどの肯定的な意見であっ

たものの，あまり高い数字とは言えない．しかし，否

定的な意見とともに記載されたコメントでは，システ

事前 事後
０点 34 23
１点 8 7
２点 0 6
３点 1 7
平均点 0.256 0.930
標準偏差 0.574 1.15

p-value 0.0000763

事前 事後 事前 事後 事前 事後

平均 0.440 0.698 0.356 0.667 0.368 0.636

標準偏差 0.437 0.395 0.385 0.389 0.370 0.359

p-value

平均 0.534 0.844 0.467 0.844 0.472 0.816

標準偏差 0.453 0.319 0.435 0.295 0.412 0.299

p-value

平均 0.369 0.599 0.333 0.596 0.331 0.53

標準偏差 0.387 0.386 0.359 0.384 0.336 0.313

p-value

平均 0.429 0.571 0.238 0.381 0.286 0.429

標準偏差 0.495 0.495 0.343 0.415 0.364 0.417

p-value

問3まで終了した
学習者(20人)

問2まで終了した
学習者(7人)

0.0391 0.0156

適合率 再現率

学習者全体
(44人)

0.121 0.0317

1.00 1.00

問4まで終了した

学習者(15人)

F値

0.000720 0.0000382 0.000077

0.00684

0.0557

1.00
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ムの使いづらさが理由として大半を締めており，演習

内容としては他の問題でもやってみたいとの意見もあ

った．このことから本システムのユーザービリティの

向上を図ることで，改善が見込まれる．これに従い，

より効果的に演習できると考える． 

 

表 6 実施したアンケートの内容 

質問 内容 

1 システムを使うことでシンプルなやさしい問題を考

えることができるようになると思いますか 

2 シンプルなやさしい問題を考えることに意味がある

と思いますか？ 

3 以前から今解いている問題と似たシンプルな問題な

らどうなるかを考えた勉強をよくしていましたか？ 

4 1 つ目のシステムは使いやすかったですか？ 

5 今後も 1 つ目のシステムのような問題演習を行って

みたいと思いますか？ 

6 問題に関係性があることを、システムを使う前より

意識できるようになりましたか？ 

7 これらのシステムを使ったことで力学に対する印象

が良くなると思いますか？ 

8 問題の比較が出来るようになったら便利だと思いま

すか？ 

 

図 4 アンケートの集計結果 

 

 

 

 

 

6. まとめと今後の課題 

問題に対してただ解法を道具的に適用するのではな

く，問題を関係的に理解して問題を解くことが学習を

行う上で重要である．先行研究において，関係的理解

を必要とする自己克服法や問題間の関係自体を学習対

象とした研究が行われた．本研究では，特定の問題間

の関係だけでなく，複数の問題間の構造の理解を支援

するためにオープン情報構造アプローチに基づいて問

題間構造の再構成演習を設計・開発した． 

このシステムの高等専門学校における実験的利用を

通して，システムが問題間構造を理解することに効果

があることが確認でき，またシステム演習自体も学習

者に受け入れられるものだったことがわかった． 

今後の課題としては，本システムのユーザービリテ

ィの向上が第一に挙げられる．システムの演習内容に

対しては肯定的な意見が多かったものの，システムの

使いづらさが原因で余計な負荷がかかったためにうま

く演習を進められなかった学習者が存在した．また演

習を進めるに伴い，テストスコアの上昇が見られたた

め，ユーザービリティを改善することで，より高い学

習効果が期待できる．  
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視聴覚刺激の呈示による 

タスク処理中の予期的時間評価の変化に関する検証 

佐々木 直人*1, 曽我 真人*2 

*1 和歌山大学大学院システム工学研究科，*2 和歌山大学システム工学部 

A Verification of Changes in Prospective Time Estimation 

during Task Processing by Presentation of Audiovisual Stimuli 

Naoto Sasaki*1, Masato Soga*2 

*1 Graduate School of Systems Engineering, Wakayama University 

*2 Faculty of Systems Engineering Wakayama University 

視聴覚刺激の呈示が，予期的時間評価およびタスク処理に及ぼす影響を検証した．4 要因乗法モデルより，

テンポが速く，構成要素の多い視聴覚刺激が，時間感覚を早めると考えられる．そこで，今回は視聴覚・視

覚・聴覚・刺激なしの４パターンのシステムで，２項２桁の加算問題を行いながら，被験者自身の感覚で 5

分間の計測を課した．その結果，テンポの速い視聴覚刺激の呈示によって時間感覚を早める傾向は見られた

が，タスク処理にはポジティブな効果を得ることができなかった． 

キーワード: 予期的時間評価，タスク処理，xR，視聴覚刺激，テンポ 

1. 本研究の位置づけ 

1.1 研究背景 

現在，労働時間の長期化が問題となっている．それ

に関連する知見として，「仕事はその遂行のために利用

できる時間をすべて埋めるように拡大する」というパ

ーキンソンの法則が存在する．これは，仕事に使える

時間があるほど浪費する傾向があることを指摘した法

則である．ゆえに，効率化だけでなく時間浪費の抑制

が必要となる．これらを踏まえ，本研究では xR 技術

を活用したタスク処理の支援，特に時間浪費の抑制に

繋がる支援をテーマとして掲げている． 

1.2 関連研究 

タスク処理支援の関連研究として，効率化以外の手

法を用いた事例を説明する．まず，聴覚刺激の事例と

して，Kallinen らは２種類のテンポの BGM を用意し

て，BGM を聞きながら文章を読む実験を行った[1]．

その結果，速いテンポの BGM を聞いているときの方

が，読書ペースが速いことが分かった． 

視覚刺激では，有効視野を活用した事例がある．有

効視野とは，中心視の外側の約 4°～20°の視野範囲

のことである．この有効視野では，物体をぼんやりと

しか認識できないが，全体像を瞬時に知覚し，運動物

体の認知能力に優れており，中心視による文字などの

複雑な認知処理と並列処理が可能となっている[2]．こ

の有効視野にどんな刺激を呈示すれば，キーボード入

力が速くなるかを桑原らは検証した[3]．その結果，背

景に多数の数字が動く刺激を呈示すると，入力速度の

向上が確認された． 

1.3 本研究の目的 

本研究の目的として，テンポの速い視聴覚刺激の呈

示が，時間感覚およびタスク処理量に及ぼす影響の検

証とする．また，ここでのタスク処理とは，時間を意

識しながら行われることを前提とする．パーキンソン

の法則を踏まえると，時間感覚の加速により，使える

時間の見積もりが小さくなり，時間浪費が抑制される

と予想している． 

2. 提案手法 

2.1 予期的時間評価の概念 

心理学における時間感覚の研究は，対象とする時間

の長さによって２種類に分けられる．一般的に５秒以

JSiSE Research Report 
vol.35,no.6(2021-3)
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内の時間感覚を時間知覚，その範囲を超えた長い時間

感覚を時間評価と呼んでいる[4]．特に被験者が時間経

過を見積もることが事前に知らされており，タスク処

理中に時間経過を意識した状態で見積もる時間評価の

ことを予期的時間評価と呼ぶ．本研究の目的は，この

予期的時間評価を大きくすることで，タスク処理中の

時間感覚を早め，時間浪費の抑制を促すと言い換える

ことができる．また特筆しない限り，今後「時間評価」

と述べた場合は「予期的時間評価」のことを示す． 

2.2 4 要因乗法モデル 

松田らは時間評価の特性より，４要因乗法モデルを

提唱している[5]．図１に示したこのモデルは，定量的

ではないが，時間評価が 4 つの要因から構成されるこ

とを示している． 

図 1 で示されている内的クロックとは，時間感覚の

モデルの 1 種であり，生理的覚醒レベルの向上によっ

て活性するという実験結果が報告されている[6]．さら

に生理的覚醒レベルについて，Satake らは立体的で動

きの同期した視聴覚刺激の呈示によって，活性化する

という実験結果を報告している[7]．また，Khalfaらは，

聴覚刺激において，音程よりも速いテンポが生理的覚

醒レベルに影響を与えていると報告している[8]． 

したがって，「内的クロックの活性化＝生理的覚醒レ

ベルの向上」「時間経過への意識」「非時間的事象が強

く印象に残る」という条件を揃えることで，時間感覚

が早くなると考えられる．これらより，立体的で動き

の同期したテンポの速い視聴覚刺激の呈示によって，

内的クロックが活性化して，時間感覚が早くなると考

えられる．時間経過への注意度(𝑎)だが，本研究では時

間経過に意識を向けることを前提としている．ゆえに，

𝑎が一定であると本研究では仮定する．最後に非時間

的事象の影響度(𝑏)だが，関連研究のような視覚・聴覚

刺激の呈示によって，値が向上すると考えられる． 

2.3 刺激呈示システムの設計 

2.3.1 システム概要 

本研究では関連研究や 4 要因乗法モデルを参考に，

刺激呈示システムを設計・構築した．まず機材と刺激

のテンポについて述べる．機材としては，立体的な視

聴覚刺激の呈示のために透過型 HMD を採用した．図

2 にユーザの見るシステムの表示を示した．図 2 に示

す通り，タスク表示領域があり，その外側に視覚刺激

が見えるようになっている．また視聴覚刺激のテンポ

は，関連研究などを参考に 60bpm の 1.5 倍である

90bpm とした． 

2.3.2 聴覚刺激の設計 

本研究では，時間経過に意識を向けた状態でのタス

ク処理の支援が対象のため，可能な限り音は単純な方

が良いと考えられる．ゆえに本研究では，シンプルな

音を繰り返し呈示することで，テンポが知覚されるよ

うな聴覚刺激を採用する． 

聴覚刺激のテンポを重要視する根拠として，時間評

価と音楽の関係性について検証した 2つの事例を挙げ

る．まず，松田らは音楽的特徴が時間評価に対してど

のように影響を与えるか検討した[9]．この報告では，

検証する音楽的特徴として，テンポと単位時間当たり

の音符数を変数とした．テンポ条件は 4 種類（40，80，

120，160bpm），音符条件は 7 種類（2 分音符，4 分音

符，8 分音符，2 分音符と 4 分音符の混合，2 分音符と

8 分音符の混合，4 分音符と 8 分音符の混合，2 分音符

図 1：４要因乗法モデル 

図 2：システムの表示 
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と 4 分音符と 8 分音符の混合），累計 28 種類用意され

た．実験としては，用意された曲を聴きながら，被験

者の感覚による 1 分間の計測を行った．その結果，有

意差が確認され，時間評価に影響を与えたのがテンポ

であり，テンポが速いほど物理的時間よりも早い段階

で 1 分経過の判断をしていた． 

 この報告を参考にして，本研究の聴覚刺激は，音量，

音程を考慮しない前提の下，複雑な音楽はタスク処理

の弊害になる可能性を踏まえ，テンポ以外の要素を考

慮しないこととした．ゆえに，今回の実験では，シン

プルな効果音を 90bpm で呈示した． 

2.4 視覚刺激の設計 

本研究の視覚刺激について，主に形状と動きについ

て必要な要素を整理する．まず形状についてだが，か

んれん研究の桑原らの事例の数字刺激[3]，前項 2.1 で

挙げた４要因乗法モデルを踏まえると，複数の要素か

ら構成される刺激が適切であると考えられる．数字刺

激は多くの数字が背景に表示されるため，複数の要素

から構成される刺激であると言える．桑原らの考察は，

膨大なタスク処理をしたという錯覚が集中力を高めた

としているが，４要因乗法モデルから考えると，非時

間的な事象が多数発生しているため，時間評価も長く

なったと考えられる．したがって，その数字刺激のよ

うに，複数の要素から構成される視覚刺激の呈示が効

果的であると考えられる． 

また，視覚刺激の動きについてだが，タスク処理を

阻害しない動きが望ましい．2012 年に橘らは，PC 作

業に集中できる画面背景について研究しており，内向

きへ動く輪状の刺激を与えると，集中力が向上すると

報告されている[10]． 

これらの知見を参考に，図 x に示した球形物体によ

る視覚刺激を設計した．白色の球形物体 30 個を輪状

に並べることで，非時間的事象の影響度を強めている．

また，２次元的な動きとしては，矢印方向に動いてい

るように見えるが， 3 次元的には，被験者視点から見

て遠ざかるように動いている．したがって，被験者に

とっては，遠近感によって内向きに動く輪状の刺激に

見えている． 

視覚刺激のテンポも聴覚刺激と同じく，テンポが

90bpm となるように刺激を呈示した．また，この輪状

刺激が動くスピードは，90bpm の 1 拍の間にタスク表

示領域まで到達する速度に設定することで，聴覚刺激

と同期させた． 

3. 検証実験 

3.1 実験概要 

実験目的は刺激ありの 3 パターン（視聴覚・視覚・

聴覚）と刺激なしを比較して，時間感覚とタスク処理

量の変化の検証とする．被験者には２項２桁の計算課

題を解きながら，自身の感覚による５分の計測を課し

た． 

主な評価項目として，被験者の時間感覚の値である

時間評価，計算課題の解答数を設定した．また考察の

ために，平均解答時間や正答率，RAS を用いたアンケ

ートや自由記述なども設定した．RAS（Roken Arousal 

scale：疲労・覚醒主観評価指標）は Satake らの実験

で用いられていた主観評価アンケートである[7]，その

アンケートより，本研究では全般的活性度，リラック

ス度，注意集中困難度の 3 属性を評価した． 

実験フローは，１試行を「刺激慣れ時間→計算課題

と 5 分間計測→アンケート→小休憩」の順番で行った．

刺激の慣れ時間では，被験者に１分間刺激の呈示を静

観させた．これを刺激パターン数，つまり 4 試行行っ

た．また，呈示順番はカウンターバランスを取った． 

3.2 実験結果 

3.2.1 結果の比較方法 

本実験では，各評価項目を刺激パターンごとに統計

量を算出して比較する．まず，時間評価の値とタスク

処理量の比較より，視聴覚刺激がどのような影響を与

えたかを検証する．その他の評価項目についても，同

様にデータを比較し考察の材料とする． 

時間評価の値については，被験者ごとに個人差が大

きいと予想される．松田らは，時間評価の値の個人差

の影響を排除するために，被験者内における全条件の

データから算出した平均値，標準偏差を用いて各条件

における標準得点を算出した[9]．標準得点にすること

で，被験者内の時間評価の平均値を 0 として，各刺激

パターンの値がどれだけ平均から離れているかという

相対的な値に変換される．松田らは被験者ごとに各条

件の標準得点を算出し，条件ごとに標準得点の平均値

を算出して検定を行った[9]．本研究でも松田らの分析
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手法を参考にし，時間評価の値を標準得点に変換して，

各条件の標準得点の平均値を評価項目とした． 

解答数データについてだが，本研究の実験は被験者

ごとに終了時間が違う都合上，５分間の判定が遅くな

るほど解答数が増えてしまう．そこで以下の式で示す

通り，平均解答時間を用いて解答数データを補正した．

また小数点以下は切り捨てて，整数値とした． 

補正解答数[問] =実際の解答数[問] + (300[s] ― 時

間評価[s]) / 平均解答時間[s/問] 

具体的には，被験者の時間評価が 5 分より短ければ，

5 分までの残りの時間で解けていたと予想される解答

数を加算，5 分より長ければ減算するという処理を行

った．評価項目としては，この補正解答数を採用した． 

3.2.2 検定の結果 

検定だが今回は 3 回検定が必要な多重比較なため，

Bonferroni の方法で有意水準を調整した．検定手法は，

ノンパラメトリック検定であるウィルコクソンの符号

順位和検定を用いて，有意水準 5%（調整すると 1 回

の検定で約 1.67%）の両側検定を実施した． 

検定を行った結果，全ての評価項目で有意差が出な

かった．そこで，主な評価項目である時間評価とタス

ク処理量を中心に，データの特徴をまとめ，考察を行

った． 

3.2.3 時間感覚に関する分布 

時間感覚に関する評価項目として，図 3 に時間評価

と平均解答時間の分布を示す．まず時間評価について

だが，どのパターンにおいても全体的にばらついてい

ることが読み取れた．中央値で見ると視聴覚刺激のみ

が負の値を示すため，今回の実験では視聴覚刺激を呈

示した場合に，タスク処理中の時間評価が長くなり，

5 分間の判断が早くなった人が多かったとわかる．一

方で四分位範囲を見てみると，視聴覚刺激・視覚刺激

は，聴覚刺激・刺激なしより大きいことがわかった． 

平均解答時間については視聴覚刺激の四分位範囲が

他のパターンより大きいため，時間評価と同様に平均

値や中央値から離れているデータが多い．また視覚刺

激の中央値はほかの３パターンと比べて大きいが，平

均値に差はそれに比べて小さく，四分位範囲も 2 番目

に大きかった． 

3.2.4 タスク処理に関する分布 

タスク処理に関する評価項目として，図 4 に補正解

答数と正答率の分布を示す．まず補正解答数の分布よ

り，平均値には大きな差は見られないが，視覚刺激の

中央値が他のパターンより低い．補正解答数は時間評

価と平均解答時間の影響を受けるが，視覚刺激の平均

解答時間の中央値はほかのパターンより大きいため，

補正解答数の視覚刺激の結果もその影響を受けている

と考えられる．また視聴覚・視覚刺激の四分位範囲は，

他の２パターンよりも大きいことがわかった． 

正答率の分布は，視聴覚・視覚・聴覚の四分位範囲

が大きい一方で，刺激なしのデータは最も四分位範囲

が狭い特徴が見受けられた． 

3.2.5 生理的覚醒レベル・集中度に関する分布 

図 5 に RAS の各項目と主観集中度の分布について

示す．この箱ひげ図では，同じ値にデータが集まって

いる度合いを，データのプロットの上から四角形の大

きさで表している．全般的活性度は，視聴覚・視覚・

聴覚の 3 パターンの平均値が刺激なしより大きいため，

何かしら刺激を呈示すると活性するという可能性があ

図 3：時間感覚データの箱ひげ図 

図 4：タスク処理データの箱ひげ図 
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る．一方でリラックス度は，刺激なしの平均値・中央

値が他のパターンより大きかった．全般的活性度とリ

ラックス度は直感的には，逆の傾向があるように考え

られるので，この関係性は妥当であると考えられる． 

注意集中困難度では，視聴覚刺激と刺激なしが大き

くばらついているように見える．視聴覚刺激は今まで

の傾向と同様だと考えられるが，刺激なしについては

今回の実験環境の影響を受けていると考えられる．今

回はどの刺激パターンにおいても HMD を着用する条

件であったため，装着した状態や操作自体が注意集中

困難度を高めた可能性は考えられる．また視覚刺激の

中央値・平均値は他のパターンと比べて大きいが，外

れ値に引っ張られた可能性が考えられる． 

主観集中度においては，視聴覚刺激の平均値や中央

値が他のパターンより低い傾向が見られる．ほかの３

パターンには，大きな違いはないように見える． 

3.2.6 自由記述のまとめ 

自由記述で被験者から寄せられた意見について，以

下に要点をまとめる． 

⚫ 「視聴覚刺激は要素が多く途中から集中しづら

かった」という意見があった．一方で「視聴覚刺

激でも，慣れると問題に集中できた」という意見

もあった． 

⚫ 聴覚刺激よりは視覚刺激の方が邪魔に感じる． 

⚫ 視聴覚刺激の呈示後の意見だが，「聴覚刺激の方

がテンポの間隔を感じやすかった」とあった． 

⚫ 刺激呈示を受けると早く解かなければと焦るが，

刺激なしだとゆったりと時間が流れる感覚があ

った． 

⚫ 時間経過を計るのが難しく，問題への集中がしづ

らかった． 

⚫ HMD が重く，操作するのが少し負担だった． 

4. 考察 

4.1 時間感覚に関する考察 

時間感覚の結果を 4 要因乗法モデルから考察すると，

視聴覚刺激の呈示によって，非時間的事象の影響度(𝑏)

の値が向上したことが考えられる．自由記述において

も，「視聴覚刺激は要素が多く途中から集中しづらかっ

た」という意見があり，非時間的事象が強く印象に残

っていると推測される．一方で図 3 より，視覚刺激・

聴覚刺激と刺激なしの時間評価の中央値を比較すると，

視聴覚と刺激なし程の大きな差はなかった．関連研究

や仮説を踏まえると，刺激単体でも時間評価の変化は

起きると考えられるため疑問点が残る．また，先ほど

取り上げた自由記述でも「集中しづらかった」という

声があり，視聴覚刺激の呈示によって，計算課題への

集中力の阻害があったとも考えられる．そこで，4 要

因乗法モデルの時間経過への注意度(𝑎)の値が刺激に

よってどのように変化したのかを考える． 

時間経過への注意度(𝑎)は，時間経過を意識するほど

値が向上し，その際の時間評価の値が長くなる．前項

1.3 において，「ここでのタスク処理とは，時間を意識

しながら行われる」という前提を挙げている通り，本

実験ではすべてのパターンにおいて，𝑎の値は一定で

あるとしていた．しかし自由記述において，時間評価

と計算課題の両立の難しさに言及している被験者も居

るため，𝑎の値は常に一定であるとは考えづらい．ゆえ

に刺激単体の呈示の場合，計算課題へ没頭したがゆえ

に，𝑎の値が視聴覚刺激呈示よりも低下していたと考

えられる．刺激単体の呈示によって非時間的事象の影

響度(𝑏)や内的クロックのパルス数(f)が向上しても，時

間経過への注意度(𝑎)の値が低下したため，時間評価の

値が刺激なしの場合と比べて大きな差が出なかった可

能性がある． 

また自由記述において「聴覚刺激よりも視覚刺激が

邪魔に感じる」という意見もあるため，視覚刺激と聴

覚刺激においても，𝑎の値に差があったと考えられる．

聴覚刺激が呈示された場合は，刺激なしと同じ水準で

計算課題に没頭できたと考えられるが，視覚刺激を邪

魔だと感じた被験者は計算課題に没頭できず，𝑎の値

図 5：生理的覚醒レベルと主観集中度の箱ひげ図 
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が向上した可能性がある．したがって，視覚刺激に計

算課題を阻害された被験者と気にせず没頭した被験者

が居たため，図 3 に示す通り，視聴覚・視覚の四分位

範囲が他の 2 パターンと比べて大きかったと考えられ

る． 

 上述した視覚刺激による阻害の他に，視聴覚刺激の

呈示では，視覚・聴覚の 2 種類の刺激が与える情報量

の多さによる戸惑いが影響して，計算課題に没頭する

ことができなかったとも考えられる．計算課題に没頭

できなかったがゆえに，𝑎の値が刺激単体と比べると

高くなったと考えられる．また視聴覚刺激と視覚刺激

では，本節で最初に述べた通り非時間的事象の影響度

(𝑏)の値に差があるため，平均値や中央値に差が出たと

考えられる．ゆえに，視聴覚刺激は被験者の時間評価

を長くし，５分間の判断を早めることで時間浪費を抑

制したが，計算課題を阻害した可能性がある． 

また平均解答時間に着目すると，図 3 より視聴覚刺

激における時間評価の値ほど平均値・中央値に大きな

差がないことがわかる．ゆえに今回の実験結果では，

５分間の判断は早くなったが，解答するペースには変

化がなかったことが示唆された．ゆえに，関連研究で

取り上げた Kallinen らの読書課題[1]や桑原らのキー

ボード入力課題[3]とは違った結果が示された．その原

因は２つ考えられる．１つ目の原因は，主に視覚刺激

の原因だが，今回の視覚刺激のテンポが知覚しづらい

ことである．桑原らの事例で結果が出ていた数字刺激

は，数字が即座に切り替わっていくため，テンポが知

覚しやすいと考えられる．一方，本研究で用いた刺激

は，輪状刺激の移動時間があるため，関連研究と比較

してテンポの知覚がしづらかったと考えられる．自由

記述においても，「聴覚刺激の方がテンポの間隔を感じ

やすかった」という意見があったため，本研究の視覚

刺激だとテンポの知覚が難しかったことが推測される．

ゆえに立体的かつ，テンポを知覚しやすいような視覚

刺激の設計が必要であると考えられる． 

２つ目の原因は，HMD の装着・操作によるストレ

スの問題である．自由記述でも「HMD が重く，操作

するのが少し負担だった」と言われており，操作自体

にもストレスがあったと推測される．このストレスに

よって，テンポの知覚がしやすい聴覚刺激においても，

刺激なしと比べて平均解答時間に差が出なかった可能

性がある．ゆえに，速いテンポの刺激の呈示による解

答ペースの加速を操作性のストレスが阻害し，平均解

答時間に差が出なかったと考えられる． 

4.2 タスク処理に関する考察 

前節 4.1 において，視聴覚刺激が計算課題を阻害し

た可能性について触れた．本節では，補正解答数や正

答率，RAS の値から計算課題に及ぼした影響について

考察する．まず補正解答数についてだが，図 4 で示し

た統計量より，視聴覚刺激と視覚刺激の四分位範囲が

聴覚と刺激なしよりも大きいことが分かった．この結

果は，視覚刺激が邪魔と感じる被験者の計算課題を視

覚刺激が阻害したため，分布がばらついたと考えられ

る．一方で補正解答数における視聴覚刺激の平均値や

中央値は，ほかのパターンと比べて大きな差はない．

ゆえに視聴覚刺激の呈示によって，補正解答数，つま

りタスク処理量は増加も減少もしていない可能性が考

えられる．しかし，このタスク処理量は補正されてお

り，視聴覚刺激の場合は正の方向に補正されている可

能性が高い点も考慮に入れる必要がある． 

次に正答率についてだが，図 4 よりデータの分布を

見ると，平均値や中央値に大きな差はないが，視聴覚

刺激の箱ひげ図のひげの長さが長い点が顕著である．

今までの考察を踏まえて考えると，これは視聴覚刺激

の呈示がタスク処理の正確さを阻害したと考えられる．

一方で刺激なしの場合は，他と比べて四分位範囲と標

準偏差の値が小さい．ゆえに刺激を呈示することで，

タスク処理の正確さ全体に悪影響を与えた可能性は否

めない． 

次に，RAS の注意集中困難度と主観集中度の値から

計算課題に対する集中度について考察する．注意集中

困難度では，図 4 より視聴覚刺激と刺激なしのデータ

の平均値，中央値に大きな差はなかった．刺激なしの

データは HMD の装着・操作がストレスとなる場合が

あり，注意集中困難度の値をばらつかせたと考えられ

る．したがって，刺激なしにおける HMD を装着・操

作したストレスは，視聴覚刺激の呈示によって受けた

ストレスと同等であったと言える．一方で主観集中度

の値に着目すると，図 4 より視聴覚刺激の平均値が他

のパターンと比べて低い点が挙げられる．これは自由

記述でも挙げられている通り，視聴覚刺激の構成要素
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の多さに戸惑った結果，アンケートの評価が下がった

と考えられる． 

4.3 生理的覚醒レベル・集中度に関する考察 

前項 2.1 で挙げた通り本研究の仮説では，視聴覚刺

激の呈示によって生理的覚醒レベルを向上させること

で，内的クロックのパルス数(𝑓)を向上できると予想し

ていた．本項では，RAS の全般的活性度とリラックス

度から生理的覚醒レベルを考察する． 

図 5 より全般的活性度では，刺激なしの活性度の中

央値や平均値が他の３パターンと比べて小さい特徴が

あった．しかし，視聴覚刺激と視覚・聴覚刺激の単体

では，平均値や中央値に大きな差は見られなかった．

Satake らの実験と比較した場合，その実験では動く立

体映像を注視するのに対して，本実験では有効視野に

立体刺激を呈示しているという違いがある[7]．有効視

野への呈示ゆえに刺激を注視していないため，視聴覚

刺激の複合による効果がなかったと考えられる．この

ことにより，視聴覚刺激と視覚・聴覚刺激の単体にお

ける全般的活性度の平均値や中央値に大きな差が生ま

れなかったと考えられる．一方で，視聴覚刺激におけ

る時間評価の値は，他のパターンと比べて大きな差が

あったため，視聴覚刺激の全般的活性度の向上は必ず

しも刺激単体より大きい必要はないことも考えられる．

ゆえに今回の実験結果では，内的クロックのパルス数

(𝑓)の値よりも，時間経過への注意度(𝑎)や非時間的事

象の影響度(𝑏)の値の影響の方が強かった可能性があ

る．またリラックス度についてだが，データの分布は

刺激なしの平均値・中央値が大きいという全般的活性

度と反対の傾向が見られる．ゆえに，全般的活性度と

同じ特徴があると考えられる． 

5. 結論 

5.1 本研究のまとめ 

本研究では，テンポの速い視聴覚刺激の呈示が時間

感覚およびタスク処理量に及ぼす影響の検証を行った．

まず関連研究の知見を参考にテンポの速い視聴覚刺激

の設計を行った．特に 4 要因乗法モデルを取り上げ，

非時間的事象の影響度(𝑏)と内的クロックの単位時間

当たりのパルス数(𝑓)の値が向上するように設計した．

検証実験では，計算課題を行いながら被験者の感覚に

よる５分間の時間評価を行った．主な評価項目として，

被験者の時間評価と計算課題の補正解答数，考察の材

料として正答率や平均解答時間，アンケートによる生

理的覚醒レベルや主観集中度の評価を行った．その結

果，各評価項目において有意差は得られなかった．そ

のため，データの分布を確認したところ，視聴覚刺激

を呈示した際の時間評価における平均値や中央値は，

ほかのパターンと比べて大きな差が見られた．また，

時間評価や平均解答時間，補正解答数において，視聴

覚刺激・視覚刺激の四分位範囲が他のパターンと比べ

て大きく，データのばらつきが見られた．また正答率

においては，刺激なしの四分位範囲・標準偏差の値が

一番小さかったため，視聴覚や視覚，聴覚刺激の呈示

によってタスク処理の正確さに影響を与えた可能性が

考えられる．本研究の仮説を踏まえて，今回得られた

データを考察すると，計算課題に没頭するか否かで時

間評価の値が変化したと考えられる．視聴覚刺激の呈

示は計算課題への没頭を阻害した結果，時間経過への

注意度(𝑎)が高い水準で保たれ，５分間の判断が早くな

った可能性が考えられる．補正解答数においては視聴

覚刺激の呈示によって四分位範囲が大きくなったもの

の，視聴覚刺激の呈示によって大きく解答数が下がる

ことはなかった．生理的覚醒レベルでは，刺激を呈示

した３パターンにおいて平均値や中央値に大きな差は

見られなかった．しかし時間評価において視聴覚刺激

と刺激単体の差を踏まえると，生理的覚醒レベルより

も，非時間的事象の影響度(𝑎)や時間経過への注意度

(𝑎)の影響力が大きいと考えられる．したがって，テン

ポの速い視聴覚刺激の呈示はタスク処理中の時間感覚

を早める傾向は見られたが，タスク処理量や正答率に

はポジティブな結果を得ることができなかった． 

5.2 今後の展望 

実験結果として，時間浪費の抑制になるような傾向

は見られたが，タスク処理量やスピードは向上せず，

視聴覚・視覚刺激に対して「集中しづらい」という意

見があったため，刺激の設計を見直す必要がある．ま

た，時間経過への注意度 (𝑎)の値が一定であるという

前提についても考え直さなければならない．したがっ

て，今後の展望として考えるべき事項を２つにまとめ

た． 

第１に，適用させるタスクの再設計である．今回の
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実験では，時間経過に意識を向けるインセンティブが

足りなかったと考えられる．現実社会では時間経過に

意識を向けないと，何かしら不利益を被るか，報酬を

得られる状況が多い．今回の実験では，達成目標もな

く，結果に応じて報酬が変化するわけでもなかったた

め，時間経過に意識を向けず，計算課題へ没頭する状

況が作られたと考えられる．ゆえに，インセンティブ

を用意することで，時間経過を意識しながらタスクを

するという状況が作られ，時間経過への注意度(a)の値

が一定であるという前提の信頼性が向上する．また今

回のような単純作業だと，どのような刺激を呈示して

も平均解答時間の向上には限界があり，タスク処理量

は大きくならない可能性もある．そのため，ある程度

難易度の高い課題を用意することが考えられる．また，

田中らは実験課題の難易度がタスク処理中の時間評価

にどのような効果を与えるか検証した結果，簡単な加

算課題よりも難易度の高い課題の方が，時間評価が短

くなったとしている[11]．ゆえに，難易度の高い課題に

対して，インセンティブを設定し，視聴覚刺激を呈示

することで時間評価やタスク処理がどのように変化す

るかを検証するべきである． 

第２に，視覚刺激の否定的な意見についてである．

特に視覚刺激は，自由記述において「集中しづらい」

という意見が多く，テンポの知覚がしづらいという課

題も挙げられる．「集中しづらい」という意見は寄せら

れているが，一方で注意集中困難度では刺激なしと 

比べて，平均値や中央値には大きな差はなかった．

ゆえに，視覚刺激に対して慣れの時間を十分にとるこ

とで対処できる可能性はある．本実験では，刺激呈示

前に１分間という短い時間しか慣れの時間を用意して

いなかった．この慣れの時間をより多くとることで，

この集中しづらいという違和感はある程度緩和できる

と考えられる．視覚刺激のテンポの知覚のしづらさに

ついては改善する必要がある．今回の実験では，輪状

刺激が被験者から見て正面方向に離れていく動きとな

っている．この刺激に加えて突発的な形状変化や点滅

などの変化を加えると，テンポの知覚がしやすくなる

と考えられる．一方で，過剰な変化はタスクを阻害 

する可能性も高まってしまうため，事前にタスクを

阻害しない刺激の形状をいくつか考案して実験する必

要がある． 

以上について再設計を行うことで，視聴覚刺激の呈

示が時間浪費を抑制し，タスク処理量にも悪影響を与

えない可能性はあるのかを検証することができると考

えられる． 
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 スケッチ学習を目的としたシステムの多くはアドバイスとして提示する情報を直線あるいは平面で表

現しており，三次元で表示されるモチーフの立体的な構図を把握することが困難であった．この問題を

解決するために，先行研究では，遠近感のある絵を描くときに用いられる透視図法に着目し，二点透視

図法を用いたスケッチ学習支援システムを開発している．そこで，本研究では，二点透視図法に加えて，

一点透視図法や三点透視図法を用いたスケッチ学習支援システムの開発および評価を行った． 

キーワード: 透視図法，描画支援，スケッチ学習，デジタルスケッチ，拡張現実感 

1. はじめに 

1.1 研究背景 

初心者がスケッチを学習するために以下の方法が考

えられる．まず 1 つ目が「絵画教室に通う」という方

法である．しかし，この方法は教師となる熟練者が必

要であり，また，教師と学習者の都合の良い時間を合

わせなければならない等の問題がある．次に 2 つ目が

「書籍等で独学する」という方法である．しかし，こ

の方法は描画中の診断がなく，誤りに気が付けない等

の問題がある． 

これらを解決するために，以前から，コンピュータ

内の仮想空間に図画を描くことを支援，またはスケッ

チ学習や絵画学習を支援するシステムが開発されてき

た．曽我らは，学習者が書いた絵に対して診断を行い，

誤りから改善のアドバイスを提示するシステムを開発

した(1)(2)(3)(4)．これらのシステムは，正解画を一意に定

めるために，モチーフの位置，机の高さ，椅子の位置

と高さなどのシステムを運用する環境を学習者の座高

などに合わせ詳細に調整しなければならないという問

題を引き起こしていた．次に，城内らによって，拡張

現実感を用いたモチーフの配置と視点設定が自由なス

ケッチ学習支援システムが開発された(5)．このシステ

ムでは，AR を用いて現実の物体であったモチーフを

3DCG で作成された仮想の物体に置き換えることで，

どの視点からであってもモチーフの輪郭線をコンピュ

ータが計算できるようになった．これにより，学習者

はモチーフの種類や配置，視点を任意に決定すること

が可能になった．しかし，学習者に初めからモチーフ

の輪郭線を描かせるため，画用紙上での配置やモチー

フ間の位置関係といった全体の構図を意識しながらバ

ランスの取れた絵を描くことが困難であるという問題

点が挙げられた．この問題を解決するために，稲留ら

は，拡張現実感により任意の視点から構図を決定でき

るようにしつつも，全体的な構図をしながらスケッチ

を行えるシステムを開発した(6)．このシステムでは，

構図決定，全モチーフを囲む長方形，各モチーフを囲

む長方形，各モチーフの輪郭線の 4 つのフェーズに分

割し，順番にスケッチ学習を行わせることで，学習者

に段階的な描画誘導を促している．また，澤田らによ

ってタブレット型 PC を用いたデッサン学習支援シス

テムが開発されている(7)．これは，デッサンにおける

モチーフの比率と陰影の学習に着目した対話型デッサ
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ン学習支援システムである．これらのシステムでは，

直線あるいは長方形による補助線を与え，これを描か

せていたため，立体的な構図の把握を困難にするとい

う問題を引き起こしていた． 

この問題を解決するために，稲留らが，透視図法を

学習可能な AR によるスケッチ学習支援システムを開

発している(8)．このシステムでは，二点透視図法によ

って立体的に描画するスキルの向上を目指した．また，

このシステムは，外接直方体からモチーフの輪郭線へ

と段階的な描画誘導を促し，必要なステップごとに学

習者の描画に対して診断を行い，構図を把握するスキ

ルや正しい手順が自然と身に付くようになっている． 

1.2 透視図法とは 

ここで，透視図法について説明する． 

三次元立体物を二次元平面図に写したものを投影図

という．投影図は，その描き方によっていくつかに分

類されるが，最も有名な手法として平行投影と透視投

影がある．平行投影は，視点が無限遠にあると仮定し，

立体物上の点と視点を結ぶ投影法である．視点が無限

遠にあるため，それぞれの投影線は互いに平行となる．

一方，透視投影は立体物上の全ての点が，無限遠では

ない決まった視点に収束すると仮定し，立体物上の点

と視点を結ぶ投影法である．透視投影による描画を行

う際，立体物上の線を伸ばしていったとき最終的に収

束する点のことを消失点という．これは，近いものほ

ど大きく，遠いものほど小さく見えるという人間の目

で見たものと同じ像を得ることができる投影法である．

同じように直方体を描いた場合でも，図 1 のように 2

つの投影法のいずれの描き方で描くかによって出来上

がる像は異なる． 

 

図 1 2 つの投影法 

2 つの投影法のうち，人間の目の見え方に近いのは

遠近感を表現できる透視図法である．また，遠近感が

あり写実的な画像を作成する際には透視投影が利用さ

れることが知られている． 

透視投影によって描かれる図は，視点と消失点の設

定によって，一点透視図法・二点透視図法・三点透視

図法に分類される．一点透視図法は最も単純な透視図

法であり，正面から見た構図に効果的であるため，室

内などの正面性を重視した表現に利用される．二点透

視図法は斜めから見た構図に効果的であり，マンガの

背景などによく用いられている．三点透視図法は大き

なものを見上げたり（アオリ），上から見下ろす（フカ

ン）構図に効果的であり，スケール感を強調したいと

きに用いられる． 

1.3 研究目的 

稲留らによる先行研究では，二点透視図法を対象と

したスケッチ学習支援システムが開発されている．し

かし，実際のスケッチでは二点透視図法だけではなく

一点透視図法や三点透視図法も使用されている．そこ

で，本研究では，消失点の数によって分類される 3 つ

の透視図法を学習することが可能なスケッチ学習支援

システムの開発および評価を目的とする．つまり，透

視図法をほとんど学習したことがない，あったとして

も学校で習った程度の初心者を対象に，透視図法の手

順を身に付け，定められた構図について正しく描画で

きるスキルの向上を目指すものとする．ただし，ここ

でいう正しい構図とは，定めた構図との輪郭線の合致

の度合いを表しており，陰影や芸術性については一切

評価しないものとする． 

2. システム概要 

2.1 システム構成 

PC にはマウス，キーボードの他にペンタブレット

と Web カメラが接続されている．学習者は PC のディ

スプレイを見ながらペンタブレットを用いて仮想キャ

ンバスへの描画を行う．また，Web カメラで AR マー

カを撮影することで画面上にモチーフが表示される．

システム構成図を図 2 に示す． 
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図 2 システム構成図 

2.2 システム設計 

2.2.1 システムの流れ 

システムの手順を図 3 に示す． 

 

図 3 システムの手順 

まず初めに学習者は 3 種類の透視図法からどの図法

を学習するかを選択する．その後，学習者は学習する

透視図法に対応するような構図の中で描きたい構図に

なるように Web カメラと AR マーカを配置し，Enter

キーを押すことで構図が決定する．  

学習する透視図法と描きたい構図が決定した後，学

習者はシステムの指示に従い，モチーフの外接直方体

と補助線を描画していく．その際に，システムがステ

ップごとに正しく描画できているかを診断し，大きく

誤っている場合は繰り返し修正を促す．正しく描けて

いる場合は次のステップへと進み，これらをモチーフ

の外接直方体が完成するまで繰り返す． 

2.2.2 診断機能 

透視図法によって直方体を描く場合，図 4，図 5，図

6 のような一定の手順がある．本システムではこの手

順に従い描画を行う． 

 

図 4 一点透視図法の作図手順 

 

図 5 二点透視図法の作図手順 

 

図 6 三点透視図法の作図手順 

スケッチの診断は以下のステップで行われる．①水

平線を引いたとき，②消失点を決めたとき，③一点透

視の場合は正面の長方形，二点透視および三点透視の

場合は中央の垂直線を描いたとき，④左右の垂直線を

描いたとき(二点透視図法および三点透視図法の場合)，

⑤直方体を描き終えたとき，⑥直方体の主要な辺を描

くために必要な補助線を描いたとき．三点透視図法を

学習しているときのシステムの画面を図 7，図 8 に示

す． 
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図 7 学習中のシステムの画面 

 

図 8 直方体を完成させた状態のシステムの画面 

3. 評価実験 

3.1 実験の流れ 

 本研究で開発したシステムの有効性を確かめるため，

被験者を募り，図 9 のような流れで評価実験を行った． 

 

図 9 実験の流れ 

なお，実験群は 8 名(男性 6 名，女性 2 名)，統制群

は 8 名(男性 6 名，女性 2 名)で行った．また，被験者

は全員 20 代である． 

スケッチ学習では，一点透視図法，二点透視図法，

三点透視図法のそれぞれの図法で１つの直方体を描画

してもらう．実験群では，あらかじめ用意された構図

を使ってもらうため，AR マーカを配置してもらう必

要はない．統制群では，システムが提示する情報と同

等の内容が記載されたテキストを配布しスケッチ学習

を行う．ただし，描画中の診断やアドバイスの提示は

行われない． 

3.2 評価方法 

実験目的の達成度を数値によって測るため，練習前

スケッチと練習後スケッチの結果を比較し向上値を求

める．まず，実験で使用した構図を透明のシートに写

す．これを正解の構図として図 10 のように被験者の

スケッチと重ね合わせ，分析画像とする． 

 

図 10 分析画像の例 

分析画像を用いて，スケッチのずれの度合いを計測

する．計測するのは直方体の頂点の位置である．各頂

点の位置のずれを累積したものを求め，画用紙の中で

正しい位置にモチーフの外接直方体を描けているかと

いう位置のずれを調べる値として用いる．計測した頂

点は図 11 の丸のついた頂点の位置である．また，一つ

の頂点の位置を固定したときの他の頂点の位置のずれ

を累積したものを求め，直方体の形状が正しく描けて

いるかという形状のずれを調べる値として用いる．計

測した頂点は図 11 の赤丸のついた頂点とそれを頂点

とする赤い辺の角度を正解の構図と重ねたときの丸の

ついた他の頂点の位置である． 

 

図 11 計測した頂点 

練習前のずれの大きさを Epre，練習後のずれの大き

－168－



さを Epostとすると，向上値は Epre －Epostで求まる．

向上値が正の値である場合，数値が大きい値であるほ

ど，その被験者の上達の度合いが大きいと判断する．

なお，ずれの大きさは mm 単位で計測しているため，

向上値も mm 単位で表現される． 

3.3 実験の結果 

3.3.1 実験群の結果 

実験群のずれの値と向上値を表 1，表 2，表 3 に示

す．ただし，平均値は小数第 3 位を四捨五入している．

また，被験者 D については，一点透視図法のみ，練習

前スケッチの外接直方体の描き方に誤りがあり計測不

能であったため，平均には含まれていない． 

表 1 実験群の実験結果(一点透視図法) 

 位置のずれ 形状のずれ 

Epre Epost 向上

値 

Epre Epost 向上

値 

A 65 54 11 40 29 11 

B 102 116 -14 113 58 55 

C 119 118 1 33 81 -48 

D  121   53  

E 292 75 217 55 35 20 

F 52 59 -7 30 38 -8 

G 178 133 45 139 141 -2 

平

均 

134.67  92.50  42.17  68.33  63.67  4.67  

表 2 実験群の実験結果(二点透視図法) 

 位置のずれ 形状のずれ 

Epre Epost 向上

値 

Epre Epost 向上

値 

A 71 44 27 81 43 38 

B 133 187 -54 98 21 77 

C 155 107 48 45 43 2 

D 135 109 26 49 54 -5 

E 34 47 -13 47 61 -14 

F 66 63 3 55 74 -19 

G 148 120 28 123 73 50 

平

均 

101.17  94.67  6.50  74.83  52.50  22.33  

表 3 実験群の実験結果(三点透視図法) 

 位置のずれ 形状のずれ 

Epre Epost 向上

値 

Epre Epost 向上

値 

A 79 57 22 55 24 31 

B 225 84 141 192 26 166 

C 89 117 -28 26 28 -2 

D 97 100 -3 78 63 15 

E 84 68 16 67 43 24 

F 63 74 -11 36 23 13 

G 276 135 141 203 53 150 

平

均 

136.00 89.17  46.83  96.50  32.83  63.67  

 

3.3.2 統制群の結果 

統制群のずれの値と向上値を表 4，表 5，表 6 に示

す．ただし，平均値は小数第 3 位を四捨五入している．

また，被験者 J については，一点透視図法のみ，練習

前スケッチの外接直方体の描き方に誤りがあり計測不

能であったため，平均には含まれていない． 

表 4 統制群の実験結果(一点透視図法) 

 位置のずれ 形状のずれ 

Epre Epost 向上

値 

Epre Epost 向上

値 

H 49 18 31 14 22 -8 

I 100 147 -47 23 125 -85 

J  45   35  

K 80 58 22 36 35 1 

L 38 62 -24 24 30 -6 

M 49 56 -7 45 51 -6 

N 104 76 28 74 32 42 

平

均 

70.00  69.50  0.50  36.00  49.17  -10.33  

表 5 統制群の実験結果(二点透視図法) 

 位置のずれ 形状のずれ 

Epre Epost 向上

値 

Epre Epost 向上

値 

H 82 59 23 33 51 -18 
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I 181 129 52 117 117 0 

J 82 44 38 40 43 -3 

K 122 59 63 40 73 -33 

L 82 57 25 54 56 -2 

M 63 50 13 84 64 20 

N 158 72 86 50 41 9 

平

均 

114.67  71.00  43.67  63.00  67.00  -4.00  

表 6 統制群の実験結果(三点透視図法) 

 位置のずれ 形状のずれ 

Epre Epost 向上

値 

Epre Epost 向上

値 

H 82 64 18 34 24 10 

I 121 103 18 112 96 16 

J 78 61 17 40 37 3 

K 79 76 3 45 57 -12 

L 71 49 22 47 28 19 

M 67 55 12 54 49 5 

N 38 35 3 19 43 -24 

平

均 

76.33  63.67  12.67  51.83  49.50  2.33  

3.4 ユーザビリティ評価 

3.4.1 評価方法 

評価実験を行った後，実験群と統制群，それぞれに

アンケートを行ってもらった．これにより，システム

での学習とテキストでの学習にはどのような差がある

か，診断機能は必要か，どちらがより学習に適してい

るか，システムの使い心地はどうか，システムやテキ

ストが提示する情報で分かりにくいものは何か，など

についてアンケートを通して判定してもらうことが目

的である．なお，実験目的の達成度を調べるため，実

験群と統制群にはそれぞれ異なるアンケート用紙を配

布したが，以下の 6 つの質問事項に関しては，尋ねて

いる内容が同一であるため，実験群と統制群で比較が

行える．また，アンケートは 1(そう思わない)～5(そう

思う)の 5 段階で回答する． 

① 1 点透視図法の手順が理解できたと思う 

② 2 点透視図法の手順が理解できたと思う 

③ 3 点透視図法の手順が理解できたと思う 

④ 立体的な構図の把握ができたと思う 

⑤ このシステム（テキスト）を使えば，一人でも学

習を継続できると思う 

⑥ 文字による情報提示（渡したテキスト）の内容は

分かりやすかったと思う 

3.4.2 アンケートの結果 

6 つの質問事項について実験群と統制群の回答結果

を表 7 にまとめる．ただし，表中の A～G は実験群の

被験者，H～N は統制群の被験者に対応している． 

表 7 実験群と統制群のアンケート結果 

 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

A 5 5 5 4 4 3 

B 4 4 4 4 4 2 

C 5 5 5 4 3 3 

D 5 5 5 3 4 2 

E 5 5 5 5 4 3 

F 5 5 5 4 4 3 

G 5 5 5 4 2 1 

平

均 

4.85 4.85 4.85 4 3.57 2.42 

H 4 4 3 3 2 2 

I 5 5 5 5 5 5 

J 4 4 4 4 3 4 

K 2 4 4 2 3 4 

L 5 5 5 4 4 4 

M 4 4 4 4 4 3 

N 4 4 3 4 3 3 

平

均 

4 4.28 4 3.71 3.42 3.57 

 

 また，システムに対するユーザビリティ評価を行う

ため，SUS(System Usability Scale)を用いた．SUS は

John Brooke により 1986 年に開発され，ユーザビリ

ティを測定するために最も広く利用されている質問項

目である．SUS で用いられるのは以下の 10 個質問の

項目である． 

(1) このシステムをしばしば使いたいと思う 

(2) このシステムは不必要なほど複雑であると感じ

た 
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(3) このシステムは容易に使えると思った 

(4) このシステムを使うのに技術専門家のサポート

を必要とするかもしれない 

(5) このシステムにある様々な機能はよくまとまっ

ていると感じた 

(6) このシステムは一貫性のないところが多くあっ

たと思った 

(7) 大抵の利用者は，このシステムの使用方法につい

て，素早く学べるだろう 

(8) このシステムはとても扱いにくいと思った 

(9) このシステムを使いこなせる自信がある 

(10) このシステムを使い始める前に多くのことを学

ぶ必要があると思う 

 以上の 10 項目に対し，1(全くそう思わない)～5(と

てもそう思う)の 5 段階で回答する．質問項目は奇数項

目がポジティブな質問，偶数項目がネガティブな質問

になっている．奇数項目の場合は回答番号から 1 を引

き，偶数項目の場合は 5 から回答番号を引き，それら

すべてを足し合わせた合計数値を 2.5 倍することで

100 点を基準とするスコアを算出することが可能であ

る．実験群のシステムに対するユーザビリティ評価の

回答結果を表 8 に示す．ただし，平均値は小数第 3 位

以下を切り捨てている．なお，表中の(1)～(10)は SUS

の質問番号と対応している． 

表 8 ユーザビリティ評価の回答結果 

 A B C D E F G 

(1) 4 4 4 4 4 4 2 

(2) 2 1 3 2 1 2 4 

(3) 3 4 4 5 5 4 4 

(4) 2 2 2 4 2 2 2 

(5) 3 4 4 5 5 5 3 

(6) 2 2 2 2 1 1 1 

(7) 3 4 4 5 4 5 4 

(8) 3 2 3 1 2 2 2 

(9) 2 4 3 5 4 5 3 

(10) 3 2 1 2 1 1 2 

得

点 

57.5 77.5 70 82.5 87.5 87.5 62.5 

3.5 考察 

一点透視図法，二点透視図法，三点透視図法のいず

れにおいても，向上値にばらつきがあり，実験群と統

制群の間に有意な差があるとは言えなかった．この理

由として，今回の実験では，3 つの透視図法を各 1 回

ずつ，合計 3 回のスケッチ学習を行った．そのため，

事後スケッチでは疲労の蓄積が作業精度の低下を招い

てしまったことが考えられる．また，スキルを習得す

るためには反復して学習することが重要である．しか

し，今回の実験では実験群，統制群ともに一点透視図

法，二点透視図法，三点透視図法の学習をそれぞれ一

回ずつしか行っていないため，被験者のスケッチの向

上値にばらつきが生まれてしまったと考えられる．こ

の 2 つの要因から，スキルの上達度があまり見られな

かったのではないかと推測する． 

また，アンケートの結果から，実験群のほうが統制

群より透視図法の手順などの理解が深まったことが分

かった．この理由として，一回一回，診断と修正を繰

り返しながらステップを踏んで学習できる実験群のほ

うが透視図法の手順が記憶に残り，理解度が高くなっ

たのだと考える．一方で，被験者の多くがシステムの

指示やアドバイスが分かりづらいと回答した．これは，

本システムが文字による情報提示しか行わなかったか

らであり，自由記述の回答にもあるように正解の線を

表示する機能の追加が必要であることが分かった．ま

た，システムの仕様により，複数個所誤りがあったと

しても，そのうちの一つしか情報提示を行うことがで

きないため，複数の誤りにも対応できるようにシステ

ムを改良することが求められる． 

ユーザビリティ評価の観点で見ると，実験群が回答

した SUS によるアンケートの結果からスコアを算出

したところ，平均が 75 点であった．SUS の平均点は

68 点であるとされているため，これはやや使いやすい

と言える数値である．これは，システムに必要な操作

が，ペンタブレットと付属ペンを用いて線を描くこと

と次のステップに移行するために Enterキーを押すこ

との 2 つであり，単純な作業しか行わないことが要因

であると考える． 
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4. おわりに 

本研究では，一点透視図法，二点透視図法および三

点透視図法の 3 つの透視図法をそれぞれ学習すること

が可能なシステムの開発とその評価を目的とした．開

発したシステムでは，モチーフの外接直方体を透視図

法で描くまでの過程をいくつかのステップに分け，そ

のステップごとに学習者が描いた線に対して診断を行

うことで，構図を把握するスキルや各透視図法の手順

が身に付くようにした． 

システムの有効性を確かめるため，募った被験者を

システムで学習する実験群とテキストで学習する統制

群に分け，評価実験を行った．その結果，平均値では

実験群が統制群を上回っていたが，検定を行ったとこ

ろ，実験群と統制群の間に有意な差は見られなかった．

しかし，被験者に対して行ったアンケートの結果を見

ると，実験群のほうが統制群よりも透視図法に対する

理解度が深まったと回答する被験者が多いことが分か

った．よって，システムが提示する情報の内容を吟味

し，さらに正解の線を表示するなど必要な機能を追加

し，システムを改良することで，評価実験でよりよい

結果が得られると結論付けた． 
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シェアリングエコノミーのビジネスモデルを 

主題とした学習手法 
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Learning Method on Business Model of Sharing Economy 
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Aiming to deepen the understanding of the subject, this research applies learning methods such as 

activating prior knowledge, sharing reports, discussion, and reconstructing abstract concepts by the 

learners themselves. Especially for prior knowledge activation, companies such as "Mercari" and 

"Airbnb" are chosen as examples of sharing economy business model since learners are expected to 

be familiar with these companies. Experimental results indicates that learners acquired abstract 

business model concepts in satisfactory level. However, some of them attain a low level 

understanding. In addition, in the group discussion conducted for re-concretizing the case study of 

"Uber", poor performance was observed in the group containing several learners who could not 

achieve sufficient results in abstraction. indicating that the quality of abstraction affects the quality 

of re-concretization. 

キーワード: ビジネスモデル，シェアリングエコノミー，再具体化，既有知識の活用

1. はじめに 

企業経営のあり方は IT の進歩やカスタマーニーズ

の多様化など，あらゆる要因の影響を受け，日々変化

している． それに伴い，新たな価値を創造する新規の

ビジネスモデルが出現している(1)．同じ産業でも仕組

みや考え方は従来のビジネスモデルと大きく異なり，

時代に合わせた利便性を追求し，顧客を獲得している．

しかし，今後の情報社会において中核的な役割を担う

大学生の教育目標として策定された一般情報教育のカ

リキュラム標準の基礎となるGEBOKの内容はコンピ

ューターリテラシ教育や情報学の教養的内容がほとん

どであり，実践的な内容でもプログラミング教育など

のシステム開発に関するものに限られている(2)．しか

し，将来産業界で活躍する可能性のある学生にとって，

IT 活用を前提に世の中のニーズを把握し，企業がどの

ようなビジネスモデルを展開しているのかを理解する

ことは進路や就職の選択などにおいても価値があり，

重要な学習項目であると考えられる． 

そこで本研究では，大学生を対象に，新規のビジネ

スモデルの中でも近年注目度が高く，成長性のあるシ

ェアリングエコノミーを題材とした学習手法を構築す

る．現在，ICT ベンチャーなどが様々な新規のビジネ

スモデルを展開しているが，書籍やインターネット上

のサイトに解説されているような仕組みや収益構造を

理解しただけでは，事業者が考える消費者意図や抽象

的なビジネスモデリングの過程に踏み込んだ理解に及

ばず，ビジネスモデルの本質的な学習とは言えない． 

これに対して，本研究では，ビジネスモデルの理解

を「抽象化された性質や概念の部分」と「具体的な業

界に落とし込んだ時の固有の部分」の両面を結びつけ

ることと定義し，実在するシェアリングエコノミーの

サービスを題材として取り上げ，学習主題を設定し，

学習手法の設計を行う． 

JSiSE Research Report 
vol.35,no.6(2021-3)
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2. シェアリングエコノミー 

2.1 概要 

シェアリングエコノミーとは， 個人が保有する遊休

資産（スキルのような無形のものも含む）の売買や貸

出しをインターネット上で仲介するサービスである．

SNS などのソーシャルメディアの発展とスマートフ

ォンの普及を背景に登場した新規のビジネスモデルで

ある（3）． 

シェアリングエコノミーの起源は 2008 年に開始さ

れた民泊サービス「Airbnb」であるが，その後様々な

ものを対象としたサービスが登場している．日本でも

フリーマーケットアプリの「メルカリ」や料理宅配サ

ービスの「Uber Eats」などが該当し，様々なサービス

存在する．一般社団法人シェアリングエコノミー協会

に所属する法人数は 2019年現在で 300社を超える（4）．

また将来展望について，図 1 に示す矢野経済研究所の

調査によると国内シェアリングエコノミーサービスの

市場規模(事業者売上高ベースの 2017 年度から 2023

年度の年平均成長率 CAGR）は 14.1％で推移し，2023

年度に 1691億 4000万円に達すると予測している（5）．

現在も市場規模が拡大し，今後も注目される新規のビ

ジネスモデルである． 

 

図 1 シェアリングエコノミーサービス 

市場規模推移・予測 

2.2 仕組み 

仕組みについて図 2 を用いて説明する．事業主は互

いのニーズが合うゲスト（貸す人，売る人）とホスト

（借りる人，買う人）をインターネット上でマッチン

グさせる，ホストはゲストに対し資産を提供し，ゲス

トはホストに対しその分の料金を支払う．事業主はホ

ストとゲスト（ないしどちらか片方）から取引が行わ

れる度に手数料をとる（6）． 

 

図 2 シェアリングエコノミーの仕組み 

2.3 資産の種類 

シェアリングエコノミーにおいて，共有する資産に

は「空間」，「空間」，「移動」，「スキル」，「金」の 5 つ

のカテゴリーが存在する（6）．表 1に種類と概要とサー

ビス例を示す． 

表 1 シェアリングエコノミーの資産の種類 

資産 概要 サービス例 

空間 空き家や別荘，駐車

場等のシェア 

Airbnb ，

SPACEMARKET 

移動 自家用車や自転車，

移動手段のシェア 

Uber，notteco，

Anyca 

モノ 不用品や非稼動有形

物のシェア 

メルカリ，ジモテ

ィー 

スキル 空いている時間やタ

スク，人材のシェア 

Crowd Work， 

アズママ 

お金 金銭のシェア，クラ

ウドファンディング 

Makuake ，

READYFOR 

 

3. 学習主題 

前章で述べたように，ひとつのビジネスモデルは複

数の産業に適用可能であり，ある産業で成功を収めた

モデルを他の産業に展開することができる．シェアリ

ングエコノミーのビジネスモデルはこの点が顕著に表

れている．資産が多様に存在し，資産を変えれば，同

じ仕組みでも様々な産業のサービスに転用できる．こ

れが，シェアリングエコノミーが急速に拡大している

一つの要因として上げられる． 

そこで，本研究では，シェアリングエコノミーを例

として，ビジネスモデルの複数産業への適用可能性を

学習主題として学習設計を行う．  

ビジネスモデルの複数産業への適用可能性を学習す
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るためには，シェアリングエコノミーのビジネスモデ

ルの基本的な性質や概念を，それぞれのサービスが扱

う資産の固有の属性に依存せずに，できるだけ抽象的

な形で把握することが重要である．  

本研究では，シェアリングエコノミーのビジネスモ

デルの基本的な性質を以下の 3 つに整理して学習主題

とした． 

(1) ネットワーク外部性 

シェアリングエコノミーはプラットホームビジネス

の一種であり(7)(8)，ネットワーク外部性という性質が

存在する(9)． ネットワーク外部性とは，そのサービス

の利用者が多いほど，サービスを利用する価値が向上

する性質である． 

ホストが増えればゲストは利用できるサービスが増

え，その利便性からゲストが増加する．さらにゲスト

が増えればホストは利益を上げやすくなり，その利便

性からホストも増加する．このようにプラットホーム

内の参加者が増えれば増えるほど，サービスを利用す

る価値が向上し，価値が連鎖的に創造される．  

利用者は価値の高いプラットホームに一気に移動す

るため，このような性質を考慮したプラットホームを

築く事業主は似通ったサービスを提供する事業主を淘

汰して市場を独占できる強力な概念である．  

(2) ニーズのロングテール化 

ゲストのニーズがニッチなものでも，多量のホスト

によるサービスで対応できる性質である． 

ロングテールとは，主にネットにおける販売におけ

る現象であり，売れ筋のメイン商品の売上の他に，あ

まり売れないニッチな商品群の売上合計が同等に多く，

場合によっては上回ることもある現象である(10)．図 3

に示す． 

 

図 3 ロングテール 

シェアリングエコノミーが普及した背景として，ロ

ングテールの概念と同様にゲストのメジャーなニーズ

に対応するだけでなく，ニッチなニーズにも対応でき

る点が挙げられる．従来の BtoC ビジネスでは，企業

側の業務効率化や利益向上のため，顧客のメジャーな

ニーズに対応するのが一般的である．しかし，シェア

リングエコノミーのプラットホームでは大量のホスト

が存在し，ゲストのあらゆるニーズに対応できる． 

(3) 個人間取引と安全性 

シェアリングエコノミーの事業主はサービスの信頼

性や安全性に配慮しなければならない (11)．事業主は

「資産」を直接的に所有しないため，ホストが提供す

るサービスが良くないと，事業主の展開するプラット

ホーム全体の評判が悪くなる．既存産業では事業主が

サービスの質を管理するのに対して，シェアリングエ

コノミーではホストが提供するサービス品質の管理が

課題となる．PwC コンサルティングの調査によると日

本でシェアリングエコノミーのサービスに抵抗がある

人が，最も懸念する理由に挙げるのは「事故やトラブ

ル時の対応」である．他にも価格や品質，責任の所在

といったトラブルの原因となる項目についての懸念が

強く，“信頼性”が求められていることがうかがえる（12）．

事業主は取引の信頼性や安全性を担保する取り組みが

必要である． 

4. 学習手法 

上に述べたようなビジネスモデルの概念は抽象度が

高く，単なる知識付与型の学習手法では十分な学習効

果は期待できない．よって，本研究では以下の 3つの

方針を適用する． 

(1) 既有知識の活用 

学習者に身近な事例を対象とすることで経験や既有

知識との結びつきを図る．シェアリングエコノミーは

新規のビジネスモデルであり，実際のサービスを認知

していない学習者が存在する可能性がある．そこで，

本研究では事例の対象を「モノ」，「空間」，「移動」の

3 カテゴリーに限定する．PwC コンサルティングによ

る調査では，20代の過半数の 51.3%がシェアリングエ

コノミーを認知していると報告されている（12）．サービ

スカテゴリー別では，「モノ」，「空間」，「移動」の認知

度が 70%程度で，「スキル」「お金」の 30%程度を大き

く上回っている． 

とりあげるサービスとして，「モノ」では国内利用者
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数最大のメルカリ，「空間」では大手民泊サービスの

Airbnb，「移動」では Uber の事例をあげる(13)(14)． 

(2) 抽象化と再具体化 

シェアリングエコノミーのビジネスモデルは，資産

を変えることでその特性や概念を生かし他のビジネス

分野に適用可能である． この方針について図 4 を用

いて説明する． 

 

 

図 4 抽象化と再具体化 

 

まず事例 1，2として「モノ」「空間」のシェアにつ

いて，実際のサービスである「メルカリ」「Airbnb」の

題材を用いて解説を行う．3 章で述べた，サービスに

共通する基本的な性質を自ら抽出させ，その後，事例

3 として「移動」のサービス Uber の事例へ学習者に

再具体化させ抽象的な概念や性質の理解を深化させる． 

(3) ディスカッション 

抽象化された概念や性質を「移動」の事例に再具体

化させる際に Uber のサービス内容を学習者自身で考

察させる．学習者個人では難易度が高いことが想定さ

れるため，学習者同士で意見を持ち寄りながら，再具

体化させていく． 

また，共有する資産により，利用者のやり取りの「価

値」が変化する．表 2 は「ニーズ」の観点でゲストと

ホストの立場から各資産における価値の違いを示した

ものである． 

 

表 2 資産特有の価値の違い 

 ゲストのニーズ ホストのニーズ 

「モノ」 

メルカリ 

希少性・匿名性 簡易性・不用品

処理 

「空間」 

Airbnb 

希少性・安全性 安全性・信頼性 

「移動」 

Uber 

安全性・即時性 安全性・即時性 

 

例えば，「モノ」のシェアでは装飾品など，希少性が

重視されるのに対し，「空間」や「移動」のシェアでは

即時性や安全性などに価値がある．各資産に固有に存

在する利用者にとっての「価値の違い」を同時にディ

スカッションする事で，資産に依存しない部分とする

部分の両面を理解させる． 

5. 実験の流れと学習課題 

5.1 実験の概要 

被験者は千葉工業大学情報科学部の 4 年生 6 名, 会

議システムを利用しオンラインで開催した．前節で述

べた学習設計に基づき実験の手順を 3 つの段階に分け

設計した．図 5 を用いて説明する．  

段階 1ではシェアリングエコノミーの基本的な知識

や仕組みと，メルカリに関する具体的な説明を行う．

次に段階 2 では同様に Airbnb の具体的な説明したの

ち，抽象的な概念をレポートにまとめてもらう．なお，

3 つの学習主題を際立たせるような説明をせず，サー

ビスの内容や利用する上でのメリット，仕組みなどの

説明をありのまま行うことで，あくまでサービス自体

を理解してもらうための客観的な説明を行う． レポー

トを集約したら配布し，段階 3 で他の学習者のレポー

トを読んでもらう．最後の段階 4では学習者同士のデ

ィスカッションにより段階 2 までに抽象化した「資産

に依存しない性質・概念」を Uber のサービスに当て

はめていき，考察する． 

 

図 5 実験の流れ 

5.2 レポートの学習課題 

レポートは問 1〜問 3 で，学習主題のネットワーク

外部性，ニーズのロングテール化，取引上の安全と信

頼について出題しており，それぞれに対応している． 
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また，本研究ではレポートを学生が解くにあたって，

想定される理解過程を整理し，「獲得すべき要点」を設

けている．レポートを考えていく中で，要となる考え

を項目別にまとめ，要点を獲得している場合，抽象化

を確認できたとしている．表 4 に各問題の問題文とそ

れぞれの獲得すべき要点の対応関係を示す． 

学習主題や獲得すべき要点は一見交わりのない固有

の概念に思えるが，関連性があり，理解は順序だてて

行うよう設計している．それぞれの問について獲得す

べき要点(1-1)〜(3-4)まで，簡潔に説明する． 

問 1：シェアリングエコノミーはプラットホームビ

ジネスであるため，はじめに特性であるネットワーク

外部性の特性の理解が必要である．シェアリングエコ

ノミーは利用者が多いことが望ましい．(1-1)，ホスト

にとってはゲストが増えると売る対象が増え，資産を

効率的に運用する事ができメリットがある(1-2)．ゲス

トにとってはホストが増えると購入対象が増加し，よ

り質の高いものをより安く，必要なニーズを低コスト

で利用しやすくなる(1-3)．互いに取引対象が多い事は

両者にとってのメリットとなる(1-4)． 

問 2：シェアリングエコノミーのサービス提供主体

は個人のホストであり，ネットワーク外部性によって

大量の個人（2-1）による多種多様なサービスが存在し

(2-2)，細かなゲストのニーズにも対応できるといった

点(2-3)が挙げられる．既存産業ではターゲットの絞り

込みをするため，生産管理やスタートアップ資金など，

様々な理由で経営上困難になる(2-4)． 

問 3：一方，ホストの増加に伴い個人の裁量によっ

て変化してしまうサービスの質(3-1)を最低限担保す

るために，事業主は安全に利用できる環境作りが求め

られる．具体的には相互評価やエスクロー制度など，

事業主側で取引を管理する仕組みなどがある(3-2)．そ

れらがないと悪質なユーザーが増加し，サービス全体

の評判が悪くなる恐れがある(3-3)．そういった環境作

りが更なるプラットホーム拡大やサービスの利便性

（ネットワーク外部性やニーズのロングテール）に，

良い影響を与えるといった点(3-4)を理解してもらう． 

このように，関連性があるため，問 1 のネットワー

ク外部性の問題から出題し，段階を経て理解する． 

5.3 レポートの理解度レベル 

被験者が学習主題についてどの程度理解しているの

か，結果を可視化するため，レポートの内容によって

レベル分けを行った．各レベルに到達するための条件

について表 3を用いて説明する． 

レベル 5〜レベル 1 の 5 つの段階に分けた．最高で

あるレベル 5 では， 全ての学習主題で抽象化ができ

ており，概念の獲得及び定着が確認できる状態であり，

最低であるレベル 1 は全ての学習主題で説明が全くで

きておらず，的外れな回答をしている場合とした． 

 

表 3 レポートの結果による段階分けと条件 

レベル 条件 

5 全ての学習主題で抽象化ができている 

4 3つの学習主題のうち 2つは抽象化ができ

ている 

3 3つの学習主題のうち 1つは抽象化ができ

ている 

2 全ての学習主題で説明が曖昧※概念の獲得

及び，定着が確認できない. 

1 的外れな回答をしている 

 

5.4 ディスカッションの学習課題 

レポート執筆後，被験者 6 名を 2 つのグループに分

けディスカッションを行った．議題は 4つのパートに

分かれており，議題 1〜3 に関しては表 4 に示すよう

にそれぞれが学習主題である「ネットワーク外部性」，

「ニーズのロングテール化」，「取引上の安全と信頼」

に対応している． 

また，それらの対応関係(例えば，議題 1はネットワ

ーク外部性についての問題)は学習者には伝えず，議題

のみ提示した． 

議題 4 では表の穴埋めをしてもらう．メルカリ，

Airbnb，Uber それぞれのサービスの相違点について

学習者が自由に観点を探し，ディスカッションをしな

がら表を作成してもらった．各パートにつき約 10 分

間，議題 1〜議題 4 まで順に行った． 
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表 4 学習主題とレポートの課題及びディスカッションの議題との関連性 

 ネットワーク外部性 ニーズのロングテール化 取引上の安全と信頼 

レ
ポ
ー
ト 

課
題
文 

問 1：あなたはフリマサイト
A，B，C の利用を検討して
いる．A の利用者は 100 万
人，B は 1000人，Cでは 10
人．どのサービスを選択する
か. 理由も含めて説明しろ. 
（出品物の制限・手数料等全
て同条件） 

問 2：メルカリを利用する際
「様々な商品を必要な時に買う
ことができる」や「昔買い損ねた
モノや，レアモノを買うことが
できる」といったメリットがあ
る Airbnb も同様のメリットが
存在する．可能としている理由
はなぜか．また，既存産業では一
般的に実現が難しいとされてい
るのはなぜか． 

問 3：両事業主が相互評価制度と
エスクロー制度を用いている理
由を説明しろ．また，仮にメルカ
リの事例でそれらの制度を活用
しない場合の問題点を事業主，ゲ
スト, ホストそれぞれの立場で考
察せよ． 

獲
得
す
べ
き
要
点 

(1-1) A を選択 
(1-2)ホスト目線のメリット 
(1-3)ゲスト目線のメリット 
(1-4)人数が多い方が両者に
メリット 

(2-1)サービスを行うのはホスト
個人 
(2-2)ホストのサービスが多様化 
(2-3)ゲストのあらゆるニーズに
対応 
(2-4)既存産業では難しい理由
(コスト，スタートアップ資金等) 

(3-1) 個人サービスによる質低下 
(3-2) 詐欺防止返品対応の簡略化 
(3-3) サービス全体の評判が悪化 
(3-4) 安全対策を徹底する事で今
後のユーザー獲得に繋がる 

デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン 

議
題 

サービスを拡大する取り組
みについて予想しなさい 

利用シーンや利用目的に合わせ
たサービスへの取り組みについ
て予想しなさい 

ホストとゲストが安全に利用で
きる環境について予想しなさい 

項
目 

ホストの獲得方法 
ゲストの獲得方法 

事前に車種の選択が可能 
事前にルート・目的地が確定 
事前に料金が確定 
GPS 効率的な配車 

完全キャッシュレスの決済 
相互評価・エスクロー制度 
独自の保険や対策 

6. 結果 

6.1 レポートの学習結果 

次に表 5 で被験者別の結果を示す．問 1〜3 の各問

題で抽象化が確認できた場合は○，曖昧な場合は△，

そうでなかった場合は×とした．○の条件に関しては，

獲得すべき要点の中でも重要なポイントを全獲得する

必要がある．また，レポート執筆後のディスカッショ

ンでは被験者 1,2,3がグループ A, 被験者 4,5,6がグル

ープ B となっている． 

表 5 レポートの結果 

    被験者 

問 

グループ A グループ B 

1 2 3 4 5 6 

問１NW 外部性 △ ○ ○ ○ △ ○ 

問２ロングテール ○ △ ○ × ○ × 

問３安全と信頼 ○ × △ × △ △ 

理解度レベル 4 3 4 3 3 3 

問 1のネットワーク外部性については，×の学生は

おらず，抽象化は概ね良好な結果となったが，問 2，

問 3と続く問題で◯の数は減って行き，正答率が低く

なっている．レポートの理解度レベルは 4 の学生が 2

名，3 の学生が 4 名となった． 

6.2 ディスカッションの学習結果 

 議題 1〜3 の再具体化についてグループ A では再

具体化が出来ていて，グループ Bではほとんど再具体

化できなかったという結果になった．また，資産特有

の価値の違いについての表の穴埋めは，観点の数が A

が 6個，B が 5 個と，ほとんど変わらない結果となっ

た． 

結果に差が現れた議題 1〜3 について，さらに細か

く項目別に見ていく．表 6 の左の項目は Uber のサー

ビスの具体的な取り組みを調べ，まとめたものである． 

表 6 再具体化できた項目 

Uber の具体的な取り組み A B 

ホストの獲得方法 ○ ○ 

ゲストの獲得方法 △ △ 

事前に車種の選択が可能 ○ △ 

事前にルート・目的地が確定 ○ × 

事前に料金が確定 △ × 

GPS 効率的な配車 ○ × 

完全キャッシュレスの決済 ○ × 

相互評価・エスクロー制度 ○ × 

独自の保険や対策 △ △ 
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議論中の会話や発言の内容を分析し，各項目を獲得

した場合は○，獲得できなかった場合は×としている．

なお，△の項目については，内容が完全一致にはなら

なかったものの，学習者がその項目を観点として捉え，

近しい結論を出した項目である． 

結果としてはグループAでは大半の項目で再具体化

できが，ブループ B では議論が行き詰まり，ほとんど

の項目で観点を出すことができなかった．グループ A

とBでは，再具体化できた観点数に大きな差があった． 

7. 考察 

7.1 抽象化におけるつまずき 

まず，レポートの正答率が問 2から徐々に減ってい

ったことに関して考察する．表 7 は，「問 2 で獲得す

べき要点」の被験者別の獲得状況である．問 2 の学習

主題は「ニーズのロングテール化」であり，着目した

のは(2-1)のサービスを行うのは個人であることの項

目である．この項目の獲得が半数しかいなかったこと

から，つまずきになりやすいことがわかる． 

表 7 問 2 の要点の獲得状況 

問 2 

獲得すべき要点 

被験者 

1 2 3 4 5 6 

(2-1)サービスを実際に

行うのは「個人」 

○  ○  ○  

(2-2)サービスが多様化 ○ ○ ○ ○ ○  

(2-3)様々なニーズ対応

可 

○ ○ ○  ○  

(2-4)既存産業では難し

い 

○ ○ ○  ○ ○ 

 

また，この要点を獲得している被験者 1,3,5 が続く

要点もすべて獲得し，問 2で○(抽象化が確認できる状

態)である事，逆に獲得できなかった被験者 2,3,6は問

2 と続く問 3 でも○を得ていない事から，抽象化の出

来を左右する重要な項目である事がわかった． 

先に述べたように，本研究の学習主題には関連性が

あり，最初のネットワーク外部性から順を追って理解

していく必要がある．レポートの獲得すべき要点も同

様に，順を追って理解することで下の要点を獲得しや

すくなるよう設計している．(2-1)の獲得の有無が下の

要点獲得に影響している，つまり(2-1)を獲得できなか

った学生が，続く要点も獲得できず，正答率が徐々に

下がっていったのではないかと考えた． 

また，レポートの理解度レベルに関しても，レベル 3

の 4名の学生のうち，3 名は問 2の(2-1)を獲得してい

ないことで問 2において○を得ることができていない．

それらの学生は続く問 3でも○を獲得できなかったこ

とからレポートの理解度レベル 3に止まってしまった

と考えられる．(2-1)の獲得はレポートの理解度レベル

にも影響することから，今後は(2-1)を獲得できなかっ

た原因について検討する必要がある． 

7.2 ディスカッションの考察 

議題 1〜3 の結果に差が現れ，なぜこのような結果に

なったのかについて，要因は 2点あると考察した． 

7.2.1 抽象化の再具体化への影響 

まず，グループ A には，抽象化ができていた学習者

が 2名おり，抽象化した内容をうまく活用できていた

ことが挙げられる．メンバーの 3 名のうち 2 名が理解

度レベルが 4であるグループAの議論中の会話例を紹

介すると，「メルカリの商品選択画面で料金やコンディ

ションの記載があること」を「Uber にも活用できない

のか」といった会話から，Uber に「事前の料金確定・

車種ドライバー（ホスト）の選択権」があるのではな

いかと予想していた．一方，グループ B は，既存産業

のタクシー業を議論したため，「料金は事後精算」，「拾

った車種，ドライバーはランダム」といった，固定概

念にとらわれていた．すなわち，抽象的な要点の再具

体化ができず，Uber の仕組みをつかめなかった． 

7.2.2 UberEats の利用経験 

グループ Aでは「UberEats」の既有知識を活用して

いた．グループ Aの中の 1 名が UberEats を日常的に

よく利用する事に加え，以前に UberEats を題材とし

たビジネス系のドキュメンタリーTV 番組を視聴して

おり，既有知識を豊富に持っていた．その知識をもと

に「GPS によるルート確定システム」や「即時迎車シ

ステム」など，グループ A では次々に Uber の仕組み

を考察していった． 

UberEats のサービスは Uber のサービスから派生

したものであり，仕組みや技術を応用したビジネスモ
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デルとなっている． 事後，張本人に個別の質問をした

際にも「非常に役に立っていた」と回答し，UberEats

の既有知識が再具体化に与えた影響は大きかったこと

が分かった． 

8. 今後 

8.1 獲得すべき要点(2-1)の獲得 

抽象化の質は再具体化にも影響する事から，レポー

トの理解度レベルの向上が今後の目標となる．具体的

にはまず，今回の実験でわかったニーズのロングテー

ル化についての問 2 の獲得すべき要点「(2-1) サービ

スを実際に行うのはホスト個人である事」が，なぜつ

まずきとなったのかを検討したい． 

また，この要点を獲得した学生が，下の要点を獲得

していたことから，獲得しやすくなったのはなぜなの

か，明確な根拠を考察する必要がある． 

8.2 既有知識の活用 

今回の実験で UberEats の利用経験や既有知識が，

再具体化に影響する事がわかった．今後は UberEats

の既有知識を活用した学習手法を組み込むことで，再

具体化をさらに促進させることができるのではないか

と考えた． 

手法として，「ドキュメンタリービデオの視聴」を挙

げる．これは，UberEats を題材とした TV 番組などを

あらかじめ視聴することで学習者の UberEats に関す

る既有知識を持ってもらうという手法である．グルー

プ A の中には，UberEats をユーザーとして利用して

いたことに加え，「カンブリア宮殿」や「クローズアッ

プ現代」などといったビジネスに関する TV 番組を視

聴していたことから，「経営的な目線の既有知識」を有

していた可能性がある．この学習者がいたグループ A

ではその既有知識をベースに，次々と再具体化してい

ったことから，そのようなドキュメンタリービデオが

あれば，学習者全員に視聴させることで学習効果が向

上する可能性がある． 

参 考 文 献  

(1) “JNEWS.com ビジネスモデル事例集 2020 年版”， 

https://www.jnews.com/bizmdl/bizmdl.html ， ( 参 照

2019.4.9) 

(2) “情報処理学会  一般情報処理教育の知識体系

(GEBOK)” ，

https://www.ipsj.or.jp/12kyoiku/J07/20090407/J07_Re

port-200902/9/J07-GE_GEBOK-200803.pdf ， ( 参 照

2019.4.9) 

(3) 一般社団法人シェアリングエコノミー協会：”シェアリ

ングエコノミーのビジネスについて”，(2016) 

(4) 総務省：”シェアリングエコノミーの持つ可能性”，平成

30 年版，情報通信白書，(2018) 

(5) 矢野経済研究所：”2019 シェアリングエコノミー市場

の実態と展望 ～民泊／カーシェア／駐車場予約／クラ

ウドソーシング・ファンディング～”，(2019) 

(6) アルン・スンドララジャン: “シェアリングエコノミー”，

日経 BP， 東京 （2016） 

(7) Gawer A. and Cusumano M.A.: “Platform Leadership: 

How Intel， Microsoft， and Cisco Drive Industry 

Innovation”， Harvard Business School Press (2002). 

小林敏男（訳）：“プラットフォーム・リーダーシップ― 

イノベーションを導く新しい経営戦略”，有斐閣 (2005)  

(8) 平野敦士カール，アンドレイ・ハギウ，“プラットフォー

ム戦略”，東洋経済新報社 (2010) 

(9) Rohlfs ，  J. H.: “Bandwagon Effects in High 

Technology Industries”， MIT Press (2003). 情報通信

総合研究所 （編），佐々木 勉（訳）：“バンドワゴンに乗

る－ハイテ ク産業 成功の理論”，NTT 出版 (2006) 

(10) 中田善啓：”ロングテール現象と小売プラットフォーム”，

甲南経営研究，(2012) 

(11) 宮崎康二:“シェアリングエコノミー Uber，Airbnb が

変えた世界”，日本経済新聞出版社，東京 （2015） 

(12) PwC コンサルティング合同会社 グローバルイノベー

ションファクトリー:“国内シェアリングエコノミーに

関する意識調査 2018”，（2018） 

(13) “プレリリースフリマアプリメルカリ累計取引件数 5 億

件を突破 〜捨てられていた不要品に新たな価値を〜”，

https://about.mercari.com/press/news/article/mercari

_500million/(参照 2019.4.9) 

(14) “Airbnb Newsroom”，https://news.airbnb.com/ja/fast-

facts/ (参照 2109.4.9) 

(15) 稲垣忠，鈴木克明：”授業設計マニュアル Ver2 ―教

師のためのインストラクショナルデザイン―”，(株)北大

路書房，(2011) 

－180－



外国語学習・デジタル教科書を用いた遠隔授業支援と

学習ガイド機能の構想 

喜久川 功* 有富 智世** 
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A Learning Guide Function to Support Online Classes    

Using Digital Textbooks for Learning Foreign Languages 
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Faculty of Foreign Studies, Tokoha University** 

2020年度，大学での授業形態は新型コロナウイルスの影響を鑑み，遠隔授業による実施を余儀なくさ

れた．このような中，これまで開発を進めてきた外国語学習支援「デジタル教科書・教材」の再考に至

った．その結果，遠隔授業を効果的かつ効率的に運営するには，既存の「デジタル教科書・教材」に「学

習ガイド機能」を組み込むことが望ましいと考えた．本稿では，まず，今年度の遠隔授業実践から検証

した「Microsoft 365 Education等の活用による遠隔授業運営支援方策」について概説する．次に，本方

策を「デジタル教科書」から円滑に施行できる「学習ガイド機能（構想版）」について報告する． 

キーワード: 語学教育，デジタル教科書，デジタル教材，遠隔授業支援，学習ガイド機能 

1. はじめに 

2020年度は，新型コロナウイルスの影響を鑑み，多

くの教育機関で試行錯誤しつつ遠隔授業が実施された．

常葉大学の語学教育においても同様な状況となり，本

年度前期開講のフランス語科目では，これまで開発を

進めてきた「フランス語学習支援デジタル教材：Web

〈なびふらんせ〉」（e ポートフォリオ付き）を活用し

て対処した． 

遠隔授業の形式は「学習指導教材配信型」であり，

本試みの中で懸念事項も明らかとなった．そもそも

Web〈なびふらんせ〉は，対面授業における質的向上

と改善をベースに設計した「デジタル教材」であった

ため，本教材単体での遠隔授業運営および支援では問

題点が散見された．そこで，本デジタル教材と同時並

行で開発を進めている「デジタル教科書」の構成と併

せて問い直すことにした． 

本デジタル教科書は，デジタル教材の各種コンテン

ツ・e ポートフォリオ・教材ダウンロード等を束ねて

一体化を図り，一斉授業から授業外の自主学習までも

視野に入れた「総合力を備えた教育ツール」の実現を

目指したものである．対面授業のみならず遠隔授業に

も有効な「デジタル教科書」として再構築すれば，様々

な授業形態において効果的な使用が見込める． 

本稿では，まず，今年度の遠隔授業実践から得た

「Microsoft 365 Education 等の活用による遠隔授業

運営支援方策」について概説したい．デジタル教科書

や教材を本方策によりシームレスに提供できれば，効

率の良い遠隔授業の運営支援が可能になる．これに加

えて，本方策を開発中の「デジタル教科書」から円滑

に施行できる「学習ガイド機能」についても検討した．

本機能の実装に関する報告は，「デジタル教科書・教材」

をより有効に活用するための参考例になるだろう． 

さらに，今後の新たな開発においては，Microsoft 

365 Educationといった多くの大学等が利用している

「学習支援ツールとの一体化」で「デジタル教科書・

教材」の構想を図る提案例になればと考える． 

JSiSE Research Report 
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2. Microsoft 365 Education 等の活用による

遠隔授業運営支援方策 

本章では，Microsoft 365 Educationの活用方法につ

いて，特に遠隔授業の運営支援といった側面から概説

する．なお，ここではMicrosoft 365 Educationの各

種ツールを取り上げるが，同種ツールの使用（例えば，

MS Formsの代わりに Googleフォーム，OneDriveの

代わりに Google ドライブ，MS Teams のウェブ会議

機能の代わりに Zoom等）も想定しているため，本章

のタイトルは「Microsoft 365 Education等の活用によ

る…」とした． 

2.1 OneDrive を用いた資料配布やデータの回収 

対面授業と同様に，遠隔授業においても使用中の教

科書やデジタル教材に関する補助的資料を教員が追加

する等，工夫が求められる．学習する上で特に重要な

（強調しておきたい）ポイントはどこか（何か），また，

教科書や教材をいかに用いてどのように学ぶのか，と

いった内容を学習者に具体的に伝え，段階的学びを補

助しつつ学習活動を継続させることが肝要といえる．

さらに，教員の裁量で学習者の理解度に合わせた「小

テスト」や「練習問題」，「課題（レポート）」の実施と

いったケース対応も検討すべき点である． 

本対処策の一つとして，クラウドストレージサービ

スである OneDrive 上に PDF 等の電子ファイルを保

存・共有し，学習者が共有フォルダにアクセスして確

認を行う方法が挙げられる．学習者が作成した電子フ

ァイルを回収する場合にも，この共有フォルダ機能を

活用できる．OneDriveは，ファイル保存領域も十分に

確保されており，ファイルの配布や回収といった際に，

かなり有用なツールとして利用できるだろう（図１）． 

2.2 Stream による動画コンテンツの配信 

オンデマンド型の遠隔授業では，動画コンテンツ（録

画授業・音声付きのスライド資料）への配信対処も考

慮すべき点である．全授業回で動画コンテンツを用い

る授業スタイル以外にも，ピンポイントで動画コンテ

ンツを含めたいというケースもある．このような場合

に有効なツールとしては，Stream が挙げられる．

OneDrive で動画コンテンツを共有する方法もあるが，

Stream には，デバイスやネットワーク環境に応じて

最適なビデオ再生品質が自動的に選択される．さらに，

キャプションが自動で生成される利点もある． 

補足すれば，ケースバイケースで OneDrive と

Streamを使い分けるのが良いだろう（図２）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 OneDrive の使用例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 Stream の使用例 

2.3 Forms の活用による練習問題等の追加 

オンライン上で「小テスト」や「練習問題」を実施

する場合，Formsの利用で簡易に設問の追加ができる

（図３）．選択問題，記述式問題，語学の和訳解答等，

多様な設定も可能である．また，「ファイルのアップロ

ード」機能を用いて，電子ファイルを提出させること

もできる．解答結果は Excelに集約されるため，回収

後の集計や精査において利便性が高い．フィードバッ

ク対処機能もあり，効率的な使用と合理化が図られる． 
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図 3 Forms の使用例 

2.4 Teams を活用した同時双方向型授業 

Web 会議ツール等を用いた同時双方向型授業の最

大のメリットは，対面時のようなリアルタイムでの授

業スタイルと指導，質疑応答等が実現できる点にある．

毎回の授業を同時双方向型で実施するケース以外にも，

内容に応じて授業の一部で実施するケースや，オンデ

マンド型を原則としつつ，質疑応答や個別指導を特定

の曜日・時間帯に指定して対応するケースも考えられ

る．いずれにしても，Microsoft 365 Educationで対処

した場合，Teams の Web 会議機能を利用することに

なる．なお，Teams には Web 会議機能だけでなく，

文字ベースで情報交換が行えるチャット機能や，

OneDriveや Forms等との連携機能も備わっているた

め，これらの機能と「チャネル」等を駆使することで，

LMSのような利用が可能となる（図４）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 Teams の使用例 

2.5 Class Notebook によるフィードバック等の実施 

課題等に対するフィードバックは重要である．対面

授業では学習者に直接声掛けをすることもできるが，

遠隔授業では同時双方向型の授業であっても，授業時

間内に個人へ助言を行うことは懸念される点もあるだ

ろう．受講学生にメール機能を使ってメッセージを送

ることは可能だが，多くの学生に対応した場合，教員

Class Notebookへ 
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の負担はかなり大きい．このようなケースには，受講

者数にも拠るが，Class Notebookの活用が適している． 

Class Notebook は，OneNote ベースのノート型情

報共有ツールである．ノートには，テキストの入力以

外にも画像や音声の貼り付け，手書き機能による書き

込み，電子ファイルの添付といったことが行える． 

ノートを教員‐学生間で共有し，教員は手書き機能

を用いて適切な箇所にコメントを記入する（図５・６）．

何に対するコメントかを学生に対して明瞭に示せるた

め，教員‐学生間の繋がりを簡易に補強することがで

きる（個別あるいはクラス全体への記載提示が可能）． 

なお，将来的には，Class Notebook とWeb〈なび

ふらんせ〉の eポートフォリオ機能とをシームレスに

連動させたいと考えている．当面，技術的な要件を満

たせるまでは，e ポートフォリオの画面キャプチャを

ノートにアップロードさせ，必要に応じてフィードバ

ックを記述する等，臨時的対処で有効性を検証したい． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 Class Notebook（OneNote）の使用例① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 Class Notebook（OneNote）の使用例② 

3. 「学習ガイド」機能の構想 

本章では，前章で述べた方策を「デジタル教科書」

から円滑に施行できるよう構想した「学習ガイド機能」

について概要する． 

「デジタル教科書」は，図７で示したように，紙媒

体の教科書をベースとしてデジタル化を図り，デジタ

ル教材（Web 上の学習コンテンツ）・e ポートフォリ

オ・教材ダウンロード等を一体化する発想から開発を

進めてきた．これに，「学習ガイド機能」を組み込むこ

とが新たな構想案である（図７の左下）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 「学習ガイド機能」追加のイメージ 

 

本機能における「学習ガイド」とは，Microsoft 365 

Educationのような「Webベースの学習支援ツールと

の紐づけ」が可能で，「紐づけられたツールを用いてど

のように学べばよいか」を学習者に明示するWebペー

ジのことである．OneDrive上のファイルやフォルダ，

Stream 上で公開されている動画コンテンツ，Forms

で作成したクイズ（設問），Teams にセットした Web

会議やチャネル，Class Notebook内のノート等は，「リ

ンク」によるアクセスが可能である．授業者は，必要

に応じてこれらの「リンク」を「学習ガイド」内に適

切に配置し，学び方の解説を記載することで，学習支

援ツールの繋がりを学習者に明確に示すことができる

（図８）．学習者は，授業者による「学習ガイド」を参

照することで，「デジタル教科書・教材」と学習ツール

を有機的に結び付けて学べる．なお，「学習ガイド」は，

授業者が設定した「クラス」ごとに作成可能であり，
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また，一つのクラス内で複数のページを設置できるも

のとした（図９・１０）．学習者は，「デジタル教科書」

の「学習ナビ」から，自分が所属するクラスの「学習

ガイド」にアクセスすることが可能となる（図８）． 

（今後にデジタル教材からもアクセス可とする） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 「学習ガイド」の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 クラスごとの「学習ガイド」のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 「学習ナビ」と「学習ガイド」の紐づけ 

4. おわりに 

文部科学省は，コロナ問題の発生以前より教育のデ

ジタル化を勘考し，「デジタル教科書・教材」の使用と

普及を推奨してきた．本状況を踏まえ，教育現場で求

められる教材の開発を目指して「デジタル教材：Web

〈なびふらんせ〉」の改良と拡張を継続してきた次第で

ある．本年度，コロナ禍における教育のあり方と対峙

する中，教育機関における情報機器使用のレベルが飛

躍的に向上したことは確かである．各教育機関におけ

る LMS，Microsoft や Google の各種ツールの認知度

および使用度も一気に増加したといえるだろう．すな

わち，教育機関における情報機器使用の基底は，これ

までの想定とは異なるスタンダードがにわかに成立し

たことになる．本稿では，「Microsoft 365 Education

等の活用による遠隔授業運営支援方策」について概説

し，これらの方策を「デジタル教科書」からも円滑に

施行するために構想した「学習ガイド機能」について

報告した．コロナ問題発生以前の想定で考案された教

材を，いま見込める一般的使用の可能性と求められる

スキルに合致させて整合性を図り，再構築することが

重要だと考えたからである．また，新たな開発におい

ても多くの教育機関が採用している Microsoft 365 

Education，G Suite for Education といった「学習支

援ツールとの一体化」で考案されるならば，授業者と

学習者の双方において有用な教材開発になり得る．い

ま求められる教材は何かと問うならば，対面授業，遠

隔授業，ハイブリッド型授業等，どのような授業形態

でも効果的使用が見込めることをスタンダードにすべ

きだろう． 

今後も実用の段階に向け，更なる検討と開発を進め，

授業実践による検証で精査を重ねたい． 
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肢体不自由者のための自立活動支援アプリケーション開発 

春日 源太郎*1, 畑中正介:1, 吉本 定伸*1, 谷本式慶*2 

*1東京工業高等専門学校, *2東京都立小平特別支援学校 

Development of Self Reliance Activity Support Applications for 

Physically Handicapped People 

Gentaro Kasuga*1, Shousuke Hatanaka*1, Sadanobu Yoshimoto*1, Tsuneyoshi Tanimoto*2 

*1 National Institute of Technology, Tokyo College,  

*2 Tokyo Metropolitan Kodaira School for Special Needs Education 

特別支援教育の場において肢体不自由のある児童生徒に対して自立活動が行われている．また，その自

立活動を支援するために様々な機器が利用されているが，児童生徒によって肢体不自由の度合いや興味

を持つものが異なるため，それぞれに対応した機器を用意し，さらにその使用方法を理解することが必

要になってくる．本研究では自立活動における様々な教育的ニーズへの対応を目指し，Kinect センサー

を利用した腕や上体を動かす自立活動の支援を行うアプリケーションの開発を行っている．本稿ではア

プリケーションの UI や機能の変更による改良と，骨格認識の精度向上を目的に Azure Kinect 導入によ

る開発状況について述べる．  

キーワード: Kinect センサー，肢体不自由者，自立活動，アプリケーション

1. はじめに 

特別支援学校では，肢体不自由のある児童生徒に対

して，身体を動かすといった自立活動の指導が行われ

ている(1)．自立活動とは個々の児童生徒が自立を目指

し，障害による学習上又は生活上の困難を主体的に改

善・克服しようとする取組を促す教育活動である(2)．

その内容としては，(1)健康の保持，(2)心理的な安定，

(3)人間関係の形成，(4)環境の把握，(5)身体の動き，(6)

コミュニケーションの 6 つの区分が示されており，児

童生徒の実態に応じて必要な項目を選定して取り扱う

とされている(2)． 

このような背景から，特別支援学校では AT（アシス

ティブテクノロジー）という現代のテクノロジーを使

って肢体不自由者をサポートするための支援機器が利

用されている(3)．しかし，児童によって興味持つもの

や肢体不自由の度合いといった教育的ニーズが違うた

め，それぞれに対応した機器を用意する必要があり，

教員や介護職員の負担にもなっている. 

そこで，本研究室ではマイクロソフト社の Kinect セ

ンサーに着目し，ゲームを題材とした身体を動かす自

立活動を支援するアプリケーションの開発を行ってき

た(4)．Kinect センサーは，2 種類のカメラとマイクを

使って物体までの距離，人物の骨格情報，音声情報な

どを認識できるという特徴を持つ．このような，ICT

技術を活用することによって，よりアダプティブに児

童生徒の教育的ニーズへの対応が可能なアプリケーシ

ョンを開発することができると考えられる． 

本稿では，これまでに開発が進められてきた肢体不

自由者向け自立活動支援アプリケーションをもとに，

特別支援学校の教諭や介護職員，児童生徒からのフィ

ードバックを元に行ってきた検討と改良内容について

述べる． 

2. 昨年度までの開発状況 

2.1 アプリケーションの概要 

昨年度までに開発されたアプリケーション (4)は

Kinect V2（Kinect for Windows V2）から得られた骨
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格情報を利用し，児童の腕に表示された物体をターゲ

ットまで移動するゲームである．また，ゲームを通じ

て腕の可動範囲の記録を行い，児童生徒の活動状況が

分かるようになっている．  

2.2 ゲームを行う流れ 

 

図 1 メニュー画面 

図 1 にはメニュー画面を示す．この画面ではプレイ

ヤー，ゲームの種類，ターゲットまでの移動回数，ゲ

ームを行う手，BGM の有無を設定して「ゲームスター

ト」ボタンを押すことでゲームを行う前の画面に移動

する． 

ゲームを行う前の画面では，選択したゲームに対応

したテキスト，画像が画面に表示され，「ゲームへ」ボ

タンを押すことで図 2 のようなゲーム画面へと移動す

る．これによって次に行うゲームがどういったゲーム

かを児童生徒に暗示している．ゲームモードは「もぐ

らたたき」，「虫取り」，「フルーツキャッチ」，「テニス」，

「ふきふきぞうきん」の 5 種類を用意している．ここ

では「もぐらたたき」を例として説明を行う． 

 

図 2 ゲーム画面:もぐらたたき 

 ゲーム画面では，手の近くに表示されたハンマーの

画像をもぐらの画像まで移動させると，成功を示す別

のもぐらの画像を表示する．ターゲットであるもぐら

の画像は画面上部から少しずつプレイヤーへと近づい

ていく．残りターゲット数が 0 になるとゲームクリア

となる．また，ゲーム中の腕の可動範囲は記録をとっ

ており，後でグラフやイラストで活動状況を確認する

ことができる． 

2.3 ゲームに使用する画像や音声の編集 

ゲームに使用する画像や音声を児童生徒の好みに合

わせて変更することができる．また，ゲームの変更状

況を保存し，児童生徒に合わせた組合せを適用するこ

とができる．例として図 3 に画像を編集する画面につ

いて示す． 

 

図 3 画像編集画面 

3. アプリケーションの開発概要 

3.1 改良点の検討 

昨年度までに開発された Kinect V2 センサーを用い

たアプリケーションについて，特別支援学校で得られ

たフィードバックから，  

(1) アプリケーションの UI 変更 

(2) 補助具や利用状況による認識精度の向上 

が主な課題として挙がった．以下にこれらを踏まえた

開発状況を示す． 

3.2 UIと機能の改良 

フィードバックから「文字の見やすさ」，「アプリケ

ーション機能の分かりやすさ」の改良が必要であるこ

とが分かった．そこで，より利用者の見やすさの向上

を考え，アプリケーションのコントロール（ボタンや

リストなど）や文字のリサイズを行った．さらに，視

力の低い児童生徒のことを考え，文字については書体

をボールド体に変更し，文字を太く表示するようにし

た．また，画像や音声を編集する機能についても UI の

変更を行った．UI の改良例として新しい画像編集画面

について図 5 に示す． 
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図 4 新しい画像編集画面 

また，実際の場面ではアプリケーションを利用する

児童生徒の変動が想定されるためプレイヤーを削除す

る機能追加した．それに伴いプレイヤー名に使用でき

る文字を半角のみから半角，全角両方に対応するよう

に変更した．これら UI や機能の改良について肯定的

な評価だった．  

3.3 Azure Kinectについての検討と導入 

先述した骨格認識による課題は，Kinect V2 による

骨格認識は全身が写っていない場合に認識精度が低下

するという点が要因であると考え，新しく発表された

Azure Kinect（Kinect for Azure DK）の導入を検討

した．Azure Kinect と Kinect V2 の性能比較につい

て表 1 に示す(5)．色情報，深度情報の解像度の向上

と，筐体のサイズ，重量が半減し，コンパクトになっ

ていることが分かる． 

表 1 Azure Kinectと Kinect V2の性能比較 

 

新たに Azure Kinect を利用した検証用ゲームを作

成し，確認を行った．Kinect V2 を利用した場合と比

較して，ゲームを行う環境の影響を受けにくく，人物

を認識するまでの時間が短い，対象人物の特定が正確

であるといった性能の向上が見られた．  

4. おわりに 

以前までに開発が進められている Kinect センサー

を利用した肢体不自由者向け自立活動支援アプリケー

ションの改良を行った．特別支援学校での試用から，

実装した UI や機能の改良について多くの肯定的な意

見を得ることができた．また，Azure Kinect の導入に

よって人物を認識するまでの速度や骨格認識の安定性

について性能の向上を確認し，アプリケーションの改

良を行うことができた． 

今後は特別支援学校でのフィードバックから，さら

なる改良を行っていく． 
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発達障害のある子どもへのプログラミング教育の提案 
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Proposal for Programming Education  

to Support the Solution of Math Word Problems  
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Muuto Sakaguchi*1, Yukie Majima*2, Seiko Masuda*2 
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Osaka Prefecture University 

近年，発達障害と診断される児童生徒の数は増加傾向にある．発達障害をもつ児童生徒の学習の課題と

して，算数の文章題など包括的な視野を必要とする複数ステップの問題を苦手とすることが挙げられる．

そこで，2020年度から小学校で必修化されたプログラミングが，算数の文章題解決のステップと類似し

ている点に着目した．本研究では，発達障害をもつ児童生徒 6名を対象に，算数の文章題解決につなげ

ることを目的に，各個人向けに設計したプログラミング教室を実施し，その有効性を検証する． 

キーワード: 発達障害，プログラミング教育，ロボット，ビジュアルプログラミング，算数文章題 

 背景 

近年，発達障害と診断される児童生徒の数は増加傾

向にある．平成 24年度の文部科学省の調査によると，

全国の公立小中学校の通常学級に在籍する児童生徒の

うち，発達障害の可能性のあるものは 6.5%であった(1)．

発達障害をもつ児童生徒は，論理的思考に基づく「文

章をイメージ化できない」，「文章のつながりを理解で

きない」といった理由で，算数の文章題を苦手とする

傾向がある(2)． 

また， 2020 年度から小学校でプログラミング教育

が必修化された．プログラミング教育は，プログラミ

ング的思考を身につけ，他教科の学びを確実にするこ

とをねらいとしている(3)．そこで，算数の文章題解決

を支援する方法として，論理的思考を育むプログラミ

ング教育が有効ではないかと考えた． 

 目的 

本研究では，発達障害をもつ児童生徒の算数の文章

題解決につながるようなプログラミング教育の手法を

提案することを目的とする．本稿では，プログラミン

グ教育で使用するロボットに対する反応についても考

察することとする． 

 実験 

3.1 実験対象者 

本実験は，大阪市内のある放課後等デイサービス事

業所を利用する小中学生 6名を対象に，事業所協力の

もと，本人と保護者の同意を得て実施した．なお，本

研究は筆頭研究者が在籍する大阪府立大学の研究倫理

委員会の承認を得て実施した． 
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3.2 使用機器 

本実験では，プログラミング教材として SHARP 社

の RoBoHoN（以下「ロボホン」，図 1）を選択した．

その理由は，小型で親しみやすいコミュニケーション

ロボットであり，学習者の興味を惹くことができるか

らである．またロボホン専用のプログラミングWebア

プリケーション「ロブリック（図 2）」が提供されてい
る．そのためリアルタイムで操作することができ，視

覚的にプログラムを捉えながら学習することができる

ので，発達障害のある児童生徒のプログラミング教育

用に最適であると考えられるからである． 

図 1 ロボホン 

 

図 2 ロブリック操作画面 

3.3 実験手順 

本実験はプログラミングを学ぶためのプログラミン

グ教室を開催する．評価はプログラミング教室時の文

章題 A，算数クイズ時の文章題 Bへの解答とプログラ

ミング教室終了後のアンケート調査で行う（図 3）． 

 

図 3 実験手順 

3.3.1 プログラミング教室 

所要時間は 30 分から 1 時間とした．児童生徒一人

に対して指導員一人で実施し，その様子を観察，記録

した．  

全体的な流れ（図 4）として，発達障害のある児童生

徒の「自分で決めたことに対しては熱心に取り組むこ

とが多い」という特徴に着目し，2 つの学習手順から
自ら選べるよう設計した．一般に，発達障害のある児

童生徒に対する教育では，本人が希望する順番で一つ

ずつタスクをクリアしていくという手法がとられるこ

とが多い．そこで本実験では，図 4の②「プログラミ

ング教室の目標設定」終了後，被験者に「ロボットを

動かしたいか，ロボットと話をしたいか」を尋ねた．

「ロボットを動かしたい」と答えた被験者は，先に③

「ロボットと迷路」を実施し，「ロボットと話したい」

と答えた被験者は，先に④「ロボットとクイズ」を実

施した．以下，各内容について説明する． 

 

図 4 プログラミング教室の流れ 

①「ロボットの特技披露」では，ロボホンに搭載され

ている“逆立ち”や“ダンス”といった動きを披露す

ることで，学習者の興味を惹くことを目的とした． 

②「プログラミング教室の目標設定」では，“ロボッ

トと一緒にプログラミングを学ぼう”という目標を立

て，それを提示した．発達障害をもつ児童生徒は，特

に，先が見えない物事に対して不安を感じやすいとい

う特徴があるので，目標を明確化することとした． 

③「ロボットと迷路」では，図 5に示すボード上で，

ロボホンがスタートからゴールまで動くようにするプ

ログラムを学習者が組み立てる． 
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図 5 実験で使用した「迷路」 

④「ロボットとクイズ（文章題 A）」では，ロボホン

と対話形式で学習する．このパートではロボホンがス

モールステップで算数の文章題を出題する．この算数

の文章題は各被験者の学習レベルに合わせて作成した． 

⑤「ロボットを自由に動かそう」では，プログラミン

グ教室の最後のパートとして，学習者が自由にプログ

ラムを組むことができるようにし，学習したことを踏

まえプログラミングの練習をする機会として設定した． 

実際のプログラミング教室の様子を図 6に示す． 

 

図 6 プログラミング教室開始時の様子 

3.3.2 算数クイズ 

算数クイズは，プログラミング教室の「ロボホンと

クイズ」で取り組んだ，各被験者に合わせて作成した

文章題 Aの類題 Bを出題した．出題形式は，図 7に示

すように従来の学習形式である紙媒体で出題した． 

 

図 7 算数クイズ（文章題 B）の例（被験者 ID 3） 

3.3.3 アンケート 

プログラミング教室終了後，アンケートを実施した．

プログラミングへの興味，ロボットの印象等に関する

表 1に示す 8つの質問項目について，4段階（1：あて

はまらない〜4：よくあてはまる）のリッカート尺度を

用いた．さらに，プログラミング教室の感想と改善点

について自由記述で尋ねた． 

表 1 アンケート項目 

番号 質問内容 

1 ロボホンとの勉強は楽しかったですか？ 

2 ロボホンの話はわかりやすかったですか？ 

3 
ロボホンをうまく動かすことができました

か？ 

4 これからもロボホンと話したいですか？ 

5 プログラミングは楽しかったですか？ 

6 
これからもプログラミングをやってみたい

ですか？ 

7 いつもの勉強と比べて楽しかったですか？ 

8 算数の勉強になったと思いますか？ 

 結果 

4.1 文章題 A，Bの正誤比較 

被験者 6 名のロボホンに対する反応（動かすことを
好むか，話すことを好むか）とプログラミング教室の

③「ロボットとクイズ」時の文章題 Aと算数クイズに

おける文章題 Bの正誤を，以下の表 2に示す．ロボッ

トに対する反応は，プログラミング教室で「ロボット

とクイズ」か「ロボットと迷路」のどちらを先に実施
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したかで判断した． 

以下の結果から，{ ID1, ID2 }，{ ID3, ID4 }，{ ID5, 

ID6 }の 3パターンに分類することができた．これらを

以下，{ タイプ A }，{ タイプ B }，{ タイプ C }とする． 

表 2 ロボホンに対する反応と文章題の正誤 

タイプ 
被験者

ID 
反応 

文章題の正誤 

文章題 A 文章題 B 

A 
1 動かす ○ ○ 

2 動かす ○ ○ 

B 
3 動かす × ○ 

4 動かす × ○ 

C 
5 話す ○ × 

6 話す ○ × 

4.2 アンケート 

まず，アンケート項目ごとの全被験者の平均値（小

数点以下第 2位を四捨五入）を図 8に示す．最後の「算

数の勉強になったと思いますか？」という項目では，

平均値が 2.5と他の項目と比べて低かった． 

 

図 8 各アンケート項目の平均値 

各被験者の回答結果を表 3に示す． 

また，被験者ごとの全アンケート項目の平均値（小

数点以下第 2位を四捨五入）を図 9に示す．平均値は，

タイプ Aが最も高く，続いてタイプ C，タイプ Bとい
う順になった． 

プログラミング教室の感想では，「楽しかった」，「面

白かった」など好意的な意見が多かった．また，改善

点としては，「ロボホンどうしを競争させてみたい」と

いう意見のほか，「もっと早く走ってほしい」，「何かも

のを持たせたかった」といった意見もあった． 

表 3 各被験者のアンケート結果 

タ

イ

プ 

被

験

者

ID 

アンケート項目 

1 2 3 4 5 6 7 8 

A 
1 4 4 4 4 4 4 4 4 

2 4 4 4 4 4 4 4 4 

B 
3 4 2 4 2 4 3 4 1 

4 3 3 4 3 4 3 4 1 

C 
5 4 4 3 4 4 4 4 3 

6 4 4 4 4 4 4 4 2 

 

図 9 各被験者の平均値 

4.3 観察記録 

実験開始時はロボホンに対して緊張していた被験者

や興味を持っていた被験者など，さまざまであったが，

全員が最後までプログラミング教室に取り組むことが

できた．また，プログラミング教室の最後のプログラ

ムである⑤「ロボットを自由に動かそう」のパートで

は，特にタスクを設定していたわけではなかったが，

全員が自らロボホンを動かしたり，ロボホンと話をし

たりしていた． 

また，指導員の主観による，各被験者が「ロボホンを

動かすことを好む」か「ロボホンと話すことを好む」

かの判別と，「4.1 文章題 A，Bの正誤比較」で示した

ロボホンに対する反応はいずれも一致した． 

 考察 

アンケート結果とプログラミング教室の観察記録よ

り，被験者全員が楽しく意欲的に，そして最後まで学

習に取り組むことができていたことがわかった．これ
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より，一般的に学習を長時間続けることが困難とされ

る発達障害をもつ児童生徒の学習として，ロボットを

用いたプログラミング学習が有効であることが示唆さ

れた． 

また，ロボホンに対する反応と文章題の正誤の結果

より以下の 3つのタイプに分類することができた．ア

ンケート結果についても，タイプごとに特徴が分かれ

る結果となった． 

5.1 タイプ A 

タイプ Aは，ロボホンを「動かす」ことを好み，プ

ログラミング教室時（文章題 A）と算数クイズ（文章

題 B）両方において，文章題に正解した群である．こ

の 2名のアンケート結果はすべて最大値の 4であった．

このような結果になった理由として，この 2名は，実

験開始前からプログラミング的思考を身につけていた

ことが考えられる． 

5.2 タイプ B 

タイプ Bは，ロボホンを「動かす」ことを好み，プ

ログラミング教室時の文章題（文章題 A）は不正解で

あったが，その後の算数クイズ（文章題 B）は正解で
あった群である．この 2 名のアンケートの平均値は，

タイプ A，タイプ Cに比べて最も低かった．また，「算

数の勉強になったと思いますか？」という項目におい

て，2 名とも最低点である 1 を回答していた．このよ

うな結果になった理由として，この 2名は，対人コミ

ュニケーションに困難があり，それによってロボホン

との対話にも苦手意識を覚え，紙媒体の問題が適して

いたことが考えられる． 

5.3 タイプ C 

タイプ Cは，ロボホンと「話す」ことを好み，プロ

グラミング教室時の文章題（文章題 A）は正解であっ
たが，その後の算数クイズ（文章題 B）は不正解であ

った群である．この 2名は，プログラミングをするこ

とよりも，ロボホンと話をしたり，ロボホンの特技を

見たりすることを好んでいた．プログラミング教室時

の文章題には正解していたにもかかわらず，算数クイ

ズにおける文章題には正解することができなかった理

由として，この 2名は，論理的思考をすることが困難

であることが考えられる．そのため，ロボホンが対話

形式で文章題を出題し，スモールステップで文章題に

取り組むことが有効であったと考えられる． 

 おわりに 

本研究では，プログラミング的思考と算数の文章題

解決には関連があることが示唆された．また，ロボッ

トを使用したプログラミング教育が発達障害のある児

童生徒の学習を支援する方法として有効であることも

示唆された． 

今後は，ロボホンだけでなく異なるエージェント間

の比較や学習手順の再構築などにより，発達障害のあ

る子どもへのより有効的な学習手法について検討して

いくことする． 
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デンマークにおける若者へのチャットキャリアカウンセリング

とカウンセラーの能力開発 

森田 佐知子*1 

*1高知大学 学生総合支援センター 

Chat Career Guidance for Young People and Practitioners’ 

Training in Denmark 

Sachiko Morita*1 
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Due to the expansion of the COVID-19 pandemic, career guidance for young people in Japan had to 

be changed from face-to-face to online. Although there is a high need for chat career guidance from 

younger generation, it has been pointed out that there are some issues related to client assessment 

and skill development of career counselors. Therefore, this study aims to research the case of 

eGuidance in Denmark, which has been providing career guidance using ICT for youth since 2011 at 

the national level, for improving chat career guidance in Japan. 

キーワード: チャット，キャリア支援，デンマーク，キャリアカウンセラー，能力開発 

1. はじめに 

1.1 日本における ICTを活用したキャリア支援 

新型コロナウイルスの感染拡大により，日本の若者

に対するキャリア支援は，それまでの対面での支援か

ら電話，電子メール，Web 会議システム，チャットな

ど ICT を活用した支援に変更することが余儀なくさ

れた．株式会社マイナビ（2020）の調査(1)においても，

緊急事態宣言中の就職相談対応について，「通常通り」

と回答した大学はわずか 9.0%にとどまり，「電話での

対応」が 87.1%，「メールでの対応」が 86.7%，「WEB 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

での対応」が 77.6%となっている．では，それぞれの

ICT ツールにはどのような特徴があるのだろうか． 

日本学生相談学会（2020）(2)は，「相談者とカウンセ

ラーが別々の場所にいる状況で，何らかのコミュニケ

ーションツールを用いて行われる相談活動」を「遠隔

相談（Distance Counseling）」とした上で，遠隔相談

の方法と特徴・対面との比較を，言語情報，非言語情

報（視覚的・聴覚的），時間同期性の 3 つの観点から、

表 1 の通り整理している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

視覚的 聴覚的

対面 〇 〇 〇 〇

〇 × 〇 〇

映像表示 〇 〇 〇 〇

映像非表示 〇 × 〇 〇

〇 × × ×

〇 × × 〇

表1  遠隔相談の方法と特徴・対面との比較

出典：日本学生相談学会（2020）

相談の方法 言語情報
非言語情報

時間同期性

非対面

対面

電話

ウェブ会議シ
ステム

メール

チャット

JSiSE Research Report 
vol.35,no.6(2021-3)

－197－



日本学生相談学会（2020）(2)は，我が国の学生相談

では，電話相談，メール相談，ウェブ会議システムに

よる相談が中心的に使われていると述べているが，一

方で，個別の研究事例を見ると，若者は「テキストの

やり取り」によるカウンセリング，特にチャットによ

るカウンセリングを好むとする先行研究も多い．例え

ば， 富田・林（2018）(3)は，電子メールによるカウン

セリングと対比したうえでのチャットによるカウンセ

リングの有益さ（チャットによるカウンセリングであ

れば，カウンセラーとクライアントが少なくとも“時

間”（“いま”）を共有しているという点が有利である）

を指摘した．また，チャットであれば，クライエント

の微妙な感情の変化をその都度確認し，支援を行うこ

とができると述べ，チャットによるカウンセリングの

可能性を示している．また， 中川・杉原（2019）(4)は，

京都大学カウンセリングルームにおける２年間の運用

実績を踏まえ，多くの学生利用者は，ビデオ通話，音

声通話，テキストのやり取り（チャット相談）のうち，

テキストによるやり取り（チャット相談）による相談

を選択した，と述べており，学生のニーズの高さをう

かがえる結果となっている．若者たちのコミュニケー

ションに関する先行研究においても，近年の若者たち

のコミュニケーションのほとんどは SNS によるやり

取りである(5)と指摘されており，SNS の中でも LINE

に代表されるメッセージングアプリによる「テキスト

のやり取り」を通じたコミュニケーション，いわゆる

チャットによるコミュニケーションを好むという指摘

は多い(6)(7)． 

1.2 チャットによるキャリアカウンセリングの課題

と本研究の目的 

では「テキストのやり取り」によるカウンセリング

には，どのような課題があるのだろうか．表 1 を見る

と，ウェブ会議システムで互いの映像を表示して行う

カウンセリングの場合は，言語情報，非言語情報（視

覚的・聴覚的），時間同期性すべてにおいて対面のカウ

ンセリングと変わらないが，一方で，たとえばメール

によるカウンセリングの場合は言語情報しか得られな

い，チャットによるカウンセリングにおいても言語情

報と時間同期性しか得られないなど，ICT，なかでも

「テキストのやり取り」によるカウンセリングはカウ

ンセラーが得られる情報が少なく，対面でのカウンセ

リングとは異なる手法が必要になることが推測される． 

この「テキストのやり取り」によるカウンセリング

の特徴に依拠する課題は，個別事例の中でも指摘され

ている．例えば中川（2002）(8)は，電子メールによる

カウンセリングについて，受け取る側は活字になって

しまった文章だけでクライエントの様子をできる限り

想像しなければならないため，サービスを提供する前

に行うべきクライアントのアセスメントが難しいこと

を課題の一つとしてあげている．富田・林（2018）(3)

は，メールは情報量に乏しいため，メールのやり取り

だけでクライエントの抱える問題や人物像について正

確に見立ててゆくことが難しく，クライエントの反応

に合わせた細やかな介入は対面相談に比べてはるかに

難しくなる，と指摘しており，「テキストのやり取り」

によるカウンセリングは，少ない情報量でクライアン

トのアセスメント（クライアントの様子を探り，クラ

イアントの抱える問題や人物像を正確に見立てていく

こと）を行うこと，が大きな課題あることが分かる．

上記 2 つの先行研究は電子メールの事例であるが，チ

ャットを活用したキャリアカウンセリングにおいても，

非言語情報が得られないという環境は電子メールと同

じであるため，同様のことが課題となることが予測さ

れる． 

また電子メールではなく，チャットカウンセリング

独自の課題についてもいくつか指摘されている．例え

ば，小岩ほか（2018）(9)は，LINE を使った学生相談

の課題として，「相談される」側のカウンセラーと担当

職員が対応を十分に行えないという理由で導入に否定

的であったことを指摘している．また，杉原・宮田

（2019）(10)は，チャットによるカウンセリングは，得

られる情報量が少ないという点に加え，動機づけの低

い相談者が多くなりやすい，という課題を指摘してい

る．杉原・宮田（2019）(10)によれば，チャットによる

カウンセリングでは，「なんとなく相談」や「暇つぶし

相談」も見られ，しばしば，最後まで何を相談したい

のか不明確であったり，突然返信がなくなってしまう

ケースや，何かをしながらの「ながら相談」も見られ

るという．しかし利用者を中心に考えたとき，このよ

うに動機づけがあいまいな状態のクライアントにさえ

アクセスでいるということはむしろメリットであると
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杉原・宮田（2019）(10)はのべている． 

これら先行研究をまとめると，チャットによるキャ

リアカウンセリングの課題として大きくは以下の 2 点

にまとめることができるだろう． 

1. キャリアカウンセリングサービスを提供する前

に行うべきクライアントのアセスメント（クライ

アントの様子を探り，クライアントの抱える問題

や人物像を正確に見立てていくこと）を，少ない

情報量で行わなければならない． 

2. 相談される側であるカウンセラーや担当者の能

力開発の必要性 

さて，本研究の対象地としたデンマークは，新型コ

ロナウイルスの感染拡大以前より，ICT を活用した若

者へのキャリア支援の仕組みを整備してきた国の一つ

である．デンマークは教育における ICT 活用の先進国

の一つといってよい．例えば OECD & 国立教育政策

研究所（2016）(11)の調査によると，学校における ICT

利用，学校でのインターネット利用時間，学校以外の

場所における学校の勉強のための ICT 利用，学校でイ

ンターネットにアクセスできる生徒の割合，と多くの

主要指標において先進国の中で 3 位以内にランクイン

している．また同調査において，社会的に恵まれない

生徒であっても 99%以上が家庭でコンピューターへ

アクセスできる，デジタルアクセスへの格差が極めて

低い国としても位置付けられている． 

こうした特徴は，若者に対するキャリア支援にも反

映されている．デンマークでは 2011 年から，ナショ

ナルレベルで ICT を活用した若者へのキャリア支援

（eGuidance，デンマーク語では eVejledning）を開設，

運用しており，中でもチャットを活用した若者へのキ

ャリア支援については，独自のコミュニケーションモ

デルを開発するなどその取り組みが進んでいる．こう

した先進事例を調査することは，今後の日本における

若者へのチャットキャリアカウンセリングに有益な示

唆をもたらすと考えられる．そこで本報告では，デン

マーク eGuidance のチャットキャリアカウンセリン

グについて，とくに，先行研究にて課題とされた 2 点

について，つまり，クライアントのアセスメントとカ

ウンセラーや担当者の能力開発，という課題をどのよ

うに解決してきたのか，という点に着目して考察，報

告することを目的としたい． 

2. 方法 

2.1 調査方法 

本研究は大きく 2 つのフェーズに分けて実施した．

1 つ目は，EU におけるライフロングガイダンス政策

と本研究との関連性を整理するため， ELGPN

（European Lifelong Guidance Policy Network）や

Euroguidance Network が発行している報告書，そし

て，欧米を中心とした研究者による ICT を活用したキ

ャリア支援に関する文献を調査した．次に，文献調査

にて明らかにならなかった事柄について，2016 年と

2019 年に，デンマーク及びフィンランドにて現地調査

を行った．  

2.2 調査の日時，対象 

現地調査における調査対象は下記のとおりである． 

 まず，2016 年度の調査は 2016 年 11 月 15 日（火）

に実施した．調査内容は， University College 

Copenhagen（以下，「UCC」と略）のキャリアカウン

セラー養成コースで教鞭をとる専門家 1 名と，

eGuidance を管轄する省庁である Ministry of 

Children, Education and Gender Equality（以下，「教

育省」と略）に所属する 2 名の専門家への聞き取り調

査を行いキャリアカウンセラー養成制度における ICT

教育と，eGuidance の設立背景や利用状況等を詳しく

調べた．3 名の専門家の氏名と聞き取り調査当時の所

属・役職を表 2 に示す． 

2019 年度の調査は 2019 年 8 月 12 日（月）～2019

年 8 月 16 日（金）に実施した．2019 年度の調査では，

この期間に開催されたキャリアカウンセラーを対象と

した国際研修への参加と，本研修の講師の一人で，デ

ンマーク eGuidance の代表的立場にある Anette 

Jochumsen 氏（The Danish Ministry of Education） 

表 2  2016年度の調査対象者 

専門家氏名 調査当時の所属と役職 

Inger-Lise 

Petersen 氏 

Associate Professor,  

University College Copenhagen 

Dorit Priisholm 

Andersen 氏 

Editor,  

Ministry of Children, Education 

and Gender Equality 

Tine Mette 

Kronborg 氏 

Coordinator for Guidance and 

Counselling, 

Ministry of Children, Education 

and Gender Equality 
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への聞き取り調査を行った． 

 聞き取り調査にあたっては，すべての専門家に対し

て，事前に，本研究の目的や質問したい事柄について

メールにて説明を行った．聞き取り調査当日は，調査

対象者の了承を得て記録のために音声を録音した．ま

た調査対象者から提供された資料のほかに，気づいた

点などをフィールドノートに記入した．すべての調査

対象者は，聞き取り調査の結果が学会発表や論文とし

て公表されることを承諾した． 

3. 調査結果 

3.1 キャリアカウンセラーの養成制度 

2016 年の Inger-Lise Petersen 氏への聞き取り調査

から明らかになったデンマークのキャリアカウンセラ

ー養成制度の概要を述べる． 

日本では，キャリアカウンセラーの養成は民間の教

育機関によって行われているが，デンマークでは UCC

を含むいくつかの大学で 1 年間の継続教育（60ECTS）

として実施されている．このコースへの入学には原則

として関連する学士レベルの教育と 2 年間の関連した

分野での実務経験が必要である． 

2016 年の UCC のコースには 10 のモジュール（日

本の大学の 1 科目に相当）が設定されているが，その

中の一つに「ガイダンスとデジタルメディア」という

モジュール（5ECTS）が用意されている．キャリア支

援やキャリアカウンセリングにおいて ICT を使用す

るスキルと能力は二次的なものと見なされることが多

く，初期および継続教育では十分に発達していない(12)

とされている中で，デンマークにおいては正式な養成

コースのモジュールの一つとして組み込まれている点

は注目に値する． 

eGuidanceに携わるカウンセラーの能力開発につい

ては，3.4 でも言及する． 

3.2 eGuidance創設の政策的背景 

次に，教育省の専門家に，eGuidance 創設の経緯を

質問した．聞き取り調査から得られた eGuidance 設立

に至る主な出来事を表 3 に示す． 

Tine Mette Kronborg 氏によると，この一連の改革

により，デンマークでは，分散していたキャリア支援 

表 3  eGuidance設立に至る経緯 

年号 内容 

2004 年  デンマーク議会による「ガイダンス

法」の施行 

 ナショナルポータルサイト UG（デ

ンマーク語で Uddannelseguiden 

UG.dk）の開設 

2010 年  デンマーク議会による，若者の少な

くとも 95%が後期中等教育レベル

（合計 12 年間）の教育を受けてい

る状況にする，という決定 

 eGuidance の設立 

2011 年  eGuidance の運用開始 

 

のリソースを集約し，若者とその両親への支援に注力

するようになったとのことであった．その背景には，

若者のドロップアウト率の高さもあったようである． 

ここで，eGuidance 創設のきっかけとなったデンマ

ークにおける「ガイダンス法」について整理する．

Plant & Thomsen（2012）(13)によると，デンマークの

若者のための教育・職業指導に関する包括的な改革法

案が 2003 年に可決された．これは「Act on Guidance 

in Relation to Choice of Education, Training and 

Career」と呼ばれている．本改革によりデンマークに

おけるキャリア支援は，北欧の伝統的なモデルであっ

た「教師ベースモデル（教師が，教師としての立場を

維持しつつキャリア支援を行うというモデル）(14)」か

ら，各地域に 45 か所設置された若年者教育ガイダン

ス セ ン タ ー Ungdomens Uddannelsesvejledning 

Centre（英語訳では Youth Guidance Centre：主に

義務教育から青年期教育への移行を支援する）と，全

国に 7 か所設けられた研究選択センター Studievalg 

（英語訳では Regional Guidance Centre：主に青年期

教育から高等教育学校への移行を扱う）(15)に集約され

る形式に変わったことである．またこの法律では，教

育省がすべての教育段階における教育と職業訓練等に

関する情報を提供することが定められており，この一

環として開発されたのが www.ug.dk として知られる

Web ベースのナショナルポータルサイトである．本ポ

ータルサイトは一般的に UG（デンマーク語で

Uddannelseguiden UG.dk，以下「GU」と略）と呼ば

れ，初期の段階では、UG は教育と雇用機会に関する

情報を備えた「静かな」図書館のようなサイトであっ 
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図 1 www.ug.dkトップページ 

た(16)．  

こうしたデンマークの動きはデンマークだけのもの

ではなく，生涯学習に関する EU の覚書(17)の影響が大

きい．本覚書の 6 つあるテーマのうち，UG は 5 に示

された「ガイダンスとカウンセリングを再考する：誰

もがヨーロッパ全体において，および生涯を通じて，

学習機会に関する質の高い情報とアドバイスに簡単に

アクセスできるようにする」に特に関連すると考えら

れる． 

3.3 eGuidanceの利用状況と運用体制 

2010 年より，この GU の中に，eGuidance（デンマ

ーク語では eVejledning）と呼ばれる様々な e チャネ

ルを介した個人的なキャリアカウンセリングを可能と

する電子プラットフォームが設立され，チャット，電

話，電子メールなどを通じたデジタルベースのキャリ

アガイダンスが提供されるようになった．eGuidance

のトップページを図 2 に示す． 

ここで，調査対象者から提供された資料をもとに，

eGuidance の利用状況を見ていく．まず 1 年間のコン

タクト数は，2015 年度の実績は 108,000 コンタクト，

2019 年の資料では毎年およそ 100,000 コンタクトと

記載されていることより，ここ数年，毎年 10 万コンタ

クトで落ち着いていることがわかる．デンマークの人

口がおよそ 580 万人であることを考慮すると，非常に

多くの人がこのサービスを利用していることが分かる． 

利用者が使用したツールについては，2015 年度は，チ 

 

図 2 eGuidanceトップページ 

ャットが 44%，電話 35%，電子メールが 19%，ウェビ

ナーが 2%となっている．一方で 2019 年度の資料によ

ると，チャットは変わらずの 43%であるが，電話が

44%と増加している．電子メールは 13%とその割合が

低下している．また利用者の性別は，2015 年度，2019

年提供資料共に，女性が約 6 割，男性が約 4 割となっ

ており，女性の利用がやや多いことがわかる．2019 年

度の資料には記載がないが，2015 年度における利用者

の年代は，34%が成人，33%が 17 歳以上の若者，24%

が 16 歳以下の若者，5%が保護者となっており，利用

者の過半数が若者となっている． 

 eGuidance における利用者数はここ数年 10 万コン

タクトで一定している一方で，対応するカウンセラー

の数は大きく変化している．2015 年の実績では 42 名

のキャリアカウンセラー（フルタイム 14 名，パートタ

イム 28 名）が配置されているが，2019 年の資料では

29 名の配置（フルタイム 15 名，パートタイム 14 名）

となっており，パートタイムのカウンセラーの数が大

きく減少している．（利用可能時間は 2015 年，2019 年

いずれも同じである） 

3.4 チャットによるキャリアカウンセリングの可能
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性と 4Cモデル 

 Jochumsen & Hein（2018）(18)が実施したサーベイ

調査によると，eGuidance がこれほど普及したのは，

幅広いデジタルメディア（利用者に良く知られている

メディア）を介したキャリアガイダンス，キャリアカ

ウンセリングへの即時アクセス，そして利用可の時間

の延長に起因している，とある．さらに，この

eGuidance において，特に人気があるのは，チャット

サービスを通じた個人・集団キャリアガイダンス・カ

ウンセリングであるという．2016 年及び 2019 年に実

施した聞き取り調査では，若者が特にチャットを好む

傾向があるとのことであり，この点については日本と

同じ傾向であった．  

 それでは，eGuidance におけるチャットを使用した

キャリアカウンセリングにおいては，どのような理論

やモデルが使用されているのであろうか．またそうし

た理論やモデルは，少ない情報からクライアントのア

セスメントを行うというチャットキャリアカウンセリ

ングの課題をどのように解決しているのであろうか． 

 このことについて 2016 年の調査にて，eGuicance

におけるチャットキャリアカウンセリングでは，「4C

モデル」という独自のコミュニケーションモデルが開

発されていることが明らかとなった． 

 2019 年度の調査で Anette Jochumsen 氏より提供

された 4C モデル図（デンマーク語では 4K モデル）

を図 3 に示す． 

 

図 3 4C/4Kモデル 

次に，2016 年度と 2019 年度の聞き取り調査の結果

から明らかとなった 4C モデルの詳細を示す． 

まず 4C モデルにおいては，ICT を活用したキャリ

アカウンセリングは 4 つのフェーズを持つ．それぞれ

のフェーズは円の最も内側に書かれており，左上から

時計回りに，①コンタクト，②コントラクト，③コミ

ュニケーション，④コンクルージョン，となる．さら

にこれら 4 つのフェーズそれぞれに，目標，カウンセ

ラーの態度姿勢，使用できるツール，という 3 つの構

成要素がある．提供された資料には，4 つのフェーズ

における 3 つの構成要素の内容が，上記モデルととも

に詳しく記載されているが，ここでは簡単にその内容

をまとめることとする． 

 まず第 1 フェーズである「コンタクト」の目標は，

関係性の構築と，利用者であるクライアントがカウン

セラーに連絡してきた理由を明らかにすることである．

カウンセラーの態度姿勢としては，共感を示す・口頭

でのミラーリング・目線の高さを合わせる・傾聴・リ

フレクションの時間をとる，の 5 つがあげられている．

ツールボックスには，当該フェーズにおいてカウンセ

ラーが利用しうる具体的な表現が，電話・チャット・

電子メールという 3 つの ICT ツールに分けて具体的

に記載されている．  

 第 1 フェーズでクライアントの主訴を確認した後，

第 2 フェーズである「コントラクト」では，第 1 フェ

ーズから一歩踏み込み，クライアントとカウンセラー

相互の焦点を明らかにし，カウンセリングに期待する

ことを明確にすることが目標とされている．このフェ

ーズにおけるカウンセラーの態度姿勢は，クライアン

トの要望を要約する・eGuidance で対応すべき相談か

どうかを検討する・問題を構造化し説明する・リフレ

クションの時間をとる，の 4 つとなっている． 

今回聞き取りを行った専門家のうち実際に

eGuidance のカウンセラーをしたことのある Tine 

Mette Kronborg 氏と Anette Jochumsen 氏は，チャ

ットを通じたキャリアカウンセリングにおいては，こ

のコントラクトのフェーズで，クライアントとカウン

セラーが，カウンセリングが終了したときに期待され

る結果を共有することの重要性を指摘した．  

 Anette Jochumsen 氏によれば，第 3 フェーズの「コ

ミュニケーション」が，いわゆるキャリアカウンセリ

－202－



ングのパートにあたる部分である．第 3 フェーズの目

標は，クライアントとカウンセラーがともに，コント

ラクトのフェーズで確立された問い，課題に取り組む

ことであり，カウンセラーに求められる態度姿勢は，

調査と挑戦・状況に応じてクライアントが知識を得ら

れるよう情報を提供する・カウンセリング中に得られ

た結論をテキスト化していく・メタコミュニケーショ

ン・リフレクションの時間をとる，の 5 つがあげられ

ている． 

 第 4 フェーズである「コンクルージョン」は，カウ

ンセリングの結びの部分にあたり，冒頭にクライアン

トとカウンセラーとの間で設定した課題の解決に関す

る評価を行うこと，そしてカウンセリング終了後のク

ライアントの行動を促すこと，の 2 つが目標となって

いる．カウンセラーに求められる態度姿勢は，カウン

セリングのプロセスを振り返る・クライアントに有効

な結論を導き出す・リフレクションの時間をとる，の

3 つがあげられている． 

 Anette Jochumsen 氏は，この 4C モデルは，Carl 

Rogers（1902-87）の Person-centered approach と

Gerard Egan（1930-）の skilled helper model の 2 つ

から大きな影響を受けていると述べた．Anette 

Jochumsen 氏によれば，eGuidance を開始した当初

はカウンセラーも試行錯誤で業務を行っていたが，こ

うした独自のモデルを開発することが，彼らのカウン

セリング力の向上にもつながっているということであ

った． 

4. 考察と今後の課題 

本節では，本研究の焦点とした 2 つの課題について，

明らかになったことと，今後の課題をまとめる． 

まず，少ない情報量の中で，いかにクライアントの

アセスメント（クライアントの様子を探り，クライア

ントの抱える問題や人物像を正確に見立てていくこと）

をおこなのかという点については，4C モデルにおける

第 1 フェーズ「コンタクト」と第 2 フェーズである「コ

ントラクト」が重要な役割を果たしていることが明ら

かとなった．特に「コントラクト」のフェーズでカウ

ンセラーは，フェーズ 1 におけるクライアントの主訴

を要約し，eGuidance がその対応機関として適してい

るかどうかを判断する．また問題となっている事柄を

構造化し，表現することで，クライアントと課題とゴ

ールの共有を行う．こうしたプロセスを時間をかけて

丁寧に行うことで，短いテキストでクライアントと双

方向の情報交換を行い，クライアントを見立てていく

ことが可能となる．こうした手順は，日本における実

践においても非常に参考になるものであると考えられ

る．また 4 つのフェーズすべてにリフレクションの時

間を設けることで，クライアントとカウンセラーの両

者が各フェーズの結果に納得感を持ち，進めていける

構造にもなっている．この点もチャットカウンセリン

グにおける重要な技術であると考えられる． 

2 点目の，カウンセラーや担当者の能力開発につい

ては，まず，デンマークでは，キャリアカウンセラー

の養成コースに，「ガイダンスとデジタルメディア」と

いうモジュール（5ECTS）が用意されていることが明

らかとなった．養成段階において ICT を使ったキャリ

アカウンセリングの基礎的知識を習得できることは，

その後の実践においても大きなアドバンテージになる

と考えられる．さらに eGuidance の現場においては．

4C モデルという独自のコミュニケーションモデルの

開発と，それに沿ったカウンセリングの実践がカウン

セラーの能力開発にも大変役立っているという回答を

得ることができた．また Anette Jochumsen 氏は，筆

者も研究の一環として参加させていただいたキャリア

カウンセラー向けの国際研修の講師の 1 人を務めてお

り，5 日間ある研修のうち 1 日をかけて，デンマーク

における eGuidance の取組とチャットを使ったキャ

リアカウンセリングに関する知識教授を行っている．

筆者が参加した 2019 年度夏の研修では，ヨーロッパ

を中心に 15 か国から 50 名の専門家が参加した．こう

した国際研修を通じて，eGuidance で培ったノウハウ

の伝播に力を入れていることが明らかとなった． 

 本研究から明らかになった 4C モデルは数少ないチ

ャットキャリアカウンセリングに特化したモデルであ

り，この 10 年にわたるデンマークでの実績を有して

いる．こうした事例を学ぶことは，日本においてチャ

ットによる若者へのキャリア支援を行う専門家にとっ

ても示唆に富んだ内容であると考えられる．  

 今後の課題としては以下の点があげられる．まずキ

ャリアカウンセラーの養成について，今回の調査で養
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成段階においても ICT を使ったキャリア支援に関す

る教育が実施されていることは明らかになったが，そ

のモジュールの詳細については調査できなかった．こ

の点については今後の課題として，他の北欧諸国との

比較も踏まえて研究を続けたい． 

また，eGuidance の実践については，2019 年度の調

査時におけるキャリアカウンセラーの数が大きく減少

している理由を明らかにしたい．少ないカウンセラー

でも対応できるモデルや手法が新たに開発されている

とすれば，それは日本の専門家にとっても大きな参考

となりうる． 

さらに，2004 年の「ガイダンス法」にて開設された

2 つの（対面式の）キャリア支援センターとの連携，

eGuidance における組織内教育・研修や 4C モデルと

元となった理論との関連についも今後の課題としたい． 
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